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5. 有効性評価への適用性 

（1）燃料定常照射挙動 

Phénix 炉における燃料要素の照射試験の解析により、FP ガスの保持量は、局所的に見ると

最大で 30%程度の不確かさがあるが、FPガスの保持量の総量や大まかな分布は、良く模擬でき

ていることを確認した。また、燃料の幾何形状、燃料組成の軸方向分布等の定常照射時の熱的

挙動及び機械的挙動をおおむね再現できることも確認した。 

したがって、有効性評価においては、FPガス保持量の不確かさを考慮することにより、ＳＡ

Ｓ４Ａは燃料定常照射挙動に適用できる。 

 

（2）冷却材熱流動挙動 

CABRI炉内試験の解析により、冷却材の熱流動挙動を表す指標である過渡時の冷却材温度分

布の不確かさは小さく、冷却材の熱的挙動は、適正に計算されることを確認した。後述の燃料

要素の熱的挙動の項で示すとおり CABRI炉の熱的条件が実機条件と同様であるということ、後

述の冷却材沸騰挙動の項で示すとおり冷却材の沸騰挙動が適正に再現されているということ

などから、ＳＡＳ４Ａの冷却材熱流動挙動に関するモデルは有効性評価へ適用できる。 

 

（3）燃料要素の熱的挙動 

CABRI炉内試験の解析により、過渡時の冷却材温度分布の不確かさは小さく、燃料要素の熱

的挙動が適正に計算されることを確認した。また、燃料要素の熱的挙動は、熱膨張率やギャッ

プ熱伝達率を介して燃料要素の機械的挙動と関連しているが、後述のとおり燃料要素の機械的

挙動に関しても適正に模擬できていることから、本物理現象の不確かさは小さいと考えられる。 

CABRI炉では、ドライバー炉心が熱中性子炉であることから燃料ペレット外周部での熱中性

子束の吸収により実機に比べて燃料内中性子束の径方向分布は相対的に外側が高くなるが、

CABRI 試験では、過渡に先立ち 480～600W/cm の高線出力状態で短時間の定常出力運転を行う

ことにより、燃料径方向中心部の初期温度を高くすることで、過渡時の温度分布を実機条件と

同様の分布になるよう調整している。加えて、実機では、燃料要素がバンドル体系となっては

いるが、冷却材として用いているナトリウムが高い熱伝導性を有していることから温度分布は

平坦であり、燃料要素の過渡挙動の同時性が高く、燃料集合体全体の挙動を単一の燃料要素で

適切に代表できるものと考えられる。 

以上より、ＳＡＳ４Ａの燃料要素の熱的挙動に関するモデルは有効性評価へ適用できる。 

 

（4）燃料要素の機械的挙動 

CABRI炉内試験の解析により、燃料頂部の軸方向伸びの不確かさは小さく、燃料要素の機械

的挙動は、適正に計算されることを確認した。また、前述のとおり、燃料要素の機械的挙動は、

燃料要素の熱的挙動とも関連しており、燃料要素の熱的挙動に関しても適正に模擬できている

ことから、本物理現象の不確かさは小さいと考えられる。 

CABRI試験は、原子炉中の燃料要素の状態を模擬した炉内試験で、機械的物性は、実機と同

等の条件となっていることから、燃料要素単ピンでの挙動としては実機での挙動と同等である。
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加えて、前述のとおり各集合体の挙動を単一の燃料要素で適切に代表できるものと考えられる。 

以上より、ＳＡＳ４Ａの燃料要素の機械的挙動に関するモデルは有効性評価へ適用できる。 

 

（5）冷却材沸騰挙動 

CABRI炉内試験の解析により、冷却材の沸騰時刻や沸騰拡大挙動を良く模擬できていること

を確認した。 

冷却材沸騰挙動に関しては、ピンバンドル体系でのナトリウムの沸騰挙動に関する試験［13］

より、大きな気液密度比と熱伝導度を有するナトリウムの沸騰現象の特徴として、ごく短時間

にバンドル全体を覆う大きな蒸気泡が形成され、1次元ピストン状に気泡の拡大・収縮が繰り

返され、その後蒸気泡が加熱面全体に拡がった後にドライアウトが生じることが確認されてい

る。すなわち、ナトリウムの高い熱伝導度がバンドル全体の径方向温度分布を平坦化し、ナト

リウムの大きな気液密度比が急激な蒸気泡の拡大を引き起こすことにより、バンドル中の沸騰

挙動は、径方向に関しては極めて同時性の高い挙動となり、軸方向 1次元での挙動として取り

扱うことが可能であること、言い換えれば、バンドル体系の沸騰挙動を単一の燃料要素で適切

に代表できるものと考えられる。加えて、ピンバンドル体系に対してＳＡＳ４Ａの前身である

ＳＡＳ３Ｄによる解析［14］で沸騰挙動を適切に模擬できることが示されている。 

以上より、ＳＡＳ４Ａの冷却材過渡挙動モデルは有効性評価へ適用できる。 

 

（6）被覆管の溶融と移動挙動 

CABRI炉内試験との比較により、被覆管の移動挙動を過大評価する傾向にあることを確認し

たが、これは実機解析では被覆管が燃料端部へ移動することで反応度が増加する方向に、すな

わち反応度フィードバックの観点から保守的に評価されることを意味する。 

したがって、ＳＡＳ４Ａの被覆管の溶融と移動挙動に関するモデルは保守的に有効性評価へ

適用できる。 

 

（7）燃料の破損挙動 

CABRI炉内試験の解析により、試験で得られた破損時刻や破損位置（範囲）をおおむね再現

できることを確認した。 

燃料の破損挙動は、被覆管や燃料ペレットの温度と強度の関係という局所的な現象により決

定されるため、単ピン体系であるかバンドル体系であるかによらず局所的な状態を評価するこ

とで燃料の破損挙動の予測が可能である。加えて、前述のとおり集合体の挙動を単一の燃料要

素により適切に代表できるものと考えられる。 

一方、燃料の破損後の挙動に関しては、各解析モデルは CABRI炉内試験等の解析によりその

妥当性を確認しているものの、破損前の挙動と比べると複雑であり物理現象としての不確かさ

が増加することが考えられる。このため、有効性評価においては、破損後の挙動を保守的に評

価できるように、破損判定条件として燃料の溶融割合を用いることとする。すなわち、破損時

の燃料の溶融割合を小さく設定することにより、燃料破損後の燃料分散による負の反応度効果

を抑えることができる。また、燃料の溶融割合を破損判定に用いると破損位置が軸方向中心位

[798]



 

3-43 

 

置となり、燃料要素内の溶融燃料が炉心中心方向に集中することになるため反応度が増加し、

その意味でも保守的な評価となる。 

したがって、燃料の破損判定条件として燃料の溶融割合を用いることにより、保守的な有効

性評価を行うことができる。 

 

（8）燃料の軸方向移動挙動 

CABRI炉内試験の解析により、燃料の軸方向移動挙動による燃料分布の推移は、おおむね模

擬できていることを確認した。 

燃料破損後の燃料の軸方向移動挙動に関しては、3 本ピン体系での ULOF 試験の結果より、

燃料の軸方向移動及び固化挙動が局所的な燃料エンタルピーに支配されており、それを実機の

バンドル体系に適用することが可能であることが示されている［15］。加えて、燃料の軸方向移

動挙動に関するバンドル体系での試験解析（ＳＡＳ４Ａ又はＳＡＳ４Ａの前身であるＳＡＳ３

Ｄによる解析）の結果［16］、［17］から、単ピンモデルによる解析でバンドル体系での燃料の軸方

向移動挙動を適切に模擬できることが示されている。 

したがって、ＳＡＳ４Ａの燃料の軸方向移動挙動に関するモデルは、有効性評価へ適用でき

る。 

 

（9）FCI挙動 

CABRI 炉内試験の解析結果より、FCI によるナトリウム蒸気圧力の発生と急速なボイド化に

対応する流量応答の推移は、おおむね模擬できていることを確認した。 

冷却材沸騰挙動の項で示したとおり、多数ピンを使ったバンドル試験からの知見と 1次元の

解析モデルを用いたバンドル体系の解析より、冷却材ボイドの拡大挙動は、1次元モデルによ

る評価を行ったとしても事象進展に大きな影響はないと考えられる。 

したがって、ＳＡＳ４Ａの FCI挙動に関するモデルは、有効性評価へ適用できる。 

 

 

以上より、起因過程の重要現象に関するＳＡＳ４Ａの解析モデルは、各試験の結果と比較して妥当

であることを確認するとともに、各解析モデルの不確かさを把握した。把握した不確かさを考慮する

ことによりＳＡＳ４Ａは起因過程を適切に解析できる。 
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第 4部 

ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳ及びＳＩＭＭＥＲ－Ⅲ 
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1. はじめに 

本資料は、格納容器破損防止措置の有効性評価（以下「有効性評価」という。）に適用するコード

のうち、ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳ及びＳＩＭＭＥＲ－Ⅲについて、 

・有効性評価において重要となる現象の特定 

・解析モデルに関する説明 

・妥当性確認 

・有効性評価への適用性 

に関してまとめたものである。 

 

2. 重要現象の特定 

2.1 事故シーケンスと評価指標 

ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳ[1]及びＳＩＭＭＥＲ－Ⅲ[2]における解析の対象とする遷移過程では、第 2.1図

のように事象が推移する。起因過程の終状態において破損していた燃料集合体に隣接する集合体が

熱負荷を受ける。「常陽」においては、ナトリウムボイド反応度が負であること及び起因過程の終

状態では、損傷集合体を除いて冷却材が残存しているため、隣接する集合体の冷却材が沸騰して損

傷が進展する際にも負のボイド反応度が挿入される（ボイド領域の拡大）。 

一方で、損傷した燃料が重力により密に凝集すれば正の反応度が挿入される。負のボイド反応度

の影響により、時間の経過とともに炉心出力は低下を続けるが、一方で崩壊熱や溶融被覆管・ラッ

パ管からの熱伝達により燃料集合体の損傷が徐々に拡大する可能性がある（燃料要素の溶融・破損、

燃料要素の昇温及び溶融・破損に伴う核分裂生成物（以下「FP」という。）ガスの放出、構造壁の溶

融・破損）。損傷領域が拡大し、冷却材のボイド化に伴う負の反応度を超えるほどの損傷燃料の凝

集に伴う正の反応度が挿入された場合、核出力の上昇に伴う発熱の増加によって残りの燃料要素の

破損が進展し、最終的に全炉心規模の損傷に至る可能性がある。 

広域で損傷した固体状の燃料が重力沈降の結果として炉心下部に堆積することで反応度が即発

臨界（1$）を超過する可能性がある。この結果、炉心領域では、全炉心規模の炉心溶融プールが形

成される。全炉心プールでは大規模な燃料凝集運動（燃料スロッシング）により、即発臨界超過の

結果大きなエネルギー放出に至る可能性がある。炉心溶融プールが形成された場合、炉心からの燃

料流出による負の反応度が挿入されるが、一方で溶融燃料が炉心周辺部に残留する冷却材と接触し

た際の燃料－冷却材相互作用（以下「FCI」という。）により径方向の燃料凝集が生じて正の反応度

が挿入される可能性もある。炉心からの燃料流出による負の反応度効果が卓越して深い未臨界状態

に至れば、遷移過程の事象推移は核的に収束する。以上の炉心損傷領域拡大の過程において、制御

棒下部案内管に流入した炉心物質によって制御棒が溶融・破損して炉心に落下（制御材の炉心への

混入）すると負の反応度が挿入される。 

大規模な燃料凝集による正の反応度挿入が卓越する場合には、即発臨界超過に至り、いわゆる出

力逸走によって急激に熱的エネルギーが放出される可能性がある。ごく短時間の出力逸走の結果、

炉心燃料は、ほぼ断熱的に加熱されるため、放出される熱エネルギーの大きさは結果として炉心全

体での燃料温度の上昇ととらえることができる。すなわち、即発臨界超過による熱エネルギー放出

の大きさを代表するとともに、有効性評価の評価項目に関わる重要なパラメータであり、後続の機

械的応答過程で解析する機械的エネルギー発生のポテンシャルを表す評価指標として「炉心平均燃

料温度」を用いることが適切である。なお、即発臨界超過に至る正の反応度挿入を駆動する大規模

な燃料凝集の発生は、燃料の可動性、溶融燃料プールの規模、スロッシング（プール全体の揺動）
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のトリガー発生等の要因の組合せで起こりうるが、これらの要因は結果としての「炉心平均燃料温

度」に影響を及ぼす重要現象となる。 

熱的な影響に関しては、遷移過程の解析結果を基に後続の再配置・冷却過程の解析に必要な炉心

物質の分布や状態が決定される。遷移過程の事象推移の中で溶融した炉心燃料の一部は、制御棒下

部案内管、炉心側面の反射体・遮へい集合体ギャップ等を通じて炉心外に流出する。「炉心からの

燃料流出量」は炉心残留燃料による即発臨界超過のポテンシャルを左右する重要なパラメータであ

るとともに、再配置・冷却過程の解析条件を決定する重要な評価指標である。なお、「炉心平均燃

料温度」は、燃料流出の駆動力と拘束力に関わる評価指標でもある。 

ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳは、機械的応答過程における機械的エネルギーの解析にも適用する。この過程

では、出力逸走によって、高温高圧となった炉心物質は、炉心の上部にあるピン束流路を通して上

部プレナムに放出される。上部プレナム内にあるナトリウムは、上方に加速され熱エネルギーが機

械的エネルギーに変換されるとともに、カバーガスは圧縮されて原子炉容器内の圧力が上昇する。

この時の圧力の時間履歴によって、原子炉容器は機械的に変形し、また、原子炉容器上部の回転プ

ラグの間隙を通して格納容器（床上）にナトリウムが噴出する可能性がある。この過程における事

象推移は以下のようになる。 

出力逸走によって高温高圧となった炉心では、出力分布に対応して温度と圧力の分布が発生し、

相対的に圧力の高い領域の燃料が炉心内で膨張して低圧の領域の燃料と混合して炉心内で圧力と

温度が平坦化する（炉心圧力の平坦化）。これと並行して、出力逸走によって高温となった溶融燃

料から炉心内の溶融スティールへの熱移行が発生する（燃料からスティールへの熱移行）。その後、

炉心内の圧力によって、炉心物質は、炉心上方にある反射体、ガスプレナム、制御棒下部案内管等

の構造（炉心上部構造）を通して上部プレナムへ移動する。この段階では、炉心物質から低温の炉

心上部構造への伝熱と凝縮による熱損失及び炉心上部構造を通過する際の流動抵抗が発生（炉心上

部構造への熱及び圧力損失）する。炉心物質からの伝熱により炉心上部構造の一部は、溶融・破損

して炉心物質に混入する（炉心上部構造材の溶融と炉心物質への混入）。上部プレナムの底部に達

した炉心物質は、ナトリウムと FCIを起こす。FCIによって発生したナトリウム蒸気は、上部プレ

ナムのナトリウムプールの底部に蒸気泡を形成し、その界面で凝縮する一方で、上部プレナム内の

ナトリウムを上方に加速（蒸気泡の成長）して炉心物質の熱エネルギーが機械的エネルギーに変換

されるとともに、カバーガスを圧縮することで原子炉容器内の圧力を上昇させる。この機械的エネ

ルギーが原子炉容器や回転プラグなどの原子炉冷却材等のバウンダリへ機械的負荷を与えること

から、この過程の評価では「機械的エネルギー」を評価指標とする。 
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第 2.1図 ULOF/UTOP遷移過程事象相関図 
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2.2 ランクの定義 

ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳによる解析において考慮すべき物理現象を対象に、第 2.1 表の定義に従って

「H」、「M」及び「L」のランクに分類し、「H」及び「M」に分類された物理現象を重要現象として抽

出する。 

 

第 2.1表 ランクの定義 

ランク ランクの定義 本資料での取り扱い 

H 
事象推移に対する影響が大きいと考え

られる現象 

物理現象に対する不確かさを実験との比較

や感度解析等により求め、実機評価における

評価指標への影響を評価する。 

M 
事象推移に対する影響が中程度と考え

られる現象 

事象推移を模擬する上で一定の役割を担う

が、評価指標に対する影響が「H」に比べて顕

著でない物理現象であるため、必ずしも不確

かさによる実機評価における評価指標への

影響を評価する必要はないが、本資料では、

実機評価への影響を感度解析等により評価

するか、「H」と同様に評価することとする。 

L 
事象推移に対する影響が小さいと考え

られる現象 

評価指標への影響が明らかに小さい物理現

象であるため、検証／妥当性評価は記載しな

い。 

 

2.3 物理現象に対するランク付け 

2.3.1 遷移過程 

2.1節で述べた事故シーケンス及び評価指標に影響を及ぼす可能性のある物理現象について（第

2.1 図参照）、第 2.1 表の定義に従って、評価指標への影響に応じて第 2.2 表のとおりランク付け

を行い、「H」又は「M」に分類された物理現象を重要現象として抽出した。 

遷移過程では、燃料の空間的な凝集の発生に伴って発生する即発臨界超過による核発熱によって

炉心平均燃料温度が短時間に上昇する。厳しい即発臨界事象を引き起こす大規模な燃料凝集は炉心

全体がほぼ全て損傷し、溶融燃料プールが形成された際に発生する局所的な圧力上昇によって起こ

る。この時の反応度挿入のメカニズムについては、燃料移動反応度が支配的であるため、即発臨界

超過によるエネルギー放出は、燃料凝集量と凝集速度に左右される。したがって、遷移過程の評価

指標の一つである「炉心平均燃料温度」に対する物理現象のランキングは、全炉心プール形成時の

燃料凝集量及び凝集速度への影響を考慮して判断することができる。 

他方、遷移過程での炉心からの燃料流出は、損傷燃料が流動性を持ち、流出経路にアクセスする

際に発生する。具体的な流出経路は、制御棒下部案内管、燃料集合体下部・上部のピン束流路及び

炉心側面の反射体・遮へい集合体ギャップであり、流出経路中の損傷炉心物質の挙動が遷移過程に

おけるもう一つの評価指標である「炉心からの燃料流出量」に対するランキングを決定する要因と

考えることができる。 

以下、物理現象ごとに上記のランキングの考え方に基づく検討の結果を示す。 

 

（1）損傷炉心の核的挙動 
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本物理現象では、時間的に変化する物質分布に基づいて、反応度及び原子炉出力が動的に変

化する。 

本物理現象は、炉心平均燃料温度を決定する重要な現象であり、炉心平均燃料温度への影響

度は、中程度である（「M」）。炉心からの燃料流出量への影響は小さい（「L」）。 

 

（2）ボイド領域の拡大 

本物理現象は、冷却材沸騰領域の拡大に伴うボイド反応度が挿入されるとともに、冷却材と

しての機能を失うことで炉心損傷進展の早さに係る現象である。 

ただし、大規模な燃料凝集を引き起こすような炉心溶融プールが形成される際には、炉心内

の冷却材は、ほぼ全てボイド化していることから、燃料凝集に対して直接的な影響はない。ま

た、「常陽」のように小型の高速炉において、冷却材の密度反応度は、炉心中心部を除いて負で

あるため、冷却材の沸騰は、反応度の減少を引き起こす。このため、本物理現象の重要度は低

い（「L」）。 

 

（3）燃料要素の溶融・破損 

本物理現象は、燃料ペレットの溶融割合及び被覆管による支持力の有無に伴う燃料要素の破

損挙動を指し、炉心損傷の進展の早さに係る現象である。 

ただし、燃料挙動を直接駆動することはないため、本物理現象は、燃料の大規模な凝集を引

き起こす現象ではない。このため、本物理現象の重要度は低い（「L」）。 

 

（4）FPガス放出 

本物理現象は、燃料要素の破損時に FPガスが放出される現象である。 

炉心溶融プールの拡大時に、炉心上下端で閉塞を起こした燃料集合体内に充満した FP ガス

又は急激な燃料要素の昇温に伴い炉心内に大量の FP ガスを放出するような場合は、燃料の大

規模凝集を引き起こす可能性もあるが、負のボイド反応度を持つ「常陽」においては、燃料要

素の昇温が穏やかであるため、燃料集合体上部・下部の閉塞形成までに FP ガスは、すでに炉

心領域から流出していると考えられる。このため、評価指標に与える影響は低い（「L」）。 

 

（5）構造壁の溶融・破損 

本物理現象は、燃料集合体及び制御棒下部案内管の管壁が高温炉心物質からの熱輸送により

溶融破損する現象であり、損傷炉心領域の拡大を引き起こす。 

損傷領域の拡大は、燃料凝集の規模、制御棒下部案内管の管壁の溶融破損、燃料流出のタイ

ミング及び FCI発生に係る挙動であり、燃料凝集と燃料流出に強く影響する（「H」）。 

 

（6）FCI 

本物理現象は、損傷炉心拡大時に制御棒下部案内管や反射体の構造材の破損又は炉心下部・

上部からの冷却材の流入により、冷却材が高温の炉心物質と直接熱交換することによって、冷

却材の蒸気圧力が発生する現象である。 

本物理現象は、燃料スロッシングを引き起こす可能性があり、その発生圧力によって、燃料

凝集量及びそれに伴う反応度変化が左右され、その結果、炉心平均燃料温度に影響を及ぼす

（「H」）。 
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（7）燃料スロッシング 

本物理現象は、溶融炉心プールで生じた蒸気圧による駆動力を起因として発生する溶融炉心

プールのスロッシング現象である。 

本物理現象により燃料の凝集規模とそれに伴う反応度変化が決まる。このため、本物理現象

による炉心平均燃料温度への影響度は大きい（「H」）が、炉心からの燃料流出量への影響は小さ

い（「L」）。 

 

（8）燃料流出 

本物理現象は、燃料集合体上・下部のピン束流路、炉心側面の反射体・遮へい集合体ギャッ

プ及び制御棒下部案内管を通した炉心からの燃料流出挙動である。 

反射体・遮へい集合体ギャップ及び制御棒下部案内管については、ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳによる

3 次元解析時に表現される。燃料流出について、ピン束流路へは、燃料が溶融した状態におい

て炉心内圧力が高まった場合、反射体・遮へい集合体ギャップへは、溶融燃料が炉心側面に達

した場合、制御棒下部案内管へは、管壁破損時に周辺の燃料が溶融状態であり、かつ、閉塞が

形成されない場合に流出可能である。本物理現象は、炉心からの燃料流出量に直接影響し（「H」）、

大規模な燃料凝集発生前に流出する場合は燃料凝集量とそれに伴う反応度変化を左右し、評価

指標にも大きく影響する（「H」）。 

 

（9）制御材の炉心への混入 

本物理現象は、制御棒下部案内管に流入した炉心物質によって制御棒が溶融・破損して炉心に落

下する現象である。 

本現象によって負の反応度が挿入される。大規模な燃料凝集発生前に流出する場合は燃料凝集に

伴う反応度変化を左右し、炉心平均燃料温度に大きく影響する（「H」）が、炉心からの燃料流出量へ

の影響は小さい（「L」）。 

 

 

第 2.2表 遷移過程の物理現象のランクテーブル 

物理現象 
ULOF/UTOPにおける評価指標 

炉心平均燃料温度 燃料流出量 

(1) 損傷炉心の核的挙動 M L 

(2) ボイド領域の拡大 L L 

(3) 燃料要素の溶融・破損 L L 

(4) FPガス放出 L L 

(5) 構造壁の溶融・破損 H H 

(6) FCI H L 

(7) 燃料スロッシング H L 

(8) 燃料流出 H H 

(9) 制御材の炉心への混入 H L 
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2.3.2 機械的エネルギー発生 

2.1節で述べた事故シーケンス及び評価指標に影響を及ぼす可能性のある物理現象について、第

2.1表の定義に従って、評価指標への影響に応じて第 2.3表のとおりランク付けを行い、「H」又は

「M」に分類された物理現象を重要現象として抽出した。 

以下、物理現象ごとに上記のランキングの考え方に基づく検討の結果を示す。 

 

（1）炉心圧力の平坦化 

本物理現象は、即発臨界超過直後に炉心内で発生する現象である。全炉心規模で炉心が溶融

しているため、炉心内には流動を妨げる構造材が存在せず、炉心内に圧力分布が存在する場合

は短時間で圧力分布が平坦化する。本物理現象は、発生することが自明であり、炉心内の圧力

は即発臨界超過で発生した熱エネルギーに対応した圧力に静定し、かつ、その不確かさは小さ

いことから、評価指標に対する重要度は低い（「L」）。 

 

（2）燃料からスティールへの熱移行 

本物理現象は、即発臨界超過で高温となった溶融燃料から炉心内の溶融スティールへ熱移行

する現象である。本物理現象は、炉心の圧力を支配する燃料蒸気圧とスティール蒸気圧に影響

を与えることから、評価指標に対する重要度が高い（「H」）。 

 

（3）炉心上部構造による熱及び圧力損失 

本物理現象は、高温の炉心物質の蒸気及び溶融物質が炉心上部構造を通して流出する過程で、

低温の炉心上部構造へ凝縮し、熱伝達することで圧力が低下するとともに、熱エネルギーを失

う現象である。また、炉心上部構造を通過する際の流動抵抗によって圧力損失も発生する。本

物理現象は、上部プレナムへの炉心物質の流出を抑制し、さらに、流出する炉心物質の熱エネ

ルギーを低下させることから、評価指標に対する重要度が高い（「H」）。 

 

（4）炉心上部構造の溶融と炉心物質への混入 

本物理現象は、炉心上部構造が炉心物質からの熱伝達によって溶融・破損し、炉心物質へ混

入する現象である。本物理現象は、炉心物質の比内部エネルギーを低下させる現象であるが、

機械的エネルギーに影響を与える上部プレナム底部での FCIに関与する炉心物質がすでに炉心

上部構造を通過した後に発生する現象であることから、評価指標に対する重要度は低い（「L」）。 

 

（5）FCI 

本物理現象は、上部プレナム底部に流入した炉心物質と上部プレナム内のナトリウムが接触

してナトリウム蒸気圧が発生する現象である。本物理現象は、上部プレナム内のナトリウムを

加速する駆動力を発生する現象であることから、評価指標に対する重要度は高い（「H」）。 

 

（6）蒸気泡の成長 

本物理現象は、FCI で発生したナトリウム蒸気が上部プレナムの底部に蒸気泡を形成し、そ

の蒸気泡が成長することで上部プレナム内のナトリウムを上方向に加速する現象である。本物

理現象は、機械的エネルギーを発生する直接の現象であることから、評価指標に対する重要度

は高い（「H」）。  
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第 2.3表 機械的エネルギー発生の物理現象のランクテーブル 

物理現象 

ULOF/UTOPにおける

評価指標 

機械的エネルギー 

(1) 炉心圧力の平坦化 L 

(2) 燃料からスティールへの熱移行 H 

(3) 炉心上部構造による熱及び圧力損失 H 

(4) 炉心上部構造の溶融と炉心物質への混入 L 

(5) FCI H 

(6) 蒸気泡の成長 H 
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3. 解析モデルについて 

3.1 計算コード概要 

ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳ及びＳＩＭＭＥＲ－Ⅲは、損傷炉心の核熱流動挙動を総合的に解析する計算コ

ードで、それぞれ 3次元直交座標及び 2次元円筒座標で原子炉体系を模擬することができる。本計

算コードは、多相多成分熱流動を計算する流体力学モジュール、空間依存動特性を含む核計算モジ

ュール、並びに固体の燃料要素及びラッパ管を扱う構造材モジュールから構成される。有効性評価

においてＳＩＭＭＥＲ－Ⅲは、補助的にしか使用していないため、以下にはＳＩＭＭＥＲ－Ⅳとし

て記載するが、幾何学的計算体系と多成分対流モデルを除く全ての物理モデルは同一である。なお、

米国ロスアラモス国立研究所で開発され従来使用されたＳＩＭＭＥＲ－Ⅱと同じ名称を踏襲して

いるが、ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳは、原子力機構により欧米研究機関との協力を活用しつつ高度化モデル

を含めて新たに開発したＳＩＭＭＥＲ－Ⅲを 3次元に拡張したものであり、両者の物理モデルは同

じである（以下、コード名は特に断らないかぎりＳＩＭＭＥＲ－Ⅳとのみ記載する）。 

 

3.1.1 コードの全体構成 

第 3.1図にＳＩＭＭＥＲ－Ⅳの全体構成を示す。本計算コードは、流体力学モジュール、構造材

モジュール及び核計算モジュールの 3つの要素から構成されている。3次元解析を行うＳＩＭＭＥ

Ｒ－Ⅳによる解析は、計算負荷が大きいものの、2次元解析に比べて炉心構造物を忠実に表現した

全炉心解析が可能である。このため、損傷炉心における非軸対象な 3次元の挙動を考慮した評価を

行える。コード全体の約 2/3を占める流体力学部は、燃料要素及び集合体管壁（ラッパ管）表面で

の熱及び質量移行を通して構造材モジュールと結合されている。核計算モジュールは、流体力学モ

ジュールと構造材モジュールによって計算された質量及びエネルギー分布に基づいて核発熱分布

を計算する。 

 

 

第 3.1図 ＳＩＭＭＥＲの構造 

  

固体粒子 混合蒸気

溶融燃料 溶融スティール

流体力学モジュール

核動特性モジュール

物質の
温度/密度
分布

核加熱
出力分布

核加熱
出力分布

ピン内物質の
密度/温度分布

質量移行 熱移行

高速炉の崩壊炉心

構造材モジュール
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3.1.2 ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳの成分 

ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳで取り扱う炉心物質は、燃料、スティール、ナトリウム、制御材及び FP ガス

の 5種であるが、物理的状態（固体、液体、気体）と存在場所（構造材中、流体中）を区別するた

め、構造材、液体及び蒸気場成分の一覧を第 3.1表〜第 3.4表に示す。燃料物質については、炉心

内でのプルトニウム富化度の空間分布を表すために、その密度成分を親物質と核分裂物質に分けて

扱う。しかしながら、これら 2種の物質は、均一に混合しているため、エネルギー成分としては単

一の温度が割り当てられている。燃料要素内部は 1点の温度ノードとして評価している。燃料の内

部成分は、流体力学部では扱わないため、第 3.1表には含まれていない。流体成分には、多速度場

が用意されている。蒸気成分（第 3.4表）については、蒸気分子が完全に混合した状態を模擬する

ために、単一の速度場とエネルギー成分を与えている。多速度場の採用により、遷移過程における

反応度効果として重要な燃料の移動挙動、機械的エネルギーへの変換過程で重要な炉心物質の冷却

材中への浸入挙動等の評価信頼度と解像度の向上が達成可能となる。 
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第 3.1表 ＳＩＭＭＥＲ－Ⅲの構造材場成分 

密度  エネルギー 
s1 親物質ピン燃料表面 S1 ピン燃料表面 
s2 核分裂物質ピン燃料表面 
s3 左側親物質燃料クラスト1 S2 左側燃料クラスト 
s4 左側核分裂物質燃料クラスト 
s5 右側親物質燃料クラスト S3 右側燃料クラスト 
s6 右側核分裂物質燃料クラスト 
s7 被覆管 S4 被覆管 
s8 左側集合体管壁表面 S5 左側集合体管壁表面 
s9 左側集合体管壁内部 S6 左側集合体管壁内部 
s10 右側集合体管壁表面 S7 右側集合体管壁表面 
s11 右側集合体管壁内部 S8 右側集合体管壁内部 
s12 制御材 S9 制御材 

 

第 3.2表 ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳの構造材場成分 

密度  エネルギー 
s1 親物質ピン燃料表面 S1 ピン燃料表面 
s2 核分裂物質ピン燃料表面 
s3 左側親物質燃料クラスト S2 左側燃料クラスト 
s4 左側核分裂物質燃料クラスト 
s5 右側親物質燃料クラスト S3 右側燃料クラスト 
s6 右側核分裂物質燃料クラスト 
s7 前側親物質燃料クラスト S4 前側燃料クラスト 
s8 前側核分裂物質燃料クラスト 
s9 後側親物質燃料クラスト S5 後側燃料クラスト 
s10 後側核分裂物質燃料クラスト 
s11 被覆管 S6 被覆管 
s12 左側集合体管壁表面 S7 左側集合体管壁表面 
s13 左側集合体管壁内部 S8 左側集合体管壁内部 
s14 右側集合体管壁表面 S9 右側集合体管壁表面 
s15 右側集合体管壁内部 S10 右側集合体管壁内部 
s16 前側集合体管壁表面 S11 前側集合体管壁表面 
s17 前側集合体管壁内部 S12 前側集合体管壁内部 
s18 後側集合体管壁表面 S13 後側集合体管壁表面 
s19 後側集合体管壁内部 S14 後側集合体管壁内部 
s20 制御材 S15 制御材 

 

  

                              
1 燃料クラストとは、構造材表面を覆うように固化した燃料である。 
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第 3.3表 ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳ及びⅢの液体場成分 

密度  エネルギー 
l1 液体親物質燃料 L1 液体燃料 
l2 液体核分裂物質燃料 
l3 液体スティール L2 液体スティール 
l4 液体ナトリウム L3 液体ナトリウム 
l5 親物質燃料粒子 L4 燃料粒子 
l6 核分裂物質燃料粒子 
l7 スティール粒子 L5 スティール粒子 
l8 制御材粒子 L6 制御材粒子 
l9 親物質燃料チャンク2 L7 燃料チャンク 
l10 核分裂物質燃料チャンク 
l11 液体燃料中 FPガス 
l12 燃料粒子中 FPガス 
l13 燃料チャンク中 FPガス 

 

第 3.4表 ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳ及びⅢの蒸気場成分 

密度  エネルギー 
g1 親物質燃料蒸気 G 混合蒸気 
g2 核分裂物質燃料蒸気 
g3 スティール蒸気  
g4 ナトリウム蒸気  
g5 FPガス  

 

  

                              
2 燃料チャンクとは、被覆管が破損して流路に放出された未溶融の燃料ペレットである。 

[814]



4-14 

 

3.1.3 ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳの幾何形状 

第 3.2図及び第 3.3図にＳＩＭＭＥＲ－Ⅳ及びⅢの計算セルの幾何構造を示す。ＳＩＭＭＥＲ－

Ⅳ及びⅢは、円筒座標系と直交座標系を使用することができる。基本的な計算体系は、ＳＩＭＭＥ

Ｒ－Ⅲでは 2 次元円筒体系、ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳでは 3 次元直交座標系を用いる。核計算メッシュ

は、流体力学の計算メッシュを更に細分したメッシュとすることができる。第 3.2図及び第 3.3図

の右側に計算セル水平断面中の物質分布の例を示す。流体力学モジュールのメッシュセルでは、燃

料ピン及び集合体管壁が構造体場として定義されている。集合体管壁は、炉心プールの溶融拡大挙

動を現実的に模擬するために、ＳＩＭＭＥＲ－Ⅲでは左右、ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳでは左右前後のセル

境界で区別して扱われている。さらに、流体との熱過渡応答を適切に取り扱うために、構造材に表

面ノードと内部ノードを設定し、各々について温度点を定義している。 
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第 3.2図 ＳＩＭＭＥＲ－Ⅲの計算セル幾何形状と計算セル水平断面での物質分布の例 

 

 

 
第 3.3図 ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳの計算セル幾何形状と計算セル水平断面での物質分布の例 
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3.1.4 流体力学モジュール 

（1）流体力学の基礎方程式及び解法 

ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳでは、多相多成分流動における各成分での相変化（溶融／固化及び蒸発／

凝縮過程）を扱うため、基礎方程式における熱及び質量移行の記述が非常に複雑になる。ＳＩ

ＭＭＥＲ－Ⅳの流体力学の基礎方程式である質量保存式、エネルギー保存式及び運動量保存式

を以下に示す。 

𝜕�̄�𝑚
𝜕𝑡

+ 𝛻 ⋅ (�̄�𝑚𝒗𝑞) = −𝛤𝑚 （1） 

𝜕�̄�𝑞𝒗𝑞
𝜕𝑡

+ ∑ 𝛻 ⋅ (�̄�𝑚𝒗𝑞𝒗𝑞) + 𝛼𝑞𝛥𝑝 − �̄�𝑞𝒈+ 𝐾𝑞𝑆𝒗𝑞 −∑𝐾𝑞𝑞′

𝑞′

(𝒗𝑞′ − 𝒗𝑞)

𝑚∈𝑞

−𝑽𝑴𝑞 =∑𝛤𝑞𝑞′
𝑞′

[𝐻 (𝛤𝑞𝑞′)𝒗𝑞 +𝐻 (𝛤𝑞′𝑞)𝒗𝑞′] 

（2） 

𝜕�̄�𝑀𝑒𝑀
𝜕𝑡

+ ∑ 𝛻 ⋅ (�̄�𝑚𝑒𝑚𝒗𝑞) + 𝑝 [
𝜕𝛼𝑀
𝜕𝑡

+ 𝛻 ⋅ (𝛼𝑀𝒗𝑞)]

𝑚∈𝑀

−
�̄�𝑀
�̄�𝑚

[∑𝐾
𝑞′𝑞

(𝒗𝑞 − 𝒗
𝑞′
) ⋅ (𝒗𝑞 − 𝒗

𝑞′𝑞
)

𝑞

+ 𝐾𝑞𝑆𝒗𝑞 ⋅ (𝒗𝑞 − 𝒗𝑞𝑆)

+ 𝑽𝑴𝑞 ⋅ (𝒗𝑞 − 𝒗𝐺𝐿)] = 𝑄𝑁 +𝑄𝑀(𝛤𝑀) + 𝑄𝐻(ℎ, 𝑎, 𝛥𝑇) 

（3） 

ここで、質量及びエネルギーを記述する独立変数は、マクロ密度（単位体積当たりの質量）

及び比内部エネルギー（単位質量当たりの内部エネルギー）であり、添字の m、M、q及び Sは、

それぞれ密度成分、エネルギー成分、速度場及び構造材場を表す。 

質量保存式（1）では、マクロ密度の時間変化項、対流項、質量移行項を取り扱う。 

運動量保存式（2）では、運動量の時間変化項、対流項、圧力勾配項、重力項、構造材との摩

擦、速度場間の運動量交換項、仮想質量項、質量移行に伴う運動量変化項を取り扱う。（2）式

の H(x)は x の正負によって 1 又は 0 を返すヘヴィサイド関数であり、その他の変数の定義は

省略する。なお、構造材場の成分についても対流項を除いて同じ基礎方程式が用いられる。 

エネルギー保存式（3）では、エネルギーの時間変化項、対流項、圧縮・膨張項、速度場間の

摩擦による発熱項、核発熱、質量移行に伴うエネルギー移行項、熱伝達項を取り扱う。 

ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳで採用している流体力学の解法アルゴリズムは、4ステップ法［2］、［3］と呼

ばれる半陰解法の時間積分法に基づいている（第 3.4図参照）。この手法の特徴は、STEP1でセ

ル内の境界面積のソース項、熱及び質量移行、並びに運動量交換関数を計算した後に、STEP2～

STEP4 でセル間の対流を計算することにある。セル内の熱及び質量移行の計算をセル間の対流

計算から分離することによって多相多成分系で生じる非平衡の蒸発／凝縮現象のような複雑

な物理現象を効率よく扱うことができるとともに、解析モデルの開発と改良に対して大きな柔

軟性を獲得している。また、空間差分では高次の差分法を用いることで高い計算精度を実現し

ている。 
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第 3.4図 ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳにおける流体力学部解法アルゴリズム（4 ステップ法） 
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（2）多相流流動様式、境界面積、熱伝達係数及び運動量交換関数 

多相多成分系の流れは、極めて複雑な幾何形状となりうる。また、流路壁の影響の有無（チ

ャンネル流又はプール流）も考慮する必要がある。結果としてＳＩＭＭＥＲ－Ⅳでは、9 種の

流動様式を定義し、ボイド率 0～1 の全域にわたって（気泡流～分散液滴流）物理量が連続か

つ円滑に記述できるようにモデル化を行った。成分間及び速度場間の相互作用のモデル化の基

礎となるのが成分間の境界面積であり、その増減と流れによる輸送による過渡変化を記述する

ため、下記に一般式を示す境界面積対流モデルを採用した。 

𝜕𝐴𝑀
𝜕𝑡

+ 𝛻 ⋅ (𝐴𝑀𝒗) =∑𝑆𝑀,𝑘

𝑘

 （4） 

ここで、𝐴𝑀はエネルギー成分 Mに付随する対流境界面積、Sは発生、消滅、分裂、合体等に

よる境界面積のソース項である。対流境界面積を基に流体エネルギー成分及び構造材成分間の

全ての接触モードに対する各成分間の接触面積が求められる。 

熱伝達係数モデルでは、各炉心物質へ適用可能な定常の伝熱相関式を使用する。連続相と分

散相の間の熱伝達は速度差の有無によって強制循環又は自然循環に対する伝熱相関式を用い

る。また、固体粒子の内部は、球形を仮定して単純な熱伝導でモデル化され、さらに、液滴や

気泡では内部の旋回流や表面の振動による伝熱促進効果がモデル化されている。この他に、膜

沸騰熱伝達係数がモデル化されている。 

運動量交換関数の計算では、（2）式の𝐾𝑞𝑞′及び𝐾𝑞𝑆について、それぞれ流体間のドラッグ係

数及び構造材との摩擦係数に対する実験相関式に基づいてモデル化する。𝐾𝑞𝑞′の計算では、流

動様式の遷移に伴って急激な変化が生じないように内挿手法を用いている。流路中の固体粒子

の体積率が増加すると流動抵抗が増してやがてはジャミングする。この現象を模擬するため実

効的粒子粘性の概念をモデル化した。 

 

（3）熱及び質量移行 

エネルギー成分間の接触面積と熱伝達係数を基に熱及び質量移行が計算される。相変化（溶

融／固化、蒸発／凝縮）の取扱いは、境界面での熱バランスから相変化速度を計算する非平衡

の伝熱律速モデルである。非平衡の溶融／固化では例えば燃料クラストの生成、構造材表面の

溶融剥離等が計算される。その後バルク温度が相変化条件を満たす場合には平衡溶融／固化が

計算される。非平衡の蒸発／凝縮モデルでは、状態変化が極めて速く非線形性の強い現象であ

るため、エネルギー及び質量保存式を状態方程式と結合して反復計算により解く。 

 

（4）状態方程式 

流体力学の解法で必要となる状態方程式は、計算精度及び効率を考慮して簡単な関数形式の

モデルを採用している。蒸気（気体）の状態方程式では、非理想気体を取り扱うファンデルワ

ールス型の改良 Redlich-Kwongの式を採用することで特に高温領域での精度を確保した。液体

の圧縮性の考慮による単相圧力の計算が可能である。炉心物質の状態方程式は、固体から臨界

点までの広い温度範囲にわたって信頼性のあるデータを基にフィッティングしている。 
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3.1.5 構造材モジュール 

ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳにおける構造材モジュールでは、構造物として扱われる燃料要素、集合体管壁

の内部の熱伝導を計算し、健全状態から過渡破損挙動までを扱うとともに、流体に接する構造材の

表面積と体積率から流路の水力等価直径が計算される。集合体管壁は、前後左右のセル境界の管壁

の質量及び温度を独立に取り扱うことで、集合体管壁の溶融破損に伴う炉心プールの拡大挙動を評

価できる。さらに、熱及び質量移行のバランスから燃料の固化が生じるような場合は、集合体管壁

上の燃料クラストが形成される。燃料クラストの形成によりスティール構造材への熱抵抗が増加す

る効果が考慮できる。セル境界で隣り合う 2層の集合体管壁のどちらかが存在しなくなった場合に

は、セル間の構造材と流体の熱伝達も計算されるようになる。集合体管壁が存在する境界セルでは、

流体はこれを横切って流れることができない。 

構造材場成分のエネルギーが破損条件を満たす場合には、液体場への質量移行（溶融、固体粒子

又は燃料チャンクへの移行）を計算する。 

 

3.1.6 核計算モジュール 

ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳの核計算モジュールでは、改良準静近似［1］に基づく空間依存動特性モデルを

用いている。本モデルでは、時間及び空間依存の中性子束を形状関数と振幅関数の積に分解し、前

者の形状関数（定常の中性子輸送方程式）には汎用の公開コードである多群 Sn 輸送理論に基づく

TWODANT（2次元ＳＩＭＭＥＲ－Ⅲ用）及び THREEDANT（3次元ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳ用）［4］を利用した。 

振幅関数は、原子炉出力と反応度との関係を記述する 1点近似動特性モデルと同じ数式で表現さ

れるが、反応度等の振幅関数パラメータは、中性子束分布及びその初期状態からの変動並びに更新

されたマクロ断面積からコード内で自動的に計算される。これらの計算に必要となるマクロ断面積

は、無限希釈ミクロ断面積と自己遮蔽因子を入力して、流体力学モジュール及び構造材モジュール

で計算された物質の数密度及び温度分布に基づいて反応度計算ステップごとにコード内で計算す

る。 

核計算モジュールで計算された原子炉出力と中性子束分布を基に物質毎の内部核発熱（核分裂及

び中性子捕獲）の分布が計算され、これは流体力学のエネルギー保存式の発熱項として渡される。

この他に、ＳＡＳ４Ａと同様の簡単な崩壊熱モデルが利用できる。 
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3.1.7 有効性評価におけるノード分割 

有効性評価における計算ノード分割は、鉛直方向は低圧プレナムからカバーガス領域上端まで、

径方向は反射体までを含む体系にて解析を行う。「常陽」の有効性評価に用いる領域分割を第 3.5

図に、ノード分割の考え方を第 3.5表に示す。ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳ及びＳＩＭＭＥＲ－Ⅲでは、ノー

ドの分割を直交座標系又は円筒座標系を用いて行うことができ、ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳによる有効性評

価では 3次元直交座標系を用いる。燃料集合体、制御棒下部案内管などは、水平断面において 1メ

ッシュで代表する。このとき実機の集合体は、断面が正六角形であるが、ＳＩＭＭＥＲでは、実機

の燃料集合体と断面積が一致する正方形のノードを用いる。 

 

第 3.5表 ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳ及びＳＩＭＭＥＲ－Ⅲのノード分割の考え方 

項目 ノード分割の考え方 

炉心、燃料部 

高さ方向の領域分割は、炉心燃料と熱遮蔽ペレット、ガスプレナムを

含む燃料要素領域に加え、燃料要素領域の上下方向に反射体領域等

を付加することが可能である。水平断面内の 1 メッシュを 1 集合体

に割り当てる。 

一次冷却系 

1次系の冷却材ループは、解析体系で直接模擬せず、解析体系の境界

（高圧プレナムや下部プレナムの入口）における水頭圧を圧力境界

条件として与える。各領域への冷却材流入は、健全状態における各領

域の流量配分が再現できるようなオリフィス係数を与えることによ

って調整する。 

 

 

ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳによる 3次元直交座標系で炉容器内のノード分割を行った場合の 

炉心を通る高さの水平断面図を示す（緑は制御棒下部案内管である）。 

第 3.5図 有効性評価に用いる領域分割とノード分割の例 
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3.2 重要現象に対する解析モデル 

ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳ及びＳＩＭＭＥＲ－Ⅲの解析モデルは、一般化して構成されており、解析対象

となる物理現象に則してモデル化がなされているわけではない。2章においてランク付けして選定

した重要現象の多くは、複数の解析モデルの組合せにより解析される。ここでは、第 2.2表及び第

2.3表で示した重要現象に分類された物理現象について、その物理現象を解析するために主に必要

となる解析モデルとの対応関係を第 3.6表及び第 3.7表に示す。 
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第 3.6表 遷移過程の重要現象を解析するための解析モデル 

重要現象 ＳＩＭＭＥＲの解析モデル 

 

多

相

多

成

分

流

動 

流

動

様

式

及

び

境

界

面

積 

運

動

量

交

換 

熱

及

び

質

量

移

行 

構

造

材 

空

間

依

存

動

特

性 

FP

ガ

ス

放

出 

(1) 損傷炉心の核的挙動      〇  

(2) ボイド領域の拡大  〇  〇    

(3) 燃料要素の溶融・破損    〇 〇   

(4) FP ガス放出       〇 

(5) 構造壁の溶融・破損    〇 〇   

(6) FCI  〇 〇 〇    

(7) 燃料スロッシング 〇 〇 〇     

(8)燃料流出 〇 〇 〇 〇 〇   

 

第 3.7表 機械的エネルギー発生の重要現象を解析するための解析モデル 

重要現象 ＳＩＭＭＥＲの解析モデル 

 

多

相

多

成

分

流

動 

流

動

様

式

及

び

境

界

面

積 

運

動

量

交

換 

熱

及

び

質

量

移

行 

構

造

材 

空

間

依

存

動

特

性 

(1) 炉心圧力の平坦化 〇      

(2) 燃料からスティールへの熱移行  〇  〇   

(3) 炉心上部構造による熱及び圧力損失 〇 〇 〇 〇 〇  

(4) 炉心上部構造の溶融と炉心物質への混入    〇 〇  

(5) FCI 〇 〇 〇 〇   

(6) 蒸気泡の成長 〇 〇 〇 〇   
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3.3 解析モデル 

3.2節に記載した解析モデルは、3.1節に記載したモデルを一部集約して再整理したものである。

3.1 節との対応は自明であるが、4 章の妥当性確認において評価するため、以下に簡単に概要を記

載する。 

 

3.3.1 多相多成分流動 

多成分・多速度場の熱流動に関する保存式を一般化してモデル化するとともに、高精度、かつ、

安定な数値解法を採用している。8種の流体成分を複数の速度場に割り当てることにより流体間の

相対運動が取り扱える。また、液体の圧縮性、非理想気体、超臨界状態までの広い温度・圧力範囲

を取り扱う関数形式の状態方程式モデルが採用されている。 

 

3.3.2 流動様式及び境界面積 

構造材壁の有無や流体成分の体積率を基に多相流の流動様式が計算される。運動量交換や熱及び

質量移行の計算に必要な成分間の境界面積については、その増減や対流による時間変化を考慮して

計算される。 

 

3.3.3 運動量交換 

速度の異なる流体間のドラッグ及び流体－構造材間の摩擦を多相流の流動様式及び境界面積に

基づいてモデル化している。 

 

3.3.4 熱及び質量移行 

流体成分の熱伝達係数及び成分間の境界面積に基づいて、熱伝達、溶融・固化、蒸発・凝縮等の

物理現象を非平衡の相変化挙動を含めて一般化してモデル化している。 

 

3.3.5 構造材 

燃料ペレット及び被覆管からなる燃料要素と集合体壁（ラッパ管）をそれぞれ区別してモデル化

している。具体的には、燃料要素は、計算セル水平断面において中心に配置し、集合体壁は、計算

セルの水平断面境界に配置している。核計算に基づく内部発熱（核発熱、崩壊熱）及び流体との間

の熱伝達による温度変化や溶融・固化をモデル化し、集合体壁表面で固化する溶融燃料については、

燃料クラストとしてモデル化している。 

 

3.3.6 空間依存動特性 

改良準静近似法による空間依存動特性モデルにより反応度及び出力が計算できる。炉心物質の質

量及び温度分布並びに中性子束及びスペクトル分布に基づいて、核断面積を逐次計算するとともに、

多群輸送理論（3次元では THREEDANT、2次元では TWODANT）により中性子束分布を計算することに

より、反応度変化を精度よく計算できる。 

 

3.3.7 FPガス放出 

ＳＩＭＭＥＲには、損傷固体燃料が溶融した時点で内包される FP ガスが一斉に放出されるので

はなく、損傷固体燃料が溶融を開始する前から適切な時定数に基づいて FP ガスが逐次的に放出さ

れるモデルが組み込まれている。  
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4. 妥当性確認 

4.1 重要現象に対する妥当性確認方法 

ＳＩＭＭＥＲの検証及び妥当性確認は、コード開発と並行して実施してきた。第 1期検証プログ

ラム[5]では、流体力学モジュールの各モデルの基礎検証をベンチマーク解析や小規模模擬実験の解

析を通じて行った［3］。また、これによりコードの基本機能やプログラミングの検証も行われた。第

2期検証プログラムでは、各モデルを統合することで表現される重要現象について、試験解析を通

じて妥当性確認を行った［6］。上記検証プログラムの終了以降にも、炉心からの燃料流出を対象とし

た EAGLE 炉内・炉外試験［7］、［8］、［9］が実施され、溶融燃料・スティールを用いた構造壁の溶融破損

から流出挙動に関わる新たな実験データが得られている。この新知見を用いて、第 2期検証プログ

ラムでは、不十分であった制御棒下部案内管からの燃料流出に関わる妥当性確認［10］も実施されて

きた。 

代表的な検証内容を評価マトリクスとして第 4.1表及び第 4.2表に示す。第 4.1表及び第 4.2表

は、2 章で評価指標に対して重要度が「H」又は「M」に分類された物理現象を列挙するとともに、

それらの物理現象に対するＳＩＭＭＥＲ－Ⅳの解析モデルも第 4.1 表及び第 4.2 表に則して整理

している。第 4.1表及び第 4.2表の評価マトリクスに記載した各解析の概要は、4.2節以降に記載

する。これらの各解析は、ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳの解析対象であるナトリウム冷却高速炉の全炉心規模

で直接評価するものはないが、事故時に原子炉容器内で発生する重要現象を模擬するものである。

抽出された各重要現象は、複数の物理モデルの組合せで解析されているため、複数モデルの統合的

な妥当性確認を目的として実験及び解析が実施されてきた。次節にこれまでに行われた検証解析［3］、

［6］、［10］、［11］の内容を要約する。検証解析は、主としてＳＩＭＭＥＲ－Ⅲを用いたものであるがその

結果はＳＩＭＭＥＲ－Ⅳに対しても成立する。特に区別の必要が無い場合には、単にＳＩＭＭＥＲ

と表記した。 
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第 4.1表 遷移過程の重要現象に対する妥当性確認方法（ＳＩＭＭＥＲの評価マトリックス） 

評価指標に対する影響度の高い現象 検証解析 
ＳＩＭＭＥＲの 

解析モデル 

 

 

多

相

多

成

分

流

動 

流

動

様

式

及

び

境

界

面

積 

運

動

量

交

換 

熱

及

び

質

量

移

行 

構

造

材 

空

間

依

存

動

特

性 

損傷炉心の核的挙動 
理論式の検証(STNテスト問題解析)、FCA VIII-2

試験解析 
     〇 

構造壁の溶融・破損 EAGLE炉内試験解析    〇 〇  

FCI THINA試験解析など 〇 〇  〇   

燃料スロッシング スロッシング挙動試験解析 〇 〇 〇    

燃料流出 GEYSER試験解析、THEFIS試験解析など 〇 〇 〇 〇 〇  
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第 4.2表 機械的エネルギー発生の重要現象に対する妥当性確認方法（ＳＩＭＭＥＲの評価マトリックス） 

評価指標に対する影響度の高い現象 検証解析 
ＳＩＭＭＥＲ 

の解析モデル 

 

 

多

相

多

成

分

流

動 

流

動

様

式

及

び

境

界

面

積 

運

動

量

交

換 

熱

及

び

質

量

移

行 

構

造

材 

空

間

依

存

動

特

性 

燃料からスティールへの熱移行 CABRI TP-A2 試験  ○  〇   

炉心上部構造への熱損失 VECTORS試験    〇 〇  

FCI THINA試験  〇 〇 〇   

蒸気泡の成長 Omega試験 〇 〇 〇 〇   
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4.2 妥当性確認 

4.2.1 損傷炉心の核的挙動 

損傷炉心の核的挙動を解析する空間依存動特性モデルでは、一般化された時間依存の中性子輸送

方程式を時間依存性が弱く空間に強く依存する形状関数と時間依存性の強い振幅関数とに分解し

て解く改良型準静近似法を採用している。空間依存動特性モデルの妥当性検証の方法として、振幅

関数と形状関数のそれぞれについて妥当性を確認する方法を取った。 

ＳＩＭＭＥＲの核計算においては階層化した時間ステップを用いており、形状関数の算出に使用

する中性子形状時間ステップを反応度の算出に使用する反応度時間ステップより粗くすることで

計算コストの削減を図っている。反応度時間ステップの計算では中性子束形状の計算結果を外挿し

て使用する。また、反応度等の振幅関数パラメータを用いて動特性方程式を解いてより細かい時間

ステップで計算する流体力学で使用する振幅（出力）を算出している。 

空間依存動特性モデルが核計算時間ステップ幅に影響しないことを典型的な高速炉での核的な

過渡変化を想定した STNテスト問題により示すとともに、流体計算により決まる物質分布に基づき

静的核計算により算出される形状関数の精度を FCA VIII-2試験により確認した。 

 

（1）STNテスト問題の概要と解析結果 

第 4.1図に示す STNテスト問題は、典型的な高速炉の損傷炉心に対する急激な反応度挿入を

想定した問題で、炉心径方向中心部において、溶融燃料の塊が炉心下部から 100m/s の速度で

炉心上部へ移動するというものである。この問題では、炉心中心部への溶融燃料の移動により

急激な正の反応度投入が生じることで即発臨界へ至るが、昇温によるドップラ反応度と炉心中

心部よりも上部に溶融燃料が移動することで投入される負の反応度により、数 ms という短時

間で出力逸走は収束する。 

ＳＩＭＭＥＲによる解析では、評価対象が核動特性解析に限られるため、物質間の熱移行と

溶融や蒸発といった物質間の質量移行（相変化）は、生じないように条件を設定した。時間ス

テップ幅の違いによる影響がないことを確認するために第 4.3表に示す参照ケース（最も細か

くした厳密なケース）、比較ケース及び初期値ケース（デフォルト値を使用）という時間ステッ

プ幅のみを変更した解析を実施した。 

第 4.2図に全反応度と相対出力の時間変化を示す。解析結果から、反応度投入率±250$/s程

度の早い事象進展に対してであっても、核計算に関わる時間ステップ幅を変えたとしても反応

度変化に影響は現れず、時間ステップ幅による計算への影響がないことが確認された。 

 

第 4.3表 STNテスト問題の解析ケースと取り得る時間ステップ幅 

Case 参照ケース 比較ケース 初期値ケース 

Reactivity time step 

- Initial 

- Minimum 

- Maximum 

 

10-6 

10-6 

10-6 

 

10-5 

10-5 

10-0 

 

10-3 

10-5 

10-0 

Flux shape time step 

- Initial 

- Minimum 

- Maximum 

 

10-6 

- 

10-6 

 

10-4 

- 

10-2 

 

10-3 

- 

10-2 
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第 4.1図 STNテスト問題の RZ解析体系 

 

 

第 4.2図 STNテスト問題の結果（ＳＩＭＭＥＲ解析） 
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（2）FCA VIII-2試験と解析結果 

FCA VIII-2試験は、旧日本原子力研究所の高速臨界集合体施設 FCAで 1979年に実施された

臨界試験であり、高速炉体系において燃料の崩落等により炉心物質が密に詰まる現象（燃料ス

ランピング）を模擬している。第 4.3 図に FCA VIII-2 試験の概略を示す。中心部の試験領域

で燃料の移動が生じ、燃料移動パターンは、炉心軸方向中心位置の断面に対し、下部に移動す

る A1、A2 及び A3 ケースと上下方向に移動する S ケースに分けられる。燃料移動先の領域は、

通常の 2倍の燃料を持つ高密度燃料領域であり、燃料移動元の領域は、逆にスペーサのみから

成るボイド領域である。実験では、基準体系からの反応度変化や核分裂反応率分布が測定され

ており、妥当性確認では、反応度変化と核分裂反応率分布を比較した。 

第 4.4表は、実験及び解析［11］の反応度変化である。解析値と実験値の比（C/E値）は、0.93

～1.01 であることから、解析結果と実験結果は、ほぼ一致していると言える。FCA VIII-2 集

合体は、プレート型の燃料や構造材を引出しに積み重ねて装荷しているが、解析では、各領域

を均質化していることから非均質効果による差が生じ得る。過去の検討における非均質効果に

よる不確定性は、10%程度であるということからも、十分な精度で解析が行われたと考えられ

る。 

炉心中心位置での 238Uと 235Uの核分裂反応率軸方向分布を第 4.4図に示す。実験結果と比較

すると、238U の解析結果がボイド領域で過大評価している部分もあるが、おおむね一致した分

布になっている。 

 

第 4.4表 反応度変化の実験結果と解析結果の比較 

  (Unit : 10-4⊿k/kk’) 

燃料移動 

パターン 
実験結果 

ＳＩＭＭＥＲ 

反応度変化 C/E 

A1 ケース 5.3±0.3 5.4 1.01 

A2 ケース 12.6±0.4 12.1 0.96 

A3 ケース 15.2±0.4 14.1 0.93 

S ケース -4.1±0.3  -4.0 0.98 
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第 4.3図 FCA VIII-2の試験体系の概略（左図、中央図：XYZ体系、右図：燃料移動パターン） 
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第 4.4図 炉心中心位置での 238Uと 235Uの核分裂反応率分布 

 

（3）空間依存動特性モデルの不確かさ 

高速炉体系において燃料の崩落等により炉心物質が密に詰まる現象を模擬した FCA VIII-2

試験の解析によって、反応度変化を実験誤差範囲内で適正に解析できることを確認した。また

STN ケースの解析によって、核計算時間ステップ幅に対する依存性が無いことを確認した。さ

らに、即発臨界超過時のように、炉心物質の配位が大きく変化し、かつ、原子炉出力が急速に

変化する状況に対するＳＩＭＭＥＲの空間依存動特性モデルで用いている Sn 法による中性子

輸送計算と改良型準静近似法の適用性について確認を行った結果、Sn 法は物質配位が大きく

変化し、燃料の濃度が異なる領域が複雑に配置される崩壊炉心の実効増倍率を参照解であるモ

ンテカルロ法と比較して精度良く解析できること、また、「常陽」の即発臨界超過状態のαモー

ド近似（遅発中性子を無視）及びλモード近似（即発中性子を無視）によるスナップショット

法での比較から、改良型準静近似法は、反応度及び中性子スペクトルともに整合した結果を与

えることを確認した（添付 1 参照）。これらの検証解析と確認解析から、ＳＩＭＭＥＲの空間

依存動特性モデルは、「常陽」の遷移過程における反応度変化の解析への適用性を有し、また、

その不確かさは小さいと判断した。 
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4.2.2 構造壁の溶融・破損 

ＳＩＭＭＥＲにおける構造壁の溶融破損は、高温の融体から構造材への熱伝達及びその結果発生

する構造材の溶融（質量移行）の結果として評価される。有効性評価において重要となるのは、個々

のモデルを統合して計算される構造材の溶融破損タイミングであることから、炉内試験を用いたＳ

ＩＭＭＥＲの挙動に対する評価を行った。 

 

（1）EAGLE炉内試験と解析結果 

第 4.5 図に EAGLE 炉内試験の概略を示す。パルス試験炉（IGR）の円柱状の中心空孔に試験

体を格納したカプセルを装荷している。試験体は、中心に燃料流出経路となる冷却材を内包し

た内部ダクトを設置し、その周囲を燃料ピンで囲んだ体系を持つ。IGR をパルス運転して中性

子照射することで燃料ピンを発熱・溶融させて溶融炉心プールを模擬し、溶融炉心プールから

の伝熱により内部ダクトが破損し、内部ダクトが早期の燃料流出経路として有効であることを

確認することを目的とした試験である。試験では、内部ダクトの温度が熱電対により計測され

ているが、内部ダクトが破損するのとほぼ同じタイミングで高温の溶融燃料及びスティールが

熱電対に接触し熱電対を破損させるため、その時刻をもって内部ダクトの破損時刻を測定した。

内部ダクトは、ステンレススティール製である。炉内試験であるため、溶融燃料プールの生成

から内部ダクトの溶融による流出経路の形成挙動を核加熱条件下で実現でき、高速炉の実機条

件の模擬性が高い。試験に用いた燃料は、約 8kgである。 

第 4.6図にＳＩＭＭＥＲによる解析体系を示す。試験体の一部（炉心模擬部のみ）をモデル

化した。試験と同じ出力を燃料ピンに与えて炉心溶融プールを形成した。炉心溶融物質による

熱負荷で制御棒下部案内管を模擬した内部ダクトに開口が形成されるまでの挙動を解析した。

圧力、照射強度などの解析条件は、試験条件に則して設定している。 

第 4.7図にＳＩＭＭＥＲにおける熱伝達率の不確かさを考慮した場合の EAGLE炉内試験にお

けるダクト破損時刻を解析した結果を示す。横軸は、実験におけるダクトへの伝熱が開始して

からの時間、縦軸は、ＳＩＭＭＥＲにおけるダクトへの伝熱が開始してからの時間である。実

験の伝熱開始時間の計測誤差が存在することを考慮すると、例え熱伝達率の不確かさを 25%考

慮しても、実験結果とほぼ同じ時刻でダクトの壁面破損時刻を再現できることが確認された。 
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第 4.5図 EAGLE 炉内試験の概略 内部ダクトと燃料ピン束を 2次元軸対象で表

現した、炉内試験の解析体系（図外側の数字

は r、z方向のセル番号、灰色は燃料ペレッ

ト、黒はステンレススティール、水色はナト

リウム） 

第 4.6図 ＳＩＭＭＥＲによる解析体系 

 

 

    

熱伝達 0.75倍（左）と 1.25 倍（右）の結果、黒実線は試験と解析の破損時刻が一致する線、赤破

線と青破線はそれぞれ破損時刻に対して±0.3秒 

第 4.7図 ＳＩＭＭＥＲが扱う熱伝達率の誤差に伴う EAGLE試験解析の壁面破損時刻の違い 
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（2）重要現象に関する不確かさの評価 

第 4.7図に示した解析結果から、熱伝達率の不確かさを-25%として考慮した場合は、ダクト

の破損時刻を最大で 1秒ほど過小評価するが、標準的な熱伝達率を用いれば、破損時刻を大き

な不確かさを伴わず評価可能である。 
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4.2.3 燃料－冷却材相互作用（FCI） 

ＳＩＭＭＥＲでは、多成分流動により計算された結果である物質分布に基づき決まる流動様式と

対流・生成を考慮した成分間境界面積から決まる成分間熱移行量、その結果発生する冷却材の蒸発

量の結果として冷却材蒸気圧が計算される。試験では、境界面積、成分間熱移行及び物質移行量を

測定することは不可能であるが、FCIで重要となる冷却材蒸気発生に伴う圧力変動に着目して、コ

ードで解析される一連の挙動を包括して妥当性を確認した。 

 

（1）THINA試験の概要と解析結果 

THINA 試験は、テルミット反応で生成した高温融体（Al2O3 と Fe との混合溶融物）をナトリ

ウムプール中に下方から流入させることで FCI を模擬した炉外試験である。第 4.8 図に THINA

試験の概略を示す。試験は、内径 30cm、高さ 5mの円筒容器の下部を 150kg、初期温度 770Kの

ナトリウムで満たし、ナトリウムの上部は、0.11MPa のアルゴンガスで満たし、この下部より

内径 3cm のチューブから溶融炉心物質を模した、初期温度 3,270K、質量 5.5kg の高温融体を

2.5MPaの駆動圧力をもって流入させた。 

第 4.9 図にＳＩＭＭＥＲにより評価したナトリウムプール圧力（高さ 10cm 位置）とカバー

ガス圧(高さ 4m 位置)について試験値との比較を示す。実験では、高温融体と冷却材の接触に

よりナトリウムの沸騰が生じることで、1～1.2 秒の間に時間的に鋭い圧力ピークが頻繁に生

じる。他方、カバーガス領域では、ナトリウム蒸気の上昇により比較的緩やかに圧力が増加す

る。ナトリウムプール中での 1.6 秒及び 1.72 秒にみられる圧力上昇は、ナトリウム蒸気によ

り、一旦持ち上げられたナトリウムが下降して発生したものである。 

ナトリウム内での圧力値（第 4.9 図（左））は、試験条件の多少の違いにより圧力ピークの

大きさ及び発生時間がずれる。そのような現象であるにもかかわらず、試験解析の結果は、圧

力ピークをやや過大評価する傾向はあるが、発生時刻を 10-2～10-3 秒オーダーの誤差範囲内で

再現している。第 4.9図（右）のカバーガス領域においても圧力ピークの発生時間を再現して

いることから、流体間熱伝達により発生するナトリウム蒸気に駆動されるナトリウムスラグの

運動を適切に再現できていることが分かる。カバーガス圧力が実験値のほうが高くなっている

のは、高温融体とともに非凝縮性ガスの流入したことの影響であると推定されており、これを

考慮すれば 10%誤差範囲内で再現されている。 

FCI は、冷却材と溶融物質の接触により熱が伝達され蒸発する現象であり、圧力の時間変化

に影響が現れる。溶融物質から冷却材への熱の移行は、液体間熱伝達により支配され、冷却材

沸騰は、蒸発／凝縮モデルにより支配される。カバーガス圧及びナトリウムプール中の圧力の

時間変化が凡そ再現されているということは、ＳＩＭＭＥＲの蒸発/凝縮、液体間熱伝達モデ

ルが適切であることを示唆している。 
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第 4.8図 THINA試験の概略 

 

 

第 4.9図 ナトリウムプールの圧力（左）とカバーガス圧（右）の時間変化 
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（2）FCIに関わる不確かさ 

ＳＩＭＭＥＲは、ナトリウムプール内で発生する圧力値をやや過大評価するものの、ほぼ同

程度のオーダーで圧力値を再現することができる。FCI は、遷移過程におけるスロッシング挙

動を誘発し燃料凝集を引き起こす過程を通して、評価指標である炉心平均燃料温度に影響を与

える。ただし、燃料集中を引き起こす FCI現象は、溶融燃料とナトリウムが接触・混合する状

況の不確かさが大きく、また、炉心周辺での FCIによる燃料スロッシング現象は、実験的に模

擬することは難しく現象としての不確かさが大きい。評価指標への影響が重要となるため、有

効性評価では、その不確かさを考慮して十分に保守的な条件を用いた評価が必要である。 

また、THINA 試験は、即発臨界超過に伴うエネルギー放出により生じた高温炉心物質が上部

プレナムのナトリウムプールの下端から導入される状況を模擬した体系の試験であり、機械的

応答過程における機械的エネルギーの発生にもかかわっている。ＳＩＭＭＥＲにより試験で観

測された圧力発生挙動とカバーガス圧縮挙動を適切に解析できていることから、実機解析への

適用性を有し、またその不確かさは小さいと判断される。 
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4.2.4 燃料スロッシング挙動 

炉心に形成される溶融燃料プールのスロッシングは、比重が約 104kg/m3程度の高密度の流体が核

発熱を伴いながら流動する現象である。この炉心における燃料スロッシングを特徴づける、(1)ス

ロッシング挙動の流体力学的挙動、(2)高密度の流体の流動、(3)核発熱を伴う沸騰挙動という物理

現象に着目した検証解析により、ＳＩＭＭＥＲの燃料スロッシング挙動への適用性を確認する。ま

た、溶融燃料と溶融スティールの流動を別の速度場で解析していることに関する妥当性を確認する

（添付 2参照）。 

 

（1）スロッシング挙動試験の概要と解析結果 

第 4.10図にスロッシング挙動試験[12]の概略を示す。スロッシング挙動試験は、半径 22.2cm

の円筒容器内の中心から 14.5cm位置に幅 7.5cm、高さ 1cmの円環状の粒子ベッドを設置し、円

筒容器中心位置に設置された直径 5.5cm、高さ 20cmの円柱状の水柱を崩壊させることで、実機

において、溶融燃料と燃料粒子が混合した流動状態を模擬した実験である。用いた粒子は、直

径 2.5mm、高さ 3mmの円筒系の Acryl P210Dであり、その密度は、1.13g/cm3である。試験結果

としてある時刻における写真と流体が円筒容器壁の最も高い位置に到達した時間と高さが得

られている。 

ＳＩＭＭＥＲでの解析は、水、粒子、空気の 3物質に対して、水と粒子を同速度場、空気を

別速度場とした 2 速度場として実施した。第 4.11 図に解析体系を示す。試験結果とＳＩＭＭ

ＥＲによる解析結果との比較を第 4.5表に示す。本試験では、開始までの水柱形状維持のため

の容器との摩擦の影響があること、解析では、直交座標系を用いているために完全な円形でな

いことから誤差が生じる。容器の影響を受ける例としては、解析の方が試験に比べて現象の推

移が早いことである。他方、座標系の影響は水面及び粒子の最高到達高さに現れ、第 4.12 図

の解析結果と第 4.13 図の試験結果写真を比較すると、試験では、円周方向に均等な高さで水

が到達しているのに対し、解析結果は、左下、左上、右上、右下の四隅で特に水面の高い位置

が現れる。 

容器中心位置に再凝集した時刻の解析結果を第 4.14図、試験結果を第 4.15図に示す。試験

では、液面が破砕するため到達高さの測定について誤差が大きく、数値での比較は、容易では

ないが、全体としての液面形状は、定性的に再現できている。 

 

 

第 4.5表 液面最高到達点と時刻 

 

 側面 

到達時刻

（秒） 

側面 

最高高さ 

到達時刻

（秒） 

側面 

最高高さ 

（水） 

(cm) 

側面 

最高高さ 

（粒子） 

(cm) 

中心位置

最高高さ

到達時刻

（秒） 

中心位置

最高高さ

(cm) 

試験 0.28±0.02 0.40±0.02 10±1 8±1 0.80±0.04 25±5 

解析 0.22 0.38 16 4.8 0.775 20.8 
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第 4.10図 スロッシング挙動試験の概略 

 

 

 

 

第 4.11図 スロッシング挙動試験の解析体系 
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第 4.12図 水（左）及び粒子（右）の円筒容器位置での最高到達点到達時刻における 

表面高さ位置 

 

 

 

 

第 4.13図 実験開始から 0.4秒の試験結果写真 
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第 4.14図 円筒容器中心位置での水の最高到達点到達時刻における表面高さ位置 

 

 

 

 

 

第 4.15図 実験開始から 0.80秒における試験結果写真  
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（2）高密度の炉心物質の流動挙動試験の概要と解析結果 

多相流のスロッシング挙動への液体密度や気液重量比の効果を検証するため、溶融燃料の密

度に近い鉛ビスマス（密度約 10g/cm3）のプール内の二相流動を中性子ラジオグラフィーで可

視化した試験[13]を解析した。試験では、高密度の流体の模擬物質として鉛ビスマス合金を用い、

溶融した鉛ビスマス合金のプール底部から窒素ガスを吹き込み、二相流動を中性子ラジオグラ

フィーを用いて可視化した。試験装置の概略図を第 4.16図に示す。幅 10cm、奥行き 2cm の試

験装置内に溶融した鉛ビスマスを設置し、その底部から複数の針を通して窒素ガスを流入させ

る試験である。 

ＳＩＭＭＥＲを用いた解析で得られた窒素ガスの無次元化気相流束とプール内の平均気相

体積率の関係を試験結果と比較した図を第 4.17 図に示す。ＳＩＭＭＥＲは、窒素ガスの平均

気相体積率に対する無次元化気相流束、すなわち鉛ビスマス中の気体の流動抵抗を適切に評価

している。またプール内の二相流動挙動、すなわち窒素ガスの体積率空間分布の変動パターン

を試験結果と比較した結果を第 4.18 図に示す。この比較図からＳＩＭＭＥＲは、二相の流動

挙動も試験結果をおおむね再現していることが確認できる。 

 

 

第 4.16図 鉛ビスマス二相流動試験装置の概略図  
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第 4.17 図 鉛ビスマス二相流動試験における気相皮相速度の比較 
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第 4.18図 鉛ビスマス二相流動試験における二相流動挙動の比較 
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（3）核発熱を伴う沸騰挙動試験の概要と解析結果 

SCARABEE BF2試験[14]は、燃料（UO2）を Nb製のるつぼ内で仏国カダラッシュ研究所にある試

験炉 SCARABEE 炉の核加熱によって溶融・沸騰させ、沸騰による液面の振動、るつぼ側面への

熱負荷を測定した試験である。 

試験装置の概略図を第 4.19図に示す。試験では、直径 6cmの Nb製のるつぼ内で燃料の沸騰

プールを核発熱によって形成した。るつぼは、その外面をナトリウム流れによって冷却されて

おり、側面のナトリウム流路を挟んで設置された熱電対によりプール側面への熱流束分布を測

定した。また、SCARABEE炉の中性子計装により液面が沸騰によって上下に振動する際の振幅と

周期を測定した。 

プール側面への熱流束分布を比較した図を第 4.20図に示す。ＳＩＭＭＥＲは、UO2の沸騰で

形成される二相プールの流動によって発生するプール側面への熱流束を適切に評価できる。ま

た、沸騰によって発生する液面の上下振動についても、その振幅と周期を試験結果と比較した

第 4.6表に示すように、ＳＩＭＭＥＲは、これらの物理量も適切に評価することができること

を確認した。 

 

第 4.6表 SCARABEE BF-2試験の液面振幅と周期の比較 

 BF2試験 ＳＩＭＭＥＲ-Ⅲ 

振幅 10cm 10cm 

周波数 0.8Hz 0.9Hz 

 

 

第 4.19図 SCARABEE BF-2試験装置の概略図 
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第 4.20 図 SCARABEE BF-2試験におけるプール側面への熱流束分布 

 

（4）燃料スロッシング挙動における不確かさ 

炉心における燃料スロッシングを特徴づける、(1)スロッシング挙動の流体力学的挙動、(2)

高密度の流体の流動、(3)核発熱を伴う沸騰挙動、という物理現象に着目した検証解析を実施

した。(1)について、ＳＩＭＭＥＲは、損傷した固体粒子状燃料と溶融燃料で構成される溶融燃

料プールのスロッシング挙動を定性的に再現できている。評価指標に対して重要である凝集挙

動のタイミングと表面高さをほぼ再現できているが、水を模擬物質とした小規模な炉外試験で

あることから、有効性評価では、燃料凝集の効果を最大とするような不確かさの影響解析を行

う必要がある。(2)については、炉心物質と同様の高密度（密度が約 104kg/m3）の流体の二相プ

ール流動挙動へのＳＩＭＭＥＲの適用性を確認した。ただし、試験体の規模が数 10cm である

ことから、炉心規模への外挿性に不確かさがある。(3)については、核加熱によって UO2を沸騰

させた BF2試験解析によって実際の炉心物質の沸騰挙動への適用性を確認した。ただし、試験

体の規模が数 cmであることから、炉心規模への外挿性に不確かさがある。 

以上のように、炉心における燃料スロッシングを特徴づける物理現象を模擬した各試験の解

析によってＳＩＭＭＥＲの燃料スロッシングへの適用性を確認できたと考えるが、それぞれの

模擬試験は、実際の炉心物質を用いていない又は炉心物質を用いているものの実スケールでな

いなどの制約によって実機模擬度に限界があることから、有効性評価においては、これらの不

確かさを考慮して十分に保守的な想定を用いる必要がある。 
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4.2.5 燃料流出挙動 

燃料流出挙動には、制御棒下部案内管を通じた下向き流出も含まれるが、「常陽」の遷移過程は、

炉心損傷が低温状態で推移するため、制御棒下部案内管損傷時に燃料が固体状であることや先行し

て流出したスティールが閉塞を起こすことが予想されることから、遷移過程解析の時間スケール範

囲では、流出経路として想定しない。ここでは、遮へい集合体ギャップ及びピン束流路を通じた燃

料流出挙動についての妥当性を確認した。 

 

（1）GEYSER試験の概要と解析結果 

GEYSER 試験は、溶融二酸化ウラン（UO2）の円管内における固化閉塞挙動を模擬するために

実施された試験である。試験設備の概要と試験結果による浸入の様子は、第 4.21 図のとおり

である。試験部は、内径 4mm、外径 8mmのスティール円管であり、3,000℃の溶融 UO2プールと

試験部出口との差圧を推進力として溶融 UO2を試験部に上向きに注入し、円管内への浸入と固

化閉塞を分析する。本試験解析は、ピン束流路への溶融燃料の浸入を対象としているが、同じ

解析モデルにより評価される反射体ギャップへの燃料流出に対する妥当性確認としても有効

である。 

ＳＩＭＭＥＲによる解析では、円筒座標体系を採用し、試験と同様の溶融 UO2注入条件が再

現できるように解析条件を設定している。ＳＩＭＭＥＲによる解析結果を第 4.22 図及び第

4.23 図に示す。第 4.22 図からＳＩＭＭＥＲによる溶融 UO2 浸入速度は、クラスト形成が始ま

ると、従来の簡易予測値（図中で No H&MT calcnと表示）を顕著に下回り始め、220ms（浸入

が停止した時点）を過ぎるとほぼ 0m/s になる。円管試験部への浸入長の履歴は、ＳＩＭＭＥ

Ｒの解析結果は熱電対で計測した試験結果と良好に一致しており、浸入速度がほぼ 0m/s とな

ることで浸入が止まっている（最終的な浸入長は 58.5 cm）。第 4.23 図は、溶融 UO2の浸入開

始後 70ms、140ms、220msにおける燃料組成の変化である。70msから開始する浸入後の溶融 UO2

の固化挙動が把握できる。クラストと記載している円管内壁に形成される UO2固化層は、燃料

の浸入位置から 15cm ほどの位置から見られ、時間の進展とともに厚くなり、下流側に成長し

ていく。UO2固体粒子は、常に燃料の先端に位置しており、エンタルピーの低下した溶融 UO2の

先端で形成された固体粒子が、溶融 UO2中に混合されていることが分かる。クラストの成長と

UO2 固体粒子の増加による流動抵抗により溶融 UO2 の浸入は停止する。浸入が停止した時点

（220ms）におけるクラストと UO2 固体粒子の軸方向分布に関して、ＳＩＭＭＥＲの解析結果

は、試験データの分析から推察した結果とおおむね一致している。 
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第 4.21 図 GEYSER試験の試験設備概要（左）と溶融 UO2の浸入距離（右） 

 

 

 

 

第 4.22図 溶融 UO2の流入速度（青、左軸）と浸入距離（赤、右軸）の時間変化  
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横軸は高さ位置で単位は cm、220msの図には、実験結果を基に推察された粒子とクラスト

の分布をそれぞれ破線と実線で示す。 

第 4.23 図 各時刻における UO2の粒子、液体及びクラスト成分体積率の 

各高さ位置での累積グラフ 

  

(b) Volume fractions in the tube at 70, 140 and 220 ms

Particles

Liquid UO2

Crust

0
0.2
0.4
0.6
0.8

1
70 ms

0
0.2
0.4
0.6
0.8

1
140 ms

0
0.2
0.4
0.6
0.8

1

1 3 5 7 9 111315171921232527293133353739414345474951535557596163656769

220 ms

Predict crust
Predict particles

[850]



 

4-50 
 

（2）THEFIS試験解析の概要と解析結果 

THEFIS（THErmite Freezing In Structure）試験は、粒子状の固化閉塞物への溶融アルミナ

の浸入挙動を模擬した試験である。試験装置と試験手順の概略を第 4.24 図に示す。圧力ベッ

セル内に上下可動式のるつぼを設置し、るつぼ内で生成した溶融アルミナ（2,300K）を圧力ベ

ッセルへの空気供給（ベッセル内の昇圧）とるつぼの上方移動によって内側直径 6mmの試験部

（クォーツガラス製の円管）に注入し、円管内の固化閉塞挙動を定量化した。THEFIS試験には、

閉塞物のない流路を模擬した試験と、流路の固化閉塞をアルミナ粒子ベッドで模擬した試験の

2 種類がある。固化閉塞物を模擬した試験では、アルミナ粒子ベッドを円管内にあらかじめ設

置しておいてから、溶融アルミナを注入する。粒子ベッドの設置状態は、第 4.25 図に示した

とおりである。本試験解析は、ピン束流路への溶融燃料の浸入を対象としているが、RBギャッ

プへの燃料流出に対する妥当性検証の材料にもなり得る。 

解析では、ベッセル内の圧力履歴、境界温度等は試験条件を正確に反映し、試験部の円管構

造材を集合体管壁として定義した。流路に設定された固化閉塞に対しても試験と同条件となる

よう粒子ベッドを模擬した。閉塞物が設定されていない流路を用いた試験を対象としたＳＩＭ

ＭＥＲの解析結果について、溶融アルミナ浸入距離を試験結果と比較して第 4.26 図に示す。

ＳＩＭＭＥＲによる解析は、開始直後の浸入挙動をやや過小評価するものの、その後の時間変

化をよく再現している。ＳＩＭＭＥＲの解析結果は、流路内壁に形成される固化層（クラスト）

の成長による流動抵抗浸入の増加のために浸入挙動が緩やかとなる結果を再現できている。 

第 4.27 図に固化閉塞物として粒子ベッドを流路中に設定した場合について、粒子ベッド厚

みに対する溶融アルミナの浸入距離の試験結果との比較を示す。この試験では、流路中にある

粒子ベッドが融体の流動抵抗を増加させ、融体から粒子ベッドへの熱伝達も生じることから、

粒子ベッドなしの試験に比べて溶融アルミナの浸入距離が減少する。ＳＩＭＭＥＲによる解析

結果は、粒子ベッド厚さ 2～4cm で溶融アルミナ浸入距離が急激に変化する試験の傾向を再現

できている。 
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第 4.24図 THEFIS試験の試験装置と試験手順 

 

 

 

第 4.25図 流路中の固化閉塞物を模擬した試験の流路の状態  
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第 4.26 図 閉塞物が設定されていない流路を用いた試験解析における 

溶融アルミナの浸入距離 

 

 

 

第 4.27図 流路中の固化閉塞を模擬した試験における粒子ベッド高さの影響による 

溶融アルミナの浸入距離の変化 

 

（3）重要現象に関する不確かさの評価 

THEFIS試験では、融体としてアルミナを、GEYSERでは UO2を用いた試験である。両者の違い

は、粘性係数と熱抵抗の大きさであり、壁面摩擦及び熱・質量移行に伴う固化物の形成しやす

さがそれぞれの実験で異なる。そのような条件であっても、最終的な融体浸入長の誤差は、5%

未満であり、両試験解析とも試験結果をほぼ再現しており、物理的に妥当な挙動を示すと判断

できる。評価指標である燃料流出量への不確かさの影響は小さいと判断できる。 
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4.2.6 燃料からスティールへの熱移行 

ＳＩＭＭＥＲでは、多成分流動により計算された結果である物質分布に基づき決まる流動様式と

対流・生成を考慮した成分間境界面積から決まる成分間熱移行量、その結果発生するスティールの

蒸発量と蒸気の圧力が計算される。試験では、境界面積、成分間熱移行及び物質移行量を測定する

ことは不可能であるが、燃料からスティールへの熱移行の結果であるスティール蒸気発生に伴う圧

力変動に着目して、コードで解析される一連の挙動を包括して妥当性を確認した。 

 

（1）CABRI TP-A2試験の概要と解析結果 

CABRI TP-A2試験は、ステンレス球を含む燃料ペレットを核加熱により溶融し、発生するス

ティール蒸気圧を測定した炉内試験である。第 4.28 図に試験の概略を示す。この試験では、

直径 1mm のステンレス球 40 個を内部に埋め込んだ内径 14.2mm、高さ 43mm の燃料ペレットを

核加熱で溶融し、発生するスティール蒸気圧を測定した。 

第 4.29 図に単一のスティール球を模擬したＳＩＭＭＥＲによる詳細解析体系の概念図[15]を

示す。この体系では、スティール球とその周囲の燃料を複数のメッシュに分割してモデル化し、

スティール球の溶融と蒸発による物質分布の時間変化を詳細に解析する。詳細解析体系による

解析結果を第 4.30 図に示す。加熱開始後約 0.55s で燃料が溶融し、スティール蒸気が発生す

る。燃料の温度は、スティールの膜沸騰温度には達しないが、発生したスティール蒸気は、ス

ティール球の周囲に留まり、蒸気層を形成することで溶融燃料からスティール液滴への伝熱を

抑制していることがわかる。妥当性確認で実施した実機解析では、このようにスティール球を

複数のメッシュで分割するような詳細な解析体系を用いず、第 4.29 図に示した粗メッシュ体

系のように、一つのＳＩＭＭＥＲ解析メッシュ内にスティール液滴が存在し、ＳＩＭＭＥＲの

流動様式及び境界面積モデルで燃料とスティールの接触状況をモデル化するため、詳細解析体

系で明らかとなったスティール蒸気層による伝熱抑制効果を適切にモデル化することはでき

ない。このため、このスティール蒸気層による伝熱抑制の効果を、燃料からスティール液滴へ

の伝熱速度を調整することで模擬することとする。第 4.31 図に示した粗メッシュ体系での解

析結果から、スティール蒸気層によって燃料からスティールへの伝熱速度を約 1/200倍とする

ことで試験結果を適切に再現できることが示された。 
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第 4.28図 CABRI TP-A2試験概略図[15] 

 

 

第 4.29図 CABRI TP-A2試験の単一球詳細解析体系概念図[15]  
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第 4.30図 単一球詳細解析による解析結果[15] 

 

 

第 4.31図 粗メッシュ体系による解析結果[15] 

 

（2）燃料からスティールへの熱移行の不確かさ 

ＳＩＭＭＥＲは、即発臨界後の高温となった燃料からスティール液滴への伝熱を解析するに

あたり、燃料からスティールへの伝熱速度を約 1/200倍とすることでスティール蒸気層の存在

による伝熱抑制効果を考慮できることが CABRI TP-A2試験の解析によって示された。有効性評

価のための解析においても、同程度の不確かさの影響を評価する必要がある。 
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4.2.7 炉心上部構造による熱及び圧力損失 

ＳＩＭＭＥＲにおける炉心上部構造の構造材への伝熱と凝縮は高温の炉心物質から構造材への

熱及び質量移行モデルを用いて解析される。また、炉心上部構造による圧力損失は多相多成分流動

モデルを用いて解析される。実機への適用において重要となるのは、個々のモデルを統合して計算

される構造材内での圧力損失であることから、炉外試験を用いてＳＩＭＭＥＲの挙動に対する評価

を行った。 

 

（1）VECTORS試験の概要と解析結果 

VECTORS 試験は、高温の水と水蒸気の混合物を、ピン束を模擬した流路の下部から放出し、

ピン束の流動抵抗と熱損失による圧力損失、エネルギー損失を模擬した試験である。ピン束の

出口に置かれた重さ約 80g のピストンの運動エネルギーへの変換効率も測定された。第 4.32

図に試験装置の概略、第 4.7表に VECTORS試験の試験ケースと条件を示す。圧力源には、温度

が約 230℃、圧力約 2.9MPaの二相の高温水を設定し、その上部のラプチャーディスクを破るこ

とで圧力源の上方向に設置された模擬ピン束を通した膨張挙動を実現する。試験装置概略図に

示した圧力計（PT1〜PT8）で測定された圧力の時間変化とＳＩＭＭＥＲによる解析結果[16]を比

較したグラフを第 4.33 図に示す。ＳＩＭＭＥＲは、圧力源の膨張による圧力変化、ピン束へ

の二相蒸気の凝縮と熱損失による圧力低下挙動を適切に解析できることが確認できる。また、

圧力源の高温高圧水が大気圧まで等エントロピー膨張することを仮定した場合の膨張ポテン

シャルに対するピン束の出口に設置されたピストンが加速されることで発生する機械的エネ

ルギーへの変換効率を試験結果と比較したグラフを第 4.34 図に示す。ＳＩＭＭＥＲは、H0 と

H60 ケースについては試験結果における変換効率を再現している。一方ピン本数が 121 本の試

験（ケース H121）では、試験における変換効率が極めて小さな値となっているが、各地点の圧

力計の測定結果からは、ピストンと試験体内壁間を通して二相水が漏えいしたものと推察され

る。 

 

第 4.7表 VECTORS試験ケースと条件 

ケース ピン本数 

圧力源 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

ボイド率 

(%) 

H0 0 2.994 234 4.8 

H60 60 2.894 231 8.1 

H121 121 2.849 231 12.2 
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第 4.32図 VECTORS試験概略図 
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H0ケース圧力変化 H60ケース圧力変化 

第 4.33 図 VECTORS試験における各地点の圧力時間変化[16] 

 

 

第 4.34 図 VECTORS試験における機械的エネルギーへの変換効率[16] 

 

 

  

[859]



 

4-59 
 

（2）炉心上部構造による熱及び圧力損失の不確かさ 

ＳＩＭＭＥＲは、高温高圧の二相流が炉心上部構造のピン束を通して流出する際の凝縮と熱

損失を模擬した VECTORS 試験を適切に解析できることを確認した。ただし、VECTORS 試験は、

模擬物質として水を用いた試験であり、炉心物質への外挿に当たっては、不確かさが存在する

ことから、有効性評価における機械的エネルギー発生の解析ではその不確かさの影響を評価す

る必要がある。 
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4.2.8 蒸気泡の成長 

蒸気泡の成長は多成分流動、成分間境界面積、運動量交換、熱及び質量移行モデルにより解析さ

れるが、これらの物理量を直接実験で測定することはできない。このため、蒸気泡の成長を模擬し

た実験で観察された気泡成長挙動と圧力の時間変動の再現性について確認することで妥当性を評

価した。 

 

（1）Omega試験の概要と解析結果 

Omega 試験は、高温の水と水蒸気の混合物を水プールの下部から放出し、蒸気泡の成長とカ

バーガスの圧縮挙動を模擬した試験である。試験装置の概略を第 4.35 図[17]に示す。解析を行

った Omega IV-12試験は、圧力約 2.136MPa、温度約 215℃、蒸気体積率約 16.7%の高温水を圧

力源とした試験である。この試験を第 4.36図に示すＳＩＭＭＥＲ-Ⅲによる解析体系を用いて

解析を行った。解析で得られたカバーガスの界面上昇割合とカバーガスの圧力の時間変化を第

4.37図に示す。カバーガスの界面上昇割合は、蒸気泡の体積変化に対応する物理量であり、Ｓ

ＩＭＭＥＲ-Ⅲは、蒸気泡の成長挙動を良く再現している。一方、カバーガス圧力の時間変化

は、ＳＩＭＭＥＲ-Ⅲが過大評価している。これは、カバーガスのプール液面への熱損失の違い

によるものであるが、圧力過渡のピーク値を大きく評価するため、機械的負荷の評価の観点か

らは保守側である。 

 

 

第 4.35図 Omega試験装置の概略図[17] 
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第 4.36図 Omega試験のＳＩＭＭＥＲによる解析体系[17] 

 

 

 

 

第 4.37図 ＳＩＭＭＥＲによる Omega試験解析結果[17] 
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（2）蒸気泡の成長の不確かさ 

ＳＩＭＭＥＲは、高温高圧の二相の水が水プール内に蒸気泡を形成して膨張する挙動を模擬

した Omega 試験を適切に解析できることを確認した。ただし、Omega 試験は、模擬物質として

水を用いた試験であり、炉心物質への外挿に当たっては、不確かさが存在する。特に、蒸気泡

の成長に影響が大きいと考えられる蒸気泡界面への蒸気の凝縮挙動に関しては、水と実機物質

であるナトリウムは熱伝達率が大きくことなることから、有効性評価における機械的エネルギ

ー発生の解析では、その不確かさの影響を確認する必要がある。 
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5. 有効性評価への適用性 

ＳＩＭＭＥＲは、高速炉の損傷炉心の構造・核・熱流動計算を行うコードであり、複数の物理モデ

ルを用いて高速炉の損傷炉心で重要な現象を表現するコードである。このため、各物理モデルの妥当

性はもちろんであるが、複数の物理モデルを組み合わせた結果として重要現象が評価できるかどうか

がより重要である。一方で、高速炉の炉心損傷事故時における重要現象に対する実スケールで実機模

擬度の高い実験データは、あまり得られておらず、小規模な模擬実験などで代用するほかないものが

多い。 

以上のことから、ＳＩＭＭＥＲの有効性評価への適用性の検討は、試験解析の結果から、物理モデ

ルとその組み合わせで表現される重要現象が物理的又は定性的に正しいかどうかという観点からま

とめる。 

 

（1）損傷炉心の核的挙動 

ＳＩＭＭＥＲの空間依存動特性モデルは、流体部により計算された損傷炉心物質の分布を考

慮して中性子束分布の変化による反応度と出力の時間変化を計算する。遷移過程では、損傷し

た炉心物質が 3次元的な移動を行うことから、有効性評価における核的挙動に適したモデルで

ある。損傷炉心の核的挙動の妥当性は、FCA III-2試験における燃料分布の変化による核分裂

反応率分布と反応度の変化を用いて確認できており、有効性評価への適用性を有する。 

 

（2）構造壁の溶融・破損 

高速炉の炉心損傷事故では、熱伝達率の異なる燃料とスティールが混在している状況であり、

流体間の熱伝達による温度変化が行われるとともに、熱抵抗の大きい燃料が構造材に接触する

ことでクラストが壁表面で形成される可能性又は熱伝導性の良いスティールが構造材に接触

することで壁が溶融破損するという現象が発生し得る。EAGLE 炉内試験では、高速炉の遷移過

程時における溶融した燃料とスティールが混在して壁面に接触するという状況での、内部にナ

トリウムが存在するダクトの破損挙動に関する実験的知見が得られている。構造壁の溶融・破

損の妥当性は、代表的な複数の EAGLE炉内試験の解析を通して、試験で得られた壁破損時刻に

対するＳＩＭＭＥＲの再現性を確認しており、有効性評価への適用性を有する。 

 

（3）FCI 

高速炉の炉心損傷事故における FCIにおいて、特に重要な現象は、冷却材の急速な蒸発に伴

う圧力の発生である。この圧力発生によって遷移過程では、燃料スロッシング、構造応答過程

では、機械的エネルギー発生において FCIがその駆動力となる。この観点から FCIについては、

THINA 試験以外の複数の実験解析によるコードの妥当性確認が幅広く行われてきた。FCI を対

象とした試験は、高温物質と冷却材の混合状況の微小な変化に対して圧力変動が大きく影響を

受ける。試験解析では、このような微小な変化を完全に模擬することはできないが、それでも

ＳＩＭＭＥＲでは、圧力ピークの発生時刻とピーク値をおおむね再現することが可能である。

検証に利用された試験は、高速炉の炉心損傷事故で発生する温度条件と冷却材条件を模擬した

ものであることから、物理モデルとしては有効性評価への適用性を有する。一方で、妥当性確

認に利用できる実験データベースにはスケールや物質模擬性での限界があること、溶融燃料と

ナトリウムの接触・混合状態の取扱いに不確かさがあることなどから、有効性評価においては

これら不確かさを考慮して十分に保守的な条件を含む感度解析を行う必要がある。 
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（4）燃料スロッシング 

スロッシング挙動試験の解析を通して、流体のスロッシング挙動モデルの妥当性を検証した。

試験では、損傷炉心で発生すると考えられる溶融燃料と燃料粒子及び蒸気泡による液体プール

の揺動の挙動を模擬しており、揺動によって容器中心に凝集する液体と粒子の挙動及び蒸気発

生により励起される二相流動を表現できるかが重要である。固液試験では試験結果で見られる

液面の破砕のような現象までの解析は困難であるが、評価指標に対して重要である凝集挙動に

ついては、そのタイミングと表面高さをほぼ再現でき、気液試験では液体プール中の流動パタ

ーンと蒸気泡によって励起される波の振幅と振動数をほぼ再現できており、遷移過程における

溶融燃料と未溶融の燃料が混在して流動する固液の流動現象と未溶融燃料が全て溶融した溶

融燃料プールの流動現象として適切な模擬が可能であることから、有効性評価への適用に対し

ても物理的に妥当な計算結果が得られる。ただし、妥当性確認の対象として試験はスケール及

び物質模擬性の制約により実機模擬度に限界があることから、有効性評価においては、これら

の不確かさの影響を考慮して十分に保守的な想定を用いる必要がある。 

 

（5）燃料流出 

燃料流出は、ピン束流路、炉心側面の遮へい集合体ギャップ及び制御棒下部案内管の管壁破

損後の流路を流出経路として発生する。ただし、「常陽」においては、制御棒下部案内管の管壁

破損が溶融燃料プール形成に比べて早いため、制御棒下部案内管は、流出経路として期待でき

ない。燃料流出の妥当性は、GEYSERと THEFISの 2 つの試験解析により、それぞれ異なる物性

を持つ融体の狭い流路での浸入挙動により評価した。粘性係数が小さく、熱抵抗が大きい UO2

であっても、浸入時に発生する固化挙動とそれに伴う実行粘性の増加という物理過程を経て浸

入距離を再現できることから、実機で想定される燃料流出経路に対しても適用性を有する。 

 

（6）制御材の炉心への混入 

制御棒下部案内管に流入した炉心物質によって制御棒が溶融・破損して炉心に落下すること

により負の反応度が挿入される。本現象に対しては解析モデルの妥当性を確認するための試験

的知見が存在しないため、有効性評価では保守的に発生を無視する条件で解析を行う。 

 

（7）燃料からスティールへの熱移行 

CABRI TP-A2炉内試験の解析により、即発臨界直後の急速な燃料からスティールへの熱移行

を支配する現象を明らかにし、ＳＩＭＭＥＲの有効性評価への適用性を確認した。ただし、Ｓ

ＩＭＭＥＲは、液体スティール表面に形成される蒸気層を直接モデル化していないため、その

伝熱抑制効果を熱伝達係数の係数として扱う必要があることから、有効性評価への適用に当た

っては、その不確かさの影響を確認する必要がある。 

 

（8）炉心上部構造による熱及び圧力損失 

炉心上部構造による熱及び圧力損失の妥当性は、高温高圧の水の二相流が炉心上部構造と同

様ピン束流路内を膨張しながら流出する炉外試験を解析することで確認した。ただし、この試

験は、水を模擬流体として用いた試験であることから、実機条件への適用に当たっては、不確

かさが存在し、その影響を確認する必要がある。 
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（9）蒸気泡の成長 

機械的エネルギー発生の過程では、上部プレナムの底部で発生する FCI によってナトリウム

蒸気泡が成長して機械的エネルギーが発生する。高温高圧の水を圧力源としてプール中の蒸気

泡の成長挙動を模擬した Omega試験の解析によってＳＩＭＭＥＲの妥当性を確認した。この試

験は、水を模擬流体として用いた試験であることから、実機条件への適用に当たっては、不確

かさが存在し、特に蒸気泡界面への蒸気の凝縮挙動などの不確かさの影響を確認する必要があ

る。 
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添付 1 

空間依存動特性解析機能の妥当性確認 

 

1. はじめに 

ＳＩＭＭＥＲは、損傷炉心での炉心物質の配位と温度の変化による反応度及び原子炉出力の変化、すな

わち空間依存動特性を改良準静近似手法により解析する。また、中性子束分布の計算には Sn法による中

性子輸送理論が用いられる。本資料では、遷移過程解析に見られるような炉心物質の配位が大きく変化す

る状態への Sn輸送理論の適用性、即発臨界超過時のように原子炉出力が急速に変化する過渡条件への改

良準静近似手法の適用性及びＳＩＭＭＥＲの動特性解析機能の妥当性の確認を行った結果についてまと

める。 

 

2. 妥当性確認 

(1) 損傷炉心における Sn法輸送計算の適用性 

遷移過程における損傷炉心を模擬したベンチマーク体系を設定し、ＳＩＭＭＥＲで用いる Sn 法輸送

法をモンテカルロ法（ＧＭＶＰ[1]）と比較する。ただし、計算で使用する巨視的断面積を核データファイ

ルから内部で計算するＳＩＭＭＥＲとＧＭＶＰに入力する巨視的断面積を完全に一致させることは困難

であるため、ＳＩＭＭＥＲと同じ Sn法輸送モデルを用いているＰＡＲＴＩＳＮ[2]との比較を行い、間接

的にＳＩＭＭＥＲの Sn法輸送計算機能の適用性を確認した。 

第 1 図に本適用性検討のために設定したベンチマーク体系を示す。ベンチマーク体系は、2 次元 R-Z

体系で行う。①はこのベンチマークの基準となる健全運転状態を模擬した体系である。②は燃料の 1 次

元凝集を模擬した体系であり、全炉心で燃料が沈降し、健全運転状態を基準とした反応度が高くなる。③

は燃料スロッシングによる燃料分散を模擬した体系であり、内側炉心燃料を炉心底部に薄く広げ、外側炉

心燃料を炉心の外側方向に集めている。④は Sn法輸送計算の適用が難しいと思われる体系として、上記

②の体系に加えて吸収体が局所的に存在した状態を想定する。 

第 1 表に Sn 法輸送計算とモンテカルロ法の実効増倍率の比較を示す。空間メッシュ効果と Sn 次数効

果はいずれも空間解像度に関わり、互いに相殺するという特徴を考慮して、空間メッシュ幅を 5 ㎝程度

とし、Sn 次数を S4及び S8とした。①及び②の体系については、Sn法輸送計算による実効増倍率はモン

テカルロ法の計算結果と 0.1～0.3%Δkの相違でよく一致している。③及び④の体系では実効増倍率の相

違が 0.2～0.5%Δk程度とやや大きくなっているが、これらの体系は、通常深い未臨界状態となっている

ため有効性評価における重要度が低い条件である。 

なお、燃料の濃度が異なる領域が複雑に配置する体系については、Pu富化度の異なる燃料が市松模様

状に装荷された領域を持つ JUPITER 臨界実験体系において Sn 法輸送計算の適用性が確認されている［3］。

この研究では、JUPITER実験体系の一つである ZPPR-10Aの Sn法輸送計算による補正後の計算値と実験値

の比（1.0019）及びモンテカルロ法による計算値と実験値の比（1.0026±0.01%）が示されており、Sn輸

送計算による実効増倍率はモンテカルロ法の計算結果と 0.1%Δk 以下の相違で一致していることが示さ

れている。 

 

(2) スナップショット法（αモードとλモード）による比較 
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空間依存動特性を改良準静近似で扱うＳＩＭＭＥＲ核計算モデルの妥当性確認の一環として、即発臨

界を超過する際の物質分布を模擬した体系の反応度についてスナップショット法による比較を行った。

スナップショット法では、Sn 法輸送モデルを使用し、加えて下記の近似モードの取扱いも可能なＰＡＲ

ＴＩＳＮを用いて、即発中性子が優勢となるαモード（遅発中性子を無視した近似）、遅発中性子が優勢

となるλモード（近似）での解析を行った。 

第 2 図にＳＩＭＭＥＲによって評価された即発臨界超過前後の反応度と原子炉出力の時間変化を示す。

この図に示されている反応度が最大となる時間点を評価時刻とした。第 3 図に原子炉出力の時間変化か

ら算出したα値を示す。このα値は、ＳＩＭＭＥＲによって評価された原子炉出力（Φ）の時間変化（Δ

Φ/Δt）からα値の関係式ΔΦ/Δt=αΦを用いて算出したα値である。反応度が最大となる評価時刻に

おいてα値も最大となる。高速炉体系においては、|𝛼|＞約 104 s-1のときに遅発中性子を無視したαモー

ド（近似）、|𝛼|＜約 10 s-1のときにλモード（近似）が成り立つとされるため、ＳＩＭＭＥＲの原子炉出

力の時間変化から求めたα値に基づけば、本評価時刻は、αモード（近似）未満、λモード（近似）以上

にあると予想される。 

第 2 表にＳＩＭＭＥＲとスナップショット法の反応度の比較結果を示す。この表から、ＳＩＭＭＥＲ

の反応度は、スナップショット法の遅発中性子を無視したαモード（近似）による反応度とλモード（近

似）による反応度の間の値となっていることが分かる。また、第 4図の中性子スペクトルの比較に、この

ときの中性子スペクトルの比較結果を示す。この図から、ＳＩＭＭＥＲの中性子スペクトルは、遅発中性

子を無視したαモード（近似）で求めた中性子スペクトルよりは軟らかく、λモード（近似）で求めた中

性子スペクトルよりは硬くなっていることが分かる。超臨界状態の中性子スペクトルは、λモード（近

似）の中性子スペクトルに比べて硬くなることが示されており［4］、解析結果はこれと整合している。 

前述のように、ＳＩＭＭＥＲの原子炉出力の時間変化により求めたα値に基づけば、即発臨界超過時

の反応度ピークは、αモード（近似）未満、λモード（近似）以上にあると予想される。上記の反応度と

中性子スペクトルについてのＳＩＭＭＥＲとスナップショット法の比較結果は、この予想とＳＩＭＭＥ

Ｒの解析結果の物理的な整合性を示すものである。 

 

(3) 実効遅発中性子割合の不確かさの影響 

「常陽」の炉心設計における実効遅発中性子割合の不確かさは核データの不確かさ、炉心構成などの

違い、燃焼状態の影響などを考慮して 10%とされている。ULOF(i)基本ケースにおいて炉心平均燃料温度

を瞬時に約 3700℃まで上昇させ、その後の炉心からの燃料流出によって遷移過程を終了させる即発臨界

超過を対象として、この不確かさの影響を評価する解析を実施した。 

反応度が 0$を超えている場合にＳＩＭＭＥＲコードが中性子束分布と巨視的断面積分布から時々

刻々求める実効遅発中性子割合に不確かさを考慮するファクターを乗じて振幅関数の時間変化を解析し

た。具体的には、反応度が大きくなるように評価するため、実効遅発中性子割合を 5%及び 10%減少させた

2ケースを計算した。 

反応度、原子炉出力及び積算出力（放出エネルギー）の解析結果を第 5 図〜第 7 図にそれぞれ示す。

また、反応度と原子炉出力のピーク値、出力逸走の積算出力を第 3表に示す。遅発中性子割合を減少させ

ると、反応度と原子炉出力の上昇が早まることで、燃料単相圧あるいは蒸気圧に駆動された燃料分散とド

ップラ反応度による負の反応度フィードバックも早く発生して出力低下を早めることになる。その結果、
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出力逸走による積算出力の増加量、すなわち放出エネルギーはほとんど変わらない（5%減のケースで約

1.1%減少、10%減のケースで約 1.5%減少）。 

「常陽」の即発臨界超過状態のαモード近似（遅発中性子を無視）及びλモード近似（即発中性子を

無視）によるスナップショット法、及びＳＩＭＭＥＲの改良準静近似法による動的反応度評価結果では、

αモード近似が 1.18$、λモード近似が 1.09$、改良準静近似法が 1.12$であり、αモード近似の反応度

は改良準静近似法に対して約 5.3%大きい。遅発中性子割合を 5%減じたケースとほぼ同様にその発生エネ

ルギーへの影響は小さく、改良準静近似法を用いて「常陽」の即発臨界超過挙動を解析することは妥当で

ある。 

 

(4) 反応度変化に対応した出力計算 

1 点近似動特性方程式を数値的に解いて、急速な反応度変化（反応度挿入率約 50$/s で即発臨界を超

過した後、急速に大きな負の反応度を投入する。）に対する原子炉の出力変化を計算した。 

第 8 図に投入した反応度の時間履歴を示す。この反応度の時間履歴を 1 点近似動特性方程式及びＳＩ

ＭＭＥＲの外部反応度として入力して原子炉出力（振幅関数）の時間変化を計算した。第 9図に原子炉出

力の時間変化の比較結果を示す。この図から、1点近似動特性方程式を数値的に解いた結果とＳＩＭＭＥ

Ｒの振幅関数方程式による計算結果がよく一致していることが確認できる。 

以上より、即発臨界超過の急速な反応度変化があった場合の原子炉の出力変化をＳＩＭＭＥＲにより

適切に解析できることを確認した。 
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第 1表 Sn法輸送計算とモンテカルロ法の実効増倍率の比較 

 

 

第 2表 ＳＩＭＭＥＲとスナップショット法の反応度の比較 

 

 

第 3表 遅発中性子割合の不確かさの影響 

ケース 反応度ピーク($) 出力ピーク(MW) 出力逸走の 

放出エネルギー（MJ） 

基本ケース 1.109 6190 938 

5%減 1.116 6056 928 

10%減 1.122 6027 924 
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第 1図 Sn法輸送計算の適用性検討のためのベンチマーク体系 

 

 

第 2 図 即発臨界超過前後の反応度と原子炉出力の時間変化（ＳＩＭＭＥＲによる評価） 

 

 

第 3図 原子炉出力の時間変化から算出したα値 
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第 4図 中性子スペクトルの比較 

※ ＳＩＭＭＥＲ（赤線）とＰＡＲＴＩＳＮの各近似モード（青線及び緑線）での中性子スペクトルが示さ

れているが、目視ではそれらの差について確認することができない。そのため、ＳＩＭＭＥＲを基準と

した中性子スペクトルの差についてもあわせて図示している。 

 

 

第 5図 反応度時間変化 

 

 

第 6図 出力時間変化 
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第 7図 積算出力時間変化 

 

 

第 8図 反応度の時間履歴 

 

 

第 9図 原子炉の出力変化の比較 
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添付 2 

ＳＩＭＭＥＲの多成分多速度場モデルのスロッシング挙動への適用性 

 

1．はじめに 

ＳＩＭＭＥＲによる ULOF 及び UTOP の解析において、損傷した燃料とスティールからなる炉心物質の

流動はそれぞれの物質成分毎に異なる速度場を与えている。これは燃料とスティールは炉心物質内で発

生する FPガスやスティール蒸気、局所的な FCIによって常に撹拌される一方で、密度差による重力分離

が生じれば中性子吸収材としてのスティールが燃料と分離すること及び燃料上部に形成されるスティー

ル層による中性子反射効果が反応度に影響を及ぼすと考えられるためである。 

炉心物質の流動、とくに水平方向の揺動（スロッシング）は炉心物質の凝集による即発臨界超過挙動を

支配する重要現象であり、炉内外試験の検証解析によってＳＩＭＭＥＲの妥当性を行っている。これらの

試験は、水、鉛ビスマス、溶融燃料を用いているが、相対速度を有する多成分の流体を用いた試験ではな

い。このため、密度差のある多成分の相対流動解析の妥当性を確認し、これらの単成分による流動挙動の

妥当性と合わせて燃料とスティールの 2 つの物質成分からなる炉心物質流動にＳＩＭＭＥＲコードを適

用することの妥当性を示す。 

 

2．妥当性確認 

2.1 検証課題 1 

解析を実施した課題は、DOE/EPRI が実施した２速度場解析コードベンチマーク[1]からとった Problem 

2.4“A gravity-driven inter-penetration and separation (one dimensional sedimentation：１次元

沈降問題)”である。 

 

(1)解析体系 

解析体系を第１図[2]に示す。解析は１次元体系として、深さ 1m の軽い液体の上に深さ 1m の重い液体

を設定した初期状態から、時間経過とともに重い液体が沈降して軽い液体と入れ替わる挙動を解析する。

それぞれの液体の密度、重力、相間抵抗係数は以下の通りである。 

𝜌1 = 1.0 (heavy phase) 

𝜌2 = 0.999 (light phase) 

Gravity: 2(𝜌1 − 𝜌2) (𝜌1 + 𝜌2)𝑔 = 1.0⁄  

Friction: 𝐹 = 𝐶𝑓(𝛼1𝜌1 + 𝛼2𝜌2)𝛼1𝛼2(𝑢2 − 𝑢1) 

 𝐶𝑓 = 2.0 

 

(2)解析結果 

ベンチマークに参加した他の解析コードの結果を第２図に、ＳＩＭＭＥＲの解析結果を第 3図に示す。

左上から右下の４つのプロット図で、2、4、6、8 秒後の軽い液体の体積率の軸方向分布を示している。

解析メッシュの分割数は 20 メッシュと 80 メッシュの２ケースを実施した。この解析課題には理論解が

存在し、第 2図の黒い菱形、あるいは第 3図の凡例で ASOLとしている点線が理論解である。 

理論解との比較結果からＳＩＭＭＥＲは比重の異なる２液体の重力による入れ替わりを適切に解析で
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きている。また、ＳＩＭＭＥＲは比較的ＭＩＮＣＳに近い結果となっているが、少ないメッシュ数（20メ

ッシュ）で解析した場合、ＭＩＮＣＳでは数値拡散のために理論解における 8 秒後の体系中央部分の折

れ曲がりが失われているのに対して、ＳＩＭＭＥＲはこれを捉えることが出来ている。 

 

2.2 検証課題 2 

解析を実施した課題は、DOE/EPRI が実施した２速度場解析コードベンチマーク[1]からとった Problem 

4.1“A transient behavior of gravity-driven overturning motion of the two liquid components 

having different densities in a two-dimensional tilted geometry (two-dimensional sedimentation：

２次元沈降問題)”である。 

 

(1)解析体系 

解析体系を第４図[2]に示す。解析は１次元体系として、幅 1.5m、深さ 2mで 10°傾けられた矩形容器内

の下部 1m に軽い液体、上部 1m に重い液体を設定し、時間経過とともに重い液体が沈降して軽い液体と

入れ替わる挙動を解析する。それぞれの液体の密度、重力、相間抵抗係数は 2.1節の１次元沈降問題と同

じである。 

 

(2)解析結果 

ＳＩＭＭＥＲの解析結果を第５図に示す。2 秒及び４秒後の軽い液体の体積率分布の等高線図（0.2, 

0.5, 0.8）を示している。この解析課題には理論解が存在せず、また、傾けた体系を解析する難しさか

ら、他のコードとしてはＰＨＯＥＮＩＣＳ－ＶＬによる解析結果のみが示されている。この結果を第６図

に示す。理論解が存在しないために、ＳＩＭＭＥＲコードの妥当性の定量的な評価は困難であるが、ＰＨ

ＯＥＮＩＣＳ－ＶＬの解析結果と同様の物質分布の時間変化を解析していることから、ＳＩＭＭＥＲ及

びＰＨＯＥＮＩＣＳ－ＶＬの両解析コードは定性的には密度の異なる２液体の重力による 2 次元的な入

れ替わり挙動を適切に解析できていると判断した。 

 

2.3 検証課題 3 

解析を実施した課題は、Snabreによる粒径の異なる粒子が混合した状態からの分離沈降実験[3]である。

この試験では、粒子径の異なる 2 種類（25μm及び 190μm）のポリメチルメタクリレート(PMMA)粒子を水

中に懸濁させてその沈降挙動を測定した。2種類の粒子は粒径の違いから水との抵抗係数が異なり、大き

な粒子は小さな粒子よりも早く沈降する。したがって、この試験では水、小粒子、大粒子がそれぞれ異な

る速度で流動することになり、3速度場の流動解析機能の検証に適している。なお、試験では 2種類の粒

子は異なる蛍光染料で染色され、異なる波長のレーザーで照射することでそれぞれの空間分布が独立に

可視化されている。 

 

(1)解析体系 

試験装置は幅 4cm、奥行き 2cm、高さ 12cm の矩形容器でその内部に 2 種類の粒子を均一に分散させた

初期状態から粒子が沈降する。解析ではこれを 52メッシュの 1次元体系でモデル化した。 
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(2)解析結果 

試験を開始して 806 秒後における試験結果と解析結果を比較した図を第 7 図[4]に示す。解析結果の白

丸が小粒子、黒丸が大粒子の体積率分布である。試験結果では「b」が小粒子の分布、「b’」が大粒子の

分布をそれぞれ異なる波長のレーザーで照射して撮影した結果である。ＳＩＭＭＥＲコードはそれぞれ

の粒子の空間分布を適切に再現しており、3速度場の流れの解析機能の妥当性が確認された。 

 

3．考察とまとめ 

密度の異なる液体が混在して相対的に流動する体系へのＳＩＭＭＥＲの適用性を確認した３つの検証

解析例を示した。いずれの検証解析においてもＳＩＭＭＥＲは理論解、他のコードの比較、試験結果との

比較において適切な結果を与えており、ＳＩＭＭＥＲは多速度場の液体の流動を適切に解析できること

を確認した。これまでに実施した炉内外試験の検証解析による炉心物質のスロッシング挙動を解析する

妥当性の確認に加えて、今回の多速度場の流動機能の妥当性を確認したことにより、ＳＩＭＭＥＲは密度

の異なる燃料とスティールが混在した炉心物質の揺動挙動を適切に解析できると判断した。 

また、即発臨界超過直前の温度状態では燃料とスティールの密度比は約 10:7程度で、燃料のほとんど

は固化した燃料粒子あるいは未溶融の燃料ペレットからなり、その粒子径は燃料ペレットの粒径以下の

数 mm以下程度でスティールと緊密に混合している。このことから、即発臨界超過を駆動するような数秒

間の時間における流動では、密度差の違いによる燃料とスティールの相対運動は顕著とはならず、むしろ

燃料とスティールは一体化して流動し、これまでの炉内外試験の検証解析による炉心物質のスロッシン

グ挙動の妥当性確認の成果をそのまま適用することができるものと判断される。 
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第 1図 1次元沈降問題解析体系[2] 

 

 

 

第 2 図 １次元沈降問題 他のコードによる解析結果[2] 
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(a) 80メッシュ解析結果 

 

(b) 20メッシュ解析結果 

第 3図 １次元沈降問題 SIMMER による解析結果[2] 
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第 4図 2次元沈降問題解析体系[2] 

 

 

第 5図 2次元沈降問題 SIMMERによる解析結果[2] 
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第 6 図 ２次元沈降問題 PHOENIX-VLによる解析結果[2] 
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第 7 図 Snabre[3]らによる粒子沈殿試験の解析結果と試験結果の比較[4] 
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1. はじめに 

本資料は、格納容器破損防止措置の有効性評価（以下「有効性評価」という。）に適用するコード

のうち、ＰＬＵＧについて、 

・有効性評価において重要となる現象の特定 

・解析モデルに関する説明 

・妥当性確認 

・有効性評価への適用性 

に関してまとめたものである。 

なお、ＰＬＵＧは他の計算コードとは異なり、機械的エネルギーの解析の結果を受けて原子炉容器

内の圧力変化に対する回転プラグの過渡応答とプラグの間隙からのナトリウムの格納容器（床上）へ

の噴出量を解析するための専用目的の簡易コードである。このため、回転プラグ応答及びナトリウム

噴出の解析に用いる基本モデルの検証を行うことにより同コードの適用性及び妥当性が確認できる

ものと判断している。 

 

2. 重要現象の特定 

ＰＬＵＧは、事象グループ「炉心流量喪失時原子炉停止機能喪失（ULOF）」の機械的応答過程にお

ける格納容器（床上）へのナトリウム噴出量の解析に使用される。格納容器（床上）へのナトリウム

噴出量は、格納容器破損防止措置の有効性評価の評価項目のうち、「・・・原子炉容器の上部からナ

トリウムが格納容器（床上）に噴出する可能性がある場合において、格納容器の破損を防止できるこ

と」に関わる重要なパラメータである。 

ナトリウム噴出量の解析に影響を及ぼす重要現象及びモデル化が必要な項目は以下の通りである。 

（1）全てのプラグとボルトのモデル化：回転プラグを構成する複数のプラグ（大回転プラグ、小

回転プラグ及び炉心上部機構）、各プラグ間及び大回転プラグとソールプレートとの間の連結

ボルト 

（2）プラグ間の間隙の発生時刻及び継続時間：各プラグ働く圧力、プラグ間の抗力、連結ボルト

の抗力のバランスから全てのプラグの相対運動を動的に計算 

（3）連結ボルトの健全性：弾塑性解析により判定 

（4）ナトリウムの格納容器（床上）への噴出の有無及び噴出量：ナトリウムのプラグ間隙内への

浸入量及びプラグ上面から格納容器（床上）へのナトリウムの噴出量 

 

3. 解析モデルについて 

上記重要現象に関わるＰＬＵＧの解析モデルを以下に説明する。ＰＬＵＧは、機械的エネルギ

ーの発生に伴うプラグ下面（原子炉容器内カバーガス空間）での圧力上昇により負荷を受けるプ

ラグの過渡応答と、プラグ間隙を通じたナトリウムの格納容器（床上）への噴出量を計算する。

各プラグの鉛直方向の 1次元の運動方程式を連成し、その相対運動を解く。すなわち、質点とし

て扱うプラグ jの運動は、プラグに作用する圧力、被搭載プラグとの間に作用するボルトの抗

力、及び搭載プラグとの間に作用するボルトの抗力のバランスを考慮して次式で記述される。 
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𝑚𝑗�̈�𝑗 = 𝐴𝑗𝑃𝑗 − 𝐹𝑗 + ∑ 𝐹𝑘

𝑘∈𝑆𝑗

 
 (1) 

ここで 

𝑚： プラグの質量（kg） 

𝑥： プラグの絶対変位（m） 

𝐴： プラグの受圧面積（m2） 

𝑃： プラグの受圧面に作用する圧力（Pa） 

𝐹𝑗： プラグ番号𝑗のプラグとその被搭載プラグ𝐽との間に作用するボルトの抗力（N） 

𝑆𝑗： プラグ番号𝑗のプラグに搭載されるプラグ番号の集合 

添字： 

𝑗：  プラグ番号を示す添字 

𝑘：  プラグ番号𝑗のプラグに搭載されるプラグの番号を示す添字 

プラグ同士が衝突する場合には、反発係数を用いて衝突後のプラグの速度を計算する。また、ボル

トは弾塑性体としてモデル化され、その応力－ひずみ関係に区分線形関数を用いる。 

プラグ間の間隙を通じたナトリウム噴出量の計算には一次元の定常流動方程式（ベルヌーイの式）

を使用する。定常の取扱いは簡便であることに加えて、初期の加速時の慣性を無視するなどの保守的

なモデル化となっている。具体的には、液体ナトリウムは非圧縮性・非粘性の流体と仮定し、流れは

乱流または流れ方向に一様の流速分布を持つものと仮定し、次式で計算する。 

𝑃𝑖𝑛 − 𝑃𝑜𝑢𝑡 =
1

2
𝜌(𝑉𝑜𝑢𝑡

2 − 𝑉𝑖𝑛
2 ) + 𝜌𝑔(𝐻𝑜𝑢𝑡 − 𝐻𝑖𝑛) + ∑ ∆𝐹𝑛

𝑛=1,𝑁

  (2) 

ここで 

𝑃: 圧力 (Pa) 

𝜌: 密度 (kg/m3) 

𝑉: 流速 (m/s) 

𝑔: 重力加速度 (m/s2) 

𝐻: 基準面からの高さ (m) 

∆𝐹𝑛： 区分流路 nにおける摩擦損失または形状損失（Pa） 

𝑖𝑛:  プラグ間隙部の入口（原子炉容器内）を示す添字 

𝑜𝑢𝑡: プラグ間隙部の出口（プラグ上面）を示す添字 

𝑁： 区分流路の数 

ナトリウムの噴出流路となるプラグ間隙の形状は、複雑であり水平方向及び鉛直方向の流路で形成さ

れるため、区分流路毎に摩擦損失及び形状損失を考慮する。 

格納容器（床上）、すなわちプラグ上面にナトリウムが噴出するか否かの判定は、プラグ間隙部に

流入するナトリウム体積が、プラグ間隙部の体積よりも大きい場合に、噴出したと判断する。 

 

4. 妥当性確認 
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4.1 重要現象に対する妥当性確認方法 

ＰＬＵＧによるプラグの応答及びナトリウム噴出量の解析の妥当性確認を目的として、単純な体

系を用いて基本的な機能が確認できる解析条件を設定し、以下の 7ケースの解析を実施した。これ

らの解析を通じて、ボルト及びプラグの動的応答の解析、ナトリウム噴出量の解析及びプラグの衝

突解析が適切に行えることを確認した。妥当性の確認は、各解析ケースに対する理論解と比較する

ことにより行った。 

・ボルト及びプラグの動的応答の解析の妥当性の確認 

Case-1 弾性解析 

Case-2 弾塑性解析 

・ナトリウム噴出量の解析の妥当性の確認 

Case-3 垂直方向の流路を流れるナトリウムの噴出量の解析 

Case-4 水平方向の流路を流れるナトリウムの噴出量の解析 

Case-5 入口部及び曲がり部を流れるナトリウムの噴出量の解析 

・プラグの衝突解析の妥当性の確認 

Case-6 互いに独立したプラグの衝突解析 

Case-7 一体となったプラグの衝突解析 

Case-1～5については、プラグがボルトにより固定された条件においてステップ状の圧力を与え

た場合の応答を解析することとした。Case-6 及び 7 については、プラグに初速度を与えて衝突さ

せ、その挙動を解析することとした。 

 

4.2 妥当性確認 

妥当性確認の結果を整理して第 4.1表に示す。Case-1から Case-7の全てについて、理論値と計

算値は良く一致しており、これにより解析の妥当性を確認した。なお、各ケースの解析の詳細につ

いては、添付 1に記す。 

・ Case-1 では、ボルトの変形が弾性範囲に収まる程度のステップ状の圧力をプラグ下面に作

用させた際の応答を解析し、その弾性応答の解析の妥当性を確認した。 

・ Case-2 では、ボルトの変形が弾性範囲を超えるステップ状の圧力をプラグ下面に作用させ

た際の応答を解析し、その弾塑性応答の解析の妥当性を確認した。 

・ Case-3 では、Case-1 と同じ解析条件の基で、垂直方向の流路を流れるナトリウムの噴出量

を解析し、その噴出量の解析の妥当性を確認した。 

・ Case-4 では、Case-1 と同じ解析条件の基で、水平方向の流路を流れるナトリウムの噴出量

を解析し、その噴出量の解析の妥当性を確認した。 

・ Case-5 では、Case-1 と同じ解析条件の基で、入口部及び曲がり部を流れるナトリウムの噴

出量を解析し、その噴出量の解析の妥当性を確認した。 

・ Case-6 では、独立した 3 つのプラグに初速度を与えて剛壁に衝突させる解析を行い、その

反発挙動の解析の妥当性を確認した。 

・ Case-7 では、一体となって移動する 3 つのプラグに初速度を与えて剛壁に衝突させる解析

を行い、その反発挙動の解析の妥当性を確認した。 
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第 4.1表 ＰＬＵＧの妥当性確認の内容とその結果 

ケース

番号 
確認の内容 

理論値と計算値

の差 
確認結果 

1 
プラグの運動とボルトの弾性挙動の解析の妥当性を確認す

る。 
0.2%以下 良好 

2 
プラグの運動とボルトの弾塑性挙動の解析の妥当性を確認

する。 
0.1％以下 良好 

3 
垂直流路を噴出するナトリウムの流量の解析の妥当性を確

認する。 
0.01％以下 良好 

4 
水平流路を噴出するナトリウムの流量の解析の妥当性を確

認する。 
0.02％以下 良好 

5 
入口部及び曲がり部を流れるナトリウムの噴出量の解析

の妥当性を確認する。 
0.01％以下 良好 

6 
衝突するプラグ同士の反発挙動の解析の妥当性を確認

する（個別に衝突する場合）。 
0.1％以下 良好 

7 
衝突するプラグ同士の反発挙動の解析の妥当性を確認

する（一体となって衝突する場合）。 
0.1％以下 良好 

 

5. 有効性評価への適用性 

回転プラグの応答及びナトリウム噴出の解析に使用する計算モデルの妥当性を確認するため単純

な体系を用いた 7つの解析ケースを選定し、ＰＬＵＧを用いた解析を実施した。これらの解析を通じ

て、ＰＬＵＧの回転プラグの動的応答の解析及びナトリウム噴出の解析への適用性と計算モデルの妥

当性を確認した。ＰＬＵＧは複雑な物理現象や詳細なモデルを扱わない簡易コードであるため、基本

計算モデルの検証により、同コードが有効性評価への適用性を有していると判断される。 
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付録 

ＰＬＵＧの妥当性確認の具体的内容 

 

1. 妥当性確認の方法 

ＰＬＵＧによる回転プラグ応答及びナトリウム噴出解析の妥当性確認を目的として、単純な体系を用

いて基本的な機能が確認できる解析条件を検討し、以下に示す 7 ケースの解析ケースを選定した。これ

らの解析を通じて、ボルト及びプラグの動的応答の解析、ナトリウム噴出量の解析及びプラグの衝突解析

の妥当性を確認する。妥当性の確認は、各解析ケースに対する理論解を導出し、これと解析結果とを比較

することにより行う。 

・ボルト及びプラグの動的応答の解析の妥当性の確認 

Case-1 弾性解析  

Case-2 弾塑性解析 

・ナトリウム噴出量の解析の妥当性の確認 

Case-3 垂直方向の流路を流れるナトリウムの噴出量の解析 

Case-4 水平方向の流路を流れるナトリウムの噴出量の解析 

Case-5 入口部及び曲がり部を流れるナトリウムの噴出量の解析 

・プラグの衝突解析の妥当性の確認 

Case-6 互いに独立したプラグの衝突解析 

Case-7 一体となったプラグの衝突解析 

 

2. ボルト及びプラグの動的応答の解析の妥当性の確認 

2.1 Case-1 弾性解析 

１）対象とする解析条件 

ここでは、第 2.1.1図に示すようにプラグがボルトにより固定された条件において、第 2.1.2図

に示すステップ状の圧力を与えた場合の応答について検討する。第 2.1.1 表に解析に必要となる

プラグ及びボルトの幾何形状及び材料特性を示す。 

 

２）解析の妥当性の確認方法 

プラグの運動方程式を解き理論解を算出してプラグ変位の時刻歴を求め、これをＰＬＵＧによ

る計算値と比較して解析の妥当性を確認する。 

 

３）理論値の算出 

外力として第 2.1.2 図に示すような圧力パルスが負荷された場合、プラグとボルトの運動は、

次の微分方程式で表される。 

𝑀�̈� = 𝑃1𝑆𝑃 −
𝐸1𝑆𝑉
𝑙

𝑥−𝑀𝑔 (A2.1-1) 

ここで 

 𝑀： プラグの質量 (kg) 
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 𝑥： プラグの変位 (m) 

 𝑃1： プラグに作用する圧力 (Pa) 

 𝑆𝑃： プラグの受圧面積 (m2) 

 𝐸1： ボルトのヤング率 (Pa) 

 𝑆𝑉： ボルトの有効断面積 (m2) 

 𝑙： ボルトの有効長 (m) 

 𝑔： 重力加速度 (m/s2) 

 𝑡： 時刻 (s) 

上式の右辺第 1項は外力、第 2項はボルトの抗力、第 3項は重力を表す。境界条件は、以下であ

る。 

𝑡 = 𝑡0のとき、𝑥 = 0かつ�̇� = 0  (A2.1-2) 

ここで 

 𝑡0： パルス状圧力が立ち上がる時刻 (s) 

このとき、 

とおくと(A2.1-1)式は、以下のようになる。 

�̈�+ 𝜔1
2𝑥 = 𝛽

1
 (A2.1-5) 

(A2.1-5)式の理論解は、次式により与えられる。 

𝑥 =
𝛽1
𝜔1

2
(1 − 𝑐𝑜𝑠𝜔1(𝑡 − 𝑡0)) (A2.1-6) 

(A2.1-6)式は、単振動曲線を描くが、その振幅と周期は、以下となる。 

振幅： 
𝛽
1

𝜔1
2
= (

𝑃1𝑆𝑃

𝑀
− 𝑔)

𝑀𝑙

𝐸1𝑆𝑉
 (A2.1-7) 

周期： 
2𝜋

𝜔1

= 2𝜋 (
𝑀𝑙

𝐸1𝑆𝑉
)
1 2⁄

 (A2.1-8) 

ボルトの変形が弾性範囲に収まるための圧力の条件は、以下となる。 

𝑃1 ≤
𝑆𝑉

2𝑆𝑃
𝜎𝑌 +

𝑀𝑔

𝑆𝑃
 (A2.1-9) 

(A2.1-9)式に第 2.1.1表に示した数値を代入すると以下を得る。 

𝑃1 ≤ 5.745 × 106 (Pa) (A2.1-10) 

負荷される圧力が5.745 × 106Pa より小さい場合、ボルトは、弾性変形をする。𝑃1 = 5.0 × 106 

(Pa)とした場合、ボルトとプラグは、以下の式で表される単振動運動を行う。 

𝜔1
2 =

𝐸1𝑆𝑉

𝑀𝑙
  (A2.1-3) 

𝛽
1
=
𝑃1𝑆𝑃

𝑀
− 𝑔 (A2.1-4) 
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振幅(m)： (
𝑃1𝑆𝑃

𝑀
− 𝑔)

𝑀𝑙

𝐸1𝑆𝑉
= 3.12 × 10−4 (A2.1-11) 

最大速度(m/s)： (
𝑃1𝑆𝑃

𝑀
− 𝑔)√

𝑀𝑙

𝐸1𝑆𝑉
= 0.201 (A2.1-12) 

最大加速度(m/s2)： 
𝑃1𝑆𝑃

𝑀
− 𝑔 = 129.3 (A2.1-13) 

 

４）理論値とＰＬＵＧによる計算値の比較 

第 2.1.3図～第 2.1.10図にボルトの応力(SI)、伸び(XBOLT)、ひずみ(EP)、塑性ひずみ(PS)、ボ

ルトの応力(SI)－ひずみ(EP)関係、プラグの変位(XD)、速度(XV)、加速度(XA)をそれぞれ示す。第

2.1.8 図～第 2.1.10 図には、理論値の時刻歴を重ねて示した。第 2.1.2 表にプラグの最大変位、

最大速度及び最大加速度について、理論値とＰＬＵＧによる計算値を比較して示す。理論値と計算

値の差は、最も重要な変異については 0.2%以内である。なお、加速度のような微分量の差はやや

大きいが時間刻み幅(タイムステップ)を小さくすることで差が小さくなる傾向にある。 

以上から、ボルトの変形が弾性範囲内にある場合におけるプラグ応答のＰＬＵＧによる解析の

妥当性が確認できる。 

  

[890]
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第 2.1.1表 解析に必要となるプラグ及びボルトの幾何形状及び材料特性(Case-1) 

 項目 変数名 値 （単位） 

ボルト 

初期締付力 ― 0.0 

ヤング率 𝐸1 21000 (kg/mm2)=2.06×1011 (Pa) 

有効長 𝑙 0.19 (m) 

有効断面積 𝑆𝑣 0.2157 (m2) 

降伏応力 𝜎𝑌 80 (kg/mm2)=7.85×108 (Pa) 

UTS 𝜎𝑢 95 (kg/mm2)=9.32×108 (Pa) 

降伏ひずみ 𝜀𝑌 3.81×10-3 

破断ひずみ 𝜀𝑢 0.15 

プラグ 
質量 𝑀 5.638×105 (kg) 

受圧断面積 𝑆𝑃 15.69 (m2) 

 

第 2.1.2 表 理論値とＰＬＵＧによる計算値との比較(Case-1) 

項目 理論値 計算値 理論値との差 

プラグの最大変位 6.24×10-4 m 6.22×10-4 m 0.19 % 

プラグの最大速度 0.201 m/s 0.206 m/s -2.81 % 

プラグの最大加速度 129.3 m/s2 133.9 m/s2 -3.53 % 

  

[891]
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第 2.1.1図 弾性解析の体系(Case-1) 

 

 

 

 

第 2.1.2図 弾性解析の圧力履歴(Case-1) 
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第 2.1.3図 弾性解析のボルトの応力(SI)(Case-1) 

 

 

第 2.1.4 図 弾性解析のボルトの伸び(XBOLT)(Case-1) 
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第 2.1.5 図 弾性解析のボルトのひずみ(EP)(Case-1) 

 

 

第 2.1.6 図 弾性解析のボルトの塑性ひずみ(PS)(Case-1) 
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第 2.1.7図 弾性解析のボルトの応力(SI)－ひずみ(EP)関係(Case-1) 

 

 

第 2.1.8図 弾性解析のプラグの変位(XD)(Case-1) 

 

0.0E+00

1.0E+02

2.0E+02

3.0E+02

4.0E+02

5.0E+02

6.0E+02

7.0E+02

8.0E+02

0.00 0.05 0.10 0.15 0.20 0.25 0.30 0.35

ボ
ル

ト
の
応

力
(M
P
a
)

ひずみ (%)

σ (標準出力)

σ（入力値、静的）

-1.0E-04

0.0E+00

1.0E-04

2.0E-04

3.0E-04

4.0E-04

5.0E-04

6.0E-04

7.0E-04

0.00 0.05 0.10 0.15 0.20 0.25 0.30

プ
ラ
グ
の
変
位

(m
et
er
)

時刻 (sec)

計算結果

解析解理論値 

入力値 

計算結果 

[895]



5-14 

 

第 2.1.9図 弾性解析のプラグの速度(XV)(Case-1) 

 

 

第 2.1.10図 弾性解析のプラグの加速度(XA)(Case-1) 
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2.2 Case-2 弾塑性解析 

１）対象とする解析条件 

ここでは、Case-1 の弾性解析と同じ解析体系（第 2.1.1 図参照）を用いて、作用する圧力を増

大させることによりボルトが塑性変形する場合の応答について検討する。 

 

２）妥当性の確認方法 

プラグの運動方程式を解き理論解を算出してプラグ変位の時刻歴を求め、これをＰＬＵＧによ

る計算値と比較して解析の妥当性を確認する。ただし、理論解は、ボルトが変形を開始して応力が

増大している間のものしか得られないので、ボルトの変形が開始してからプラグが最大変位に至

るまでの間で理論値と計算値との比較を行う。 

 

３）理論値の算出 

(A2.1-10)式で与えられる𝑃1よりも大きい圧力𝑃2がプラグに負荷されると、ボルトは、塑性変形

する。以降では、変数の添え字を弾性領域：1、塑性領域：2として区別する（例えば、変位𝑥につ

いては、弾性領域での値を𝑥1、塑性領域での値を𝑥2とする。）。 

 

[弾性領域] 

弾性領域の解は、前述の(A2.1-6)式でと同様、次式で与えられる。 

𝑥1 =
𝛽
1

𝜔1
2
(1 − 𝑐𝑜𝑠𝜔1(𝑡 − 𝑡0)) (A2.2-1) 

ただし、 

である。 

 

[塑性領域] 

ボルトが塑性変形する場合のプラグとボルトの運動は、次の微分方程式で表される。 

𝑀�̈�2 = 𝑃2𝑆𝑃 −
𝐸1𝑆𝑉
𝑙

𝑥1 −
𝐸2𝑆𝑉
𝑙

(𝑥2 − 𝑥1) − 𝑀𝑔 (A2.2-3) 

ただし 

𝑥1 ≤ 𝑥2、𝑥1は定数 

上式の右辺第 1項は外部からの圧力による外力、第 2項はボルトの弾性変形による抗力、第 3項

はボルトの塑性変形による抗力、第 4項は重力を表す。弾性変形の場合と違い、ボルトの抗力が弾

性変形による抗力と塑性変形による抗力の二つの抗力の影響を考慮しなければならない。この式

を変形すると 

𝜔1
2 =

𝐸1𝑆𝑉

𝑀𝑙
 (A2.2-2a) 

𝛽
1
=
𝑃2𝑆𝑃

𝑀
− 𝑔 (A2.2-2b) 

[897]
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�̈�2 + 𝜔2
2𝑥2 = 𝛽

2
− (𝜔1

2 − 𝜔2
2)𝑥1 (A2.2-4) 

を得る。 

初期条件は、降伏点𝐴において 

𝑥2 = 𝑥1かつ�̇�2 = �̇�1 (A2.2-5) 

である。ただし、 

𝜔1
2 =

𝐸1𝑆𝑉

𝑀𝑙
 (A2.2-6a) 

𝜔2
2 =

𝐸2𝑆𝑉

𝑀𝑙
 (A2.2-6b) 

𝛽
2
=
𝑃2𝑆𝑃

𝑀
− g (A2.2-6c) 

𝑥1 =
𝜎𝑌𝑙

𝐸1
 (A2.2-6d) 

である。ここでの𝑥1は降伏点でのボルトの変位である。 

(A2.2-4)式のような定数係数 2階非斉次線形微分方程式は、その斉次方程式： 

�̈�2 + 𝜔2
2𝑥2 = 0 (A2.2-7) 

の一般解を求め、それに(A2.2-4)式の特殊解を加えることにより、その一般解が得られる。 

(A2.2-7)式の一般解は、 

𝐶1 𝑠𝑖𝑛𝜔2 𝑡 + 𝐶2 𝑐𝑜𝑠𝜔2 𝑡 (A2.2-8) 

であり、(A2.2-4)式の特殊解は、観察から容易に 

𝛽
2
− (𝜔1

2 − 𝜔2
2)𝑥1

𝜔2
2

 (A2.2-9) 

であることがわかるので、(A2.2-4)式の一般解として 

𝑥2 = 𝐶1 𝑠𝑖𝑛𝜔2 𝑡 + 𝐶2 𝑐𝑜𝑠𝜔2 𝑡 + 𝛾 (A2.2-10) 

を得る。ただし、𝐶1と𝐶2は積分定数であり、𝛾は(A2.2-9)式に等しい。 

弾性領域から塑性領域に移る𝐴点における変位と速度の連続性、すなわち(A2.2-5)式から次の二

つの式を得る。 

(𝑥2𝐴 =) 𝐶1 𝑠𝑖𝑛𝜔2 𝑡0 + 𝐶2 𝑐𝑜𝑠𝜔2 𝑡0 + 𝛾 = 𝑥1𝐴 (A2.2-11a) 

(�̇�2𝐴 =) 𝐶1𝜔2 𝑐𝑜𝑠𝜔2 𝑡0 − 𝐶2𝜔2 𝑠𝑖𝑛𝜔2 𝑡0 = �̇�1𝐴 (A2.2-11b) 

ここで、 

[898]
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𝑥1𝐴 =
𝛽
2

𝜔1
2
(1 − 𝑐𝑜𝑠𝜔1 𝑡0) (A2.2-12a) 

�̇�1𝐴 =
𝛽
2

𝜔1

𝑠𝑖𝑛𝜔1 𝑡0 (A2.2-12b) 

 𝑡0：降伏点𝐴に到達する時刻 

である。積分定数𝐶1と𝐶2は、(A2.2-11)式から求めることができる。 

𝐶1 = (𝑥1𝐴 − 𝛾) 𝑠𝑖𝑛𝜔2 𝑡0 +
�̇�1𝐴

𝜔2

𝑐𝑜𝑠𝜔2 𝑡0 (A2.2-13a) 

𝐶2 = (𝑥1𝐴 − 𝛾) 𝑐𝑜𝑠𝜔2 𝑡0 −
�̇�1𝐴

𝜔2

𝑠𝑖𝑛𝜔2 𝑡0 (A2.2-13b) 

次にプラグの塑性領域における最大変位を求める。(A2.2-10)式から、 

𝑥2 = √𝐶1
2 + 𝐶2

2 sin(𝜔
2
𝑡 + 𝛼) 𝑡 + 𝛾 

≤ √𝐶1
2 + 𝐶2

2 + 𝛾 

(A2.2-14) 

ここで、 

𝑐𝑜𝑠 𝛼 =
𝐶1

√𝐶1
2 + 𝐶2

2
 (A2.2-15a) 

𝑠𝑖𝑛 𝛼 =
𝐶2

√𝐶1
2 + 𝐶2

2
 (A2.2-15b) 

である。したがって、塑性領域の最大変位(𝑥2)𝑚𝑎𝑥として 

(𝑥2)𝑚𝑎𝑥 = √𝐶1
2 + 𝐶2

2 + 𝛾 

= √(𝑥1𝐴 − 𝛾)2 +
�̇�1𝐴
𝜔2

2

2

+ 𝛾 

(A2.2-16) 

を得る。 

第 2.1.1表に示したプラグ及びボルトの諸データ及び外圧𝑃2 = 7 × 106 (Pa)を(A2.2-16)式に代

入すると 

(𝑥2)𝑚𝑎𝑥 = 9.427 × 10−4 (m) (A2.2-17) 

を得る。 

 

４）理論値とＰＬＵＧによる計算値の比較 

第 2.2.1図～第 2.2.8 図にボルトの応力(SI)、伸び(XBOLT)、ひずみ(EP)、塑性ひずみ(PS)、ボ

ルトの応力(SI)－ひずみ(EP)関係、プラグの変位(XD)、速度(XV)、加速度(XA)をそれぞれ示す。第

2.2.6図～第 2.2.8図には、理論値を重ねて示した。ただし、理論値の表示領域は、弾性状態から

塑性状態に至り、最大変位を記録するまでとした。第 2.2.1表にプラグの最大変位について、理論

[899]
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値とＰＬＵＧによる計算値を比較して示す。理論値と計算値は、良く一致している。 

以上から、ボルトの変形が弾性範囲を超えた場合におけるプラグ応答のＰＬＵＧによる解析の

妥当性が確認できる。 

 

 

 

第 2.2.1 表 理論値とＰＬＵＧによる計算値との比較(Case-2) 

項目 理論値 計算値 理論値との差 

プラグの最大変位 9.427×10-4 m 9.436×10-4 m -0.09 % 

 

  

[900]
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第 2.2.1 図 弾塑性解析のボルトの応力(SI)(Case-2) 

 

 

 

第 2.2.2 図 弾塑性解析のボルトの伸び(XBOLT)(Case-2) 

0.0E+00

1.0E+02

2.0E+02

3.0E+02

4.0E+02

5.0E+02

6.0E+02

7.0E+02

8.0E+02

9.0E+02

0.00 0.05 0.10 0.15 0.20 0.25 0.30

ボ
ル
ト
の
応
力

(M
Pa
)

時刻 (sec)

0.0E+00

1.0E-04

2.0E-04

3.0E-04

4.0E-04

5.0E-04

6.0E-04

7.0E-04

8.0E-04

9.0E-04

1.0E-03

0.00 0.05 0.10 0.15 0.20 0.25 0.30

ボ
ル
ト
の
伸
び

(m
et
er
)

時刻 (sec)

[901]



5-20 

 

第 2.2.3 図 弾塑性解析のボルトのひずみ(EP)(Case-2) 

 

 

 

第 2.2.4 図 弾塑性解析のボルトの塑性ひずみ(PS)(Case-2) 
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第 2.2.5図 弾塑性解析のボルトの応力(SI)－ひずみ(EP)関係(Case-2) 

 

 

 

第 2.2.6 図 弾塑性解析のプラグの変位(XD)(Case-2) 
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第 2.2.7 図 弾塑性解析のプラグの速度(XV)(Case-2) 

 

 

 

第 2.2.8 図 弾塑性解析のプラグの加速度(XA)(Case-2) 

  

-4.0E-01

-3.0E-01

-2.0E-01

-1.0E-01

0.0E+00

1.0E-01

2.0E-01

3.0E-01

4.0E-01

0.00 0.05 0.10 0.15 0.20 0.25 0.30

プ
ラ
グ

の
速
度

(m
/
s
)

時刻 (sec)

計算結果

解析解

-2.5E+02

-2.0E+02

-1.5E+02

-1.0E+02

-5.0E+01

0.0E+00

5.0E+01

1.0E+02

1.5E+02

2.0E+02

2.5E+02

0.00 0.05 0.10 0.15 0.20 0.25 0.30

プ
ラ
グ
の
加
速
度

(m
/s

2
)

時刻 (sec)

計算結果

解析解

理論値 

理論値 

[904]



5-23 

3. ナトリウム噴出量の解析の妥当性の確認 

3.1 基礎方程式 

ＰＬＵＧでは、一つのプラグ間隙をいくつかの区分流路の組み合わせとしてモデル化する。垂直な流

路部分は、環状流路として、水平な流路部分は、矩形の流路として、また、垂直流路と水平流路の接続

部は、曲がり流路（エルボ）としてモデル化する（第 3.1.1図参照）。 

簡単のため次の①～③を仮定すると、プラグ間隙部を流れるナトリウム流は、ベルヌーイの方程式

（等温系における定常のエネルギー保存式）に従うため、N個の区分流路を持つプラグ間隙部における

入口（原子炉容器内）と出口（プラグ上面）との圧力差は、(A3.1-1)式で表される。 

 

① プラグ間隙部の流れは、定常流である 

② 液体ナトリウムは、非圧縮性・非粘性の流体として扱うことができる 

③ 流れは、乱流又は流れ方向に一様の流速分布を持つ。 

 

𝑃𝑖𝑛 − 𝑃𝑜𝑢𝑡 =
1

2
𝜌(𝑉𝑜𝑢𝑡

2 − 𝑉𝑖𝑛
2 ) + 𝜌𝑔(𝐻𝑜𝑢𝑡 − 𝐻𝑖𝑛) + ∑ ∆𝐹𝑛

𝑛=1,𝑁

 (A3.1-1) 

ここで 

𝑃 ：圧力 (Pa) 

𝜌 ：密度 (kg/m3) 

𝑉 ：流速 (m/s) 

𝑔 ：重力加速度 (m/s2) 

𝐻 ：基準面からの高さ (m) 

∆𝐹𝑛 ：区分流路 nにおける摩擦損失または形状損失（Pa） 

𝑖𝑛 ：プラグ間隙部の入口（原子炉容器内）を示す添え字 

𝑜𝑢𝑡 ：プラグ間隙部の出口（プラグ上面）を示す添え字 

𝑁 ：区分流路の数 

入口側の断面を炉上部プレナム部の流路断面積の大きい位置にとると、𝑉𝑖𝑛 ≅ 0となる。∆𝐻 = 𝐻𝑜𝑢𝑡 −

𝐻𝑖𝑛とおくと(A3.1-1)式は、以下のようになる。 

𝑃𝑖𝑛 − 𝑃𝑜𝑢𝑡 =
1

2
𝜌𝑉𝑜𝑢𝑡

2 + 𝜌𝑔∆𝐻 + ∑ ∆𝐹𝑛
𝑛=1,𝑁

 (A3.1-2) 

(A3.1-2)式の左辺はＰＬＵＧの入力として与えられる。右辺は、質量流量の関数となる。ＰＬＵＧでは、

各タイムステップにおいて(A3.1-2)式を解くことにより、当該タイムステップにおける流量を得る。各区

分流路の摩擦損失又は形状損失∆𝐹𝑛は、相関式を用いて計算する。 
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第 3.1.1図 ＰＬＵＧにおける流路のモデル化の例（大回転プラグ及び小回転プラグの間隙部） 

 

  

垂直流路 (Ax)

水平流路 (Rx)

ABx: 垂直エルボ又は入口部
RBx: 水平エルボ又は出口部R1

A1

A2

A3

R2

AB2

RB1

AB3

R3

AB1

RB2

大回転プラグ

小回転プラグ

ナトリウム噴出レベル

AB0
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3.2 Case-3 垂直方向の流路を流れるナトリウムの噴出量の解析 

１）対象とする解析条件 

ここでは、第 3.2.1 図に示すような垂直方向の環状流路が一つだけある流動解析の体系を想定

し、Case-1と同じプラグ及びボルトの動的応答解析の体系に対して Case-1と同じ圧力履歴を与え

た場合のナトリウムの噴出量について検討する。垂直流路は、第 3.2.1 図に示すように同心二重

円管としてモデル化する。 

 

２）解析の妥当性の確認方法 

Case-3の解析体系における流路長さは、2.715(m)であるところ、Case-1 のプラグの動的応答解

析の結果から得られたプラグの変位は、1(mm)以下であることから、垂直流路の長さ Lは、不変で

あるとして差し支え無い。したがって、ここでは、プラグが静止した状態において垂直流路を噴出

するナトリウムの流量を理論的に計算した値（理論値）とＰＬＵＧによる計算値を比較して解析の

妥当性を確認する。 

 

３）理論値の算出 

第 3.2.1 図の垂直流路を想定した場合の基礎方程式は、摩擦損失にダルシー・ワイズバッハの

式を用いて以下に書き換えられる。 

𝑃𝑖𝑛 − 𝑃𝑜𝑢𝑡 =
1

2
𝜌𝑉2 + 𝜌𝑔𝐿 + ∆𝑃 (A3.2-1) 

∆𝑃 = 𝜆
𝐿

𝐷ℎ

𝜌𝑉2

2
 (A3.2-2) 

ここで 

𝑉 ：出口部における噴出ナトリウムの流速 (m/s) 

𝜌 ：密度 (kg/m3) 

𝑔 ：重力加速度 (m/s2) 

𝐿 ：流路長さ (m) 

∆𝑃 ：摩擦損失 (Pa) 

𝜆 ：摩擦係数 (-) 

𝐷ℎ ：水力等価直径 (m) 

同心二重円管の水力等価直径𝐷ℎ、レイノルズ数 Re及び当該流路の摩擦係数は、以下の式で計算

される[1]。 

水力等価直径： 

𝐷ℎ =
4𝑆

𝛱0

=
4𝜋(𝐷0

2 − 𝐷𝑖
2)/4

𝜋(𝐷0 + 𝐷𝑖)
= 𝐷0 − 𝐷𝑖 (A3.2-3) 

レイノルズ数： 

𝑅𝑒 =
𝜌𝑉𝐷ℎ
𝜇

=
𝜌𝑉(𝐷0 − 𝐷𝑖)

𝜇
 (A3.2-4) 

摩擦係数： 

[907]
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𝑅𝑒 ≤ 𝑅𝑒𝑐𝑟𝑖𝑡−𝑙の場合： 

𝜆 =
64

𝑅𝑒


(𝐷𝑜 − 𝐷𝑖)
2

𝐷𝑜
2 + 𝐷𝑖

2 − (𝐷𝑜 − 𝐷𝑖)/[ln(𝐷𝑜/𝐷𝑖)]
 (A3.2-5a) 

𝑅𝑒𝑐𝑟𝑖𝑡−𝑡 ≤ 𝑅𝑒の場合： 

𝜆 = 0.3051 ∙ 𝑅𝑒−
1
4 ∙ 𝑓(𝜀) (A3.2-5b) 

𝑓(𝜀) = 1.056 + 0.02 log10(𝜀 − 0.0015) (A3.2-5c) 

𝜀 =
𝐷𝑖
𝐷𝑜

 (A3.2-5d) 

𝑅𝑒𝑐𝑟𝑖𝑡−𝑙 ≤ 𝑅𝑒 ≤ 𝑅𝑒𝑐𝑟𝑖𝑡−𝑡の場合： 

  𝜆 は𝜆|𝑅𝑒=𝑅𝑒𝑐𝑟𝑖𝑡−𝑙 と 𝜆|𝑅𝑒=𝑅𝑒𝑐𝑟𝑖𝑡−𝑡との間で直線内挿 

ここで 

𝑆 ：流路断面積 (m2) 

𝛱0 ：濡れぶち長さ (m) 

𝐷𝑜 ：流路直径（外側） (m) 

𝐷𝑖 ：流路直径（内側） (m) 

𝜇 ：粘度 (Pa*s) 

𝑅𝑒𝑐𝑟𝑖𝑡−𝑙 ：層流域の上限レイノルズ数 (=2000) 

𝑅𝑒𝑐𝑟𝑖𝑡−𝑡 ：乱流域の下限レイノルズ数 (=4000) 

乱流を仮定し整理すると(A3.2-1)式は、以下に書き換えられる。 

𝑃𝑖𝑛 − 𝑃𝑜𝑢𝑡 =
1

2
𝜌𝑉2 + 𝜌𝑔𝐿 + 0.3051 ∙ (

𝜌𝑉𝐷ℎ

𝜇
)
−
1
4
∙ 𝑓(𝜀) ∗

𝐿

𝐷ℎ

𝜌𝑉2

2
 (A3.2-6a) 

𝑓(𝜀) = 1.056 + 0.02 log10(𝜀 − 0.0015) (A3.2-6b) 

𝜀 =
𝐷𝑖
𝐷𝑜

 (A3.2-6c) 

(A3.2-6)式を Vについて整理すると次式を得る。 

1

2
𝜌𝑉2 + 0.3051 ∙ (

𝜌𝐷ℎ

𝜇
)
−
1
4
∙ 𝑓(𝜀) ∙

𝜌𝐿

2𝐷ℎ

∙ 𝑉
7
4 − 𝑃𝑖𝑛 + 𝑃𝑜𝑢𝑡 + 𝜌𝑔𝐿 = 0 (A3.2-7) 

Case-1においてプラグ下面に作用する圧力は𝑃𝑖𝑛 = 5.0 × 106 (Pa)であるので、外圧をゼロとし、

第 3.2.1 表に示した流路の幾何形状及びナトリウムの物性値を(A3.2-7)式に代入して整理すると

次式を得る。 

388.8 ∗ 𝑉2 + 354.656 ∗ 𝑉
7
4 − 4.97929 × 106 = 0 (A3.2-8) 

ここでは、(A3.2-8)式を数値的に解くことにより V を得る。以下の関数𝐹(𝑉)を定義すると、関

数𝐹(𝑉)のプロットは、第 3.2.2図のようになり、同図から𝐹(𝑉) ≈ 0となる Vが得られる。 
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𝐹(𝑉) = 388.8 ∗ 𝑉2 + 354.656 ∗ 𝑉
7
4 − 4.97929 × 106 (A3.2-9) 

 

 噴出ナトリウムの流速：  𝑉 = 99.6891 (m/s) 

 噴出ナトリウムの質量流量： 𝑊 = 𝜌𝑉𝑆 = 3.28767 × 104 (kg/s) 

 

また、この時のレイノルズ数は、(A3.2-4)式より 

𝑅𝑒 = 6.5014 × 106  

であり乱流であることが確認できる。 

 

４）理論値とＰＬＵＧによる計算値の比較 

第 3.2.3図及び第 3.2.4図に噴出ナトリウムの流速(VS)、噴出ナトリウムの質量流量(W)のＰＬ

ＵＧによる計算値をそれぞれ示す。第 3.2.2 表に理論値とＰＬＵＧによる計算値の比較を示す。

理論値と計算値は、良く一致している。 

以上から、垂直方向の流路を流れるナトリウムの噴出量のＰＬＵＧによる解析の妥当性が確認

できる。 
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第 3.2.1表 解析に必要となる流路の幾何形状及びナトリウムの物性値(Case-3) 

記号 意味 数値 単位 

𝜌 ナトリウム密度 777.6 kg/m3 

𝜈 ナトリウム動粘度係数 7.2×10-7 m2/s 

𝜇 ナトリウム粘度 7.154×10-4 Pa*s 

𝐷𝑜 流路直径（外側） 4.53 m 

𝐷𝑖 流路直径（内側） 4.47 m 

𝐷ℎ 水力等価直径 0.06 m 

𝜀 𝐷𝑖 𝐷𝑜⁄  0.986755 - 

𝐿 流路長さ 2.715 m 

S 流路断面積 0.424115 m2 

𝑃𝑖𝑛 プラグ下面に作用する圧力 5.0×106 Pa 

𝑃𝑜𝑢𝑡 外圧 0.0 Pa 

𝑔 重力加速度 9.81 m/s2 

 

 

 

 

 

第 3.2.2 表 理論値とＰＬＵＧによる計算値との比較(Case-3) 

項目 理論値 計算値 理論値との差 

噴出ナトリウムの流速 99.6891 m/s 99.6900 m/s 1e-3 % 

噴出ナトリウムの質量流量 3.28767×104 kg/s 3.28800×104 kg/s 1e-2 % 
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(a) 水平断面 

 

 

(b) 垂直断面 

第 3.2.1図 垂直方向の流路を流れるナトリウムの噴出量の解析の体系(Case-3) 
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第 3.2.2図 関数 F(V)のプロット(Case-3) 
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第 3.2.3図 噴出ナトリウムの流速(VS)(Case-3) 

 

 

 

第 3.2.4 図 噴出ナトリウムの質量流量（W）(Case-3) 
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3.3 Case-4 水平方向の流路を流れるナトリウムの噴出量の解析 

１）対象とする解析条件 

ここでは、第 3.3.1 図に示すような水平流路をもつ流動解析の体系を想定し、Case-1 と同じプ

ラグ及びボルトの動的応答解析の体系に対して Case-1と同じ圧力履歴を与えた場合のナトリウム

の噴出量について検討する。水平流路は、第 3.3.1図に示すように矩形流路としてモデル化する。

流路の長さには、大円及び小円の半径差を与える。流路の幅については、流動抵抗が小さくなるよ

う大円の周長を与える。水平流路の摩擦損失のみを確認するため、便宜上、(A3.1-2)式の∆𝐻をゼ

ロとした解析を行う。 

 

２）解析の妥当性の確認方法 

第 3.3.1 図に示す解析体系においてプラグが運動すると、流路高さが動的に変化する。ここで

は、流路高さが最大となる時点における噴出ナトリウムの流量の理論値をＰＬＵＧによる計算値

と比較して解析の妥当性を確認する。 

 

３）理論値の算出 

第 3.3.1 図の水平流路を想定した場合の基礎方程式は、(A3.1-2)式の∆𝐻 = 0として摩擦損失に

ダルシー・ワイズバッハの式を用いて以下に書き換えられる。 

𝑃𝑖𝑛 − 𝑃𝑜𝑢𝑡 =
1

2
𝜌𝑉2 + ∆𝑃 (A3.3-1a) 

∆𝑃 = 𝜆
𝐿

𝐷ℎ

𝜌𝑉2

2
 (A3.3-1b) 

ここで 

𝑉 ：出口部における噴出ナトリウムの流速 (m/s) 

𝜌 ：密度 (kg/m3) 

𝐿 ：流路長さ (m) 

∆𝑃 ：摩擦損失 (Pa) 

𝜆 ：摩擦係数 (-) 

𝐷ℎ ：水力等価直径 (m) 

水力等価直径𝐷ℎ、レイノルズ数 Re及び当該流路の摩擦係数は、以下の式で計算される[2]。 

水力等価直径： 

𝐷ℎ =
4𝑆

𝛱0

=
4𝑎ℎ

2𝑎 + 2ℎ
=

2𝑎ℎ

𝑎 + ℎ
 (A3.3-2) 

レイノルズ数： 

𝑅𝑒 =
𝜌𝑉𝐷ℎ
𝜇

=
2𝜌𝑉𝑎ℎ

𝜇(𝑎 + ℎ)
 (A3.3-3) 

摩擦係数： 

𝑅𝑒 ≤ 𝑅𝑒𝑐𝑟𝑖𝑡−𝑙の場合： 

[914]
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𝜆 =
64

𝑅𝑒
∙ 𝑘 (A3.3-4a) 

𝑘 =
3 2⁄

(1 + 𝜀)2
∙ [1 −

192𝜀

𝜋5
{𝑡𝑎𝑛ℎ (

𝜋

2𝜀
) +

1

35
𝑡𝑎𝑛ℎ (

3𝜋

2𝜀
)}]

−1

 (A3.3-4b) 

𝜀 =
ℎ

𝑎
 (A3.3-4c) 

𝑅𝑒𝑐𝑟𝑖𝑡−𝑡 ≤ 𝑅𝑒の場合： 

𝜆 = 0.3164 ∙ 𝑅𝑒−
1
4 (A3.3-4d) 

𝑅𝑒𝑐𝑟𝑖𝑡−𝑙 ≤ 𝑅𝑒 ≤ 𝑅𝑒𝑐𝑟𝑖𝑡−𝑡の場合： 

  𝜆 は𝜆|𝑅𝑒=𝑅𝑒𝑐𝑟𝑖𝑡−𝑙 と 𝜆|𝑅𝑒=𝑅𝑒𝑐𝑟𝑖𝑡−𝑡との間で直線内挿 

ここで 

𝑆 ：流路断面積 (m2) 

𝛱0 ：濡れぶち長さ (m) 

𝑎 ：水平流路幅 (𝑎 = 𝜋𝐷𝑜、𝐷𝑜は大円の直径） (m) 

𝑏 ：水平流路高さ※ (m) 

𝐿 ：水平流路長さ(𝐿 =
𝐷𝑜−𝐷𝑖

2
、𝐷𝑖は小円の直径） (m) 

𝜌 ：ナトリウム密度 (kg/m3) 

𝜇 ：ナトリウム粘度 (Pa*s) 

𝑉 ：ナトリウム流速 (m/s) 

𝑅𝑒𝑐𝑟𝑖𝑡−𝑙 ：層流域の上限レイノルズ数 (=2000) 

𝑅𝑒𝑐𝑟𝑖𝑡−𝑡 ：乱流域の下限レイノルズ数 (=4000) 

※ プラグの動的応答により変化する。 

 

乱流状態における矩形流路の摩擦係数を与える式は、いくつか存在するが、ここでは、保守的に

円管に対する式(A3.3-4d式)を用いることとした。これは、あるレイノルズ数を与えた場合に、円

管の摩擦係数が他の（より複雑な）相関式から得られる摩擦係数よりも小さくなることから、円管

に対する摩擦係数式を用いる方が保守的であると判断したことによる。 

乱流を仮定して整理すると、(A3.3-1)式は、以下に書き換えられる。 

𝑃𝑖𝑛 − 𝑃𝑜𝑢𝑡 =
1

2
𝜌𝑉2 + 0.3164 ∙ (

2𝜌𝑉𝑎𝑏

𝜇(a + b)
)
−
1
4

∙
𝐿

𝐷ℎ

𝜌𝑉2

2
 (A3.3-5) 

ここで bは、プラグの動的応答により変化する変数である。 

(A3.3-5)式を Vについて整理すると次式を得る。 

1

2
𝜌𝑉2 + 0.3164 ∙ (

2𝜌𝑎𝑏

𝜇(a + b)
)
−
1
4

∙
𝜌𝐿

2𝐷ℎ

∙ 𝑉
7
4 − 𝑃𝑖𝑛 + 𝑃𝑜𝑢𝑡 = 0 (A3.3-6) 

Case-1 におけるプラグの動的応答は、第 2.1.8 図のとおりであり、最大変位は、𝑏𝑚𝑎𝑥 =

6.24 × 10−4 (m)である。このときプラグ下面に作用する圧力は、𝑃𝑖𝑛 = 5.0 × 106 (Pa)であるので、

外圧をゼロとし、第 3.3.1 表に示した流路の幾何形状及びナトリウムの物性値を(A3.3-6)式に代
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入して整理すると、プラグの最大変位における噴出ナトリウムの流速 Vに関する次式を得る。 

388.8 ∗ 𝑉2 + 7715.31 ∗ 𝑉
7
4 − 5.0 × 106 = 0 (A3.3-7) 

ここで(A3.3-7)式を数値的に解くことにより V を得る。以下の関数𝐹(𝑉)を定義すると、関数𝐹(𝑉)

のプロットは、第 3.3.2図のようになり、同図からF(V) ≈ 0となる Vが得られる。 

𝐹(𝑉) = 388.8 ∗ 𝑉2 + 7715.31 ∗ 𝑉
7
4 − 5.0 × 106 (A3.3-8) 

 

噴出ナトリウムの流速 ：𝑉 = 37.7937 (m/s) 

噴出ナトリウムの質量流量 ：𝑊 = ρS𝑉 = 3.41061 × 102 (kg/s) 

 

また、この時のレイノルズ数は、(A3.3-3)式より 

𝑅𝑒 = 5.12663 × 104 (A3.3-9) 

であり乱流であることが確認できる。 

 

４）理論値とＰＬＵＧによる計算値の比較 

第 3.3.3図及び第 3.3.4図に噴出ナトリウムの流速(VS)、噴出ナトリウムの質量流量(W)のＰＬ

ＵＧによる計算値をそれぞれ示す。第 3.3.2 表に理論値とＰＬＵＧによる計算値の比較を示す。

理論値と計算値は、よく一致している。 

以上から、水平方向の流路を流れるナトリウムの噴出量のＰＬＵＧによる解析の妥当性が確認

できる。 
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第 3.3.1表 解析に必要となる流路の幾何形状及びナトリウムの物性値(Case-4) 

記号 意味 数値 単位 

𝜌 ナトリウム密度 777.6 kg/m3 

𝜈 ナトリウム動粘度係数 7.2×10-7 m2/s 

𝜇 ナトリウム粘度 7.154×10-4 Pa*s 

𝑎 水平流路の幅(=大円周) 18.5982 m 

𝑏𝑚𝑎𝑥 水平流路高さの最大値 6.24×10-4 m 

𝐷ℎ 水力等価直径 1.248×10-3 m 

𝐿 流路長さ 0.475 m 

S 流路断面積 1.1605×10-3 m2 

𝑃𝑖𝑛 プラグ下面に作用する圧力 5.0×106 Pa 

𝑃𝑜𝑢𝑡 外圧 0.0 Pa 

𝑔 重力加速度 9.81 m/s2 

 

 

第 3.3.2 表 理論値とＰＬＵＧによる計算値との比較(Case-4) 

項目 理論値 計算値 理論値との差 

噴出ナトリウムの流速 37.7937 m/s 37.7900 m/s -1e-2 % 

噴出ナトリウムの質量流量 3.41061×102 kg/s 3.41000×102 kg/s -1.8e-2 % 
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(a) 水平流路のモデル化 

 

 

 

(b) 垂直断面 

 

第 3.3.1図 水平方向の流路を流れるナトリウムの噴出量の解析の体系(Case-4) 
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第 3.3.2図 関数 F(V)のプロット(Case-4) 
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第 3.3.3図 噴出ナトリウムの流速(VS)(Case-4) 

 

 

 

第 3.3.4 図 噴出ナトリウムの質量流量（W）(Case-4)
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3.4 Case-5 入口部及び曲がり部を流れるナトリウムの噴出量の解析 

１）対象とする解析条件 

ここでは、第 3.4.1 図に示すような、垂直方向の環状流路と水平方向の流路を組み合わせた

流動解析の体系を想定し、Case-1 と同じプラグ及びボルトの動的応答解析の体系に対して

Case-1 と同じ圧力履歴を与えた場合のナトリウムの噴出量について検討する。入口部及び曲

がり部の形状損失のみを確認するため、便宜上、垂直路及び水平流路の長さをゼロとする。 

 

２）解析の妥当性の確認方法 

第 3.4.1図に示す解析体系においてプラグが運動すると、流路高さが動的に変化する。ここ

では、流路高さが最大となる時点における噴出ナトリウムの流量の理論値をＰＬＵＧによる計

算値と比較して解析の妥当性を確認する。 

 

３）理論値の算出 

第 3.4.1 図の流路を想定した場合の基礎方程式は、(A3.1-2)式の∆𝐻 = 0として摩擦損失に

ダルシー・ワイズバッハの式を用いて以下に書き換えられる。 

𝑃𝑖𝑛 − 𝑃𝑜𝑢𝑡 =
1

2
𝜌𝑉2 + ∆𝑃 (A3.4-1) 

∆𝑃 =∑𝜁
𝜌𝑉2

2
 (A3.4-2) 

ここで 

𝑉 ：流速 (m/s) 

𝜌 ：密度 (kg/m3) 

∆𝑃 ：摩擦損失 (Pa) 

𝜁 ：損失係数 (-) 

(A3.4-2)式における曲がり部の流速の計算に当たっては、上流側の流路断面積が、入口部の

流速の計算に当たっては、絞り後の流路断面積がそれぞれ用いられる。損失係数を与える式は、

いくつか存在するが、ＰＬＵＧでは、各要素の損失係数を入力で与える。なお、出口部におけ

る圧力損失は、ないものとして損失係数ゼロを与える。 

第 3.4.1図に示される管路を想定し、入口部及び曲がり部に抵抗が発生し、出口での抵抗が

ないとすると、(A3.4-1)式は、以下に書き換えられる。 

𝑃𝑖𝑛 − 𝑃𝑜𝑢𝑡 =
1

2
𝜌𝑉𝑜𝑢𝑡

2 + ∆𝑃1 + ∆𝑃2 (A3.4-3a) 

∆𝑃1 = 𝜁1
𝜌𝑉1

2

2
 (A3.4-3b) 

∆𝑃2 = 𝜁2
𝜌𝑉1

2

2
 (A3.4-3c) 

ここで 

𝑉𝑜𝑢𝑡 ：出口部におけるナトリウムの流速 (m/s) 

[921]
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∆𝑃1  ：入口部の圧力損失 (Pa) 

∆𝑃2  ：曲がり部の圧力損失 (Pa) 

𝑉1  ：入口部及び曲がり部におけるナトリウムの流速1 (m/s) 

𝜁1  ：入口部の抵抗係数 (-) 

𝜁2  ：ベンド部の抵抗係数 (-) 

 

また、系は、連続した流れのため、体積流量は一定である。したがって 

𝑄 = 𝑉𝑜𝑢𝑡 ∗ 𝑆𝑜𝑢𝑡 = 𝑉1 ∗ 𝑆1 (A3.4-4a) 

𝑆𝑜𝑢𝑡 = 𝜋𝐷3 ∗ 𝑏 (A3.4-4b) 

𝑆1 =
𝜋(𝐷2

2 − 𝐷1
2)

4
 (A3.4-4c) 

ここで 

𝑄  ：体積流量 (m3) 

𝑆𝑜𝑢𝑡  ：出口部の流路断面積 (m2) 

𝑆1  ：入口部の流路断面積 (m2) 

𝐷3  ：出口部の直径 (m) 

𝑏  ：出口部の流路高さ※ (m) 

𝐷2  ：入口部の直径（外側） (m) 

𝐷1  ：入口部の直径（内側） (m) 

※ プラグの動的応答により変化する。 

 

(A3.4-4)式を𝑉1に関して整理すると次式を得る。 

𝑉1 =
4bD3

D2
2 − 𝐷1

2 ∗ 𝑉𝑜𝑢𝑡 (A3.4-5) 

(A3.4-5)式を(A3.4-3)式に代入し、𝑉𝑜𝑢𝑡に関して整理すると次式を得る。 

(1 + (𝜁
1
+ 𝜁

2
) (

4bD3

D2
2 − 𝐷1

2
)

2

)
𝜌

2
𝑉𝑜𝑢𝑡
2 − 𝑃𝑖𝑛 + 𝑃𝑜𝑢𝑡 = 0 (A3.4-6) 

(A3.4-6)式は、𝑉𝑜𝑢𝑡についての二次方程式であるため、これを解くと 

𝑉𝑜𝑢𝑡 = ±
√

2(𝑃𝑖𝑛 − 𝑃𝑜𝑢𝑡)

𝜌(1 + (𝜁
1
+ 𝜁

2
) (

4𝑏𝐷3

𝐷2
2 − 𝐷1

2)
2

)

 
(A3.4-7) 

𝑉𝑜𝑢𝑡は、𝑃𝑖𝑛 − 𝑃𝑜𝑢𝑡の符号と同一であるため、 

                             
1 ここで想定している第 3.4.1図の体系では入口部の流路断面積と曲がり部の流路断面積は等しく

なるため、両流路断面における流速は同じとなる。 

[922]
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𝑉𝑜𝑢𝑡 =
√

2(𝑃𝑖𝑛 − 𝑃𝑜𝑢𝑡)

𝜌(1 + (𝜁
1
+ 𝜁

2
) (

4𝑏𝐷3

𝐷2
2 − 𝐷1

2)
2

)

 
(A3.4-8) 

 

Case-1 におけるプラグの動的応答は、第 2.1.8 図のとおりであり、最大変位は、𝑏𝑚𝑎𝑥 =

6.24 × 10−4(mm)である。このときプラグ下面に作用する圧力は、𝑃𝑖𝑛 = 5.0 × 106 (Pa)であるた

め、外圧をゼロとして(A3.4-8)式に第 3.4.1表に示す流路の幾何形状及びナトリウムの物性値

を代入すると、プラグの最大変位における噴出ナトリウムの流速𝑉𝑜𝑢𝑡及び質量流量𝑊𝑜𝑢𝑡が得ら

れる。 

𝑉𝑜𝑢𝑡 =
√

2 ∗ 5.0 × 106

777.6 ∗ (1 + (0.1 + 0.1) (
4 ∗ 6.24 × 10−4 ∗ 5.92

4.532 − 4.472
)
2

)

 
(A3.4-9) 

𝑊𝑜𝑢𝑡 = 𝜌𝑉𝑜𝑢𝑡𝑆𝑜𝑢𝑡 (A3.4-10) 

 

噴出ナトリウムの流速 ：𝑉𝑜𝑢𝑡 = 113.394 (m/s) 

噴出ナトリウムの質量流量 ：𝑊𝑜𝑢𝑡 = 1023.30 (kg/s) 

 

４）理論値とＰＬＵＧによる計算値の比較 

第 3.4.2 図及び第 3.4.3 図に噴出ナトリウムの流速(VS)、及び質量流量(W)の時刻歴をそれ

ぞれ示す。第 3.4.2 表に理論値とＰＬＵＧによる計算値の比較を示す。理論値と計算値は、よ

く一致している。 

以上から、入口部及び曲がり部を流れるナトリウムの噴出量のＰＬＵＧによる解析の妥当性

が確認できる。 
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第 3.4.1表 解析に必要となる流路の幾何形状及びナトリウムの物性値(Case-5) 

記号 意味 数値 単位 

𝜌 ナトリウム密度 777.6 kg/m3 

𝜈 ナトリウム動粘度係数 7.2×10-7 m2/s 

𝜇 ナトリウム粘度 7.154×10-4 Pa*s 

𝜁
1
 入口損失係数 0.1 - 

𝜁
2
 曲がり部損失係数 0.1 - 

𝑏𝑚𝑎𝑥 水平流路高さの最大値 6.24×10-4 m 

𝐷1 流路入口部直径(内側) 4.47 m 

𝐷2 流路入口部直径(外側) 4.53 m 

𝐷3 流路出口部直径 5.92 m 

𝑆𝑜𝑢𝑡 流路出口部面積 1.1605×10-3 m2 

𝑃𝑖𝑛 プラグ下面に作用する圧力 5.0×106 Pa 

𝑃𝑜𝑢𝑡 外圧 0.0 Pa 

𝑔 重力加速度 9.81 m/s2 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.4.2 表 理論値とＰＬＵＧによる計算値との比較(Case-5) 

項目 理論値 計算値 理論値との差 

噴出ナトリウムの流速 113.394 m/s 113.400 m/s 5.3e-3 % 

噴出ナトリウムの質量流量 1203.09 kg/s 1203.00 kg/s -7.5e-3 % 
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第 3.4.1図 入口部及び曲がり部を流れるナトリウムの噴出量の解析の体系(Case-5) 

 

 

 

 

第 3.4.2図 噴出ナトリウムの流速(VS)(Case-5) 
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第 3.4.3図 噴出ナトリウムの質量流量（W）(Case-5)  
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4. プラグの衝突解析の妥当性の確認 

4.1 Case-6 互いに独立したプラグの衝突解析 

１）対象とする解析条件 

ここでは、第 4.1.1 図に示すように初速度 1m/sの 3つのプラグが 10cm間隔で無重力空間の

一直線上を並進して剛壁に衝突する際の応答について検討する。第 4.1.1 表に解析に必要とな

るプラグの質量、初期における剛壁からの距離及び初速度を示す。プラグ間の質量差による影

響を検証するため、プラグ 2 は、プラグ 1 の 5 倍の質量、プラグ 3 は、同 8 倍の質量とする。

なお、プラグが衝突する際の反発係数は、いずれのプラグの組み合わせの場合でも一律に 0.9

とする。 

第 4.1.1図に示す状態(IV)は、これ以上衝突が生じない終状態を想定する。すなわち、状態

(IV)における各プラグの速度の関係は、以下となる。 

𝑉3
′′′

< 𝑉2
′′′

< 𝑉1
′′′

 (A4.1-1) 

 

２）解析の妥当性の確認方法 

プラグの 1次元の衝突の式を解き理論解を算出して衝突後のプラグの速度を求め、これをＰ

ＬＵＧによる計算値と比較して解析の妥当性を確認する。 

 

３）理論値の算出 

1次元の衝突の式より、物体 a及び bが衝突したときの衝突後の速度は、以下の式で表され

る。 

𝑉𝑎′ =
𝑒𝑚𝑏(𝑉𝑏 − 𝑉𝑎)+ 𝑚𝑎𝑉𝑎 + 𝑚𝑏𝑉𝑏

𝑚𝑎 + 𝑚𝑏

 (A4.1-2) 

𝑉𝑏′ =
𝑒𝑚𝑎(𝑉𝑎 − 𝑉𝑏)+ 𝑚𝑎𝑉𝑎 + 𝑚𝑏𝑉𝑏

𝑚𝑎 + 𝑚𝑏

 (A4.1-3) 

ここで 

 𝑉𝑎′： 物体 aの衝突後の速度 (m/s) 

 𝑉𝑏′： 物体 bの衝突後の速度 (m/s) 

 𝑉𝑎： 物体 aの衝突前の速度 (m/s) 

 𝑉𝑏： 物体 bの衝突前の速度 (m/s) 

 𝑚𝑎： 物体 aの質量 (kg) 

 𝑚𝑏： 物体 bの質量 (kg) 

 𝑒： 物体間の反発係数 

である。また、剛壁部における衝突の式は、 

𝑉𝑎
′
= −𝑒𝑉𝑎 (A4.1-4) 

である。 

 

[927]
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■状態(II)における各プラグの速度 

第 4.1.1図の状態(II)においては、プラグ 3が剛壁と衝突する。 

𝑉3
′
= −𝑒𝑉3 = −0.9 ∗ (−1) = 0.9 (A4.1-5) 

したがって状態(II)における各プラグの速度は以下のとおりとなる。 

 V1′： プラグ 1の速度 = −1(m/s) 

 V2′： プラグ 2の速度 = −1(m/s) 

 V3′： プラグ 3の速度 = 0.9(m/s) 

 

■状態(III)における各プラグの速度 

第 4.1.1図の状態(III)においては、プラグ 2がプラグ 3と衝突する。 

𝑉2′′ =
𝑒𝑚3(𝑉3′ − 𝑉3′) +𝑚2𝑉2′ + 𝑚3𝑉3′

𝑚2 + 𝑚3

=
0.9 ∗ 8𝑚(0.9 − (−1))+ 5𝑚 ∗ (−1) + 8𝑚 ∗ 0.9

5𝑚 + 8𝑚
 

= 1.22154 

(A4.1-6) 

𝑉3′′ =
𝑒𝑚2(𝑉2′ − 𝑉3′)+ 𝑚2𝑉2′ + 𝑚3𝑉3′

𝑚2 +𝑚3

=
0.9 ∗ 5𝑚(−1 − 0.9) + 5𝑚 ∗ (−1)+ 8𝑚 ∗ 0.9

5𝑚 + 8𝑚
 

= −0.488462 

(A4.1-7) 

したがって、状態(III)における各プラグの速度は、以下のとおりとなる。 

 V1′′： プラグ 1の速度 = −1(m/s) 

 V2′′： プラグ 2の速度 = 1.22154(m/s) 

 V3′′： プラグ 3の速度 = −0.488462(m/s) 

■状態(IV)における各プラグの速度 

第 4.1.1図の状態(IV)においては、プラグ 1がプラグ 2と、また、プラグ 3が剛壁とそれぞ

れ衝突する。 

V1′′′ =
𝑒𝑚2(𝑉2′′ − 𝑉1′′)+ 𝑚1𝑉1′′ +𝑚2𝑉2′′

𝑚1 + 𝑚2

=
0.9 ∗ 5𝑚(1.22154 − (−1)) + 𝑚(−1) + 5𝑚 ∗ 1.22154

𝑚 + 5𝑚
 

= 2.51744 

(A4.1-8) 

V2′′′ =
𝑒𝑚1(𝑉1′′ − 𝑉2′′)+ 𝑚1𝑉1′′ +𝑚2𝑉2′′

𝑚1 + 𝑚2

=
0.9 ∗ 𝑚((−1) − 1.22154) +𝑚(−1) + 5𝑚 ∗ 1.22154

𝑚 + 5𝑚
 

= 0.518052 

(A4.1-9) 

[928]
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V3
′′′

= −e𝑉3′′ = −0.9 ∗ (−0.488462) 

= 0.439616 
(A4.1-10) 

したがって、状態(IV)における各プラグの速度は、以下のとおりとなる。 

 

 V1′′′： プラグ 1の速度 = 2.51744(m/s) 

 V2′′′： プラグ 2の速度 = 0.518052(m/s) 

 V3′′′： プラグ 3の速度 = 0.439616(m/s) 

 

４）理論値とＰＬＵＧによる計算値の比較 

第 4.1.2図及び第 4.1.3図にプラグの変位(XD)、速度(XV)をそれぞれ示す。第 4.1.2表に第

4.1.1図に示す 4つの状態におけるプラグの速度について、理論値とＰＬＵＧによる計算値を

比較して示す。理論値と計算値の差は、1%以内である。 

以上から、互いに独立したプラグが非同時に剛壁に衝突する場合におけるプラグの応答のＰ

ＬＵＧによる解析の妥当性が確認できる。 
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第 4.1.1表 解析に必要となるプラグの質量・初期における剛壁からの距離及び初速度(Case-6) 

項目 質量 (kg) 初期における剛壁からの距離 (m) 初速度 (m/s) 

プラグ 1質量 5.638×105 1.2 -1.0 

プラグ 2質量 2.819×106 1.1 -1.0 

プラグ 3質量 4.510×106 1.0 -1.0 

 

 

第 4.1.2 表 理論値とＰＬＵＧによる計算値との比較(Case-6) 

状態 項目 理論値(m/s) 計算値(m/s) 理論値との差 

II 

プラグ 1の速度 -1 -1 0% 

プラグ 2の速度 -1 -1 0% 

プラグ 3の速度 0.9 0.9 0% 

III 

プラグ 1の速度 -1 -1 0% 

プラグ 2の速度 1.22154 1.22200 0.038% 

プラグ 3の速度 -0.488462 -0.488500 7.8e-3% 

IV 

プラグ 1の速度 2.51744 2.51700 -0.017% 

プラグ 2の速度 0.518052 0.51800 -0.01% 

プラグ 3の速度 0.439616 0.439600 -0.0036% 
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第 4.1.1 図 互いに独立したプラグの衝突解析のイメージ(Case-6)  
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第 4.1.2図 互いに独立したプラグの衝突解析のプラグの変位(XD)(Case-6) 

 

 

第 4.1.3図 互いに独立したプラグの衝突解析のプラグの速度(XV)(Case-6)  
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4.2 Case-7 一体となったプラグの衝突解析 

１）対象とする解析条件 

ここでは、第 4.2.1 図に示すように初速度 1m/s の 3 つのプラグが一体となって無重力空間

の一直線上を進み剛壁に衝突する際の応答について検討する。第 4.2.1表に解析に必要となる

プラグの質量、初期における剛壁からの距離及び初速度を示す。プラグ間の質量差による影響

を検証するため、プラグ 2は、プラグ 1の 5倍の質量、プラグ 3は、同 8倍の質量とする（Case-

6と同様）。なお、プラグが衝突する際の反発係数は、いずれのプラグの組み合わせの場合でも

一律に 0.9とする。 

第 4.1.1図に示す状態(IV)は、これ以上衝突が生じない終状態を想定する。すなわち、状態

(IV)における各プラグの速度の関係は、以下となる。 

𝑉3
′′′

< 𝑉2
′′′

< 𝑉1
′′′

 (A4.2-1) 

 

２）解析の妥当性の確認方法 

プラグの一次元の衝突の式を解き理論解を算出して衝突後のプラグの速度を求め、これをＰ

ＬＵＧによる計算値と比較して解析の妥当性を確認する。 

 

３）理論値の算出 

複数のプラグ（ここでは三つ）が一体となって移動し剛壁に衝突する場合、まず剛壁に一番

近い側のプラグ（プラグ 3）が剛壁に衝突して反発する。次いでプラグ 2がプラグ 3と衝突し

て反発し、最後にプラグ 1がプラグ 2に衝突して反発する。この反発の過程において、最終的

に(A4.2-1)式を満たす速度となった時点で反発が終了する。この過程における衝突後の各プラ

グの速度の計算方法は、Case-6の場合と同じである。 

したがって、状態(IV)における各プラグの速度は、以下のとおりとなる。 

 V1′′′： プラグ 1の速度 = 2.51744(m/s) 

 V2′′′： プラグ 2の速度 = 0.518052(m/s) 

 V3′′′： プラグ 3の速度 = 0.439616(m/s) 

 

４）理論値とＰＬＵＧによる計算値の比較 

第 4.2.2 及び第 4.2.3 図にプラグの変位(XD)、速度(XV)をそれぞれ示す。第 4.2.2 表に第

4.2.1図に示す状態(IV)のプラグの速度について、理論値とＰＬＵＧによる計算値を比較して

示す。理論値と計算値の差は、1%以内である。 

以上から、プラグ間に相対変位がなく一体となった状態で剛壁に衝突した場合におけるプラ

グ応答のＰＬＵＧによる解析の妥当性が確認できる。 

なお、このケースの場合は、Case-6の場合と異なり、ＰＬＵＧでは、状態 Iから IVまでの

衝突挙動を 1ステップ内で計算する。すなわち、プラグ間に相対変位がなく一体となって剛壁

に衝突する場合は、プラグ間に相対変位がある状態と同じ反発計算を反復計算により 1ステッ

プ内で行う。 
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第 4.2.1表 解析に必要となるプラグの質量・初期における剛壁からの距離及び初速度(Case-7) 

項目 質量 (kg) 初期における剛壁からの距離 (m) 初速度 (m/s) 

プラグ 1質量 5.638×105 1.0 -1.0 

プラグ 2質量 2.819×106 1.0 -1.0 

プラグ 3質量 4.510×106 1.0 -1.0 

 

 

第 4.2.2 表 理論値とＰＬＵＧによる計算値との比較(Case-7) 

状態 項目 理論値(m/s) 計算値(m/s) 理論値との差 

II 

プラグ 1の速度 -1 - - 

プラグ 2の速度 -1 - - 

プラグ 3の速度 0.9 - - 

III 

プラグ 1の速度 -1 - - 

プラグ 2の速度 1.22154 - - 

プラグ 3の速度 -0.488462 - - 

IV 

プラグ 1の速度 2.51744 2.51700 -0.017% 

プラグ 2の速度 0.518052 0.51800 -0.01% 

プラグ 3の速度 0.439616 0.439600 -0.0036% 
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第 4.2.1 図 一体となったプラグの衝突解析のイメージ(Case-7)  
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第 4.2.2図 一体となったプラグの衝突解析のプラグの変位(XD)(Case-7) 

 

 

第 4.2.3図 一体となったプラグの衝突解析のプラグの速度(XV)(Case-7)  
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[938]



6-2 

1. はじめに 

本資料は、格納容器破損防止措置の有効性評価（以下「有効性評価」という。）に適用する計算コ

ードのうち、ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲ[1]について、 

・有効性評価において重要となる現象の特定 

・解析モデルに関する説明 

・妥当性確認 

・有効性評価への適用性 

に関してまとめたものである。 

 

2. 重要現象の特定 

2.1 事故シーケンスと評価指標 

ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲが適用される有効性評価における事象グループについて、具体的な事故

シーケンス及びその事象推移と評価指標について記載する。なお、本資料では、各事象の事故シー

ケンスの中の炉内事象過程に続く「格納容器応答過程」を対象とする。 

 

（1）炉心流量喪失時原子炉停止機能喪失（ULOF） 

本事象グループは、原子炉運転中に炉心流量が減少した際に、何らかの理由（原子炉トリッ

プ信号の発信失敗等）により、制御棒の急速挿入に失敗することによって原子炉停止機能が喪

失し、炉心の著しい損傷に至る事象である。ULOFにおける格納容器応答過程では、先行する機

械的応答過程の解析において、不確かさの影響を考慮してもナトリウムの格納容器（床上）へ

の噴出は起こらないと評価されたが、ここでは格納容器の健全性を確認するために、あえて

230kg（既許可申請書の仮想事故時の噴出量）のナトリウムの噴出を仮定した解析を実施して

いる（第 1図）。 

この際の格納容器応答過程(ULOF)の事象推移と物理現象を第 2図に示す。噴出したナトリウ

ムと雰囲気中の酸素や水蒸気との反応（①スプレイ燃焼）に始まり、燃え残ったナトリウムが

床面に落下・堆積して生じる②プール燃焼へと進展する。加えて、格納容器（床上）の床面に

はライナが敷設されていないため、落下したナトリウムと構造コンクリートが接触することと

なり、③ナトリウム－コンクリート反応も同時に発生する。これらの燃焼や反応は全て発熱反

応であるため、格納容器（床上）の雰囲気圧力や各部の温度を上昇させる。さらに、ナトリウ

ム－コンクリート反応では、可燃性ガスである水素を生成するとともに、接触したコンクリー

トを侵食する。 

以上の事象推移において、有効性評価の具体的な評価項目である「格納容器の健全性」及び

「放射性物質の総放出量」に対応する格納容器内圧力、格納容器鋼壁温度、水素濃度及びエア

ロゾル濃度を評価指標とする。 

なお、以上の ULOF 格納容器応答過程を保守的に評価するため、各現象（①～③）が独立し

て起こるものとして計算している。すなわち、230kgのナトリウムの全量が各々の現象におい

て消費されるような条件を設定して計算している。 

 

（2）原子炉容器液位確保機能喪失による崩壊熱除去機能喪失（LORL） 
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本事象グループは、原子炉の出力運転中に、何らかの原因で原子炉冷却材バウンダリ機能を

有する１次主冷却系の配管（内管）及び同配管（外管）が破損し、原子炉容器等の冷却材液位

が１次主冷却系の循環に支障を来すレベルまで低下することにより、炉心が露出し、炉心の著

しい損傷に至る事故である。LORL における格納容器応答過程は、１次主冷却系配管から液体

ナトリウムが窒素雰囲気の格納容器（床下）へ漏えいすることから始まる（第 3 図）。この時

の液体ナトリウムの漏えい条件（温度及び速度）は、先行する炉内事象過程の解析で計算され

ている。 

この際の格納容器応答過程(LORL(ⅱ))の事象推移と物理現象を第 4図に示す。格納容器（床

下）に漏えいした液体ナトリウムは、格納容器（床下）の床部にプール状に溜り、雰囲気中の

酸素及び水蒸気と反応し、ナトリウム化合物エアロゾル等を発生する。発生したエアロゾルは

雰囲気中を浮遊し、一部は沈降・沈着し、一部は隣接室へ移行する。漏えいナトリウムが主な

熱源となって、対流、輻射や熱伝導により周辺の構造材や雰囲気へ伝熱し、格納容器（床下）

の他室へ、さらには格納容器（床上）へと伝熱していくが、ナトリウムの大部分は漏えいした

部屋に留まるため、後述する PLOHSと比べるとその影響は局所的となる。 

以上の事象推移において、有効性評価の具体的な評価項目である「格納容器の健全性」及び

「放射性物質の総放出量」に対応する格納容器内圧力、格納容器鋼壁温度、水素濃度及びエア

ロゾル濃度を評価指標とする。 

 

（3）交流動力電源が存在し、かつ原子炉容器液位が確保された状態での崩壊熱除去機能喪失

（PLOHS） 

本事象グループは、原子炉の崩壊熱除去中に、１次主冷却系による強制循環冷却に必要な原

子炉容器液位が確保された状態で、何らかの理由（１次主循環ポンプポニーモータの故障、補

助電磁ポンプの故障等）により、すべての強制循環及び自然循環冷却機能を喪失することによ

って、崩壊熱除去機能が喪失し、炉心の著しい損傷に至る事故である。PLOHSにおける格納容

器応答過程は、１次アルゴンガス系に整備・設置した安全板の開放によりナトリウム蒸気が窒

素雰囲気の格納容器（床下）へ流出することから始まる（第 3 図）。この時のナトリウム蒸気

の流出・漏えい条件（温度及び速度）は、先行する炉内事象過程の解析で計算されている。な

お、漏えいナトリウムの熱的影響を緩和するために、安全板が設置される部屋には断熱材及び

ヒートシンク材が敷設される。 

この際の格納容器応答過程(PLOHS(ⅱ))の事象推移と物理現象を第 5図に示す。格納容器（床

下）に流出したナトリウム蒸気は雰囲気中の酸素及び水蒸気と反応するとともに、残りは凝縮

して格納容器（床下）の床部にプール状に溜るか、もしくは蒸気やミストの状態で隣接室へ移

行する。さらに移行先において、同様に微量の酸素や水蒸気と反応しつつ、同室の床部にプー

ル状に溜る。これらが熱源となり、対流、輻射や熱伝導により周辺の構造材や雰囲気へ伝熱し、

格納容器（床下）の他室へ、さらには格納容器（床上）へと伝熱していく。なお、格納容器（床

上）と格納容器（床下）の間には微量の通気があるため、熱だけでなく物質（ガスやエアロゾ

ル等）も移行する。 

以上の事象推移において、有効性評価の具体的な評価項目である「格納容器の健全性」及び

「放射性物質の総放出量」に対応する格納容器内圧力、格納容器鋼壁温度、水素濃度及びエア
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ロゾル濃度を評価指標とする。 

 

2.2 ランクの定義 

ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲで評価する格納容器応答過程において考慮すべき物理現象を対象に、第

1 表の定義に従って「H」、「M」、「L」のランクに分類し、「H」及び「M」に分類された物理現象を重

要現象として抽出する。 

 

2.3 物理現象に対するランク付け 

本資料の 2.1節で述べた事象進展を踏まえ、ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲで評価する事項において考

慮すべき物理現象を対象に、2.2節のランクの定義に従い評価指標への影響に応じて第 2表のとお

りランク付けを行い、「H」及び「M」に分類された物理現象を重要現象として抽出した。 

ランク付けに当たっては、まずナトリウム漏えいが空気雰囲気で発生する ULOF においては、格

納容器内圧力及び格納容器鋼壁温度は燃焼初期に卓越するスプレイ燃焼からの影響を強く受ける

ため、これらに関する物理現象を相対的に高いランクとした。また、プール領域下部の構造材（コ

ンクリートやライナ）温度は床面で発生するプール燃焼からの影響を強く受けるため、関連する物

理現象を相対的に高いランクとした。さらに、水素濃度に関しては、発生要因であるナトリウム－

コンクリート反応の影響を強く受けるため、関連する物理現象を相対的に高いランクとした。一方、

LORL 及び PLOHS はナトリウム漏えいが窒素雰囲気で発生するため、ナトリウム（スプレイ及びプ

ール）燃焼等に関連する物理現象について、ULOFよりもランクを下げるとともに、逆に PLOHSでは

ナトリウム蒸気の凝縮が顕著に起こるためナトリウムの蒸発・凝縮のランクを上げている。なお、

LORL及び PLOHSではナトリウム－コンクリート反応は発生しないため対象外とする。 

以下に、物理現象ごとに考え方を示す。 

 

（1）液滴径分布 [スプレイ燃焼] 

ナトリウムの液滴径分布は、スプレイ燃焼において反応面表面積を支配する物理現象であり、

評価指標である格納容器内圧力及び格納容器鋼壁温度に強い影響を及ぼす。また、反応生成物

であるエアロゾル発生量（エアロゾル濃度）にも強く影響を及ぼす。しかし、LORL及び PLOHS

におけるナトリウムの流出は、窒素雰囲気で発生するため、ULOF（空気雰囲気で発生）と比較

するとその影響は相対的に小さくなる。なお、LORLでは、スプレイ燃焼（雰囲気中のナトリウ

ム蒸気の反応を含む。）が生じないため対象外とする（以下の(2)及び(3)も同様）。このため、

ULOFのランクは「H」、PLOHSは「M」、LORLは「－（対象外）」とする。 

 

（2）燃焼(含水分との反応、雰囲気中での化学反応) [スプレイ燃焼] 

格納容器の雰囲気中におけるナトリウムと酸素及び水蒸気との反応は、評価指標である格納

容器内圧力、格納容器鋼壁温度及びエアロゾル濃度に強い影響を与える。このため、上記(1)

と同様に、ULOFのランクは「H」、PLOHSは「M」、LORLは「－（対象外）」とする。なお、スプ

レイ燃焼が支配的となる燃焼初期においてはコンクリートからの水分放出は少ないため、評価

指標である水素濃度への影響は小さいものと考えられる。 
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（3）反応熱移行 [スプレイ燃焼] 

反応熱移行では、燃焼により発生した熱の雰囲気及び液滴への熱輸送割合を支配するため、

評価指標である格納容器内圧力及び格納容器鋼壁温度に強い影響を与える。このため、上記(1)

及び(2)と同様に、ULOFのランクは「H」、PLOHSは「M」、LORLは「－」（対象外）とする。 

 

（4）プール広がり面積 [プール燃焼] 

プール広がり面積は、プール燃焼における反応面積・反応領域を決定するため、評価指標で

あるエアロゾル濃度に影響を及ぼす。また、プール領域下部の構造材（コンクリートやライナ）

の温度にも影響を及ぼす。ただし、プール燃焼はスプレイ燃焼に比べると穏やかであり、評価

指標である格納容器内圧力に及ぼす影響はそれほど大きくない。以上より、ULOF、LORL 及び

PLOHSのランクは「M」とする。 

 

（5）燃焼（含水分との反応） [プール燃焼] 

ナトリウムプールと酸素及び水蒸気との反応は、評価指標である格納容器内圧力、水素濃度

及びエアロゾル濃度に影響を与えるが、現象としては比較的緩やかであるといえる。ただし、

プール燃焼直下にある構造材温度に対しては強い影響がある。しかし、上述のスプレイ燃焼と

同様に、窒素雰囲気で発生する LORL 及び PLOHS においてはその影響は相対的に小さくなる。

したがって、ULOFに対するランクは「H」とし、LORL及び PLOHSは「M」とする。 

 

（6）反応熱移行 [プール燃焼] 

反応熱移行では、燃焼により発生した熱の雰囲気及びプールへの熱輸送割合を支配する。プ

ールへ輸送された熱は、熱伝導によりライナ及びコンクリートへ移行する。したがって、反応

熱移行では、これらの構造材温度に強い影響を与える。以上より、上記(5)と同様に、ULOFに

対するランクは「H」、LORL及び PLOHSは「M」とする。 

 

（7）熱伝導 [雰囲気・構造物への熱移行] 

熱伝導は、構造材温度の上昇に強い影響を与える。また、結果としてコンクリートからの水

蒸気放出に影響を及ぼすことで、評価指標である水素濃度にも影響を与える。以上より、ULOF、

LORL及び PLOHSに対するランクは「H」とする。 

 

（8）対流熱移行 [雰囲気・構造物への熱移行] 

対流熱移行は、部屋（以下「セル」という。）間の圧力差及び温度差に伴う浮力差による対

流現象であり、セル全体及びセル間の熱輸送を支配する。このため、評価指標である格納容器

内圧力に強い影響を与える。また、格納容器への対流熱伝達により評価指標である格納容器鋼

壁温度に影響を与える。同様にエネルギー輸送に伴うセル間の浮力差の要因となるため、評価

指標である水素濃度及びエアロゾル濃度に対しても影響を与える。このため、ULOF、LORL及び

PLOHSに対するランクは「H」とする。 

 

（9）輻射熱移行 [雰囲気・構造物への熱移行] 
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輻射熱移行は、燃焼面（熱源）から輻射により周辺壁、天井、床面に熱が移行される。した

がって、評価指標である格納容器鋼壁温度に強い影響を与える。また、雰囲気にはエアロゾル

が存在するため、エアロゾルを介して周辺雰囲気ガスにも熱が輸送される。このため、評価指

標である格納容器内圧力にも影響を与える。したがって、ULOF、LORL及び PLOHSに対するラン

クは「H」とする。 

 

（10）質量・運動量移行 [雰囲気・構造物へのガス・エアロゾル移行] 

セル間の質量・運動量移行は、圧力差及び温度差に伴う浮力差を駆動力としたセル間の運動

量輸送現象であり、運動量輸送の結果、評価指標である格納容器内圧力、格納容器鋼壁温度、

水素濃度及びエアロゾル濃度に対して強い影響を与える。したがって、ULOF、LORL及び PLOHS

に対するランクは「H」とする。 

 

（11）ガス成分濃度移行 [雰囲気・構造物へのガス・エアロゾル移行] 

ガス成分濃度移行では、酸素の消費に加え水蒸気及び水素の発生、移行が重要な現象となる。

ナトリウム漏えい・燃焼によりコンクリートが昇温されることで水蒸気が放出する。水蒸気放

出に伴い蒸発潜熱がコンクリートより奪われるが、コンクリート温度変化に対する影響は比較

的小さい。水蒸気はナトリウムと反応することで水素を発生するため、評価指標である水素濃

度に強い影響を与える。また、エアロゾルについても、酸素とナトリウムとの反応に加え、水

蒸気との反応で水酸化物のエアロゾルが生成されるため、評価指標であるエアロゾル濃度にも

影響を及ぼす。 

ナトリウムと水蒸気との反応により生成される水素は、更に酸素と反応することで 2次的な

温度上昇、圧力上昇を伴う可能性がある。したがって、水素濃度変化は、評価指標である格納

容器内圧力及び格納容器鋼壁温度に対しても影響を及ぼす。 

したがって、ULOF、LORL及び PLOHSに対するランクは「H」とする。 

 

（12）エアロゾル移行 [雰囲気・構造物へのガス・エアロゾル移行] 

エアロゾル移行は、エアロゾルの凝集や沈着によるセル内部での滞留・堆積及び流動による

セル間の移行であり、評価指標であるエアロゾル濃度に強い影響を与える。また、エアロゾル

は雰囲気中の水蒸気と反応するため、水蒸気濃度の変化に伴い水素濃度に影響を与える。以上

より、ULOF、LORL及び PLOHSに対するランクは「H」とする。 

 

（13）ナトリウム－コンクリート反応 [その他ナトリウム特有の物理現象] 

ナトリウム－コンクリート反応は、漏えいナトリウムがコンクリートと接触することにより

発生する。この際、コンクリートを侵食しながら水素を発生する。したがって、ナトリウム－

コンクリート反応は、評価指標である水素濃度に対して強く影響を与える。また、コンクリー

ト侵食量に対しても強く影響を与える。ただし、格納容器（床下）では、ライナが敷設されて

おり、漏えいナトリウムがコンクリートと直接接触しないため対象外とする。 

したがって、ULOFに対するランクは「H」、LORL及び PLOHSは対象外とする。 
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（14）ナトリウムの凝縮・蒸発 [その他ナトリウム特有の物理現象] 

ナトリウムの凝縮・蒸発は、評価指標である格納容器内圧力及び格納容器鋼壁温度に影響を

与えるものの、スプレイ燃焼と比較すると相対的に小さい。逆に、LORL及び PLOHS（窒素雰囲

気で発生）においては燃焼や反応がほとんど起きないため、本項の影響が相対的に大きくなる。

特に、ナトリウム蒸気の凝縮が顕著に起こる PLOHSにおいてその影響が大きくなる。 

したがって、ULOF及び LORLに対するランクは「M」、PLOHSは「H」とする。 

 

3. 解析モデルについて 

3.1 計算コード概要 

ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲは、シビアアクシデント時に格納容器内で生じる様々な現象（ナトリウ

ム燃焼、ナトリウム－コンクリート反応等）を解析し、格納容器の健全性を評価するとともに、環

境へ漏えい・放出される放射性物質の種類と量（ソースターム）を評価するために開発されてきた

計算コードである（第 6 図）。同コードは米国サンディア国立研究所で開発を開始され[1]、国立研

究開発法人日本原子力研究開発機構では 1980 年代に導入し、独自のモデル改良及び検証を行って

きた[2]。 

ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲは、ナトリウム燃焼、ナトリウム－コンクリート反応、水素燃焼等の個

別現象解析コードを統合したモジュラー型のコードシステムであり、格納容器内における広範の事

故解析に適用可能である。 

解析体系は、セルと呼ぶ単位に分割して、各セルの物理量（圧力、ガス温度・成分、エアロゾル

濃度等）は、平均値で記述される。また、セル内には複数の構造物（床、壁、天井、内部構造物）

を設定することができる。構造物内部の温度変化は、1次元の熱伝導で扱われ、セルの雰囲気との

間での自然対流熱伝達、水やナトリウム蒸気の凝縮、エアロゾルの沈着等を考慮できる。 

 

3.2 重要現象に対する解析モデル 

本資料の前章において重要現象に分類された物理現象について、その物理現象を計算するために

必要となる解析モデルを第 3 表に示す。 

 

3.3 解析モデル 

ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲは、多セル間の質量（ガス成分種含）、運動量及びエネルギー輸送を計

算するフローネットワークモデル、輻射熱移行モデル、ナトリウム燃焼、水素燃焼、ナトリウム－

コンクリート反応等を計算する化学反応モデル、並びにエアロゾル及び放射性物質移行挙動に関す

るモデルで構成される。 

 

3.3.1 スプレイ燃焼モデル 

ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲでは、ナトリウムスプレイ燃焼解析モデルとして個別現象解析コードＮ

ＡＣＯＭ[3]が内蔵されており、スプレイを抜山－棚沢分布の径を持つ液滴の群として扱い、単一液

滴への重力・抗力を考慮した落下運動を計算する（第 7 図）。液滴の燃焼は、炭化水素系燃料液滴

及びナトリウム液滴[4]に対して実績のある D2 則に球体周囲の強制対流熱伝達による蒸発促進効果

を考慮したモデルで、雰囲気中に噴出したナトリウム液滴の燃焼挙動を計算する。酸素との反応（燃
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焼）に加えて、雰囲気中の水分との反応も考慮し、その際の反応生成物及び反応熱による雰囲気の

圧力及び温度上昇等を計算する。 

 

（1）液滴径分布 

大きさの異なる液滴の燃焼による影響を考慮するため、以下に示す抜山－棚沢の分布関数[3]

を用いている。 

dF

dD
= (

3.915

D̅
)

6 D
5

120
exp (-

3.915D

D̅
) (3-1) 

ここで、 

F ： その粒径における体積分率[-] 

D ： 液滴直径[m] 

D̅ ： 体積平均直径[m] 

解析では体積平均直径を入力で与え、(3-1)式より体積平均直径における体積分率の 1%とな

る最小、最大直径を計算し、その間を多群（11群で固定）に分割する。 

 

（2）燃焼（含水分との反応） 

各粒径群におけるスプレイ（液滴）燃焼速度は、液滴の蒸発過程（着火前・着火後）により

計算式を分けている。液滴の蒸発過程の判定式は、以下のB（トランスファー数[-]）により、

B≦0 では着火前過程、B＞0では着火後過程と判定する[3]。 

B=
1

hfg
{Cp(Tg-Tb)+

HcY

i
} (3-2) 

ここで、 

Tg ： 周辺ガス温度[K] 

Tb ： ナトリウム沸点[K] 

Ts ： 液滴表面温度[K] 

Cp ： 混合ガスの定圧比熱[J/(kg·K)] 

HC ： 化学反応熱[J/kg] 

Y ： 反応物の質量分率[kg/kg] 

hfg ： 蒸発潜熱[J/kg] 

i ： 反応量論比（反応により消費される Naと反応物の質量割合）[kg/kg] 

 

液滴が蒸発しない着火前は、燃焼速度ṁf[kg/s]を熱輸送と物質輸送のアナロジを用いて、酸

素又は水蒸気の流入フラックスより以下の式で計算する[3]。 

ṁf=
π∙C∙Dc∙Y∙D

i
(2+0.6Re

1/2
Sc

1/3
)∙M (3-3) 

ここで、 

C ： 反応物のモル密度[mol/m3] 

Dc ： 反応物の拡散係数[m2/s] 
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M ： 反応物のモル質量[kg/mol] 

一方、着火後は、D2則に基づき、燃焼速度を以下の式で計算する[3],[4]。 

ṁ=
πρlK

4
D ,  D

2
=Di

2
-Kt (3-4) 

ここで、Kは蒸発係数[m2/s]であり、以下の式で与えられる。 

K=
8λ

Cpρl

ln (1+B) (3-5) 

ここで、 

λ ： 混合ガスの熱伝導率[W/(m·K)] 

ρl ： 液滴の密度[kg/m3] 

さらに、(3-4)式に強制対流による蒸発促進の効果[5]を考慮して、最終的に燃焼速度は以下

の式で計算する[3]。 

ṁf=ṁ(1+0.3Re1/2Pr1/3) 

=2π
λD

Cp

ln (1+B) (1+0.3Re
1/2

Pr
1/3) 

(3-6) 

 

（3）反応熱移行 

化学反応による発熱量は、 

Qburn=∑ ṁfjHcj
j

 (3-7) 

で表される。ここで jは反応物を示す。 

着火前は、液滴から周辺ガスへの熱移行量Qgを(3-3)式の相関式を用いて以下の式で計算し

て、残りの発熱量（Qburn-Qg）が液滴の昇温に寄与するものとする[6]。 

Qg=πDλ(2+0.6Re1/2Pr1/3)(Ts-Tg) (3-8) 

着火後は、液滴から周辺ガスへの熱移行量Qgを、全発熱量(3-7)式からナトリウムの蒸発潜

熱を除いた以下の式で計算する[6]。 

Qg=∑ ṁfj(Hcj-hfg)

j

 

       =∑ 2π
λD

Cp
ln (1+B) (1+0.3Re1/2Pr1/3)(Hcj-hfg)

j

 
(3-9) 

 

（4）化学反応 

スプレイ燃焼における化学反応では、以下を考慮している。 

① ナトリウムの反応 

（酸素との反応） 
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 2Na(g)＋1/2O2(g)→Na2O(s)   ∆h= -1.381E4 kJ/kg-Na 

 2Na(g) ＋ O2(g) →Na2O2(s)  ∆h= -1.588E4 kJ/kg-Na 

（水蒸気との反応） 

 2Na(g)＋H2O(g)→Na2O(s)＋H2(g)  ∆h = -8.565E3 kJ/kg-Na 

 Na(g)＋H2O(g)→NaOH(s)＋1/2H2(g)  ∆h = -1.265E4 kJ/kg-Na 

② 水素の再結合 

 H2(g)＋1/2O2(g) → H2O(g)   ∆h = -1.209E5 kJ/kg-H2 

これらの式で、∆h は化学反応に伴う系のエンタルピー変化を表し、マイナスは発熱反応、

プラスは吸熱反応を示す。なお、以上の反応は、①→②の順で計算される。 

また、①の酸素との反応において生成される反応生成物中に占める Na2O2 質量割合(fna2o2)

は、入力で与えられる。 

 fna2o2 = Na2O2質量/(Na2O2質量＋Na2O質量) 

同様に、①の水蒸気との反応において生成される反応生成物中に占める Na2O 質量割合

(fna2ow)も、入力で与えられる。 

 fna2ow = Na2O質量/(Na2O質量＋NaOH質量) 

 

（5）雰囲気中におけるその他の化学反応 

上述のスプレイ燃焼以外に、雰囲気中で考慮している化学反応を下表に示す。これらの化学

反応は瞬時反応を仮定している。 

 

① 2H2[gas]+O2[gas]→2H2O[vapor] 

② 2Na[vapor/aerosol]+H2O[vapor]→Na2O[aerosol]+H2[gas] 

③ 2Na[vapor/aerosol]+(1-0.5x)O2[gas]→(x)Na2O+(1-x)Na2O2[aerosol] 

④ Na2O2[aerosol]+2Na[vapor/aerosol]→2Na2O[aerosol] 

⑤ Na2O[aerosol]+H2O[vapor]→2NaOH[aerosol] 

⑥ Na2O2[aerosol]+H2O[vapor]→2NaOH[aerosol]+0.5O2[gas] 

 

3.3.2 プール燃焼モデル 

ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲでは、ナトリウムプール燃焼解析モデルとして個別現象解析コードＳＯ

ＦＩＲＥ Ⅱ[7]が内蔵されており、漏えいしたナトリウムが床上でプールを形成した場合の燃焼挙

動を計算することができる。酸素との反応（燃焼）に加えて、雰囲気中の水分との反応も考慮し、

その際の反応生成物と反応熱による雰囲気の圧力及び温度上昇等を計算する。 

 

（1）プール広がり面積 

漏えいしたナトリウムが瞬時に床面に広がるとして、その広がり面積（一定値）を入力で指
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定する。この際、ナトリウムの表面張力と床面との接触角をもとにプールの厚さを求め、これ

を参考に広がり面積を設定している。 

 

（2）燃焼（含水分との反応）及び反応熱移行 

プール燃焼モデルの概要を第 8図に示す。燃焼速度は自然対流により雰囲気からプール表面

に供給される酸素及び水蒸気のフラックスから評価される。水平平板における自然対流熱伝達

[8]及び熱輸送と物質輸送のアナロジにより、以下の式で計算する。 

Sh=0.14(Gr∙Sc)
1/3

 (3-10) 

(3-10)式を用いて、プール表面への物質伝達係数（Hg,j：m/s）は以下の式で表される[7]。 

Hg,j=0.14Dcj (
g∙Sc∙βg∙(Tp-Tg)

ν
g

2
)

1/3

( j=O2 or H
2
O ) (3-11) 

ここで、 

Dcj ： 拡散係数[m2/s] 

g ： 重力加速度[m/s2] 

βg ： ガスの体積膨張率[1/K] 

Tp ： プール表面温度[K] 

Tg ： ガス温度[K] 

ν
g
 ： ガスの動粘性係数[m2/s] 

プールのナトリウム燃焼速度（Br：kg-Na/(m2∙s）)は、プール燃焼面へ到達する酸素又は水

蒸気の量に化学量論比を乗じて、以下の式で計算される[7]。 

Br=Hg,O2∙ρg∙CO2∙χNa,O2+Hg,H2O∙ρg∙CH2O∙χNa,H2O (3-12) 

ここで、 

CO2 , CH2O ： 酸素濃度又は水蒸気濃度[mass-fraction] 

ρg  ： ガス密度[kg/m3] 

χNa,O2  ： 酸素の化学量論比[kg-Na/kg-O2] 

χNa,H2O  ： 水蒸気の化学量論比[kg-Na/kg-H2O] 

𝜒は各々以下の式で表される。 

χNa,O2=f1
4∙23

32
+(1-f1)

2∙23

32
 

χNa,H2O=f0
2∙23

18
+(1-f0)

23

18
 

(3-13) 

ここで、f1は酸素による燃焼で Na2O 生成に消費される O2 量の割合、f0は水蒸気による反応

で Na2O生成に消費される H2O量の割合であり、f1及びf0は入力で与えられる。 

プール燃焼の反応熱qbはプール及び雰囲気に分配される。 

qb=qp+qg (3-14) 
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ここで、下付添字g及びpはそれぞれ雰囲気ガス及びナトリウムプールを示し、プール燃焼の

反応熱のプール及び雰囲気の分配は以下の式で評価される。 

qp=f2qb ,  qg=(1-f2)qb (3-15) 

ここで、f2はプール燃焼の反応熱qbのプールへの熱移行割合であり、入力で指定する。 

 

（3）化学反応 

プール燃焼モデル（第 8図）に組み込まれている化学反応は①～⑤である。 

①,⑤：水素と酸素との反応（水素再結合） 

 H2(g)＋1/2O2(g)→H2O(g)   ∆h= -1.210E5 kJ/kg-H2 

②：ナトリウムと酸素との反応 

 2Na(l)＋1/2O2(g)→Na2O(s)   ∆h= -9.465E3 kJ/kg-Na 

 2Na(l) ＋ O2(g) →Na2O2(s)  ∆h= -1.129E4 kJ/kg-Na 

③：ナトリウムと水蒸気との反応 

 2Na(l)＋H2O(g)→Na2O(s)＋H2(g)  ∆h = -3.759E3 kJ/kg-Na 

 Na(l)＋H2O(g)→NaOH(s,l)＋1/2H2(g) ∆h = -7.995E3 kJ/kg-Na 

④：酸化ナトリウム-水蒸気との反応 

 Na2O(s)＋H2O(g)→2NaOH(s,l)  ∆h = -3.147E3 kJ/kg-Na2O 

 Na2O2(s)＋H2O(g)→2NaOH(s,l)＋1/2O2(g) ∆h = -1.268E3 kJ/kg-Na2O2 

各反応において生成されるナトリウム化合物（Na2O、Na2O2、NaOH）のプールへの移行割合(残

りは雰囲気へ移行する)は入力で与えられる。 

 

3.3.3 雰囲気・構造物への熱移行モデル 

（1）熱伝導 

ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲでは、セルの周囲の構造物（壁）、床面に敷設されたライナ等につ

いて以下の非定常熱伝導方程式を解くことで熱伝導を計算する。 

ρCp
∂T

∂t
=∇∙λ∇T+S (3-16) 

ここでSは生成項であり、例えば加熱コンクリートから水分が放出するために必要な熱量（自

由水の蒸発、結合水の分解）等が該当する。 

セルの雰囲気については代表温度を 1点とし、構造物については深さ方向に分割して温度分

布を計算する。 

 

（2）対流熱移行 

セル間の温度差に起因する浮力差により発生する対流通気量は Brown 等のモデル[9],[10]をも

とに評価している。この際、各セル間の開口は 1 箇所とし、複数開口部がある場合は、Brown

等のモデルより等価な代表開口部を設定する。 

セル内の雰囲気ガスと周辺壁との対流熱伝達については、雰囲気ガス温度(Tgas)と構造材温

[949]
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度(TF：床、TR：天井)との大小関係をもとに、以下の式により熱伝達率を評価する。なお、構

造物裏側と接するセルにおいて特段の入力指定や伝熱計算が行われない場合には（例えば、格

納容器の外側と外部環境の間）、当該構造物と雰囲気の対流熱伝達率は、6.08W/㎡/Kが使用さ

れる[11]。 

対流熱伝達の式 
構造材温度 

鉛直(側壁) 
水平(床) 水平(天井) 

(ⅰ) 

層流 Nu=0.27Ra1/4 TF<Tgas Tgas<TR 
常に(ⅱ)式で扱

われる。 (ⅱ) 

乱流 Nu=0.14Ra1/3 TF>Tgas Tgas>TR 

補足）(i)式：熱い屋根と冷たい床、(ⅱ)式：冷たい屋根と熱い床、側壁に用いられる。 

 

（3）輻射熱移行 

輻射熱移行を評価するモデルは、プールから各壁面の輻射フラックスを以下の式で評価する。 

qr=σεeffFi(Tp
4-Tw

4) (3-17) 

ここで、σは Stefan-Boltzmann 定数、Tは温度（下付添字のpはプール、wは壁面）、Fiは形

態係数[12]である。また、εeffは各表面での反射を考慮した等価輻射率であり、各表面の輻射率

を乗じた値である。壁面毎の View factor（vufac=εeffFi）を入力で指定する。 

 

3.3.4 雰囲気・構造物へのガス・エアロゾル移行モデル 

（1）フローネットワークモデル 

セル間の通気では、前述したように Brown 等のモデル[9],[10]で計算されるセル間の温度差に

起因する浮力差で発生する対流通気があり、流路の開口部が開く条件として時間を設定するこ

とができる。この他に、セル間の圧力差に起因する圧力均衡通気があり、流路の開口部が開く

条件として差圧又は時間を設定することができる。 

 

（2）コンクリートからの水分放出モデル 

コンクリートからの水分放出については、そのソースとして自由水及び結合水を考慮してお

り、コンクリートの温度変化に応じて水分放出量（速度）が計算される。なお、ＣＯＮＴＡＩ

Ｎ－ＬＭＲでは、コンクリート温度と放出水量の関係を入力テーブルで与え、これを直接用い

て放出水量を簡易的に計算することができる。ただし、コンクリートの深さ方向に分割した 1

ノード毎について温度と放出量を求め、これらの各ノードの合計水量がコンクリート表面から

放出されるという、すなわち、コンクリート内の水分の移動（時間遅れ）を無視した保守的な

計算を行っている。 

 

（3）エアロゾル移行 

ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲでは、エアロゾル挙動解析モデルとして個別現象解析コードＭＡＥ

ＲＯＳ[13]が内蔵されており、ナトリウム燃焼等に伴うエアロゾル生成、その粒径分布、凝集、

沈着及び沈降等を計算することができる。また、エアロゾルのセル間移行については、ガス成

[950]
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分濃度移行と同様にセル間の移流及び周辺壁（天井、床含む。）への沈着を考慮しつつ、フロ

ーネットワークモデル内で評価される。なお、軽水炉のシビアアクシデント進展解析コードで

あるＭＥＬＣＯＲ[14]のエアロゾル挙動解析モデルにはＭＡＥＲＯＳが採用されている。 

ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲでは、エアロゾルの粒径分布（後述の④参照）をm個に分けて、そ

の粒径区分毎にエアロゾルの質量変化を計算する。時刻tにおける粒径区分ℓの単位体積当たり

のエアロゾル全質量Qℓ(t)は下式で定義される[14]。 

Qℓ(t) = ∑ Qℓ,k

s

k=1

(t)     (ℓ = 1,2, ⋯ , m) (3-18) 

ここで、kはエアロゾル成分（例えば Na2O、NaOH 等）、Sはその成分数、Qℓ,k(t)は単位体積当

たりの粒径区分ℓのエアロゾル成分kの質量である。 

続いてQℓ,k(t)の変化率は、以下の Gelbard，Seinfeld のモデルの式[14],[15]によって記述され

る。 

dQℓ,k

dt
=

1

2
∑ ∑[ β̅i,j,ℓ

1a Qj,kQi + β̅i,j,ℓ
1b Qi,kQj]

ℓ−1

j=1

ℓ−1

i=1

− ∑[ β̅i,ℓ
2a QiQℓ,k − β̅i,ℓ

2b QℓQi,k]

ℓ−1

i=1

−
1

2
β̅ℓ,ℓ

3 QℓQℓ,k − Qℓ,k ∑ β̅i,ℓ
4 Qi

m

i=ℓ+1

+ G̅ℓ,k
1 Qℓ

− ∑[ G̅ℓ,i
2 Qℓ,k − G̅ℓ−1,i

2 Qℓ−1,k]

s

i=1

+ G̅ℓ−1,k
3 Qℓ−1 − R̅ℓ,k + S̅ℓ,k 

(3-19) 

ここで、β̅は凝集関係項、G̅は凝縮関係項、R̅は沈降・沈着による消滅項、S̅は生成・供給項を

表している。以降、各々について説明する。 

 

①エアロゾルの凝集 

エアロゾル粒子の凝集は、ブラウン運動、重力沈降速度差及び乱流速度場による 3つのモ

デルを考慮している。それぞれの凝集係数の基礎式を(i)～(ⅲ)に示す。なお、全体の凝集

係数βはこれら３つの和として表される[14]。 

β=βB+βgrav+βTT (3-20) 

ここで、 

βB  ： ブラウン凝集係数[m3/s] 

βgrav： 重力凝集係数[m3/s] 

βTT ： 乱流凝集係数[m3/s] 

(i) ブラウン凝集係数βB 

2粒子（添字 i,j）間のブラウン運動による凝集係数β
B
は下式で表される[13]。 

βB=2π(Dci+Dcj) (γ
i
D

i
+γ

j
Dj) /F (3-21) 

ここで、 

Dc ： 拡散係数[m2/s] 

γ ： 凝集形状係数[-] 
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F ： 凝集ファクター[-] 

 

(ⅱ) 重力凝集係数β
grav

 

異なる粒径を持つ 2粒子間（添字 i,j）では重力沈降速度差による凝集が発生する。こ

のときの凝集係数β
grav

は下式で表される[14]。 

βgrav=ε
g

π

4
Cs (γ

i
D

i
+γ

j
Dj)

2

｜VSi-VSj｜ (3-22) 

 

VS=
ρgD

2
C

m

18μχ
 (3-23) 

ここで、 

ε
g
： 重力衝突効率[-] 

Cs ： 粒子スティッキング係数[-] 

VS ： 粒子の重力沈降速度[m/s]；Stokesの式 

g  ： 重力加速度[m/s2] 

μ ： ガスの粘性係数[kg/m/s] 

ρ ： エアロゾル密度[kg/m3] 

Cm ： Cunningham 補正係数[-] 

χ ： 動的形状係数[-] 

 

(ⅲ) 乱流凝集係数βTT 

乱流速度場では渦や速度変動成分のために粒子間の凝集が発生する。このときの乱流凝

集係数β
TT
は下式で表される[14]。 

βTT=Cs(βT1
2
+βT2

2)
1/2

 (3-24) 

ここで、 

βT1： 乱流せん断凝集係数[m3/s] 

βT2： 乱流慣性凝集係数[m3/s] 

βT1=0.2868 (
ε

T
ρ

g

μ
g

)

1/2

(γ
i
D

i
+γ

j
Dj)

3

 (3-25) 

βT2=0.1455
0.54444

μ
g

(
ρ

g

μ
g

ε
T

3
)

1/4

｜
ρ

i
CiDi

2

χ
i

-
ρ

j
CjDj

2

χ
j

｜ (γ
i
D

i
+γ

j
Dj)

2

ε
g
 (3-26) 

ここで、 

ε
T
 ： 乱流エネルギー散逸率[m2/s3] 

ρ
g
 ： ガス密度[kg/m3] 
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μ
g
 ： ガスの粘性係数[kg/m/s] 

ρ
i,j

： エアロゾル密度[kg/m3] 

Ci,j ： Cunningham 補正係数[-] 

χ
i,j

： 動的形状係数[-] 

 

②エアロゾルの消滅（沈降及び沈着） 

エアロゾル粒子の沈降・沈着は、その駆動力となる重力、ブラウン拡散及び温度差による

熱泳動等を考慮している。以下に、熱泳動沈着速度VT及びブラウン拡散沈着速度Vdの計算式

を示す。なお、粒子の重力沈降速度VSは（3-23）式の Stokesの式を使用している。 

 

(i) 熱泳動沈着速度VT 

冷却壁面の近傍では、温度境界層において壁面に向かう負の温度勾配が生じることから

エアロゾル粒子が熱泳動効果によって壁面に移動・沈着する。このときの粒子の沈着速度

VT[m/s]は下式で表される[13]。 

VT=
3μ

g
Cm(kg/kp+CtKn)

2χρ
g
Tg(1+3FslipKn)(1+2CtKn+2kg/kp)

∇T (3-27) 

ここで、 

Tg   ： ガス温度[K] 

kg/kp： 雰囲気ガスとエアロゾル粒子の熱伝導度の比[-] 

Ct   ： 温度の不連続性に関する補正因子[-] 

Fslip ： スリップ係数[-] 

Kn   ： Knudsen数[-] 

∇T  ： 構造材表面の温度勾配[K/m]（ =(Tg-Tw)/δt
 ） 

Tw   ： 壁温度[K] 

δ
t
  ： 温度境界層厚さ[m] 

 

(ⅱ) ブラウン拡散沈着速度Vd 

エアロゾル粒子はブラウン運動によって壁面に沈着するが、このときの沈着速度は、以

下のブラウン拡散沈着速度Vd[m/s]によって表される[14]。 

Vd=
σTgCm

3πDμ
g
χδ

d

 (3-28) 

ここで、 

σ ： Boltzmann定数 [kg・m2/s2/K] 

δ
d
： 拡散境界層厚さ[m] 

 

③エアロゾルの生成・供給（凝縮を含む） 
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エアロゾルの主な生成（発生源）は、ナトリウム燃焼時に生じるナトリウム化合物やナト

リウム蒸気の凝縮である。これらをソースとして、前述の凝集や沈降・沈着を考慮しつつ、

エアロゾルの質量濃度変化を計算する（(3-19)式参照）。なお、エアロゾルのセル間の移行

（出入）については、ガス成分移行と同様に、対流通気及び圧力均衡通気により評価される。 

 

④エアロゾルの初期粒径分布 

ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲではエアロゾルの粒径分布計算に、以下の対数正規分布φi の式

[16]を使用している。通常、粒径分布を 10から 20区分程度（(3-18)式のm）に分け、粒径区

分毎にエアロゾル粒子の質量変化を計算する。 

φi=
1

√2π lnσg

・
1

Di

exp (-
ln

2 Di

amean

2ln
2
σg

) (3-29) 

ここで、 

Di ： エアロゾル粒子直径[m]（下付添字のiは粒径区分番号、(3-18)式のℓと等価） 

amean ： エアロゾル平均粒子径[m] 

σg ： エアロゾル粒径の対数標準偏差[-] 

 

3.3.5 ナトリウム－コンクリート反応モデル 

ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲには、ナトリウム－コンクリート反応の解析モデルとして個別現象解析

コードＳＬＡＭ[17]が組み込まれている。ＳＬＡＭは、構造コンクリートを深さ方向（1次元）にノ

ード分割し、ナトリウム－コンクリート反応に関わるエネルギー方程式、化学反応、質量保存式等

の支配方程式を解く。ＳＬＡＭの概要を第 9図に示す。ＳＬＡＭでは、コンクリートを自由水が存

在しない DRY領域、自由水が存在する WET領域に分割し、さらに DRY領域は、プール層から浸透・

移動したナトリウムがコンクリートの構成成分と反応する領域（B/L領域）、反応しない領域（未反

応領域）に分割される。ＳＬＡＭの主な解析モデルは以下のとおりである。 

 

（1）化学反応モデル 

ＳＬＡＭには、ナトリウムとコンクリート成分との化学反応として、以下の 10 種の反応式

が考慮されており、コンクリートの成分に応じて計算される。例えば、主成分がシリカ（SiO2）

である玄武岩や硬質砂岩系コンクリートの場合には、主に①、⑥、⑦、⑩の反応によりナトリ

ウム－コンクリート反応が計算される。まず、コンクリート内の自由水の蒸発や結合水の分解

により水蒸気が反応領域へ移動・供給され（後述の(4)参照）ナトリウムと反応（反応①）す

ることにより水酸化ナトリウムや水素が生成する。この水酸化ナトリウムやナトリウムとシリ

カ（二酸化ケイ素）との反応（反応⑥及び⑦）によりコンクリートが侵食される。また、反応

①に加えて反応⑩により水素が生成される。 

① Na + H2O → NaOH + 0.5H2 

② 4Na + CO2 → 2Na2O + C 

③ 4Na + 3CaCO3 → 2Na2CO3 + 3CaO + C 

④ 4Na + 3MgCO3 → 2Na2CO3 + 3MgO + C 
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⑤ 2NaOH + CaCO3 → Na2CO3 + CaO + H2O 

⑥ 2NaOH + SiO2 → Na2SiO3 + H2O 

⑦ 4Na + 3SiO2 → 2Na2SiO3 + Si 

⑧ 2NaOH + Al2O3 → 2NaAlO2 + H2O 

⑨ 3Na + 2Al2O3 → 3NaAlO2 + Al 

⑩ 2Na + 2NaOH → 2Na2O + H2 

 

（2）コンクリートの侵食モデル 

ＳＬＡＭでは、反応界面での化学反応量に比例してコンクリート侵食速度（VELN）を計算す

る（下式）。例えば、硬質砂岩系コンクリート（主成分は SiO2）の場合、侵食に係る反応は、

Na又は NaOHと SiO2の反応である（上述の⑥式と⑦式）。なお、1次元（深さ方向のみ）の侵食

を計算する[17]。 

VELN=-AKK ･DRIVE･ FRACV (DEL1 ZXI(2)) (3-30) 

ここで、 

AKK ： 単位時間当たりの反応速度［m3/kg-mol-s］ 

DRIVE ： 反応界面（B/L領域最下端ノード）における反応物濃度［kg-mol/m3］ 

FRACV ： コンクリート侵食速度係数（補正係数）［-］ 

DEL1 ZXI(2)： DRY領域厚さに対する 1ノード幅の厚さ［m］ 

 

（3）非定常熱伝導モデル 

ＳＬＡＭでは、DRY領域及び WET領域において各ノードでの反応熱、構成成分（反応物及び

生成物）の有効熱伝導率を考慮したエネルギー方程式を解くことにより温度分布が計算される。

なお、1次元（深さ方向のみ）の伝熱計算を行う。 

 

（4）水分の移動モデル 

ＳＬＡＭでは、コンクリート中の水分を凝縮水及び水蒸気の 2相として考慮しており、コン

クリートの温度上昇に伴い、水蒸気への相変化又は水蒸気の移動が起きる。この際、コンクリ

ート中の圧力差が駆動力となって水蒸気が移動するという下式（Darcy式）を使用して計算さ

れる[17]。 

U= (
K

μ
)
∂p

∂x
 (3-31) 

ここで、 

U ： 水蒸気の移動速度［m/s］ 

K ： 透水係数［m2］ 

μ ： 水蒸気の粘度［atm/s］ 
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∂p

∂x
 ：深さ方向の圧力勾配［atm/m］ 

なお、コンクリート中の水分の蒸発（水蒸気の生成）として、WET領域における自由水の蒸

発及び DRY領域における結合水の加熱分解を考慮している。これらの反応領域への移動を計算

しつつ、前述の(1)で説明した化学反応①（Na との反応）を計算する。 

 

3.3.6 ナトリウムの凝縮・蒸発 

雰囲気におけるナトリウムの凝縮・蒸発は雰囲気の温度及び圧力に影響を与える。ＣＯＮＴＡＩ

Ｎ－ＬＭＲでは、ナトリウムの飽和蒸気圧曲線として、Kirchhoff[18]や Sodium-NaK Handbook[19]と

同等の下式を採用しており、これをもとにナトリウムの凝縮及び蒸発を計算する。 

ln(P) =26.90991-12767.71/T-0.61344 ln(T) (3-32) 

ここで、 

P： ナトリウムの飽和蒸気圧［Pa］ 

T： 雰囲気の温度［K］ 

 

4. 妥当性確認 

4.1 重要現象に対する妥当性確認方法 

ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲの評価マトリクスを第 4表に示す。各試験解析の目的を(1)～(5)に示す

とともに、4.2に各々の結果を説明する。 

なお、以下の物理現象に関しては、下記に示す理由により、直接的に妥当性評価の対象とするこ

とは不要とした。 

前述のように、ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲではナトリウムプールが瞬時に広がるとして、その面積

（一定値）を入力で指定する。この扱いはプールが広がるまでの燃焼挙動を保守的に評価するとと

もに、同面積自体はナトリウム漏えい条件等により概ね決まることから、妥当性確認は不要とする。 

また、コンクリートからの水分放出に関しては、コンクリート温度と放出水量の関係を入力テー

ブルで与えることができるため、「常陽」で使用されているシリカ系コンクリートに対する同入力

テーブルを直接使用して計算している。この際、コンクリート内の水分の移動（時間遅れ）を無視

した保守的な計算を行っているため、妥当性確認は不要とした。 

 

（1）スプレイ燃焼実験（RUN-E1） 

スプレイノズルから噴出されたナトリウム液滴群の燃焼実験（RUN-E1）をＣＯＮＴＡＩＮ－

ＬＭＲにより解析し、液滴径分布を考慮したスプレイ燃焼モデル、実験装置内構造物への熱移

行モデルの妥当性を確認する。 

 

（2）プール燃焼実験（RUN-D1） 

試験装置内に設置されたナトリウムプールにおけるプール燃焼実験（RUN-D1）をＣＯＮＴＡ

ＩＮ－ＬＭＲにより解析し、プール燃焼モデル、雰囲気・構造物への熱移行及び物質（エアロ
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ゾル）移行モデルの妥当性を確認する。 

 

（3）マルチセルプール燃焼実験（RUN-D3） 

鉛直断面内に開口部を有した水平 2室におけるプール燃焼実験（RUN-D3）をＣＯＮＴＡＩＮ

－ＬＭＲにより解析し、プール燃焼モデル、雰囲気・構造物への熱移行及び物質・運動量移行

モデル（フローネットワークモデル）の妥当性を確認する。 

 

（4）ナトリウム－コンクリート反応実験（Ⅲ-1M） 

硬質砂岩コンクリートを使用して実施されたナトリウム－コンクリート反応実験（Ⅲ-1M）

をＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲにより解析し、水素発生量やコンクリート侵食量に関する評価を行

い、ナトリウム－コンクリート反応モデルの妥当性を確認する。この際、3.3.5で説明した「コ

ンクリート侵食速度係数（FRACV）」の最適値についても確認する。 

 

（5）大規模ナトリウム－コンクリート反応実験（LSC-1） 

米国のハンフォード技術開発研究所（HEDL）において玄武岩コンクリート（(4)とは異なる

種類と大きさのコンクリート）を使用して実施された大規模ナトリウム－コンクリート反応実

験（LSC-1）を対象に、(4)と同様の内容について確認する。 

 

4.2 妥当性確認 

4.2.1 スプレイ燃焼実験(RUN-E1)解析 

（1）スプレイ燃焼実験(RUN-E1)の概要 

RUN-E1は、空気雰囲気における大規模・長時間のナトリウムスプレイ燃焼実験であり、ナト

リウム燃焼解析コードの検証を目的として 1985 年に原子力機構（当時は動燃）にて実施した

ものである。 

スプレイ燃焼試験装置を第 10図に示す[20]。試験装置は直径 3.6m、内容積約 100m3の密閉鋼

製容器であり、内径 8.7mmのスプレイノズルが容器内に設置されている（高さ 3.98m）。落下し

たナトリウムは下端面での傾斜により燃焼抑制室に流入することで、プール燃焼の影響を排除

している。ナトリウム液滴の平均径は体積平均で約 2mm（水試験及び当該ノズル（遠心型加圧

フルコーンノズル）の液滴径に関する実験式に基づいて決定）[21]であり、漏えい温度は 505℃、

漏えい量は約 900kg (=510g/s×1,800s)となっている。実験では、容器内圧力、温度、酸素濃

度等が測定されている。容器内の圧力変化は、試験装置上部に設置した圧力計（電子式圧力伝

送器）で測定している。次に酸素濃度の測定には、第 12図(c)より（Ａ）にはガスサンプリン

グ方式（→ガスクロマトグラフ）を、（Ｂ）及び（Ｃ）には磁気式酸素濃度計（オンライン）を

用いている。また、スプレイノズルと同じ高さ（鋼製容器の高さのほぼ半分）の位置に、熱流

束計を取り付けている（第 10図）。なお、ナトリウムスプレイを一定供給するため、容器内圧

力と加熱器ガス圧力との差圧を一定に保つようにしている。 

解析体系（第 11 図）は、スプレイ燃焼室及び燃焼抑制室の 2 セル体系で構成される。スプ

レイノズルから噴出したナトリウムは、燃焼を伴いながら燃焼抑制板上（燃焼室床）に滴下す

る。燃焼抑制板に滴下したナトリウムは、傾斜に沿って燃焼抑制室へ流れ込む（オーバーフロ
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ー）。 

主要な解析条件については、解析時間を漏えい継続時間（1800s）とし、スプレイ条件は、

初速度 10m/secの下向き、平均液滴径は 2.0mmとした。次にナトリウムと酸素の反応に係るナ

トリウム酸化物生成割合（Na2O：Na2O2）は、酸素濃度依存性（同濃度低：Na2O生成大、同濃度

高：Na2O2生成大）を考慮して、酸素 10％以上で（60：40）、酸素 10％未満で（100：0）を適用

[22]した。また、ナトリウムと水分の反応に係るナトリウム化合物生成割合（Na2O：NaOH）は、

Na過多条件を考慮して（100：0）を適用[22]した。さらに、輻射率[22]については、ライナ壁面

での輻射率を 0.5、燃焼面での輻射率を 0.65 とし、等価輻射率εeffを(3-17)式により 0.325

とした。 

 

（2）スプレイ燃焼実験の解析結果 

解析結果と実験結果との比較を第 12 図に示す。ガス温度（第 12 図(a)）については、実験

では計測点によりばらつきがみられる。特にスプレイノズル直下に設置した熱電対（TE2082）

では、初期において 1,000℃に達しており、燃焼しているナトリウム液滴の接触の影響が考え

られる。加えて酸素が枯渇する約 600秒以降において約 400℃で推移しており、落下するナト

リウム液滴の温度を直接計測していると考えられる。この TE2082 を除くと、解析結果（一点

近似による平均値）は温度分布を有する実験結果を概ね包絡する挙動を示している。一方、ガ

ス圧力（第 12図(b)）に関しては、解析結果は実験結果を保守的に評価している。 

酸素濃度（第 12 図(c)）については、図中の(B)及び(C)の実験データ（磁気式酸素濃度計）

は、実験装置から測定装置までのラインが長く、その間の時間遅れを補正したものとなってい

る。ただし、ライン中の酸素濃度の拡散までは補正していないため、若干時間遅れを含んだ結

果となっていることに留意する必要がある。解析ではセル全体での平均酸素濃度を評価してい

るため、実験でみられた一部の急激な減少は再現できないものの、全体としての減少傾向は実

験と整合している。 

壁面への熱流束について解析結果と実験結果との比較（第 12図(d)）を示す。実験ではスプ

レイノズルと同じ高さにおいて熱流束を測定している。同図より、解析では熱流束のピーク値

を含めて、その全体的な傾向を概ね再現している。 

以上より、雰囲気の圧力を保守側に評価する傾向にあるが、ガス温度分布や壁面への熱流束

は実験結果を概ね再現または包絡しており、ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲのスプレイ燃焼解析の妥

当性が確認された。 

 

4.2.2 プール燃焼実験(RUN-D1)解析 

（1）プール燃焼実験(RUN-D1)の概要 

RUN-D1は、空気雰囲気における大規模・長時間のナトリウムプール燃焼実験であり、ナトリ

ウム燃焼解析コードの検証を目的として 1985 年に原子力機構（当時は動燃）にて実施したも

のである。 

プール燃焼実験装置を第 13 図に示す[23]。実験装置は約 5m(W)×4m(D)×3m(H)の空間（内容積

約 70m3）に 1.5m(W)×1.5m(D)×0.5m(H)のプール容器を設けた構造となっている。 

実験では、505℃のナトリウムをプール下端から 2.56kg/s で 215s 間供給し、その後約 1hr
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燃焼を継続させている（供給終了時のナトリウムプール高さは約 0.3m、総供給量は約 550kgで

ある。）。また、実験中の酸素濃度の急激な低下を抑制するために、実験装置上部から酸素を約

200ℓ/min で約 1hr 継続して供給している。試験終了時にはこの供給を停止させることでナト

リウムプール燃焼を窒息消火させた。なお、実験では、雰囲気、ナトリウム、コンクリートの

各温度履歴、圧力履歴、エアロゾル濃度等を計測している。エアロゾルの濃度測定には、雰囲

気ガスを吸引して焼結金属フィルターでエアロゾルを捕集し、そのときのエアロゾル重量とフ

ィルター通過ガス容積からエアロゾル濃度を求めている。 

解析体系（第 14 図）は、プール燃焼部及び外部環境の 2 セル体系で構成される。プール部

へ供給されるナトリウムは床面積 2.25m2 の範囲に瞬時に広がるとする。ナトリウムと酸素の

反応によるナトリウム酸化物生成割合（Na2O：Na2O2）、ナトリウムと水分の反応によるナトリ

ウム化合物生成割合（Na2O：NaOH）及び輻射率は 4.2.1と同様の値を適用した。また、プール

燃焼で発生した全反応熱の中でプールへ移行する割合は、過去の知見[24]を参考に 0.65（残り

の 0.35 は雰囲気へ移行）を適用し、プール燃焼で発生したナトリウム化合物のプールへの移

行割合は 0.75（残りの 0.25は雰囲気へ移行）を適用[22]した。 

 

（2）プール燃焼実験の解析結果 

解析結果と実験結果との比較を第 15 図に示す。実験のガス温度（第 15 図(a)）は、測定高

さにより約 30℃程度違いがあるが、概ね体系内で同様な温度履歴となっている。解析では、実

験に比べて初期の立ち上がりが速いものの、それ以降の時間においては概ね同様の挙動を示し

ている。なお、解析の立ち上がりが速い理由は、ナトリウムプールが瞬時に広がるとしている

ためである。 

一方、プール中ナトリウム温度（第 15図(b)）及びプール下端でのライナ温度（第 15図(c)）

については、解析では約 3,600秒までのナトリウム温度を過小評価しているものの、その他の

挙動は概ね実験と整合している。 

壁のライナ温度（第 15図(d)）及びコンクリート温度（第 15図(e)）については、上述のガ

ス温度の影響を受けて、解析では初期のライナ温度を若干高めに評価しているものの、いずれ

も実験との整合性は高い。 

酸素濃度（第 15図(f)）については、実験では初期の数分で 21%から低下しているが、その

後は外部からの酸素供給（0～3,600s）とナトリウム燃焼による酸素消費のバランスによりほ

ぼ一定値（約 17mol%）で推移している。その後（酸素供給終了後）、急速に濃度は低下し、約

110 分後に 5%以下となる。解析では、これを概ね再現している。 

最後に雰囲気中のエアロゾル濃度（第 15図(g)）については、解析では実験に比べて約 3倍

の濃度となっており、エアロゾル濃度を過大評価している。これは RUN-D1 実験では、中心部

に設置された燃焼皿が約 500mmであり、ナトリウムプール高さ（約 300mm）よりも周囲壁が比

較的高い構造となっていること。また、実験体系全体の換気も弱く、プール燃焼で生成した反

応生成物エアロゾルが比較的プールに落下しやすい実験体系のためと考えられる。 

以上より、ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲでは、エアロゾル濃度を実験結果に比べて高めに評価す

るものの、それ以外については実験を概ね再現しており、プール燃焼モデルの妥当性が確認さ

れた。 
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4.2.3 マルチセルプール燃焼実験(RUN-D3)解析 

（1）マルチセルプール燃焼実験(RUN-D3)の概要 

RUN-D3は、ナトリウムプール燃焼の隣接するセルへの影響（熱及び物質の移行挙動）を調べ

るための実験であり、1994年に原子力機構（当時は動燃）にて実施したものである。 

マルチセルプール燃焼実験装置の概要を第 16 図及び第 17 図に示す[25]。実験装置はプール

燃焼実験(RUN-D1)と同じものを用い、装置内を 2 枚の仕切り板（開口面積は約 1m2）で分離す

ることで水平方向 2セル体系としている。両セルを構成する床・壁・天井のコンクリート（厚

み 20～30cm）は、内側を保温材と厚さ 2mm（床部は 6mm）の鋼板でライニングしている。 

実験では、RUN-D1 実験と同じ面積で高さが異なる 1.5m(W)×1.5m(D)×0.15m(H)のプール容器

に 500℃のナトリウムを約 0.46kg/sで 120s（ナトリウムプール高さは約 0.03m、総量は約 55kg）

供給することにより、プール燃焼させている。なお、エアロゾル濃度測定（焼結金属フィルタ

ーによる捕集）を行うとともに、各種温度（ガス、壁ライナ、燃焼皿ライナ）を計測している。 

解析体系（第 16 図）は、燃焼室、連通室及び外部環境の 3 セル体系で構成される。なお、

ナトリウムとの化学反応等に係る一連の入力条件は、4.2.2と同様の値を使用した。 

ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲでは、浮力差に伴う対流通気（水平方向）について、以下に示す相

関式[9]を使用して計算している。 

Nu=
C

3
・Gr

1/2
・Pr (4-1) 

ここで、Gr及び Prはそれぞれグラスホフ数、プラントル数であり、Cは定数である（C=0.6

～1.0）。本計算では、実験結果[9]の設定値を参考に C=0.771としている。 

 

（2）マルチセルプール燃焼実験の解析結果 

解析結果と実験結果との比較を第 18 図に示す。燃焼室における実験のガス温度（第 18 図

(a)）について、ナトリウムプールに近い位置（○TG-120[床面から約 0.4m]、△TG-117[同約

1.3m]）では高い温度履歴を示すが、プールから離れた計測点（＋TG-109, ●TG-115, ×TG-118）

では低めに推移する。参考のために、燃焼室のガス空間に設置された全 28 個の熱電対につい

て、それらの対象領域容積を求めて体積平均した温度結果を「平均温度（赤の点線）」として

示す。これと比較すると、ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲは約±50℃の範囲で概ね実験を再現してい

る。連通室（第 18 図(b)）においても同様に、実験結果（全 23 個の熱電対より算出した平均

温度）と概ね整合している。なお、連通室で一部実験温度の低い領域（△TG-215）が見られる

が、これは開口部より下方に位置するため、同室内で温度成層化が形成されたと考えられる。 

第 18図(c),(d)に壁ライナ温度の実験結果との比較を示す。燃焼室及び連通室の壁ライナ温

度ともに、解析結果は概ね実験結果と整合している。 

第 18 図(e)にナトリウムプール直下にある燃焼皿ライナ温度の比較結果を示す。実験では、

ナトリウム流入口から離れるほど（例えば、熱電対 TP-102）、ナトリウムの到達に時間がかか

るため温度上昇も緩慢になることがわかる。一方、解析ではプールが瞬時に広がるとしている

ため、漏えい開始からナトリウム流入口に最も近い熱電対（TP-104）の温度に漸近しており、

1,000秒以降は概ね実験結果と整合している。 
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第 18図(f)に浮力差に伴う対流通気量及び圧力差に伴う通気量の比較結果を示す。実験では

通気量全体の測定は行われておらず、また、これらの通気量を分離して計測することは困難で

あるため、直接的な妥当性評価はできない。しかしながら、セル間の対流通気に占める浮力差

の寄与割合が大きく、前述のように各部の温度変化は実験と概ね整合していることから、対流

通気モデルは妥当であるといえる。 

第 18図(g)に各セルの酸素濃度の比較結果を示す。解析では 2,000秒以降において両セルと

もに酸素濃度が若干高くなる傾向があるものの、概ね実験結果を再現している。 

第 18図(h)に各セルのエアロゾル濃度の比較結果を示す。解析ではナトリウムプールの瞬時

広がりにより両セルともに初期のエアロゾル濃度を多めに評価しているものの、全体的な挙動

は概ね再現できており、対流通気モデルは妥当であるといえる。 

以上より、燃焼室及びナトリウム燃焼を伴わない連通室におけるガス温度、壁ライナ温度、

酸素濃度、エアロゾル濃度は概ね実験結果と整合しており、複数セル間の対流通気を含めたプ

ール燃焼解析の妥当性が確認された。 

 

4.2.4 ナトリウム－コンクリート反応実験(Ⅲ-1M)解析 

（1）ナトリウム－コンクリート反応実験(Ⅲ-1M)の概要 

Ⅲ-1Mは、ナトリウム－コンクリート反応に対するスケール効果の解明（コンクリート試験

体の厚さとナトリウム液深の影響解明）を目的として 1984 年に原子力機構（当時は動燃）に

て実施したものである。 

ナトリウム－コンクリート反応実験(Ⅲ-1M)装置の概要を第 19図に、主な実験条件を第 5表

に示す[26]。不活性雰囲気に置換された試験装置の内部に、0.2mφ×0.6mH（重量：約 45kg）の

硬質砂岩コンクリート試験体を設置し、530℃に予熱されたナトリウムを 16kg供給した（ナト

リウム液深：約 60cm）。その後、放熱によりナトリウム温度は一旦下がるが、鋼製容器の周り

に設置したヒータによりナトリウム温度が 530℃になるよう加熱・制御し（8時間）、ナトリウ

ム－コンクリート反応を開始・持続させている。実験における主な計測項目は、ナトリウム温

度、コンクリート内の温度分布（コンクリート中心部の深さ方向、20mm、40mm、70mm、100mm、

130mm、160mm、190mm、220mm、300mm、400mm、500mmに熱電対を設置）、試験装置内に供給する

不活性ガス量、排気ガス中の水素濃度である。また、コンクリート内の温度変化・上昇により

実験中におけるコンクリートの侵食状況を推定するとともに、実験後にコンクリート試験体を

解体して、最終的なコンクリート侵食量の調査・測定が行われている。なお、使用した硬質砂

岩コンクリートの主成分は SiO2（約 73%）であり、含水率は 7.2%（自由水：5.3%、結合水：1.9%）

であった（第 6表）。 

解析体系は、コンクリート試験体及びナトリウムプール部を含む鋼製容器内をセル 1、同容

器内のガスが排気される先（外部）をセル 2 とした 2 セル体系とする（第 20 図）。解析では、

ヒータで制御されたナトリウムプール温度を入力として与え、重要物理量であるコンクリート

侵食量、水素発生量の時間変化について実験結果と比較する。この際、主要パラメータである

コンクリート侵食速度係数（FRACV）について、その取り得る範囲や最適値を把握するため、

0.001～0.005 の範囲で感度解析を行った（設定値：0.001、0.003、0.005 の 3 通り）。なお、

Ⅲ-1M実験は、装置周辺を断熱材で完全に覆っており、周囲への放熱を極力抑えている。すな
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わち、深さ方向の侵食となるよう設定されているため、ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲの 1次元計算

モデルの妥当性確認に適している実験である。 

 

（2）ナトリウム－コンクリート反応実験の解析結果 

コンクリート侵食量及び水素発生量について、比較した結果を第 21 図及び第 22 図に示す。

実験では、コンクリート中心部の侵食が最大（約 20cm）となるものの、周辺部でも約 15cmと

なり、深さ方向全体に侵食が進展している。また、ナトリウムの大半は未反応の状態で残留し

ており、主な反応生成物はケイ酸ナトリウム（Na2SiO3）であった。比較結果より、FRACVが大

きいほどコンクリート侵食量及び水素発生量が増大する傾向が見られる。また、FRACVが 0.003

前後のとき、実験結果を概ね再現することがわかる。 

以上より、コンクリート侵食速度係数（FRACV）を適切な値（0.003前後）に設定することに

より、コンクリート侵食量や水素発生量を概ね再現することができ、ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲ

におけるナトリウム－コンクリート反応モデルの妥当性が確認された。 

 

4.2.5 大規模ナトリウム－コンクリート反応実験(LSC-1)解析 

（1）大規模ナトリウム－コンクリート反応実験(LSC-1)の概要 

LSC-1は、大規模・長時間のナトリウム－コンクリート反応実験であり、1980年に米国のハ

ンフォード技術開発研究所（HEDL）にて実施したものである。 

大規模ナトリウム－コンクリート反応実験(LSC-1)装置の概要を第 23 図及び第 24 図に示す

[27]。不活性雰囲気に置換された試験装置の内部に、0.91mL × 0.91mW × 0.61 mH（重量：約

1200kg）の玄武岩コンクリート試験体（鉄筋入り）を設置し、593℃に予熱されたナトリウム

を 454kg 供給した（ナトリウム液深：約 60cm）。放熱によりナトリウム温度は一旦下がるが、

鋼製容器の周りに設置したヒータによりナトリウム温度が 593℃になるよう約 1.5時間加熱さ

れた。その後、ヒータによる加熱は停止するが反応は継続し、降温監視（ナトリウムプール温

度が約 30℃以下）を含めるとトータルで約 180時間（7.5日）計測を行った。実験における主

な計測項目は、ナトリウム温度、コンクリート内の温度分布（コンクリートの深さ方向だけで

なく周方向にも熱電対を設置）、水素発生量である。また、4.2.4節のⅢ-1M実験と同様に、コ

ンクリート内の温度変化・上昇により実験中におけるコンクリートの侵食状況（周方向の違い

を含む）を推定するとともに、実験後にコンクリート試験体を解体して、最終的なコンクリー

ト侵食量の調査・測定が行われている。なお、使用した玄武岩コンクリートの主成分は SiO2（約

54%）であり、含水率は 7.5%（自由水：5.5%、結合水：2.0%）であった（第 6表）。 

解析体系は、4.2.4 節のⅢ-1M 実験解析と同様に 2 セル体系とし（第 25 図）、コンクリート

侵食速度係数（FRACV）についても同様に、0.001～0.005の範囲で感度解析を行った（設定値：

0.001、0.003、0.005 の 3通り）。 

 

（2）大規模ナトリウム－コンクリート反応実験の解析結果 

コンクリート侵食量及び水素発生量について、比較した結果を第 26 図及び第 27 図に示す。

これらより、4.2.4節のⅢ-1M実験解析と同様に、FRACVが大きいほどコンクリート侵食量及び

水素発生量が増大することが分かる。しかし、Ⅲ-1Mの場合と異なり、水素発生量の解析結果
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は実験結果よりも過大評価する傾向となっている。この理由は、LSC-1実験における周囲への

放熱の影響が現れたものと推察される。第 26 図(b)に示すように、実験ではコンクリート中心

で侵食量は最大（30cm超）となるが、端部では数 cm程度であり、周囲への放熱が大きいこと

を示している。一方、コンクリート侵食量については、解析は実験を概ね再現していることが

分かる。 

以上より、比較的大きなシリカ系コンクリートに対して、かつ周囲への放熱がある体系にお

いて、水素発生量を保守的に評価する傾向にあるものの、コンクリート侵食量を概ね再現する

ことができ、ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲにおけるナトリウム－コンクリート反応モデルの妥当性

が確認された。 

 

4.2.6 重要現象に対する不確かさ 

4.2.1節から 4.2.5節で実施した妥当性確認では別途不確かさ評価を行い、その感度を把握して

いる。第 7 表に不確かさ評価結果の概要を示すとともに、「常陽」の格納容器応答過程における不

確かさ評価に関する方針を以下に記す。 

ULOF の格納容器応答は床上の空気雰囲気下で発生するため、格納容器の健全性評価の観点から

は、スプレイ燃焼（雰囲気への発熱量・発熱速度が最大）が重要現象となる。この際、最も影響の

ある因子はスプレイの液滴径であり、「常陽」の格納容器応答過程では、不確かさの影響を考慮し

た上で評価項目に対して厳しい結果（噴出終了時にほぼ全量のナトリウムが雰囲気中で燃焼し尽く

す結果）となるような小さな液滴径（0.1mm）を設定しているため感度解析は不要である。したが

って、ここでは次に影響のあるプール広がり面積を選定する。前述のようにＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭ

Ｒでは、ナトリウムの表面張力等から算出されるプールの厚さをもとに広がり面積（一定値）を設

定している。しかし、実際の事故時には、漏えいする部屋の床形状（漏えい用堰の高さ等を含む。）

によっても広がり面積が変わるため、このような不確かさを考慮して同面積を 2倍とした感度解析

を実施する。なお、プール面積を 2倍としたプール燃焼計算でもスプレイ燃焼結果（格納容器内圧

力、格納容器鋼壁温度）に包絡されるため、水素濃度に着目してナトリウム－コンクリート反応を

対象に感度解析（広がり面積＝反応面積を 2倍）を実施する。加えて、解析条件の不確かさとして

崩壊熱があり、崩壊熱計算に用いた計算コードの不確かさを考慮して崩壊熱の不確かさ（+10%）の

影響評価を実施する。なお、ナトリウム－コンクリート反応計算に係るコンクリート侵食速度係数

（FRACV）については、実験解析によりシリカ系コンクリートでは 0.003 前後になるということが

わかったが、保守的に 0.005の値を使用しているため感度解析は不要である。 

一方、PLOHSは窒素雰囲気下で発生するため、ナトリウム燃焼（スプレイやプール）よりもナト

リウムの凝縮・蒸発が相対的に重要となる。この際、流出ナトリウム条件が最も影響のある因子で

あり、「常陽」の格納容器応答過程では、不確かさの影響を考慮した上で評価項目に対して厳しい

結果となるよう「ナトリウム蒸気」を対象として計算しているため感度解析は不要である。なお、

ULOFと同様に、解析条件の不確かさとして崩壊熱の不確かさ（+10%）の影響評価を実施する。 

 

5. 有効性評価への適用性 

5.1 重要現象への適用性 

（1）液滴径分布（スプレイ燃焼） 

[963]



6-27 

液滴径分布は入力条件となるため妥当性確認は不要であるが、スプレイ燃焼実験解析により、

液滴形状が予測された条件での妥当性確認及び感度解析を実施した。ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲ

では、ガス圧力を保守的に評価する傾向にあるものの、ガス温度、構造材温度（壁面熱流束）、

酸素濃度等を総合的に比較することにより、実験との整合性を確認した。 

 

（2）燃焼及び反応熱移行（スプレイ燃焼） 

スプレイ燃焼実験解析により、スプレイ状の燃焼及び周辺ガスへの熱移行について、各部の

温度上昇挙動等を比較したところ、実験結果を概ね再現・包絡することを確認した。 

以上より、ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲはスプレイ燃焼の解析に適用できる。 

 

（3）プール広がり面積（プール燃焼） 

ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲでは、保守的にナトリウムプールが瞬時に広がるとして、その面積

（一定値）を入力で与える。この面積はナトリウム漏えい条件等により概ね決まるため妥当性

確認は不要である。ただし、4.2.6節に記したように、実際の事故時には、漏えいする部屋の

床形状（漏えい用堰の高さ等を含む。）によっても広がり面積が変わるため、念のため広がり

面積の不確かさの影響を評価しておく必要がある。 

 

（4）燃焼及び反応熱移行（プール燃焼） 

プール燃焼実験及びマルチセルプール燃焼実験の解析により、ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲは、

ガス温度や酸素濃度等の熱移行・物質移行を概ね良好に評価できることを確認した。 

以上より、ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲはプール燃焼の解析に適用できる。 

 

（5）熱伝導（雰囲気・構造物への熱移行） 

プール燃焼実験及びマルチセルプール燃焼実験の解析により、ライナ温度及びコンクリート

温度の実験結果を概ね良好に評価できることを確認した。 

以上より、ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲは構造の熱伝導の解析に適用できる。 

 

（6）対流熱移行（雰囲気・構造物への熱移行） 

マルチセルプール燃焼実験の解析より、雰囲気ガス温度、周辺壁のライナ温度の実験結果を

概ね良好に評価できることを確認した。 

以上より、ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲは対流熱移行の解析に適用できる。 

 

（7）輻射熱移行（雰囲気・構造物への熱移行） 

スプレイ燃焼実験、プール燃焼実験及びマルチセルプール燃焼実験の解析により、ＣＯＮＴ

ＡＩＮ－ＬＭＲの輻射モデルで予測された雰囲気ガス、ナトリウムプール、周辺構造材(ライ

ナ、コンクリート)等の温度変化は良好に評価できることを確認した。 

以上より、ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲは、直接計測ではないものの周辺への輻射熱流束評価は

実験と概ね整合しており、輻射熱移行の解析に適用できる。 
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（8）質量・運動量移行及びガス成分濃度移行（雰囲気・構造物へのガス・エアロゾル量移行） 

マルチセルプール燃焼実験解析により、開口部を介した酸素濃度及びエアロゾル濃度につい

て実験結果を概ね良好に評価できることを確認した。 

以上より、ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲは質量・運動量移行及びガス成分濃度移行の解析に適用

できる。 

 

（9）エアロゾル移行（雰囲気・構造物へのガス・エアロゾル移行） 

プール燃焼実験解析では、実験特有の条件により一部実験結果よりも高めにエアロゾル濃度

を評価するものの、マルチセルプール実験解析では実験結果を概ね再現できることを確認した。 

以上より、ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲはエアロゾル移行挙動解析に適用できる。 

 

（10）ナトリウム－コンクリート反応（その他ナトリウム特有の物理現象） 

成分と大きさの異なるコンクリートを使用した 2 つのナトリウム－コンクリート反応実験

を対象にした解析により、主要物理量であるコンクリート侵食量及び水素発生量の実験結果を

概ね再現することを確認した。また、この際、コンクリート侵食速度係数（FRACV）の値が 10-

3オーダーとなり、その最適値は 0.003前後となることが分かった。なお、「常陽」の構造コン

クリートは両実験と同じくシリカ系コンクリートであり、その成分はⅢ-1M実験のコンクリー

トに近い（第 6表）。 

以上より、ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲはナトリウム－コンクリート反応の解析に適用できる。 

 

5.2 試験装置のスケーリング 

（1）スプレイ燃焼実験 

スプレイ燃焼及び周辺への熱移行の妥当性確認として実施しているスプレイ燃焼実験では、

スプレイ燃焼高さが約 4mであり、着火後の液滴燃焼が支配的となる十分な高さを有している。

また、熱移行は輻射及び自然対流となり、輻射の観点では温度差が、自然対流の観点ではグラ

スホフ数及びプラントル数がスケーリングとして重要となる。温度差及びプラントル数につい

ては、実機と同じナトリウムによる燃焼としており、本試験装置で得られた結論を有効性評価

に適用できる。また、グラスホフ数で重要となる代表寸法（装置高さ）は実機に比べ約 1/2～

同程度であり、グラスホフ数で最大 1桁実機よりも小さくなるが、十分に発達した乱流自然対

流領域であり、本試験装置で得られた結論を有効性評価に適用できる。なお実機に比べ容積が

小さく、また、実験では密閉空間としているため、燃焼に伴う圧力上昇は実機に比べ大きく、

また、急激に減衰するが、実験初期における最高圧力等を評価対象としているためその影響は

比較的小さいといえる。 

なお、ULOF におけるスプレイ燃焼計算1では、ナトリウム噴出条件の不確かさを考慮して、

小さい液滴径（0.1mm）を設定している。このため、噴出終了時にほぼ全量（230kgのうち 229kg

以上）のナトリウムが雰囲気中で燃焼するという厳しい結果になっているが、その場合におい

                             
1 格納容器（床上）にナトリウムが漏えいする場合、漏えいナトリウムは回転プラグ等を内包する炉容器ピット内に

とどまると考えられるが、ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲの制約（1点近似コード）を考慮して、保守的に直接格納容器

（床上）に噴出させている。なお、噴出ナトリウムの条件は、600℃、230kgである。 

[965]



6-29 

ても格納容器の健全性は損なわれないことを確認している。 

 

（2）プール燃焼実験 

プール燃焼、周辺への熱移行（輻射モデル）及びエアロゾル移行の妥当性確認として実施し

ているプール燃焼実験では、容器高さを約 3m、プール燃焼領域を 1.5m×1.5mとしている。ス

プレイ燃焼実験装置と同様に、温度差、プラントル数及び実験装置高さの観点では、本試験装

置で得られた結論を有効性評価に適用できる。また、プール燃焼における代表寸法である等価

直径については、実機における大規模漏えいに対してはグラスホフ数が 2桁以上小さくなるも

のの、十分に発達した乱流自然対流領域であり、本試験装置で得られた結論を有効性評価に適

用できる。 

 

（3）マルチセルプール燃焼実験 

プール燃焼、周辺への熱、質量、運動量移行及びエアロゾル移行の妥当性確認として実施し

ているマルチセルプール燃焼実験装置は、前項(2)のプール燃焼実験装置を改良したものであ

り、(2)と同様に、本試験装置で得られた結論を有効性評価に適用できる。 

 

（4）ナトリウム－コンクリート反応実験 

ナトリウム－コンクリート反応実験（Ⅲ-1M）において使用しているコンクリートは硬質砂

岩コンクリート（主成分はシリカ）であり、その大きさは「0.2mφ×0.6mH」である。一方、大

規模実験（LSC-1）では、玄武岩コンクリート（主成分はシリカ）で、大きさは「0.91mL×0.91mW

×0.61mH」のものを使用している。また、Ⅲ-1Mは装置全体を断熱材で覆って周囲への放熱を

極力防いでいるのに対し（深さ方向の侵食となるよう設定）、LSC-1 では放熱等の影響を受け

て多次元的な侵食挙動となっている（実機の事故条件に近い）。なお、両実験ではヒータ加熱

により Na プール温度を高温に維持し、反応を継続させていることに留意する必要がある。こ

のような条件の異なる実験に対して、ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲはナトリウム－コンクリート反

応挙動（コンクリート侵食量、水素発生量）を概ね再現又は保守的に評価しており、本試験装

置で得られた結論を有効性評価（シリカ系コンクリート）に適用できる。 

なお、ULOFにおけるナトリウム－コンクリート反応計算では、ナトリウムの表面張力等から

算出されるプールの厚さ（約 1cm）をもとに広がり面積（約 30m2）を決定している。このよう

に薄く広がったナトリウムプールのため、ナトリウムと水（主に自由水）との反応により 230kg

のナトリウムが約 220秒で消費され、コンクリートの侵食（シリカ等のコンクリート成分との

反応）はほとんど起こらないという結果になっている。 

 

5.3 まとめ 

以上より、ナトリウム漏えい事故に起因する格納容器応答過程評価に係る重要現象に関するＣＯ

ＮＴＡＩＮ－ＬＭＲの解析モデルは、各試験の結果と比較して概ね妥当であることを確認するとと

もに、各解析モデルの不確かさを把握した。その不確かさを考慮することにより、ＣＯＮＴＡＩＮ

－ＬＭＲは格納容器破損防止措置の有効性評価に適用することができる。 

 

[966]



6-30 

6. 参考文献 

[1] K. K. Murata, et al., “CONTAIN LMR/1B-Mod.1, A Computer Code for Containment Analysis 

of Accidents in Liquid-Metal-Cooled Nuclear Reactors”, SAND91-1490・UC-610, Jan. 1993. 

[2] S. Miyahara, et al., “Development of Fast Reactor Containment Safety Analysis Code, 

CONTAIN-LMR (1) Outline of Development Project”, 23rd International Conference on 

Nuclear Engineering (ICONE-23), ICONE23-1586, 2015, Chiba, Japan. 

[3] S. S. Tsai, “The NACOM Code for Analysis of Postulated Sodium Spray Fires in LMFBRs”, 

NUREG/CR-1405, U.S. Nuclear Regulatory Commission, 1980. 

[4] J. R. Richard, R. Delbourgo, P. Laffitte, Spontaneous Ignition and Combustion of Sodium 

Droplets in Various Oxidizing Atmospheres at Atmospheric Pressure, 12th Symposium 

(International) on Combustion, Volume 12, Issue 1, p.39-48, 1969. 

[5] W. E. Ranz and W. R. Marshall, “Evaporation from drops”, Chemical Engineering Progress, 

Vol.48, No.3, p.141-146, 1952. 

[6] 山口彰, 田嶋雄次, “SPHINCS コードのスプレイ燃焼モデルの開発と検証 液滴燃焼実験解析と

技術課題の摘出”, JNC TN-9400 99-059, 1999. 

[7] P. Beiriger, J. Hopenfeld and M. Silberberg, et al., “SOFIRE II User Report” AI-AEC-

13055, March 1973. 

[8] M. Fishenden, O. A. Saunders, “An Introduction to Heat Transfer”, Clarendon Press, 

p.97, 1965. 

[9] W. G. Brown and K. R. Solvason, “Natural Convection through Rectangular Openings in 

Pratitions-1 Vertical Partitions”, Int. J. Heat Mass Transfer, Vol.5, p.859-868, 1962. 

[10] W. G. Brown, “Natural Convection through Rectangular Openings in Pratitions-2 

Horizontal Partitions”, Int J. Heat Mass Transfer, Vol.5, p.869-878, 1962. 

[11] 西川兼康、他, 機械工学基礎講座 伝熱学 (第 1版) 理工学社 2003年 1 月 

[12] 伝熱工学資料(改訂第 5版) I.基礎編 6・2・3 日本機械学会、2009年 5 月 

[13] F. Gelbard, “MAEROS User Manual”, NUREG/CR-1391, SAND80-0822, Dec. 1982. 

[14] L. L. Humphries, et al., “MELCOR Computer Code Manuals”, RN Package Reference Manual 

2.4 Aerosol Dynamics (MAEROS), SAND2017-0876 O, Jan. 2017. 

[15] F. Gelbard and J. H. Seinfeld, “Simulation of Multicomponent Aerosol Dynamics”, 

Journal of Colloid and Interface Science, Vol.78, No.2, p.485-501, 1980. 

[16] 高橋幹二, “エアロゾル学の基礎”, 日本エアロゾル学会、2003年 7月 

[17] A. J. Suo-Anttila, “SLAM - A Sodium-Limestone Concrete Ablation Model”, NUREG/CR‐

3379, SAND83‐7114, Dec. 1983. 

[18] K. Thurnay, "Thermophysical Properties of Sodium in the Liquid and Gaseous States", 

Institut für Neutronenphysik und Reaktortechnik Projekt Schneller Brüter, 

Kernforschungszentrum Karlsruhe, KfK 2863 Februar 1981. 

[19] O. J. Foust, "Sodium-NaK Engineering Handbook Vol.I Sodium Chemistry and Physical 

Properties", Gordon and Breach, Science Publishers, Inc. 1972. 

[20] 森井正、他, “大規模ナトリウム漏洩燃焼試験(III) （空気雰囲気における大規模 Naスプレー

[967]



6-31 

燃焼試験、Run-E1）”, PNC-TN9410 86-124, 1986.12 

[21] 森井正、他, “Na 燃焼解析コードの整備（大規模空気雰囲気試験データを用いたスプレー燃焼

モデルの検証）”, PNC-TN9410 87-006, 1987.1 

[22] 大野修司、他,“ナトリウム燃焼解析コード ASSCOPS の開発と検証”,サイクル機構技報 №11-

11, p.93, 2001.6 

[23] 宮原信哉、他, “大規模ナトリウム漏洩燃焼試験(I) –空気雰囲気におけるナトリウムプール燃

焼試験–, Run-D1”, PNC-TN9410 87-081, 1987.5 

[24] S. Ohno, et al., “Development of Fast Reactor Containment Safety Analysis Code, 

CONTAIN-LMR (2) Validation Study of Sodium Fire Model in CONTAIN-LMR”, 23rd 

International Conference on Nuclear Engineering (ICONE-23), ICONE23-1560, 2015, Chiba, 

Japan. 

[25] 大野修司, “２セル体系ナトリウム燃焼試験における熱影響の評価”, 日本機械学会 2015年

度年次大会講演論文集, S0820105, 〔2015.9.13-16, 札幌〕 

[26] 畝本敏行、他, “ナトリウム-コンクリート反応基礎試験(III)”,PNC-TJ270 84-01.1984.10 

[27] M. W. McCormick, et al., “Large-Scale Sodium-Basalt Concrete Reaction Test LSC-1”, 

HEDL-TME 80-57, June 1981. 

  

[968]



6-32 

第 1表 ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲにおけるランクの定義 

 

 

 

第 2 表 ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲにおける物理現象のランクテーブル 

 

 ULOF PLOHS LORL 

分類 

評価指標 

 

物理現象 

格納容器内圧

力 

格納容器鋼壁

温度 

水素濃度 

ｴｱﾛｿﾞﾙ濃度 

格納容器内圧力 

格納容器鋼壁温

度 

水素濃度 

ｴｱﾛｿﾞﾙ濃度 

スプレイ燃焼 

(1) 液滴径分布 H M － 

(2) 燃焼（含水分との反応、雰囲気

中での化学反応） 
H M － 

(3) 反応熱移行 H M － 

プール燃焼 

(4) プール広がり面積 M M M 

(5) 燃焼（含水分との反応） H M M 

(6) 反応熱移行 H M M 

雰囲気･構造物へ

の熱移行 

(7) 熱伝導 H H H 

(8) 対流熱移行 H H H 

(9) 輻射熱移行 H H H 

雰囲気･構造物へ

のガス･エアロゾ

ル移行 

(10) 質量･運動量移行 H H H 

(11) ガス成分濃度移行 H H H 

(12) エアロゾル移行 H H H 

その他ナトリウム 

特有の物理現象 

(13) ナトリウム－コンクリート反応 H － － 

(14) ナトリウムの凝縮・蒸発 M H M 

 

 

ランク ランクの定義 本資料での扱い 

H 
評価指標に対する影響が大き

いと考えられる現象 

物理現象に対する不確かさを実験との比較や

感度解析等により求め、実機評価における評価

指標への影響を評価する。 

M 
評価指標に対する影響が中程

度と考えられる現象 

事象推移を模擬する上で一定の役割を担うが、

影響が「H」に比べて顕著でない物理現象であ

るため、必ずしも不確かさによる実機評価にお

ける評価指標を評価する必要はないが、本資料

では、実機評価への影響を感度解析等により評

価するか、「H」と同様に評価することとする。 

L 
評価指標に対する影響が小さ

いと考えられる現象 

事象推移を模擬するためにモデル化は必要で

あるが、評価指標への影響が明らかに小さい物

理現象であるため、検証/妥当性評価は記載し

ない。 
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第 3表 重要現象に対するＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲの解析モデル 

 

分類 重要現象 必要な解析モデル 

スプレイ燃焼 

液滴径分布 抜山－棚沢分布モデル（液滴径を入力） 

燃焼 

（含水分との反応、雰囲

気中での化学反応） 
液滴燃焼モデル 

（反応割合を入力で指定） 

反応熱移行 

プール燃焼 

プール広がり面積 （一定値を入力で指定） 

燃焼 

（含水分との反応） 

プール燃焼モデル 

（反応割合を入力で指定） 

反応熱移行 （反応熱の配分を入力で指定） 

雰囲気・構造物

への熱移行 

熱伝導 非定常熱伝導方程式 

対流熱移行 

フローネットワークモデル 

・エネルギー保存 

・周辺構造物との対流熱伝達 

輻射熱移行 輻射モデル 

雰囲気・構造物

へのガス・エア

ロゾル移行 

質量・運動量移行 フローネットワークモデル 

・質量、運動量保存 

・ガス成分種質量保存 

・圧力勾配に伴う運動量交換 

・浮力差に伴う運動量交換 

コンクリートからの水分放出モデル 

ガス成分濃度移行 

エアロゾル移行 

フローネットワークモデル（同上） 

エアロゾル挙動モデル 

・粒径分布モデル 

・凝集・沈着モデル 

その他 

ナトリウム特有

の物理現象 

ナトリウム－コンクリー

ト反応 

ナトリウム－コンクリート反応モデル 

・化学反応モデル 

・コンクリートの侵食モデル 

・非定常熱伝導モデル 

・水分の移動モデル 

ナトリウムの凝縮・蒸発 ナトリウムの飽和蒸気圧を考慮した凝縮・蒸発 
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第 4 表 ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲにおける重要現象に対する妥当性確認方法（1/2） 

－ ：4.1節に記載の理由により、又は入力条件のため妥当性確認が不要である重要現象 

（）1：現象としては実験に含まれるが影響が小さく妥当性確認の対象外 

（）2：温度分布評価で総合的に検証 

 

  

分類 重要現象 必要な解析モデル 

実 験 

ｽﾌﾟﾚｲ 
燃焼 

(RUN-
E1) 

ﾌﾟｰﾙ燃焼 
(RUN-D1) 

ﾏﾙﾁｾﾙﾌﾟｰﾙ燃焼 
(RUN-D3) 

ﾅﾄﾘｳﾑ-ｺﾝｸﾘｰﾄ
反応 

(Ⅲ-1M) 
(LSC-1) 

スプレイ 

燃焼 

液滴径分布 
抜山－棚沢分布モデル 

（液滴径を入力） 
－    

燃焼 

（含水分との反応、雰囲

気中での化学反応） 
液滴燃焼モデル 

（反応割合を入力で指定） 

4.2.1    

反応熱移行 4.2.1    

プール 

燃焼 

プール広がり面積 （一定値を入力で指定）  － －  

燃焼 

（含水分との反応） 

プール燃焼モデル 

（反応割合を入力で指定） 
(4.2.1)1 4.2.2 4.2.3  

反応熱移行 （反応熱の配分を入力で指定） (4.2.1)1 4.2.2 4.2.3  

雰囲気・構

造物への熱

移行 

熱伝導 非定常熱伝導方程式 (4.2.1)2 4.2.2 4.2.3  

対流熱移行 

フローネットワークモデル 

・エネルギー保存 

・周辺構造物との対流熱伝達 

(4.2.1)2 (4.2.2)2 4.2.3  

輻射熱移行 輻射モデル 4.2.1 (4.2.2)2 (4.2.3)2  
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第 4 表 ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲにおける重要現象に対する妥当性確認方法（2/2） 

－ ：4.1節に記載の理由により、又は入力条件のため妥当性確認が不要である重要現象 

（）3：現象としては一部実験に含まれるため間接的に検証 

 

分類 重要現象 必要な解析モデル 

実 験 

ｽﾌﾟﾚｲ 
燃焼 

(RUN-
E1) 

ﾌﾟｰﾙ燃焼 
(RUN-D1) 

ﾏﾙﾁｾﾙﾌﾟｰﾙ燃焼 
(RUN-D3) 

ﾅﾄﾘｳﾑ-ｺﾝｸﾘｰﾄ
反応 

(Ⅲ-1M) 
(LSC-1) 

雰囲気・ 
構造物への
ガス・エア
ロゾル移行 

質量・運動量移行 
フローネットワークモデル 
・質量、運動量保存 
・ガス成分種質量保存 
・圧力勾配に伴う運動量交換 
・浮力差に伴う運動量交換 
コンクリートからの水分放出モデル 

  4.2.3  

ガス成分濃度移行 

 
 
 
 
－ 

 
 
 
 
－ 

4.2.3 
 
 
 
－ 

 
 
 
 
－ 

エアロゾル移行 

フローネットワークモデル（同上） 
エアロゾル挙動モデル 
・粒径分布モデル 
・凝集・沈着モデル 

 4.2.2 4.2.3  

その他ナト
リウム特有
の物理現象 

ナトリウム－コンクリ
ート反応 

ナトリウム－コンクリート反応モデル 
・化学反応モデル 
・コンクリートの侵食モデル 
・非定常熱伝導モデル 
・水分の移動モデル 

   
4.2.4 
4.2.5 

ナトリウムの凝縮・蒸
発 

ナトリウムの飽和蒸気圧を考慮した凝
縮・蒸発 

(4.2.1)3 (4.2.2)3 (4.2.3)3  
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第 5表 ナトリウム－コンクリート反応実験（Ⅲ-1M）の主な実験条件 

Exp. No. 

硬質砂岩コンクリート ナトリウム 
時間 

(hrs) 
高さ 

(mm) 

重さ 

(kg) 

重さ 

(kg) 

深さ 

(mm) 

温度 

(℃) 

Ⅲ-1M 600 45.0 16.0 600 530 8 

 

 

 

第 6表 ナトリウム－コンクリート反応実験で使用されたコンクリートの主な成分内訳 

 
主な構成成分及び含水率（%） 

SiO2 含水率 自由水 結合水 

Ⅲ-1M実験 73.2 7.2 5.3 1.9 

LSC-1実験 53.9 7.5 5.5 2.0 

「常陽」 75.0 6.6 3.5 3.1 
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第 7表 ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲにおける重要現象に対する不確かさ（1/3） 

分

類 
重要現象 必要な解析モデル 妥当性確認 不確かさ 感度評価 

ス
プ
レ
イ
燃
焼 

液滴径分布 
抜山-棚沢分布モデル 

（液滴径を入力） 
不要 

入力値に 

含まれる 

平均液滴径：-10%で最高圧力 

約＋7% 

燃焼 

（含水分との反応、雰囲

気中での化学反応） 
液滴燃焼モデル 

（反応割合を入力で指定） 

スプレイ燃

焼実験(E1) 

入力値に 

含まれる 
－ 

反応熱移行 

プ
ー
ル
燃
焼 

プール広がり面積 （一定値を入力で指定） 不要 
入力値に 

含まれる 
－ 

燃焼 

（含水分との反応） 

プール燃焼モデル 

（反応割合を入力で指定） 

プール燃焼

実験(D1) 

マルチセル

プール燃焼

実験(D3) 

入力値に含まれる 

（反応熱のプールへ

の移行割合：f2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

反応熱のプールへの移行割合

f2(0.65 の+10%=0.72)とした場合、

プールの最高温度は基準ケース

(0.65)よりも約 35℃上昇 反応熱移行 
（反応熱の配分を入力で指

定） 

[974]
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第 7表 ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲにおける重要現象に対する不確かさ（2/3） 

分類 重要現象 必要な解析モデル 妥当性確認 不確かさ 感度評価 

雰
囲
気
・
構
造
物
へ
の
熱
移
行 

熱伝導 非定常熱伝導方程式 

プール燃焼実験(D1) 

マルチセルプール燃焼

実験(D3) 

入力値に 

含まれる 
－ 

対流熱移行 

フローネットワークモデル 

・エネルギー保存 

・周辺構造物との対流熱伝達 

 

マルチセルプール燃焼

実験(D3) 

入力値に 

含まれる 
－ 

輻射熱移行 輻射モデル スプレイ燃焼実験(E1) 
入力値に 

含まれる 

ガス～周辺壁輻射率：−30%で、ガス温度約＋

9%、ガス圧力約＋5% 

雰
囲
気
・
構
造
物
へ
の
ガ
ス
・
エ
ア
ロ
ゾ
ル
移

行 質量・運動

量移行 

フローネットワークモデル 

・質量、運動量保存 

・ガス成分種質量保存 

・圧力勾配に伴う運動量交換 

・浮力差に伴う運動量交換 

 

コンクリートからの水分放出

モデル 

 

マルチセルプール燃焼

実験(D3) 

 

 

 

不要 

浮力差に伴う 

運動量交換 

(モデル定数 C

の不確かさ幅：

約-22%～＋

30%) 
 

入力値に 

含まれる 

定数 C（約-22%～+30%）に対し、浮力差に

伴う対流通気量は約-19%～+24% 

 

 

 

 

－ 

ガス成分濃

度移行 

エアロゾル

移行 

フローネットワークモデル 

（同上） 

エアロゾル挙動モデル 

・粒径分布モデル 

・凝集・沈着モデル 

 

プール燃焼実験(D1) 

マルチセルプール燃焼

実験(D3) 

入力値に 

含まれる 

反応生成物エアロゾルのプール落下割合： 

0.75→0.95 で、最大エアロゾル濃度約-38% 

 

[975]
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第 7表 ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲにおける重要現象に対する不確かさ（3/3） 

分類 重要現象 必要な解析モデル 妥当性確認 不確かさ 感度評価 

その他

ナトリ

ウム特

有の物

理現象 

ナトリウム－コンク

リート反応 

ナトリウム－コンクリート反応モデル 

・化学反応モデル 

・コンクリートの侵食モデル 

・非定常熱伝導モデル 

・水分の移動モデル 

 

ナトリウム－

コンクリート 

反応実験 

（Ⅲ-1M） 

（LSC-1） 

入力値に 

含まれる 

（コンクリート侵食

速度係数：

FRACV） 

FRACV を 0.001～0.005 と変

更させた感度解析により、その

値が 0.003 前後の時、ナトリウ

ム－コンクリート反応現象（コ

ンクリート侵食量、水素発生

量）を概ね再現できることを確

認 

ナトリウムの凝縮・

蒸発 

ナトリウムの飽和蒸気圧を考慮した凝

縮・蒸発 

スプレイ燃焼

実験(E1) 

プール燃焼実

験(D1) 

マルチセルプ

ール燃焼実験

(D3) 

入力値に 

含まれる 
－ 

 

 

[976]
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第 1図 ULOFの事象推移と解析評価の流れ 

 

 

 

第 2図 格納容器破損防止措置（ULOF(ⅰ)：格納容器応答過程）の事象推移と物理現象 

 

集合体

機械的     -発生

起因過程

ULOFの開始

全炉心

機械的エネルギーの解析
（ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳ）

原子炉容器の構造応答解析
（ＡＵＴＯＤＹＮ）

ナトリウム噴出量の解析
（ＰＬＵＧ）

遷移過程

機械的応答過程

格納容器応答過程

再配置・冷却過程

◆定常運転状態から
ラッパ管内で炉心
燃料が溶融するま
での過程

◆ＳＡＳ４Ａで解析

◆原子炉容器底部や上部
プレナムへ再配置され
た燃料、及び炉心残留
燃料が冷却材循環に
よって固化・冷却され
る過程

◆Ｓｕｐｅｒ－ＣＯＰＤ、
ＦＬＵＥＮＴ等 で解析

◆炉心溶融が全炉心規
模に進展する過程

◆溶融燃料が横方向へ
も移動可能

◆ＳＩＭＭＥＲ-Ⅳ
及び-Ⅲで解析

エネルギー放出
ありの場合

噴出ナトリウムの
熱的影響解析

（ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲ）

エネルギー放出
ありの場合

エネルギー放出
なしの場合

格納容器(床上)へのナトリウム噴
出は起こらないと評価されたが、
敢えて噴出すると仮定して評価

Na 230kg

格納容器応答過程

噴出ナトリウムの熱的影響解析
（ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲ）

物理現象

事象説明

凡例

    燃焼

     燃焼

Na-      反応（水素
発生、      侵食）

      発生 移行

圧力 温度上昇

格納容器(床上)

格納容器(床下)

Na噴出

２次主
冷却系配管

１次主
冷却系配管

１次アルゴン
ガス系配管

１次冷却材
ダンプタンク

原子炉容器

安
全
容
器

回転プラグ

安全板

      の移行：→

格納容器（床上）へのナトリウム噴出を仮定

ナトリウムのスプレイ燃焼

燃え残ったナトリウムの床面への落下・堆積

ナトリウムのプール燃焼

燃焼熱発生 移行       発生 移行

ナトリウムとコンクリートの反応

水素発生、      侵食

格納容器内圧力・各部温度の上昇

（機械的応答過程）

格納容器健全性評価

      発生 移行 燃焼熱発生 移行

放射性物質の放出量評価

[977]



 

6-41 

 

 

 

第 3図 LORL及び PLOHSの事象推移と解析評価の流れ 

 

 

 

第 4図 格納容器破損防止措置（LORL(ⅱ)：格納容器応答過程）の事象推移と物理現象 

 

主中間
熱交換器Ａ

主中間
熱交換器Ｂ

原子炉容器

安全容器

炉心

２次主冷却系
（Ａループ）

２次主冷却系
（Ｂループ）

１次主循環
ポンプＡへ

１次主循環
ポンプＢへ

１次主循環
ポンプＡより

１次主循環
ポンプＢより

原子炉冷却材
の昇温

原子炉冷却材
の蒸発

蒸発等により
原子炉冷却材
液位の低下

安全板

原子炉冷却材
バウンダリ
の過圧

原子炉冷却材
バウンダリ

（1次・2次境界）

１
次
ア
ル
ゴ
ン
ガ
ス
系

炉内事象過程

◆ 原子炉停止後の崩壊熱により、原子炉冷却材バ
ウンダリ等の昇温・昇圧、原子炉冷却材の蒸発
等により原子炉冷却材の液位が低下

◆ 原子炉容器破損までの原子炉冷却材の温度や液
位を計算するとともに、構造力学に基づき中間
熱交換器の原子炉冷却材バウンダリ（1次・2次
境界）の健全性を評価

炉外事象過程
● 原子炉容器が破損し、原子炉容器外に流
出した冷却材や損傷炉心物質を安全容器内
で保持する過程

◆ 原子炉冷却材の昇温・液位の低下が継続
し、炉心が損傷、さらに、原子炉容器が破
損して安全容器内に冷却材や損傷炉心物質
が流出

◆ 安全容器内での冷却材や損傷炉心物質の
熱流動挙動をＦＬＵＥＮＴで評価

格納容器応答過程

● 安全板等から原子炉冷却材バウンダリ外
に流出したナトリウムによる影響が生じる
過程

◆ 原子炉冷却材バウンダリ内の冷却材が安
全板等を介して格納容器（床下）へ流出

◆ 格納容器（床下）に流出したナトリウム
による熱的影響をＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲ
で評価

● 事故の開始から炉心が損傷し、原子炉容器が破
損するまでの過程

原子炉容器

安全容器

炉心

原子炉冷却材
の蒸発

安全板

１
次

ア
ル

ゴ
ン

ガ
ス

系

ナトリウム蒸気

ヒートシンク材・断熱材

格納容器（床下）

原子炉容器

安全容器

炉心

炉心損傷

原子炉容器
破損

損傷炉心物質
（損傷炉心物質：
遮へいグラファイ
ト上に堆積）

コンクリート
遮へい体冷却系

ナトリウム漏えいの熱的影響解析
（ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲ）

物理現象

事象説明

凡例

格納容器応答過程

格納容器(床上)

格納容器(床下)

２次主
冷却系配管

１次主
冷却系配管

１次冷却材
ダンプタンク

原子炉容器

安
全
容
器

回転プラグ

安全板
プール燃焼

圧力 温度微上昇

      の移行：→

１次アルゴン
ガス系配管

Na漏えい

配管（外管）

配管（内管）

LORL（ⅱ）「１次冷却材漏えい（１次主冷却系配管（内管）破損）
及び１次主冷却系配管（外管）破損の重畳事故」

格納容器（床下）の配管からの液体ナトリウム
の漏えい

ナトリウムのプール燃焼

燃焼熱発生 移行 エアロゾル発生 移行

格納容器内圧力・各部温度の上昇

（炉内事象過程）

格納容器健全性評価

放射性物質の放出量評価

[978]
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第 5図 格納容器破損防止措置（PLOHS(ⅱ)：格納容器応答過程）の事象推移と物理現象 

 

 

 

第 6図 ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲの主な解析機能 

 

 

格納容器(床上)

格納容器(床下)

２次主
冷却系配管

１次主
冷却系配管

１次冷却材
ダンプタンク

原子炉容器

安
全
容
器

回転プラグ

安全板

Na蒸気       の移行：→

配
管

１
次
ア
ル
ゴ
ン
ガ
ス
系

Naプール凝縮

Na蒸気
流出

雰囲気中での反応

Na蒸気の凝縮

圧力 温度微上昇

ナトリウム蒸気放出の熱的影響解析
（ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲ）

格納容器応答過程

PLOHS（ⅱ）「２次冷却材漏えい及び強制循環冷却失敗の重畳事故」

物理現象

事象説明

凡例

格納容器（床下）の安全板からのナトリウム
蒸気の流出 漏えい

雰囲気中でのナトリウム蒸気の反応

ナトリウムプールから周囲への伝熱

燃焼熱発生 移行       発生 移行

格納容器内圧力・各部温度の上昇

（炉内事象過程）

格納容器健全性評価

残ったナトリウム蒸気の

凝縮による床面への落下 堆積 他室への移行

放射性物質の放出量評価

[979]
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第 7図 ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲのスプレイ燃焼モデルの概要 

 

 

 

 

第 8図 ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲのプール燃焼モデルの概要 

 

 

 

 

drag

gravity

Vdrop

D
・ 液滴の落下運動を計算
・ 液滴の燃焼を計算
（D2則強制対流下の蒸発）

・ 液滴径分布を考慮
（抜山-棚沢分布）

⑤

O2(g)

H2O (g)

H2(g)

①

ガス成分

②

最大反応量はO2の
自然対流移行量

Na(l)

③

エアロゾル成分

O2(g)

H2O(g)

H2O(g)

“SLAM” の化学反応で発生するH2

④

Na2O(s),

Na2O2(s)

O2(g)

未反応の

O2(g)

Na2O,
Na2O2

プール成分
プールへ
ガス供給

H2O

Na2O,
NaOH

プール成分

エアロゾ

ル成分

最大反応量はH2Oの
自然対流移行量

H2(g)

未反応の

H2(g)

ガス成分

ガス成分

NaOH

プール成分

ガス成分

最大反応量は
プール通過H2量

プール燃焼で
発生するH2

水素再結合

水素再結合

[980]
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第 9図 ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲのナトリウム－コンクリート反応モデルの概要 

 

  

コンクリート浸食

【硬質砂岩系コンクリートの場合】

H2O + Na       → NaOH + 1/2H2

2NaOH + SiO2 → Na2SiO3 + H2O

4Na + 3SiO2 → 2Na2SiO3 + Si

2NaOH + Al2O3→ 2NaAlO2 + H2O

3Na + 2Al2O3    → 3NaAlO2 + Al

2Na + 2NaOH → 2Na2O + H2

反応領域

未反応領域

DRY領域

WET領域
DRY/WET界面の移動計算

Na・コンクリート反応計算

自由水の蒸発

結合水の分解

SiO2

H2

Na NaOH

H2O

Na2SiO3

雰囲気

Na

コ
ン
ク
リ
ー
ト

【シリカ系コンクリートの場合】 

Na + H2O → NaOH + 0.5H2 

2NaOH + SiO2 →  Na2SiO3 + 

H2O 

4Na + 3SiO2 → 2Na2SiO3 + Si 

2Na + 2NaOH → 2Na2O + H2 

[981]
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第 10図 スプレイ燃焼実験(RUN-E1)装置 

 

 
第 11図 ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲのスプレイ燃焼実験(RUN-E1)の解析体系 
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(a) ガス温度時刻歴変化 

 
(b) ガス圧力時刻歴変化 

 
(c) 酸素濃度時刻歴変化 

 

第 12図 ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲによる実験結果との比較（RUN-E1） (1/2) 
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(d) 壁面熱流束 

第 12図 ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲによる実験結果との比較（RUN-E1） (2/2) 

 

 
第 13図 プール燃焼実験(RUN-D1)装置 

0

5000

10000

15000

20000

0 300 600 900 1200 1500 1800

H
ea

t f
lu

x 
to

w
ar

d 
w

al
l [

W
/m

2 ]

Time [s]

Convection+Radiation (exp.)

Convection+Radiation(CONTAIN)

[984]



 

6-48 

 

 

 

第 14図 ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲのプール燃焼実験(RUN-D1)の解析体系 
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(a) ガス温度時刻歴変化 

 
(b) ナトリウムプール温度時刻歴変化 

 
(c) プール下端ライナ温度時刻歴変化 

 

第 15図 ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲによる実験結果との比較（RUN-D1） (1/3) 
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(d) 壁ライナ温度時刻歴変化 

 
(e) 壁コンクリート温度時刻歴変化 

 
(f) 酸素濃度時刻歴変化 

 

第 15図 ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲによる実験結果との比較（RUN-D1） (2/3) 
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(g) エアロゾル濃度時刻歴変化 

 

第 15図 ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲによる実験結果との比較（RUN-D1） (3/3) 

 

 

 

第 16図 マルチセルプール燃焼実験(RUN-D3)装置及びＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲの解析体系 
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第 17図 マルチセルプール燃焼実験(RUN-D3)の熱電対計測点 
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(a) ガス温度時刻歴変化・燃焼室 

 

 
(b) ガス温度時刻歴変化・連通室 

 

第 18図 ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲによる実験結果との比較（RUN-D3） (1/3) 
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(c) 壁ライナ温度時刻歴変化・燃焼室 

 
(d) 壁ライナ温度時刻歴変化・連通室 

 
(e) 燃焼皿ライナ温度時刻歴変化 

 

第 18図 ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲによる実験結果との比較（RUN-D3） (2/3) 
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(f) セル間通気量時刻歴変化 

 
(g) 酸素濃度時刻歴変化・燃焼室／連通室 

 
(h) エアロゾル濃度時刻歴変化・燃焼室／連通室 

 

第 18図 ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲによる実験結果との比較（RUN-D3） (3/3) 
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第 19図 ナトリウム－コンクリート反応実験装置（Ⅲ-1M） 
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第 20図 ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲのナトリウム－コンクリート 

反応実験（Ⅲ-1M）の解析体系 

 

  

セル2: 排気・放出容器

セル1: 鋼製容器

キャリアガス(N2) 250 [L/min]

600

1300

Φ203

充填Na
16 [kg], 530 [℃]

雰囲気

プール

      
コンクリート試験体
45 [kg], 29 [℃]

※単位：[mm]

0.0239[m3]
29[℃]
N2=100%

27[℃]

N2= 76.9%
O2=21.0%
H2O=2.1%

600

[994]



 

6-58 

 

(a) コンクリート侵食量の比較（FRACV=0.001,0.003,0.005の感度解析） 

 

(b) 実験後のコンクリート試験体部の状況 

 

第 21図 ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲによるナトリウム－コンクリート 

反応実験(Ⅲ-1M)のコンクリート侵食量との比較 
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第 22図 ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲによるナトリウム－コンクリート反応実験(Ⅲ-1M) 

の水素発生量との比較（FRACV=0.001,0.003,0.005の感度解析） 
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第 23図 大規模ナトリウム－コンクリート反応実験装置（LSC-1） 

 

 

第 24図 コンクリート試験体の概要（LSC-1） 
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第 25図 ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲの大規模ナトリウム－コンクリート 

反応実験（LSC-1)の解析体系 
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(a) コンクリート侵食量の比較（FRACV=0.001,0.003,0.005の感度解析） 

 

 

 

(b) コンクリート侵食形状の比較（FRACV=0.003） 

 

第 26図 ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲによる大規模ナトリウム－コンクリート 

反応実験(LSC-1)のコンクリート侵食量との比較 
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第 27図 ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲによる大規模ナトリウム－コンクリート反応実験 

(LSC-1)の水素発生量との比較（FRACV=0.001,0.003,0.005の感度解析） 
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参考 1-2 

 

1. はじめに 

商用の数値流体力学（CFD）計算コードＦＬＵＥＮＴ[1]は、様々な工学的な問題に現れる熱と流れ、

化学反応、構造への伝熱等を解析するための多くの物理モデルを備えた世界的に最も多く使われてい

る汎用の計算コードの一つである。その適用実績は、航空機の翼周り空気流動から燃焼炉内の燃焼現

象、気泡塔、石油掘削プラットフォーム、半導体製造工程、クリーンルーム設計等の各種工学プラン

トでの解析評価等の広範囲に及んでおり、原子力プラントにおける熱流動解析にも適用例は多い。ま

た、ナトリウム冷却高速炉プラントについても、熱流動課題の評価に使用してきた実績を有している。 

以下、ＦＬＵＥＮＴの「常陽」への適用に当たり、格納容器破損防止措置の有効性評価における重

要現象のモデル化、流体力学モデルの基礎的検証実績及びナトリウム冷却高速炉を含む原子炉プラン

トの熱流動解析への適用実績について記載する。 

 

2. 重要現象のモデル化 

格納容器破損防止措置の有効性評価において、ＦＬＵＥＮＴは、事象グループ「炉心流量喪失時原

子炉停止機能喪失（ULOF）」の再配置・冷却過程及び事象グループ「原子炉容器液位確保機能喪失に

よる崩壊熱除去機能喪失（LORL）」の炉外事象過程の解析に使用する。 

ULOFの再配置・冷却過程（以下「IVR」という。）においては、原子炉容器内で再配置された炉心物

質を含む放射性物質等（以下「損傷炉心物質」という。）の崩壊熱が長期にわたり安定的に除熱され、

炉心部での損傷状態が拡大することはなく、また、原子炉冷却材バウンダリの温度上昇が抑制され、

原子炉容器内に損傷炉心物質が保持・冷却できることを確認する。 

LORLでは、格納容器破損防止措置として、安全容器内での冷却過程（以下「EVR」という。）におい

て、原子炉容器が破損して安全容器内に流出したナトリウムや損傷炉心物質をコンクリート遮へい体

冷却系により安全容器外面から冷却することで損傷炉心物質の崩壊熱が除去され、安全容器内で安定

に保持・冷却できることを確認する。また、コンクリート遮へい体冷却系の窒素ガスによる原子炉容

器外面冷却（以下「RVACS」という。）において、健全炉心を維持したまま、原子炉容器とリークジャ

ケットとの間にコンクリート遮へい体冷却系の窒素ガスを通気し、原子炉容器外面から炉心を安定に

冷却できることを確認する。 

これら評価項目及び評価に必要なパラメータに影響を及ぼす重要現象について以下のようにモデ

ル化している。 

 

（1） 共通して、原子炉容器、リークジャケット、炉心構成要素及び炉内構造物の複雑な配置

や幾何形状並びに構造内部の伝熱をモデル化している。また、EVRにおいては、この他に安

全容器、遮へいグラファイト、ペデスタルコンクリート等をモデル化している。 

（2） 損傷炉心物質からの発熱及び伝熱に関して、IVRにおいては、炉心に残留した損傷炉心物

質（以下「残留炉心物質」という。）が占める領域を非計算領域として設定し、非計算領域

の表面に別途解析した表面熱流束の時間変化を境界条件として与え、ナトリウム等への伝熱

をモデル化している。また、EVRにおいては、安全容器に流出した損傷炉心物質の内部発熱

を考慮した解析を実施している。RVACSにおいては、健全炉心を維持し、各燃料集合体内の

発熱領域に単位体積当たりの発熱量を与え、崩壊熱をモデル化している。 

[1002]
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（3） ナトリウムの熱流動に関して、IVR及び RVACSにおいては、原子炉容器内の熱流動、炉心

構成要素内及び集合体ラッパ管間ギャップ内の熱流動（IVRにおいては残留炉心物質が占め

る領域を除く。）の他、構造物への伝熱、幾何形状に応じた圧力損失等をモデル化している。 

（4） EVRにおいては、これらの他、コンクリート遮へい体冷却系の窒素ガスを安全容器とコン

クリート遮へい体ライナとの間に通気することによる安全容器の冷却に関して、窒素ガスと

安全容器との間の熱伝達をモデル化している。また、RVACSにおいては、原子炉容器とリー

クジャケットとの間の窒素ガス（コンクリート遮へい体冷却系）の流動伝熱をモデル化する

とともに、原子炉容器とリークジャケット間の輻射伝熱を考慮している。 

 

ＦＬＵＥＮＴを用いた IVR、EVR 及び RVACS の解析における重要現象の計算に必要な物理モデルを

第 2.1表、第 2.2表及び第 2.3表にそれぞれまとめて示す。ＦＬＵＥＮＴの解析では、冷却材（ナト

リウム）が沸騰しない単相流の範囲を取り扱う。また、境界条件である発熱量、流量及び温度等は、

時間と共に変化するが、固体と液体との相変化や物質の凝固・溶融等の複雑な多成分問題となる物理

現象は含まれない。解析では、プレナム部等での対流拡散熱移行、燃料集合体内及び構造部での摩擦

又は形状の変化による圧力損失、発熱体又は境界面からの熱移行、固体内の熱伝導、流体と固体（構

造物）との熱伝達等に関する解析モデルを組み合わせて行う。 
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第 2.1表 重要現象に対して必要な物理モデル（IVR） 

 

領域 モデル化対象物 モデル種別 物理モデル 対応する数理モデル 

炉心上部機構 

炉心上部機構（内部ナトリウム

を含む。） 
固体（*） 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

フィンガー部 流体 圧力損失 圧力損失相関式 

炉心部（損傷燃

料等を含む。） 

燃料集合体上部の非発熱部 (非計算領域） 熱流束 表面熱流束 

燃料集合体中央部の残留炉心物

質及びギャップ閉塞部 
(非計算領域） 熱流束 表面熱流束 

燃料集合体下部の非発熱部 流体 圧力損失 圧力損失相関式 

燃料集合体入口部等 流体 圧力損失 圧力損失相関式 

制御棒 流体 圧力損失 圧力損失相関式 

内側反射体 流体 圧力損失 圧力損失相関式 

外側反射体 流体 圧力損失 圧力損失相関式 

遮へい集合体 流体 圧力損失 圧力損失相関式 

B 型照射燃料集合体 流体 圧力損失 圧力損失相関式 

C 型照射燃料集合体 流体 圧力損失 圧力損失相関式 

材料照射用反射体 流体 圧力損失 圧力損失相関式 

集合体ラッパ管間ギャップ（非

閉塞部） 
流体 圧力損失 圧力損失相関式 

集合体間パッド 流体 圧力損失 圧力損失相関式 

炉心構造物 

炉心支持板（上下） 固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

内側遮へい体 固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

炉心支持枠 固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

炉内燃料貯蔵 

ラック 

炉内燃料貯蔵ラック 流体 圧力損失 圧力損失相関式 

外側遮へい体 固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

炉心バレル構造物 固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

中リング 固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

高低圧プレナム 

高圧プレナム 流体 圧力損失 圧力損失相関式 

低圧プレナム 流体 圧力損失 圧力損失相関式 

エントランスノズル 流体 圧力損失 圧力損失相関式 

高圧プレナム側面入口孔 流体 圧力損失 圧力損失相関式 

高低圧プレナム仕切板 流体 圧力損失 圧力損失相関式 

下部構造物 

支持構造物 
固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

コアサポート 

 

固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 
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領域 モデル化対象物 モデル種別 物理モデル 対応する数理モデル 

 

原子炉容器（振

止部を含む。） 

原子炉容器 固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

原子炉容器振止構造物 固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

原子炉容器振止構造物内側保温

パネル 
固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

原子炉容器振止構造物内側遮へ

いグラファイト 
固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

原子炉容器振止構造物内側窒素

ガス領域 
固体（*） 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

原子炉容器振止構造物内 

支持板 
固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

リークジャケッ

ト（原子炉容器

との間の窒素ガ

ス領域を含む。） 

リークジャケット 固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

窒素ガス領域 
流体 

対流拡散熱

移行 

質量・運動量・エネルギ

ー保存式 

窒素ガス領域（下部） 固体（*） 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

原子炉容器とリークジャケット

間のスペーサ 
固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

冷却材 ナトリウム 流体 
対流拡散熱

移行 

質量・運動量・エネルギ

ー保存式 

(*)流動を考慮せず、流体の物性値をもつ静止物体（固体）としてモデル化した。 
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第 2.2表 重要現象に対して必要な物理モデル（EVR） 

 

領域 モデル化対象物 モデル種別 物理モデル 対応する数理モデル 

原 子 炉 容 器

（振止部を含

む。） 

原子炉容器 固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

原子炉容器振止構造物 固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

スティール領域（損傷炉心 

物質による構造の溶融物） 

固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

原子炉容器振止構造物 

内側遮へいグラファイト 
固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

原子炉容器振止構造物内 

支持板 
固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

リークジャケ

ット（保温パ

ネル含む。） 

窒素ガス領域 固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

ナトリウム（下部隙間） 流体 対流拡散熱

移行 

質量・運動量・エネル

ギー保存式 

リークジャケット 固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

原子炉容器とリークジャケ

ット間のスペーサ 
固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

保温パネル 固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

ナ ト リ ウ ム

（下部プレナ

ム） 

ナトリウム 流体 対流拡散熱

移行 

質量・運動量・エネル

ギー保存式 

安全容器 安全容器 固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

遮へいグラファイト 固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

下部遮へいグラファイト 

支持板 

固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

窒素ガス領域 流体 対流拡散熱

移行 

質量・運動量・エネル

ギー保存式 

ナトリウム 固体（*） 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

遮へい部 窒素ガス領域 流体 対流拡散熱

移行 

質量・運動量・エネル

ギー保存式 

炭素鋼板遮へい体 固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

冷却パス構成用ダクト等 

構造物 

 

固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 
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領域 モデル化対象物 モデル種別 物理モデル 対応する数理モデル 

ペデスタル部 コンクリート 固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

ペデスタル冷却パス流路 流体 対流拡散熱

移行 

質量・運動量・エネル

ギー保存式 

保温材、遮へいリング等の構

造物 

固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

損傷炉心物質 損傷炉心物質 固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

(*)流動を考慮せず、流体の物性値をもつ静止物体（固体）としてモデル化した。 
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第 2.3表 重要現象に対して必要な物理モデル（RVACS） 

 

領域 モデル化対象物 モデル種別 物理モデル 対応する数理モデル 

炉心上部機構 

炉心上部機構 

（内部ナトリウムを含む） 
固体（*） 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

フィンガー周辺部 流体 圧力損失 圧力損失相関式 

炉心部 

上部遮へい体部等 流体 圧力損失 圧力損失相関式 

燃料集合体上部非発熱領域 流体 圧力損失 圧力損失相関式 

燃料集合体発熱領域 流体 圧力損失 圧力損失相関式 

燃料集合体下部非発熱領域 流体 圧力損失 圧力損失相関式 

燃料集合体入口部等 流体 圧力損失 圧力損失相関式 

制御棒 1（主炉停止系） 流体 圧力損失 圧力損失相関式 

制御棒 2（後備炉停止系） 流体 圧力損失 圧力損失相関式 

内側反射体 流体 圧力損失 圧力損失相関式 

外側反射体 流体 圧力損失 圧力損失相関式 

遮へい集合体 流体 圧力損失 圧力損失相関式 

B 型照射燃料集合体 流体 圧力損失 圧力損失相関式 

C 型照射燃料集合体 流体 圧力損失 圧力損失相関式 

材料照射用反射体 流体 圧力損失 圧力損失相関式 

集合体ラッパ管間ギャップ（ナ

トリウム） 
流体 圧力損失 圧力損失相関式 

集合体間パッド 流体 圧力損失 圧力損失相関式 

炉心構造物 

炉心支持板（上下） 固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

内側遮へい体 固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

炉心支持枠 固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

炉内燃料貯蔵 

ラック 

炉内燃料貯蔵ラック 流体 圧力損失 圧力損失相関式 

外側遮へい体 固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

炉心バレル構造物 固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

中リング 固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

高低圧プレナム 

高圧プレナム 流体 圧力損失 圧力損失相関式 

低圧プレナム 流体 圧力損失 圧力損失相関式 

エントランスノズル 流体 圧力損失 圧力損失相関式 

高圧プレナム側面入口孔 流体 圧力損失 圧力損失相関式 

高低圧プレナム仕切板 流体 圧力損失 圧力損失相関式 

下部構造物 

支持構造物 固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

コアサポート 

 

固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 
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領域 モデル化対象物 モデル種別 物理モデル 対応する数理モデル 

原子炉容器（振止

部を含む。） 

原子炉容器 
固体 

熱伝導 非定常熱伝導方程式 

輻射伝熱 輻射輸送方程式 

原子炉容器振止構造物 固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

原子炉容器振止構造物内側保温

パネル 
固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

原子炉容器振止構造物内側遮へ

いグラファイト 
固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

原子炉容器振止構造物内側窒素

ガス領域 
固体（*） 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

原子炉容器振止構造物内 

支持板 
固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

リークジャケット

（原子炉容器との

間の窒素ガス領域

を含む。） 

リークジャケット 
固体 

熱伝導 非定常熱伝導方程式 

輻射伝熱 輻射輸送方程式 

窒素ガス領域 
流体 

対流拡散 

熱移行 

質量・運動量・エネルギ

ー保存式 

窒素ガス領域下部 固体（*） 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

原子炉容器とリークジャケット

間のスペーサ 
固体 熱伝導 非定常熱伝導方程式 

冷却材ナトリウム ナトリウム 流体 
対流拡散 

熱移行 

質量・運動量・エネルギ

ー保存式 

(*)流動を考慮せず、流体の物性値をもつ静止物体（固体）としてモデル化した。 
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3. 解析モデルの妥当性確認及び適用実績 

3.1 基本機能検証 

ANSYS検証マニュアル[1]では、ＦＬＵＥＮＴの解析能力の確認及び解析結果の信頼性の確保を目

的として、典型的な問題を対象に実施した検証解析事例がまとめられている。ANSYS検証マニュア

ルでは、第 3.1表に示す物理問題の分野毎に検証解析事例が整理されており、その中から、第 2.1

表から第 2.3表を参照して本解析（IVR、EVR及び RVACS）で考慮すべき物理モデルに関連する各基

本モデルが検証されていることを確認するとともに、必要に応じて基本的な確認解析を行い、「常

陽」を対象とする本解析へのＦＬＵＥＮＴの適用性を確認した。 

第 3.2 表に、ANSYS 検証マニュアルから抽出した IVR、EVR 及び RVACS の解析で使用する解析モ

デルを含む検証事例を示す。 

 

（１）対流拡散熱移行（乱流モデル） 

対流拡散熱移行を計算するため、乱流モデルとしてリアライザブル k-モデル（Realizable 

k-モデル）[2]を用いている。Realizable k-モデルを用いた検証事例として、第 3.2 表に示

した「VMFL12（波状流路内の乱流問題）」及び「VMFL27（後方ステップ流路内の乱流問題）」に

て基本機能を確認した。また、浮力が支配的となる熱流動現象に対しては、第 3.2表に示した

「VMFL9（二重円筒内の自然対流問題）」及び「VMFL52（高層キャビティ内の乱流自然対流問題）」

にて基本機能を確認した。この他、「3.2.1 軽水炉分野での安全解析等への適用事例」で後述

する適用事例から、ＦＬＵＥＮＴの Realizable k-モデルの適用性を確認した。 

また、時間進展に関するＦＬＵＥＮＴの解析機能として、第 3.2表に示した「VMFL19（移動

壁近傍の非定常流れ）」にて基本機能を確認した。 

 

（２）圧力損失 

「常陽」の解析では、燃料集合体のモデル化として、冷却材が占める体積と、燃料要素やワ

イヤスペーサ等の構造物によって占められる体積との割合（空隙率）を設定するとともに、燃

料集合体内を通過する際の圧力損失を相関式にて設定する。各集合体への空隙率及び圧力損失

の設定に当たっては、ＦＬＵＥＮＴの機能であるユーザ定義関数（UDF）を用いる。そこで、

炉心部の解析モデルを取り出し、出入口境界面を圧力境界として実施した UDFを用いたＦＬＵ

ＥＮＴの解析結果について、炉心の流量配分と比較を行い、UDFで設定した圧力損失に応じた

流量がＦＬＵＥＮＴで計算されることを確認した。 

集合体ラッパ管間ギャップでの圧力損失モデルとして、ギャップ部では、平行平板流れに対

する層流条件での摩擦損失係数の式と、乱流条件での Blasiusの式を切り替えて考慮するとと

もに、パッド部には、流路面積の変化による圧力損失係数を設定した。第 3.1図に示すように

「常陽」の解析で使用する炉心モデルのうちパッド部を含む集合体ラッパ管間ギャップのモデ

ルを取り出し、設定した圧力損失モデルの検証を実施した。第 3.2図に示すように、ＦＬＵＥ

ＮＴの解析結果とモデル式との比較から、UDFで設定した圧力損失がＦＬＵＥＮＴで計算され

ることを確認した。なお、窒素ガス領域（リークジャケットと原子炉容器との間）についても、

集合体ラッパ管間ギャップと同じモデル化としている。 
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（３）炉心物質による発熱 

IVRでの解析において、損傷炉心物質の発熱による周囲流体への熱移行は、溶融燃料が占め

る領域の外面に熱流束条件を設定して、冷却材等への伝熱を考慮している。第 3.2表に示した

「VMFL2（円管内の層流熱伝達問題）」及び「VMFL28（急拡大流路内の乱流熱伝達」により、基

本機能を確認した。 

EVRでの解析において、原子炉容器下部の振れ止め構造部に堆積する損傷炉心物質の発熱は、

損傷炉心物質が占める領域を固体領域として、発熱密度を与え、上方のナトリウム、下方及び

側方の構造物との熱移行をモデル化する。第 3.2表に示した「VMFL59（複合固体内の熱伝導）」

にて、発熱密度を設定した固体領域から隣接する固体領域への伝熱問題に対する基本機能を確

認した。 

また、健全炉心において、炉心燃料集合体の発熱は、各燃料集合体の発熱領域に単位体積当

たりの発熱量を設定してモデル化する。「常陽」定格運転時における健全炉心体系での各燃料

集合体の炉心出力条件及び流量条件を境界条件として、原子炉容器内を対象としたＦＬＵＥＮ

Ｔによる解析を実施し、燃料集合体出口温度との比較から、正しく計算されることを確認した。 

 

（４）熱伝導 

構造物内部の熱伝導については、第 3.2表に示した「VMFL50（加熱壁近傍の非定常熱伝導問

題）」にて基本機能を確認した。 

 

（５）熱伝達（流体－構造間） 

流体と構造物との間の熱伝達係数の設定に当たっては、ＦＬＵＥＮＴの機能であるユーザ定

義関数（UDF）を用いる。以下に示すように、窒素ガスと構造物との熱伝達には Kays の式[3]、

ナトリウムと構造物との熱伝達には Subbotin の式[4]、[5]を用いる。 

 

Kaysの式 

Nu = 0.022 Re0.8 Pr0.5  （0.5<Pr<1.0） 

 

Subbotinの式 

Nu = 5+0.025 Pe0.8 = 5+0.025 (PrRe)0.8 （100<Pe<20000） 

 

L ：代表長さ[m] 

Nu ：ヌッセルト数（Nu hL = ）[-] 

Pe ：ペクレ数（Pe=PrRe)[-] 

Pr ：プラントル数（ PPr c  = ）[-] 

Re ：レイノルズ数（Re VL = ）[-] 

V ：代表流速（V=[(u2+v2+w2)/]0.5）[m/s] 

cP ：流体比熱[J/(kgK)] 

u,v,w ：セル中心での流速の（x,y,z）成分 
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 ：空隙率[-] 

λ ：流体熱伝導率[W/(mK)] 

ρ ：流体密度[kg/m3] 

μ ：流体粘度[Pas] 

 

なお、Subbotinの式について、ナトリウムのプラントル数は約 0.004、レイノルズ数は最大

でも 105のオーダーとなることから、適用範囲の上限を満足している。また、Kaysの式につい

て、対象とする窒素ガスのプラントル数は約 0.7 であり、適用範囲を満足している。ただし、

流速が遅い場合、相関式から算出される熱伝達率が熱伝導による伝熱を下回る場合がある。流

速が遅い場合でも熱伝導による熱移行は確保されるため、計算セルの入熱面からセル中心まで

の距離（Δy[m]）を用いて、以下に示すように熱伝達係数を評価している。 

 

max ,Nuh L y
 =  
 

 


 

 

第 3.3図に示す基礎的な 2次元熱伝達問題を設定し、第 3.3表に示す解析条件に対して UDF

を用いたＦＬＵＥＮＴでの検証解析を行い、第 3.4図（a）及び（b）に示すように UDFを用い

たＦＬＵＥＮＴによる解析結果とモデル式との比較により、UDFによる設定が正しく計算され

ることを確認した。 

 

（６）熱伝達（構造物間の輻射） 

ガス領域を含む構造体間の輻射伝熱には、計算負荷及び適用事例等から、ＦＬＵＥＮＴに内

蔵されている S2S モデル[6]を使用した。第 3.2 表に示した「VMFL61（二重円筒内の放射伝熱問

題）」により基本機能の確認を行った他、「3.2.4 その他の適用事例」で後述する適用事例か

ら、ＦＬＵＥＮＴの S2Sモデルの適用性を確認した。 
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第 3.1表 ANSYS検証マニュアルで示される物理問題 

 

項 目 抽出対象 
対象事象 

IVR EVR RVACS 

Steady／Unsteady 定常／非定常 ○ ○ ○ ○ 

Laminar／Turbulent（*1） 層流／乱流（*1） ○ ○ ○ ○ 

Thermal／Isothermal 非等温／等温 ○ ○ ○ ○ 

External Forces（*2） 外力（*2） ○ ○ ○ ○ 

Compressible 圧縮性流体 － － － － 

Radiation 輻射伝熱 ○ － － ○ 

Multi-species 多成分流 － － － － 

Reacting 化学反応 － － － － 

Multi-phase 混相流 － － － － 

Phase-change 相変化 － － － － 

Moving Frame 移動メッシュ － － － － 

（*1）乱流遷移問題（Trans. Turbulence）含む。 

（*2）浮力（buoyancy force）に着目 
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第 3.2表 主な検証事例（ANSYS 検証マニュアルからの抜粋） 

 

番号 問題 座標系 
定常／ 

非定常 

流体（層流／

乱流）／固体 

等温／ 

非等温 
熱伝達 備考 

VMFL 2 
円管内の層流

熱伝達問題 
軸対称 定常 層流 非等温 

壁面熱流

束一定 

水銀（作動流

体） 

VMFL 9 
二重円筒内の

自然対流問題 
2 次元 定常 層流 非等温 等温壁 

非圧縮性理想気

体（作動流体） 

VMFL 12 
波状流路内の

乱流問題 
2 次元 定常 

乱流

(Realizable 

k-モデル) 

等温 －  

VMFL 19 

移動壁近傍の

非定常流れ問

題 

2 次元 非定常 層流 等温 －  

VMFL 27 

後方ステップ

流路内の乱流

問題 

2 次元 定常 

乱流 

(Realizable 

k-モデル) 

等温 － 

ReH=37,400

（代表長さはス

テップ高さ) 

VMFL 28 

急拡大流路

内の乱流熱

伝達 

軸対称 定常 
乱流（SST k-

omega） 
非等温 

壁面熱流

束一定 

空気（作動流

体） 

VMFL 50 

加熱壁近傍の

非定常熱伝導

問題 

2 次元 非定常 
固体 

熱伝導 
非等温 

壁面熱流

束一定 

銅（2 分後の温

度変化を比較) 

VMFL 52 

高層キャビテ

ィ内の乱流自

然対流問題 

2 次元 定常 

乱流 

(レイノルズ応

力モデル) 

非等温 等温壁 ブシネスク近似 

VMFL 59 
複合固体内の

熱伝導 
2 次元 定常 

固体熱伝導 

（2 物質） 
非等温 

第１物質

に発熱密

度を設定 

熱物性の異なる

2 物質間の伝熱 

VMFL 61 
二重円筒内の

放射伝熱問題 
2 次元 定常 層流 非等温 等温壁 

空気を作動流体

とする輻射伝熱

（S2S モデル） 

 

  

[1014]



参考 1-15 

 

第 3.3表 2次元熱伝達解析条件 

 

項目 空気 ナトリウム 

熱伝達相関式 Kays の式 Subbotin の式 

検証範囲 [-] Re = 101~106 Pe = 101~106 

流入温度 Tin [K] 300 573.15 (300°C) 

固体温度 Ts [K] 400 673.15 (400°C) 
 

  

第 3.1図 集合体間ギャップ部の圧力損失モデルの検証体系 

（灰色で着色した領域が集合体間パッド部） 

 

 

第 3.2図 圧力損失係数の比較（集合体間ギャップ部＋パッド部）  

Pressure
Pmax

0

[1015]



参考 1-16 

 

 

 

第 3.3図 熱伝達相間式の設定に係る 2次元熱伝達検証問題 

 

 

 

(a)Kaysの式（空気） 

 

(b)Subbotinの式（ナトリウム） 

第 3.4図 温度上昇値の比較 

（規格化温度上昇：ΔT * = ( Tout – Tin ) / ( Ts – Tin )）  
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3.2 ＦＬＵＥＮＴの適用事例 

前節で述べた基本機能検証に加え、複数の基本機能を同時に使用する、より実用的なＦＬＵＥＮ

Ｔの適用事例として、原子力プラントの安全解析をはじめとする適用事例を調査し、使用実績等か

ら、その妥当性を確認した。以下、適用事例についてその概要を示す。 

 

3.2.1 軽水炉分野での安全解析等への適用事例 

OECD/NEA ROSAプロジェクトの一環として、日本原子力研究開発機構（以下「原子力機構」とい

う。）の大型非定常試験装置 LSTF における PTS（加圧熱衝撃）発生時における ECCS 水注入時の低

温側配管（コールドレグ配管）内での温度成層化試験解析が行われている[7]、［8］、［9］。解析体系は、

ECCS 配管とコールドレグ配管及びダウンカマの一部であり、上流側で流速及び温度を境界条件と

して与えている。 

増原らの解析[7]、［8］では、流体は液単相で、解析メッシュは約 60 万又は約 120 万の六面体要素

である。解析手順は、コールドレグ配管の上流側に流速、温度を境界条件として与え、定常状態に

なった後、実験同様、ECCS配管より低温水が 100秒間注入されている。第 3.5 図に ECCS水注入後

の配管内の冷却水温度分布の結果を示す[8]。配管下部で低温水が流れ、温度成層化を確認できる。

Realizable k-モデルにおける解析温度と測定温度との比較から、両者はよく一致していることが

分かる。他の乱流モデルの標準偏差（予測精度）の比較を第 3.4 表に示す。乱流モデルとしては、

Realizable k-モデルが最良で、比較的メッシュ数の少ない約 60万メッシュの解析でも精度は良

好であった。 

また、T. Farkasら[9]は、ＦＬＵＥＮＴを用いて、約 67万の六面体要素で構成される体系で解析

を行い、乱流モデルとして、標準 k-モデル（Standard k–モデル）、Realizable k-モデル、レイ

ノルズ応力モデル（Reynolds Stress Model (RSM)）での比較を行っている。第 3.6図に乱流モデ

ルによるコールドレグ配管内での温度分布の違いを示し、第 3.7図及び第 3.8 図に、異なる乱流モ

デルを用いた場合の温度分布の比較について、それぞれ異なる位置（TE-2B 及び TE-3B）での比較

を示す。第 3.7 図に示す注水口近くで高低温水の混合現象が顕著となる TE-2B での温度分布は、

Realizable k-モデルで温度成層の様子を良く表していることが分かる。 

以上から、「3.1（１）対流拡散熱移行（乱流モデル）」での基本機能検証と合わせて、Realizable 

k-モデルは、原子炉容器内の流体混合現象の解析への適用性が高いことを確認した。 
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第 3.4表 配管温度成層化解析における予測精度（標準偏差）の比較 

（出典：増原、市川、笠原、FLUENTコードによるコールドレグ内温度成層化試験の解析 

（2）乱流モデルの適用性の検討、日本原子力学会 2009年秋の大会、 

2009年 9月 16～18日、東北大学、C11.（表 1）） 

 

注）表中の断面位置については文献[8]の図 1を参照のこと 

 

 

 
（出典：増原、市川、笠原、FLUENTコードによるコールドレグ内温度成層化試験の解析 

（2）乱流モデルの適用性の検討、日本原子力学会 2009年秋の大会、 

2009年 9月 16～18日、東北大学、C11.（図 2）） 

第 3.5図 Realizable k-ε モデルによる解析温度と測定温度の比較 
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（出典：T. Farkas, and I. Tóth, Fluent analysis of a ROSA cold leg  

stratification test, Nuclear Engineering and Design, 240, 

pp.2169–2175, Fig.9 (2010).） 

第 3.6図 乱流モデルによるコールドレグでの温度分布の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：T. Farkas, and I. Tóth, Fluent analysis of a ROSA cold leg  

stratification test, Nuclear Engineering and Design, 240, 

 pp.2169–2175, Fig.10 (2010).） 

第 3.7図 異なる乱流モデルを用いた場合の温度分布の比較（TE-2Bの位置） 

 

  

 著作権の関係から公開できません。 

 著作権の関係から公開できません。 
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（出典：T. Farkas, and I. Tóth, Fluent analysis of a ROSA cold leg  

stratification test, Nuclear Engineering and Design, 240, 

 pp.2169–2175, Fig.11 (2010).） 

第 3.8図 異なる乱流モデルを用いた場合の温度分布の比較（TE-3Bの位置） 

 

3.2.2 ナトリウム冷却高速炉分野での適用事例（国外） 

ナトリウム冷却高速炉分野におけるＦＬＵＥＮＴの適用事例を確認した。CFDコードの適用研究

の一環として、構造物を介する共役熱伝達モデルを用い、プール型ナトリウム冷却高速炉の中間熱

交換器内の伝熱流動現象の予測評価[10]が行われている。また、ワイヤスペーサ付きの燃料要素を束

ねた燃料集合体内の詳細な熱流動評価が行われ、19 本の燃料要素で構成される燃料集合体体系で

の圧力損失の実験結果との良い一致が報告されている[11]。この他にも、溶融燃料を模擬したコリウ

ム（ZrO2-UO2）と原子炉容器壁との相互作用を対象とした、原子炉容器下部での温度評価[12]が行わ

れている。 

このように、ナトリウム冷却高速炉での熱流動に関連する解析に適用された実績を有し、熱流動

現象解析への適用性が高いことを確認した。 

 

3.2.3 ナトリウム冷却高速炉分野での適用事例（国内） 

国内では、自然循環崩壊熱除去時の炉心冷却特性評価のための原子炉容器内の多次元熱流動解析

評価手法の整備を目的として、ループ型ナトリウム冷却高速炉の原子炉容器、１次主冷却系、中間

熱交換器、２次主冷却系及び崩壊熱除去系を模擬したナトリウム試験装置（PLANDTL-1[13]、［14］、［15］

及び PLANDTL-2[16]、［17］）を対象とした試験解析が行われている。これまでに、原子炉容器内の上部

プレナム部に設置された崩壊熱除去システムを模擬した炉内冷却器からの低温流体が、炉心を構成

する燃料集合体のラッパ管間ギャップに潜り込んで炉心を冷却する効果が大きいことが指摘され

ている。この燃料集合体間の狭いギャップの流れ（以下「インターラッパフロー」という。）によ

 著作権の関係から公開できません。 
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る炉心内熱流動挙動を精度よく予測するための解析モデルの検討が行われ、インターラッパフロー

を含む炉心部の熱流動と上部プレナム内の熱的な相互作用によって生じる原子炉容器内の複雑な

熱流動現象について再現可能であることが示されている。 

以下では、代表事例として、崩壊熱除去時の炉心熱流動現象に関する解析への適用事例[15]につい

て概説する。 

 

原子力機構では、ナトリウム冷却高速炉の上部プレナム内に、冷却器を直接浸漬させた浸漬型 DHX

の運転による崩壊熱除去時の炉心冷却特性を評価するため、ＦＬＵＥＮＴを用いた炉内熱流動解析

手法の整備を行っている。既存のナトリウム試験（PLANDTL-1）を対象とし、炉心部の冷却挙動と

関係する重要な現象として知られるインターラッパフローの再現性に着目した解析モデルの検討

を行っている。 

第 3.9 図(a)及び(b)に、PLANDTL-1 の解析モデルの概略図を示す。PLANDTL-1 は、ループ型ナト

リウム冷却高速炉の原子炉容器を含む１次主冷却系、中間熱交換器、２次主冷却系及び崩壊熱除去

系を模擬したループ構成となっている（水・蒸気系は模擬せず空気冷却器を設置）。模擬炉心部は

7 体の模擬燃料集合体（集合体）で構成され、中心集合体のみ 37本の電気ヒータで発熱を模擬した

模擬燃料要素で構成され、周辺集合体は 7 本の模擬燃料要素で構成されている（第 3.9 図（b）参

照）。この解析では、第 3.9図（a）に示すように、模擬炉心部と上部プレナム、浸漬型 DHXで構成

される原子炉容器部を対象に、メッシュ分割を行って解析モデルが構築されている。全解析メッシ

ュ数は約 430万である。 

本解析では、第 3.9 図（b）に示すように、集合体ラッパ管間ギャップのモデル化に着目し、以

下のケースで比較を行っている。 

 

① ギャップ内の流速分布を表現できるよう 6 メッシュで分割して集合体外面で滑りなし条

件を課し、ギャップ部のナトリウムと集合体ラッパ管との熱伝導による伝熱を設定した基

準ケース（CFD-NL） 

② ①とメッシュ分割は同じであるが、計算負荷の観点からギャップ部を少ないメッシュ分割

とした場合に適用するため、平行平板間の圧力損失相関式と壁面を滑り条件としたケース

（CFD-FC） 

 

共通条件として、集合体内及び集合体ラッパ管間ギャップのナトリウムとラッパ管との熱伝達は

相関式（Subbotinの式）で評価している。 

また、集合体内もメッシュ分割されており、層流領域かつ壁面を滑り条件として、各サブチャン

ネルにおける圧力損失及び熱拡散の効果を Cheng & Todreas相関式で考慮している[13]、［14］。プレナ

ム部については、壁面を改良型壁処理（EWT）とし、浮力の効果を考慮した Realizable k-モデル

を適用している。 

第 3.10図（a）に準定常状態となるナトリウム温度の鉛直断面分布を示す。浸漬型 DHXの先端ノ

ズルから低温ナトリウムが流出し、上部プレナムの下部に溜まった後、炉心部上端の周辺部から集

合体内及び集合体ラッパ管間ギャップに流入して、インターラッパフローが生じる。この低温ナト
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リウムの流れによって、炉心部が冷却されることになる。炉心中心部からは高温ナトリウムがプル

ーム状に立ち上がり、上部プレナム部の上方から、浸漬型 DHXの入口窓に流入する。第 3.10図（b）

及び（c）に、模擬炉心部の発熱領域の下端部（B）、中央部（M）、上端部（T）での水平方向温度分

布について、集合体の入口温度からの時間平均温度上昇を、ヒータ出力と質量流量から計算される

集合体出入口間の推定温度上昇幅Te（242.93℃）で規格化した解析結果と試験結果の比較を示す。

横軸は炉心中心部からの距離を集合体中心間距離（L=78mm）で規格化されている。解析結果は、集

合体ラッパ管間ギャップでの温度低下と集合体中心部での温度上昇、炉心内での特徴的な空間分布

となる試験結果をおおむね再現している。集合体ラッパ管間ギャップのモデル化については、精緻

に扱う解析モデル（CFD-NL）と実用性を考慮した相関式ベースの解析モデル（CFD-FC）との比較で

は、計算結果に大きな差異は見られず、相関式ベースの解析モデルの妥当性が示されている。 

このように、ＦＬＵＥＮＴは、ナトリウム冷却高速炉における自然循環崩壊熱除去システム運用

時の原子炉容器内の熱流動解析ツールとして、上部プレナムと炉心部との熱的な相互作用により生

じるインターラッパフローによる炉心冷却特性の把握や、集合体内温度分布予測解析へ適用できる

ことを確認した。 

 

 

 

 
 

（出典：田中、菊地、浜瀬、村上、藤崎、今井、「ナトリウム冷却高速炉の崩壊熱除去 

システム運用時の炉内熱流動解析評価手法整備（燃料集合体間ギャップ部の熱流動 

解析モデルの予備検討）」、日本機械学会茨城講演会、2020年 8月、304.（Fig.1）） 

第 3.9図 ナトリウム試験装置（PLANDTL-1）の解析モデル 
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（出典：田中、菊地、浜瀬、村上、藤崎、今井、「ナトリウム冷却高速炉の崩壊熱除去 

システム運用時の炉内熱流動解析評価手法整備（燃料集合体間ギャップ部の熱流動 

解析モデルの予備検討）」、日本機械学会茨城講演会、2020年 8月、304.（Fig.2）） 

第 3.10図 炉心部における水平断面ナトリウム温度分布 

 

3.2.4 その他の適用事例（輻射伝熱解析） 

（１）原子力分野での適用例 

使用済燃料貯蔵施設内の輻射伝熱解析用コード（Ｓ－ＦＯＫＳ）整備の一環として、ＦＬＵ

ＥＮＴの S2S モデル及び DO モデルが選定され、解析コード間での輻射モデルの違いによる比

較が行われている[18]。その結果、第 3.5表に示すとおり、それぞれ同等の結果が得られること

が確認され、計算負荷の観点から S2Sモデルが有用であることが示されている。 

 

（２）原子力分野以外の適用性 

原子力分野以外では、鋼の連続鋳造時における赤熱したスラブから放射される輻射排熱を活

用した熱電発電性能評価に関する解析がＦＬＵＥＮＴの S2Sモデルを用いて行われており[19]、

第 3.11 図に示すように、熱電発電ユニットの出力密度の実験結果と解析結果が良い一致を示

すことが報告されている。 
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第 3.5表 使用済燃料貯蔵施設内の輻射伝熱解析結果の比較 

（出典：片山、赤松、南、使用済燃料貯蔵施設内のふく射伝熱解析（ふく射モデル 

による実規模建屋内の温度解析の比較）、日本原子力学会「2010年秋の大会」、 

北海道大学、2010年 9月、J04．） 

 

 

 

（出典：黒木、堤、村井、梶原、牧野、八馬、鷲見、連続鋳造プロセスの輻射排熱を 

活用した熱電発電の性能に及ぼす受熱板構造の影響、鉄と鋼、第 104巻第 10号、 

2018年、78-87．（Fig. 17）） 

第 3.11図 熱電発電ユニットの出力密度の実験結果（マーカー）と解析結果（点線）の比較 
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4. まとめ 

以上のように、ＦＬＵＥＮＴの「常陽」への適用に向けて、格納容器破損防止措置の有効性評価に

おける評価項目及び評価に必要なパラメータに影響を及ぼす重要現象のモデル化について示し、考慮

すべき物理モデルに関連する各基本モデルが検証されていることを確認した。また、ＦＬＵＥＮＴは、

航空宇宙、自動車、各種工業プラントなどの様々な分野における使用実績を有しており、ナトリウム

冷却高速炉を含む原子炉プラントの熱流動解析への適用実績等から、その妥当性を確認した。 

よって、ＦＬＵＥＮＴは、有効性評価の解析で必要となる構造と流体間の熱伝達等の基本機能を含

めた伝熱流動現象への解析機能を有し、適用性を有するものと判断した。 
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1. はじめに 

本資料では、格納容器破損防止措置の有効性評価（以下「有効性評価」という。）に適用する計算

コードのうち、ＡＵＴＯＤＹＮについて、計算コード概要、原子炉容器の構造応答解析における重要

現象のモデル化及び妥当性確認について述べる。 

 

2. 計算コード概要 

ＡＵＴＯＤＹＮは、爆発・衝撃問題のような非線形の強い問題の時刻歴応答解析のための専用コー

ドとして開発された［1］。本コードでは、流体（気体及び液体）の流動解析に適したオイラー型計算要

素を用いた計算格子及び構造物の変形解析に適したラグランジェ型及びシェル型計算要素を用いた

計算格子を同時に扱うとともに、これら計算格子間の相互作用を扱うことが可能である。これにより、

流体の流動と構造物の変形との間の相互作用を考慮した解析（流体-構造連成解析）が可能となって

いる。特に、流体中の圧力源が周囲の流体を加速して構造壁に圧力負荷を与えるような問題への適用

においては、解析対象の幾何形状及び構造物の材料特性並びに作用する圧力源の特性に基づいて、流

体－構造連成挙動を解析し、構造物のひずみ及び変位を計算することができる。 

ＡＵＴＯＤＹＮは、国内外の産業界や研究機関において幅広く利用実績があり、それらの適用解析

を通じて同コードの基本的な妥当性は十分に確認され、その信頼性は高いと考えられる。国内の原子

力分野においては、水素爆発による PWR格納容器の健全性評価［2］、原子炉容器外における水蒸気爆発

による PWR 原子炉キャビティのコンクリート構造の健全性評価［3］、水素爆発による BWR 原子炉本体

基礎（ペデスタル）の構造応答評価[4]、及び高速実証炉の設計時における炉心損傷事故時の原子炉容

器の健全性評価[5]に使用された実績がある。 

 

3. 重要現象のモデル化 

有効性評価において、ＡＵＴＯＤＹＮは、事象グループ「炉心流量喪失時原子炉停止機能喪失（ULOF）」

の機械的応答過程において、発生する機械的エネルギーに対する原子炉容器の構造応答の解析に使用

される。原子炉容器のひずみ及び変位は、格納容器破損防止措置の有効性評価における評価項目のう

ち、「原子炉冷却材バウンダリの健全性が維持できること」に関わる重要なパラメータである。ＡＵ

ＴＯＤＹＮでは、これらのパラメータの計算に必要な重要現象を以下のようにモデル化している。 

（1）先行して実施した遷移過程解析において即発臨界超過に伴い放出された熱エネルギーから機

械的エネルギーへの変換の過程で発生する圧力源の膨張特性を「圧力－体積曲線」としてモデ

ル化する。 

（2）圧力源の膨張による原子炉容器内の冷却材の多次元流動、特に上部プレナムのナトリウムス

ラグの加速と運動エネルギーの発達、カバーガス空間の圧縮、原子炉容器内の圧力分布とその

動的変化をモデル化する。 

（3）ナトリウムスラグの回転プラグ下面への衝突又はカバーガスの急激な圧縮による圧力発生に

伴う流体と原子炉容器構造の連成解析を通じて、原子炉容器の弾塑性変形挙動を解析し、構造

健全性を判断するためのひずみを計算する。 

なお、(1)に述べたとおり、先行する遷移過程解析からの接続に関しては、ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳで計

算された圧力－体積曲線（P-V 曲線）をＡＵＴＯＤＹＮに引き渡すことにより、機械的エネルギー発
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生の解析と原子炉構造応答の解析との間で整合性の取れた一貫した解析を行った。 

 

4. 妥当性確認 

4.1 妥当性確認の方針 

有効性評価へのＡＵＴＯＤＹＮの適用性及び妥当性を確認するため、1970 年代に米国ＳＲＩイ

ンターナショナルによって実施された、米国のクリンチリバー増殖炉の原子炉容器の 1/30 スケー

ルの試験容器を用いた FV102試験［6］、［7］の解析を行うこととした。 

FV102試験を選定した理由は、同試験が国際ベンチマーク問題として採用され欧米でも広く解析

されていること、4.2節で述べるように圧力源の模擬性が高く、かつ膨張特性が正確に測定されて

いること、「もんじゅ」の ULOF事象の機械的応答過程の解析に使用されたＰＩＳＣＥＳ－２ＤＥＬ

Ｋ1による解析[8]が行われており、その経験が「常陽」の解析に活用できることなどである。特に、

ＡＵＴＯＤＹＮとほぼ同等の解析手法と解析能力を有するＰＩＳＣＥＳ－２ＤＥＬＫの適用・検証

経験が利用できることは有益である。 

「もんじゅ」を対象とした原子炉容器の耐衝撃構造応答に関する研究開発では、1/33、1/20及び

1/15 スケールの縮小モデル試験が実施されている。試験では、圧力源の膨張特性を適切に模擬す

るため新たに開発した「Sk火薬」と呼ばれる低爆速火薬を使用し、爆発ガスの膨張特性（P-V曲線）

の測定も行った。これらの試験を通じて、炉内構造物の影響や材料特性の影響を実験的に確認する

とともに、ＰＩＳＣＥＳ－２ＤＥＬＫの妥当性確認に活用された。材料特性の影響に関しては、室

温における材料強度特性が実機の温度条件下の SUS-304 鋼の強度特性によく類似している Ni-200

を用いたモデル試験を実施して、計算コードにより材料特性の影響が模擬できることを確認した。

3 種の異なるスケールの縮小試験に対して、ＰＩＳＣＥＳ－２ＤＥＬＫが試験結果を精度よく再現

することが確認され、同コードがスケールの異なる体系や材料特性の異なる構造物の解析へ適用で

きることをもって「もんじゅ」体系へ適用性を有するものと判断された。 

ＰＩＳＣＥＳ－２ＤＥＬＫによる FV102試験の解析を通じて、原子炉容器内流動挙動及び原子炉

容器の変形挙動の解析モデルの妥当性が確認されており[8]、同試験をＡＵＴＯＤＹＮで解析するこ

とにより、「もんじゅ」を対象とした研究開発の知見を「常陽」においても参考にすることが可能

である。 

なお、かつて、「常陽」を対象とした、原子炉容器の 1/5 縮小モデルを用いた耐衝撃構造試験が

実施されているが、ＡＵＴＯＤＹＮの妥当性確認にその試験データを使用しなかったのは以下の理

由による。 

 この試験においては、水中での高性能爆薬（ペントライト）の爆発によって大きな衝撃波の

発生が生じることが現実の機械的エネルギー発生のメカニズム（蒸気の膨張）と合致しない。 

 炉心構造物の厚みや剛性が模擬されていないために、衝撃波の伝播と相まって、炉心高さ位

置に相当する原子炉容器胴部に非現実的な大きな歪を生じている。 

                             
1 米国 PISCES International 社（当時）が開発した商用コードで、爆発・衝撃問題に幅広く適用性

を有する流体と構造の動的連成解析コードであり、1980年前後の時点で利用できる最新の計算コ

ーであった。2DELKは、2次元 Eulerian-Lagrangian結合版を意味しており、ＡＵＴＯＤＹＮと同

様の解析モデルが用いられている。 
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 圧力源の特性（圧力及び膨張体積）が把握されていないため、P-V曲線が評価できない。す

なわち、正確な解析条件が設定できない。 

 

4.2 FV102試験の概要 

FV102 試験は、流体-構造連成解析を行う解析コードの検証データ取得を目的として、1970 年代

に米国 SRIインターナショナルによって実施された。この試験の目的は、クリンチリバー増殖炉の

原子炉容器の 1/30 スケールの単純な容器モデルに機械的負荷を与えた場合の応力、ひずみ及び変

形を計測することである。FV102試験は、炉心崩壊事故時の機械的エネルギーの発生に対する構造

応答解析を行う解析コードの検証のための米国エネルギー省主催の国際ベンチマークプロジェク

トである APRICOTプログラムにおいて選定された試験の 1つである。 

FV102試験の試験装置の概要を第 4.1図に示す。試験体は円筒容器、上蓋、台、炉心槽及び圧力

源（爆薬）で構成されている。円筒容器は厚さ 5mm の焼き鈍ししたニッケル 200製である。炉心槽

は厚さ 24.13mm の鉛を用いた円筒であり、その外側は厚さ 1.27mm のアルミ薄膜で覆われている。

円筒容器は水で満たされており、その上部 12.7mm の領域は空気が充填されたカバーガス領域であ

る。炉心槽内に設置された圧力源は高性能爆薬の PENT（ペンスリット）であるが、爆発速度を抑え

るために低密度となるようマイクロバルーン（マイクロビーズ）を混合して装荷するとともに周囲

に空気層を設けて、水中での爆発時のような衝撃波によるエネルギー伝搬が生じないよう工夫がな

されている。すなわち、爆発で生じるガスの膨張により、機械的エネルギーの発生特性の模擬が実

現されている。炉心槽には圧力隔壁を設置して、水と爆薬との接触を防止している。試験計装に関

しては、円筒容器壁に 3 つの圧力計が取り付けられ、円筒容器外面に 13 のひずみゲージが設置さ

れた。 

この試験における圧力源の膨張特性を測定するため、エネルギー較正試験が実施され、爆薬とマ

イクロバルーンとの混合比を調整して複数の予備試験を行い、圧力源の圧力と体積膨張を直接測定

して P-V 曲線を得ている。 

 

4.3 FV102試験の解析 

ＡＵＴＯＤＹＮによる FV102試験の解析では、第 4.1図に示すように試験装置を 2次元円筒座標

体系でモデル化した。解析に当たっては、ＰＩＳＣＥＳ－２ＤＥＬＫによる FV102試験の試験解析

［9］の情報を参考に、メッシュサイズを 12.7mmとした。圧力源の膨張挙動は、エネルギー較正試験

により得られた、第 4.2図に示す P-V曲線によってガス気泡の膨張特性を与える GASBAGモデル［10］

によって模擬した。 

流体－構造連成解析において重要となる物理量は、円筒容器の圧力荷重、力積及び変形量である。

第 4.3 図には、圧力源の圧力、P7 圧力計の位置で計測された圧力及び力積をＡＵＴＯＤＹＮによ

る解析結果と比較して示す。第 4.4図には、円筒容器の残留変位とＡＵＴＯＤＹＮによる解析結果

を比較して示す。これらの図から、円筒容器に作用する力積と残留ひずみが精度よく再現できてい

ることが確認でき、機械的負荷が作用する場合の原子炉容器の構造応答解析にＡＵＴＯＤＹＮが適

用できることが確認できた。 
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第 4.1図 FV102試験の試験体概要とＡＵＴＯＤＹＮの解析体系 

 

 

 

 

 

第 4.2図 FV102試験の圧力源の P-V曲線 
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第 4.3図 圧力源の圧力、P7圧力計の位置（円筒容器下端から 222.25mmの高さ）で計測された圧

力及び力積  
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第 4.4図 円筒容器の残留変位  
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1. はじめに 

本資料では、格納容器破損防止措置の有効性評価（以下「有効性評価」という。）に適用する各

計算コード間のデータ引継ぎ方法について述べる。 

 

2. 有効性評価に適用する計算コードの関係 

ULOF 及び UTOP における事象の進展を第 2.1 図に示す。ULOF 及び UTOP の評価事故シーケンスに

対する有効性評価においては、事象の進展が複雑となるため、事故シーケンス全体をいくつかの過

程に分けて解析を行う。事故の開始からラッパ管内で炉心燃料が溶融するまでの過程を起因過程と

呼び、この過程をＳＡＳ４Ａで解析する。その後、ラッパ管の溶融から炉心溶融が全炉心規模に進

展する過程を遷移過程と呼び、この過程をＳＩＭＭＥＲ－Ⅳで解析する。起因過程又は遷移過程に

おいて、即発臨界超過により大きなエネルギー放出がある場合には、機械的応答過程において、機

械的エネルギーの発生、原子炉容器の構造応答及び回転プラグの応答とナトリウム噴出を、それぞ

れＳＩＭＭＥＲ－Ⅳ、ＡＵＴＯＤＹＮ及びＰＬＵＧで解析する。噴出ナトリウムに対する格納容器

応答は、ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲで解析する。機械的エネルギーの発生の有無にかかわらず、溶融

炉心物質の移行・再配置と、その後の長期冷却を再配置・冷却過程にて解析する。再配置・冷却過

程の解析では、炉心損傷時の１次主冷却系流量等の境界条件をＳｕｐｅｒ－ＣＯＰＤにより解析す

る。また、上部プレナム及び下部プレナムに形成されるデブリベッドの冷却過程については、Ｓｕ

ｐｅｒ－ＣＯＰＤのデブリ熱計算モジュール及び伝熱計算モデルで解析する。さらに、炉心物質の

再配置場所から周辺の冷却材への熱移行及び原子炉容器内での熱流動挙動をＦＬＵＥＮＴにより

解析する。 

評価事故シーケンスの事象進展に沿った解析を実施するには、先行する過程の計算コードの解析

結果を後続する過程を解析する計算コードへ引き継ぐ必要がある。また、再配置・冷却過程の解析

のように、各現象の解析を行うための境界条件をＳｕｐｅｒ－ＣＯＰＤが解析する等、ある計算コ

ードの空間的・時間的な境界条件を別の計算コードから引き継ぐ場合もある。 

 

3. 計算コード間のデータの引継ぎ 

3.1 ＳＡＳ４Ａの起因過程解析からＳＩＭＭＥＲ－Ⅳ又はＳＩＭＭＥＲ－Ⅲの遷移過程解析への引

継ぎ 

ＳＡＳ４Ａによる起因過程解析の結果をＳＩＭＭＥＲ－Ⅳ又はＳＩＭＭＥＲ－Ⅲ（以下「ＳＩＭ

ＭＥＲ」という。）による遷移過程解析の初期条件として接続する。両コードはともに、燃料、ス

ティール、ナトリウム等の炉心物質のエネルギー及び質量の分布、運動している物質については、

その運動量、計算セルの圧力の変化、さらに、物質分布に伴う炉心の核的状態の変化について、時

間ステップを進めながら計算する。したがって、両コードの対応する物質及びその状態（固体、液

体、気体）ごとに、温度、質量、速度及びセル圧力を解析体系と物理モデルの違いを考慮して接続

する。核的状態については、原子炉出力、反応度、遅発中性子先行核濃度や崩壊熱に関する情報も

接続する。両コードの間で膨大な量のデータを引き継ぐ必要があるため、これを自動化するための

データ変換ツールを利用している。 
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なお、接続時刻の決定に当たっては、ＳＡＳ４Ａの解析を引き継いだＳＩＭＭＥＲの解析におい

て、物理現象とこれに伴う反応度変化が不連続にならないように、ＳＡＳ４Ａの解析における物質

移動が静定し、核的状態も大きく変動していない時点を選定する。 

 

3.1.1 基本的な方針 

ＳＡＳ４ＡとＳＩＭＭＥＲとで、扱う物質成分や物理量、状態方程式等の物理モデルと解析体系

が異なることから、全ての物理量を連続に接続することは難しく、事象進展への影響の大きさを考

慮して保存すべき物理量を決定する必要がある。物質の動きと核的な挙動への影響の大きさを考慮

して、基本的な保存性の優先順位を設定しておくことは事象進展の連続性を確保するために有効で

ある。そこで、物質成分では燃料、制御材、核分裂生成物（以下「FP」という。）ガス、スティー

ル、ナトリウムの順に、物理量の観点からは質量、エネルギー、運動量、体積率、圧力の順に保存

の優先順位を設定する。また、ＳＡＳ４ＡとＳＩＭＭＥＲ両コードにおける状態方程式（熱物性値

を含む）、幾何形状モデルの違いによる不整合を緩和するため、データの受け渡しに当たっては、

可能な限り物理量・幾何形状などを規格化、無次元化することとした。 

接続に必要な作業は、解析体系の変換に伴う物理量の調整と物理モデルの違いによる物理量の変

換である。以下に接続の手法についてそれぞれ説明する。 

 

3.1.2 解析体系の移行と物理量の調整 

ＳＩＭＭＥＲではメッシュ幅が変化しない 2次元 r-z体系又は 3次元 x-y-z体系を用いるが、Ｓ

ＡＳ４Ａでは条件が近い燃料集合体を組み合わせて構成するチャンネルごとに燃料の熱膨張によ

る軸伸びを考慮して各軸方向メッシュ幅が変化する 1次元解析体系を用いている。ＳＡＳ４Ａの解

析体系からＳＩＭＭＥＲの解析体系に物理量を接続するためには、鉛直方向のセル境界の調整とＳ

ＩＭＭＥＲの解析体系の水平方向位置に対応するＳＡＳチャンネルの割り当てを行う必要がある。 

まず、鉛直方向のセル境界の調整を行う。ＳＡＳ４Ａの解析では、温度上昇による燃料要素の軸

伸びをモデル化しているため、各チャンネルで軸方向メッシュサイズ、炉心や上下ブランケットな

どの軸方向領域の上端・下端位置及び集合体上端・下端位置が異なる（第 3.1.1 図（左）参照）。

最初にＳＡＳ４Ａ解析の全てのチャンネルの各軸方向領域の上端・下端位置を平均化し、全集合体

が同じ軸方向領域上端・下端位置を持つようにする（第 3.1.1 図（右）参照）。各軸方向メッシュ

幅は各軸方向領域の長さの変更の比率に応じて変更されるため、それぞれの解析メッシュにおける

物理量が保存されるように、調整前のメッシュ幅と調整後のメッシュ幅の比率を用いて各解析メッ

シュ内の物理量を補正する。 

次に、補正後のＳＡＳ４Ａの物理量を基にしてＳＡＳ４Ａの集合体チャンネルごとにＳＩＭＭＥ

Ｒの各軸方向メッシュにおけるＳＡＳ４Ａの物理量を求める。まず第 3.1.1 図（右）に示した炉心

又は上下ブランケットなどの各軸方向領域に対して、ＳＩＭＭＥＲの軸方向メッシュを割り当てる。

この際、各軸方向領域内ではＳＩＭＭＥＲのメッシュ分割方法は任意であるが、各軸方向領域をま

たいだＳＩＭＭＥＲの軸方向メッシュの割り当ては行わない（例えば、炉心と上部軸ブランケット

をまたぐＳＩＭＭＥＲ軸方向メッシュの割り当ては行わない。）。第 3.1.2図に示すように、ＳＩＭ
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ＭＥＲの各軸方向メッシュに含まれるＳＡＳ４Ａの軸方向メッシュの幅に応じてＳＡＳ４Ａの物

理量の加重平均を行い、ＳＡＳ４ＡのチャンネルごとにＳＩＭＭＥＲの軸方向メッシュ位置におけ

るＳＡＳ４Ａの物理量を求める。 

最後に、ＳＡＳ４Ａのチャンネル体系からＳＩＭＭＥＲの水平方向座標位置への割り当て及び変

換を行う。ＳＩＭＭＥＲ-Ⅳを用いた 3 次元 x-y-z 解析体系では 1 燃料集合体を水平断面における

1 セルに割り当てているため、ＳＩＭＭＥＲ−Ⅳ解析体系の各水平方向メッシュに割り当てられる

ＳＡＳチャンネルは一意に決まる。このため、水平方向に対する混合平均操作は不要である。一方、

ＳＩＭＭＥＲ—Ⅲを用いた 2 次元 r-z 体系では、ひとつの径方向セルに対して複数のＳＡＳチャン

ネルを割り当てる必要がある（第 3.1.3図参照）。このため、ＳＩＭＭＥＲ−Ⅲの各径方向セルに割

り当てられるＳＡＳ４Ａのチャンネルとそのチャンネルに含まれる燃料集合体数を用いてＳＡＳ

４Ａの物理量の加重平均を行う。 

なお、ULOF の起因過程の解析で損傷する燃料集合体は外側炉心の最内周に位置する燃料集合体

の中で燃焼サイクルの関係で最も出力が高くなる燃料集合体であるが、ＳＩＭＭＥＲ―Ⅲの 2次元

円筒座標の解析体系を用いる不確かさ影響評価ケースでは、この燃料集合体を炉心の中心位置に設

定する。これは起因過程で損傷した燃料集合体を出力の高い場所に置くことにより炉心の溶融拡大

を早くするとともに、炉心中心部に未損傷の燃料集合体を残した状態では円環状の溶融プールが形

成され、スロッシングによる炉心中心に向かう燃料集中挙動が制限を受ける可能性が生じることを

避けるためである。この損傷燃料集合体の位置変更によって、炉心に形成される溶融燃料プールの

スロッシングによる炉心中心に向かう燃料集中挙動が発生しやすくなる。したがって、このような

取扱いは即発臨界超過に伴うエネルギー放出の観点からは保守的な想定である。 

 

3.1.3 ＳＡＳ４Ａの物理量からＳＩＭＭＥＲの物理量への変換 

3.1.2項においてＳＩＭＭＥＲの解析メッシュごとに求められたＳＡＳ４Ａの物理量を基にして、

ＳＩＭＭＥＲの入力データとなる各成分の温度と体積率、流体成分であればその液滴径・気泡径・

粒子径、気体成分の圧力及び燃料フィッサイル比、燃料ペレットの空隙率、燃料要素やラッパ管な

どの構造材の幾可形状を求める。具体的な算出方法を以下に述べる。 

 

(1) 固液成分の温度と体積率 

ＳＡＳ４Ａの各成分の比内部エネルギーを solidus 点と liquidus 点で規格化して両コード間で

受渡しを行う。これをＳＩＭＭＥＲの比内部エネルギーに換算し、さらに、ＳＩＭＭＥＲの状態方

程式を用いて各成分の温度とする。比内部エネルギーに対応した比容積とそのセル内に存在する各

成分の質量から各成分の体積率を求める。 

 

(2) 燃料要素の取扱い 

第 3.1.4図は、ＳＡＳ４Ａの要素モデル内のノード分割とＳＩＭＭＥＲでの燃料要素計算におけ

るノード分割を示したものである。ＳＡＳ４Ａの要素モデルは、ペレット内部と被覆管内部に複数

の径方向メッシュを持ち、中心空孔もモデル化している。ＳＩＭＭＥＲでは、ペレットを表面ノー
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ドと内部ノードの 2つで表し、その外側に被覆管の 1ノードが存在する。接続に当たっては、ＳＩ

ＭＭＥＲの燃料要素中の各ノードに該当するＳＡＳ４Ａの各ノードの物理量を径方向ノード体積

で加重平均する。 

ＳＡＳ４Ａでは中心空孔と燃料の空隙率分布を取り扱えるが、ＳＩＭＭＥＲでは表面ノードおよ

び内部ノード内でそれぞれ一定の値を持つ。このため、燃料の質量とペレットの外径の保存を優先

して、空隙率をＳＩＭＭＥＲの燃料とスティールの比容積と燃料要素の幾何形状から計算する。 

 

(3) 反射体領域の取扱い 

反射体領域は、被覆管の温度のみを参照する。被覆管の温度は、巨視的密度（解析セル単位体積

当たりの質量）及び内部エネルギーを求めてＳＩＭＭＥＲの解析体系に変換し、内部エネルギーか

ら温度を求める。 

 

(4) ガス成分の引継ぎ 

ＳＡＳ４Ａのガス温度を全ての気体成分の巨視的密度で加重平均してからＳＩＭＭＥＲの解析

体系に引き継ぐ。気体の体積率は存在する全ての固体成分・液体成分の体積率を 1.0から除くこと

で求める。ガス圧力はＳＡＳ４Ａの解析結果の加重平均値を使用する。 

 

(5) 速度の引継ぎ 

ＳＡＳ４Ａは 1次元流路における鉛直方向運動量を計算している。起因過程の解析の運動量と密

度を用いて遷移過程の解析の各計算セル上部の境界位置で加重平均を行い、運動量を巨視的密度で

割ることで速度を求める。ＳＡＳ４Ａではエネルギー成分ごとに速度を持つが、ＳＩＭＭＥＲでは

同一速度場に複数のエネルギー成分を割り当てることができる。同一速度場に複数のエネルギー成

分を割り当てる場合は、同一速度成分に属するエネルギー成分の運動量の和を巨視的密度の和で割

ることで速度を得る。 

 

(6) 燃料の核分裂性物質比の取扱い 

ＳＡＳ４Ａでは燃料を一成分としているが、ＳＩＭＭＥＲでは核分裂性燃料と親燃料物質（238U

等の非核分裂性燃料）の 2成分の質量比を用いて燃料の Pu富化度の分布をモデル化している。 

 

(7) 燃料の FPガスの取扱い 

ＳＩＭＭＥＲでは、燃料ペレット、液体燃料、燃料粒子及び燃料チャンク内に存在する FP ガス

を取り扱うが、ＳＡＳ４Ａでは、これらに加えて燃料クラスト内の FP ガスも取り扱っている。遷

移過程開始時には、燃料クラスト内の FP ガス量は、極めて少ないと想定されることから、燃料ク

ラストの存在する計算セルの流路に FP ガスを移行している。燃料ペレットについては、ＳＡＳ４

Ａでは、燃料ペレットを複数ノードで表現しているため、キャビティを含むペレット内の FP ガス

質量を加重平均する。 
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(8) 液滴径及び気泡径の取扱い 

流体成分（固気液）の液滴径と気泡径は、起因過程の解析結果から各成分の体積率を用いて単位

体積当たりの境界面積としてから遷移過程の解析体系に加重平均値を割り当て、境界面積から半径

を求める。 

 

(9) 核計算の引継ぎ 

起因過程の解析結果から遅発中性子群数、初期出力、核分裂発熱、崩壊熱、反応度、実効遅発中

性子割合、中性子生成時間、実効遅発中性子の先行核濃度及び崩壊定数をそのまま引き継いでいる。

UTOPの場合は、外部挿入反応度も引継ぎ時刻からの反応度挿入率として引き継ぐ。 

 

3.2 ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳ又はＳＩＭＭＥＲ−Ⅲの遷移過程解析からＳＩＭＭＥＲ−Ⅳの機械的エネルギ

ー発生解析への引継ぎ 

3.2.1 はじめに 

機械的エネルギーによる構造応答評価及びナトリウム噴出量の評価の過程（以下「機械的応答過

程」という。）は、機械的エネルギーの解析、原子炉容器の構造応答解析及びナトリウム噴出量の

解析を組み合わせることにより行う。機械的応答過程の解析の流れを第 3.2.1 図に示す。 

機械的エネルギーの解析では、先行して実施される遷移過程解析にて大きなエネルギー放出があ

ったケースを対象に、炉心平均燃料温度が最高値に達した時点の炉心内の各物質の質量、温度、速

度及び圧力の分布をＳＩＭＭＥＲ－Ⅳの入力として引き継いで、炉心物質の蒸発、膨張、熱移行の

結果として機械的エネルギーを計算する。この過程は、いわば熱エネルギーから機械的エネルギー

の変換を評価する過程である。以下に機械的エネルギーの解析におけるデータの引継ぎ方法を示す。 

 

3.2.2 機械的エネルギーの解析の接続時点 

機械的エネルギーの解析の接続時点は、遷移過程の解析において炉心平均燃料温度が最大となる

時点とする。この時点は、遷移過程において即発臨界超過によって大きなエネルギー放出があるケ

ースにおいて、極短時間の出力逸走により燃料がほぼ断熱的に加熱・昇温された時点であり、機械

的エネルギー発生のポテンシャルが最も高い状態に相当する。 

 

3.2.3 機械的エネルギーの解析体系 

機械的エネルギーの解析で用いる解析体系を第 3.2.2図及び第 3.2.3図に示す。水平方向は炉心

中心から原子炉容器の内面まで、鉛直方向は炉心燃料下端部から回転プラグ底板の下端面までを、

3 次元直交座標を用いてモデル化する。炉心の下端及び水平方向外端は剛体としてモデル化する。

この結果炉心物質の膨脹は上方向のみに生じることになり、ナトリウムスラグの加速に対して保守

的な想定となる。カバーガス空間は密閉された空間としてモデル化し、初期状態はカバーガス領域

に存在する定格運転状態とする。カバーガス空間体積はナトリウム液面から回転プラグ底板下面ま

での空間体積とする。 
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3.2.4 基本ケースの引き継ぎ方法 

遷移過程の解析で最高の炉心平均燃料温度を与える時刻の炉心燃料下端部から燃料集合体上端

部までの領域における各物理量の空間分布をそのまま機械的エネルギー発生の解析体系における

炉心部分の各物理量の空間分布として用いる。遷移過程の解析体系と機械的エネルギー発生の解析

の炉心部分の解析メッシュは同一である。 

 

3.2.5 燃料スロッシングの不確かさ影響評価ケースの引継ぎ方法 

燃料スロッシングの不確かさを考慮したケースの遷移過程の解析体系は 2 次元円筒座標を用い、

「常陽」の燃料集合体配置を同心円状の 18 のリングでモデル化している。一方、機械的エネルギ

ーの解析体系は 3次元直交座標を用いている。このため、遷移過程の解析結果（2次元）を 3次元

の解析体系に割り当てる必要がある。第 3.2.4図に炉心部におけるメッシュ分割の遷移過程解析と

機械的エネルギーの解析との関係を示す。遷移過程の解析では、第 3.2.1表に示すように、「常陽」

の燃料集合体をリング状に割り当ててモデル化している。機械的エネルギーの解析では、各リング

に割り当てられた燃料集合体内の物質分布、温度分布、速度分布及び圧力分布を、第 3.2.1表の関

係に従って第 3.2.4 図(C)に示すとおりに、すなわち、元の燃料集合体配置となるように割り当て

ている。 

なお、遷移過程の解析体系では制御棒、照射燃料集合体及び材料照射用反射体（計 10 集合体）

は、保守的な解析を行うために炉心燃料集合体に置き換えられている。このため、遷移過程の解析

体系及びこれに基づいて作成した機械的エネルギーの解析の解析体系では、実際の炉心よりも燃料

質量が 10燃料集合体分多く、発生エネルギーに関して保守的な扱いとなっている。 

 

3.3 ＳＩＭＭＥＲ－ⅣからＰＬＵＧへの引継ぎ 

ＰＬＵＧは、回転プラグ下面に作用する圧力履歴による回転プラグの動的応答と、回転プラグ間

隙を通じて格納容器（床上）へと噴出するナトリウム量を解析するコードである。ＰＬＵＧの主要

な入力は、回転プラグの重量及び受圧面積、回転プラグの固定ボルトの幾何形状及び材料特性並び

に回転プラグ下面に作用する圧力の時間履歴である。回転プラグ下面に作用する圧力の履歴は、Ｓ

ＩＭＭＥＲ−Ⅳを用いた機械的エネルギー発生の解析結果から得られる回転プラグ下面の圧力を用

いる。大回転プラグと小回転プラグはプラグ下面に対応するＳＩＭＭＥＲ−Ⅳの解析メッシュにお

ける圧力の平均値を用いる。炉心上部機構の下面はこれらの回転プラグよりも約 3.6m 下方にある

ため、対応する位置の解析メッシュの平均圧力を用いる。 

 

3.4 ＳＩＭＭＥＲ－ⅣからＡＵＴＯＤＹＮへの引継ぎ 

ＡＵＴＯＤＹＮを用いた原子炉容器の構造応答解析では、先行して実施される機械的エネルギー

発生の解析結果である機械的エネルギーの値そのものを使うのではなく、機械的エネルギーを発生

させる駆動力である上部プレナム底部で成長する多相多成分の蒸気泡（圧力源）の膨張に伴う圧力

－体積の関係（以下「P-V曲線」という。）を入力とする。 

第3.4.1図と第3.4.2図に不確かさ影響評価ケースにおける引継ぎ結果を例として示す。第3.4.1
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図(a)にＳＩＭＭＥＲ−Ⅳの機械的エネルギー発生の解析体系における物質分布の時間変化をプロ

ットした図を示す。上部プレナムの底部に蒸気泡が形成されて上部プレナム内のナトリウムを上方

向に加速することで原子炉容器と回転プラグに機械的な負荷を与える機械的エネルギーが発生し

ている。この蒸気泡の体積と平均圧力の時間変化を第 3.4.1 図(b)に示す。この圧力と体積の時間

変化において、同一時刻の体積と圧力の関係をプロットすると第 3.4.2図の実線となる。ＡＵＴＯ

ＤＹＮの入力として用いた同図の点線を体積について積分すると約 4.0MJとなる。すなわち、ＳＩ

ＭＭＥＲ−Ⅳの解析結果から得られた機械的エネルギーの最大値である約 3.6MJ を上回る保守的な

機械的エネルギーを用いて原子炉容器の構造応答解析を行っていることになる。 

 

3.5 再配置・冷却過程における計算の引継ぎ 

3.5.1 再配置・冷却過程全体の解析方針 

ULOF の起因過程及び遷移過程を経て事故が核的に収束（反応度が再び正にもどることのない、

深い未臨界状態に移行）した後も損傷した炉心燃料の崩壊熱による発熱によって事故は更に進展す

る。原子炉容器内での損傷炉心物質の再配置挙動には、炉心部に残留する損傷炉心物質（以下「残

留炉心物質」という。）の崩壊熱による溶融と流出挙動に依存して大きな変動幅がある。このため、

事象推移に関しては、基本となるシナリオを想定した上で、先行する遷移過程における熱エネルギ

ーの放出状況及び残留炉心物質の溶融と炉心からの流出挙動（損傷炉心物質の量及び形態）の考え

得る変動幅から長時間の再配置挙動を検討し、想定される最終的な再配置場所での損傷炉心物質の

量及び形態に基づいて冷却挙動の解析を行うこととする。 

原子炉容器内での損傷炉心物質の再配置場所としては以下の 3か所が対象となる。 

(1) 下部プレナムに形成される粒子状デブリベッド：エネルギー放出が小さい場合に炉心から流

出した溶融炉心物質がナトリウムにより固化・微粒化して堆積 

(2) 炉心部の残留炉心物質：エネルギー放出が小さい場合に炉心から流出しないで元の炉心領域

（炉心及び周囲）に残留 

(3) 炉心支持台上面及び材料照射ラック底部に形成される粒子状デブリベッド：大きなエネルギ

ー放出を伴う場合に上部プレナムに放出された損傷炉心物質が固化・微粒化して堆積 

原子炉容器内で再配置した炉心物質の冷却性評価は、①再配置場所での炉心物質の熱収支と局所

の冷却解析、②原子炉容器内熱流動解析により原子炉容器バウンダリの健全性評価、③プラント動

特性解析によるヒートシンクへの熱輸送と長期安定冷却状態の確認の 3ステップで構成される。ま

た、③のプラント動特性解析には①及び②の解析に必要な境界条件を与えるという役割もある。こ

れらのステップは、再配置場所の特性に応じて、異なる解析モデルや計算コードで解析を行うため、

計算コード間の引継ぎやデータの引渡しが必要となる。 

 

3.5.2 下部プレナムのデブリベッド冷却解析における引継ぎ 

第 3.5.1図に、下部プレナムにおけるデブリベッド冷却の解析の流れを示す。解析ではＳｕｐｅ

ｒ－ＣＯＰＤのデブリ熱計算モジュールが単体で使用される。デブリベッド内の冷却材が沸騰する

ことなく安定冷却状態が維持できること、原子炉容器鏡部の温度（デブリベッド最高温度）が過大
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にならないことなどが確認された。 

ここで、デブリベッドの境界条件となる下部プレナム冷却材温度（デブリベッド上方の冷却材温

度）は別途実施したＳｕｐｅｒ－ＣＯＰＤによるプラント動特性解析によって求める。プラント動

特性解析では原子炉容器内の崩壊熱による発熱が長期にわたって最終ヒートシンク（空気冷却器か

ら大気へ放散）に安定に輸送されることを併せて確認した。 

 

3.5.3 残留炉心物質の冷却解析における引継ぎ 

第 3.5.2図に、残留炉心物質の冷却解析の流れを示す。炉心部の残留炉心物質の局所の冷却には、

熱伝導と伝熱相関式を組み合わせた簡易手法である「炉心物質冷却性伝熱計算モデル」が使用され

る。崩壊熱と鉛直方向及び径方向への熱移行との熱収支計算により残留炉心物質が再溶融すること

なく崩壊熱の減衰とともに単調に温度低下に導かれることが示された。 

残留炉心物質から 3方向（上方向、下方向、径方向）への熱流束履歴並びに炉心周辺の反射体及

び遮へい集合体のギャップに移行・固化した炉心物質の分布や発熱を境界条件として原子炉容器内

熱流動解析（ＦＬＵＥＮＴ）に引き継がれる。ＦＬＵＥＮＴでは、健全な集合体内の流れ、流路が

複雑となる集合体間ギャップの流れ、種々の構造物への熱伝達など、原子炉容器内の熱流動現象を

詳細にモデル化している（第 3.5.3図に残留炉心物質の冷却挙動解析を行うＦＬＵＥＮＴの解析モ

デルの一例を示す。）。これにより、残留炉心物質の発熱が原子炉容器内の冷却材によって安定に輸

送され、原子炉容器に接する冷却材温度が過大にならないことが確認された。 

ここで、ＦＬＵＥＮＴ解析においては、整合性の取れた原子炉容器内冷却材の初期条件や境界条

件を与えるため、原子炉容器内の発熱源や炉心燃料集合体の閉塞状況（損傷状況）を想定したＳｕ

ｐｅｒ－ＣＯＰＤによるプラント動特性解析を別途実施して、ＦＬＵＥＮＴ解析に必要な原子炉容

器入口冷却材温度、1次冷却系流量等を計算している。具体的には、炉心部の残留炉心物質が形成

されるまでの長時間の冷却材熱流動挙動の履歴をＦＬＵＥＮＴの解析条件に反映するため、Ｓｕｐ

ｅｒ－ＣＯＰＤの計算とＦＬＵＥＮＴの定常計算を複数ステップに分けて実施するなどの工夫を

行った。 

 

3.5.4 炉心支持台上面及び材料照射ラック底部に形成されるデブリベッドの冷却解析における引

継ぎ 

炉心支持台上面に形成されるデブリベッド冷却の解析については、下部プレナムと同様に、Ｓｕ

ｐｅｒ－ＣＯＰＤのデブリ熱計算モジュールを単体で使用して解析を行い、デブリベッドが安定冷

却状態に維持されることを確認した。ここでも、デブリベッドの境界条件となる冷却材温度（デブ

リベッド上方の冷却材温度）は別途実施したＳｕｐｅｒ－ＣＯＰＤによるプラント動特性解析に基

づいて保守的に設定している。 

材料照射ラック底部に形成されるデブリベッドの冷却解析においては、縦長の円柱形状で堆積し、

側面からの冷却が極めて有効となるため、デブリベッドの空隙率は考慮しつつ、残留炉心物質の冷

却解析で使用された「炉心物質伝熱計算モデル」で解析した。ここでも、境界条件となる冷却材温

度（デブリベッド上方の冷却材温度）は別途実施したＳｕｐｅｒ－ＣＯＰＤによるプラント動特性
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解析に基づいて保守的に設定している。 
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第 3.2.1表 遷移過程の解析(2次元)におけるリング No.と「常陽」の集合体アドレスとの関係 

 

 

 

 

 

第 2.1図 ULOF及び UTOP における事象の進展 
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第 3.1.1図 上部軸ブランケットと下部軸ブランケットを持つ場合のＳＡＳ４Ａの 

軸方向メッシュサイズの調整の概念図 

 

第 3.1.2図 ＳＡＳ４Ａ解析メッシュからＳＩＭＭＥＲ解析メッシュへの混合平均操作 
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例えば、径方向メッシュ i=4位置にはチャンネル番号 4番の集合体を 3つ、チャンネル番号 5番

の集合体を 1つ割り当てる。 

第 3.1.3図 2次元体系の各径方向位置とＳＡＳ４Ａのチャンネル番号の関係 
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第 3.1.4図 ＳＡＳ４Ａのピンモデル内のノード分割とＳＩＭＭＥＲの燃料要素計算における 

ノード分割のイメージ 

  

燃料ピン内部ノード
燃料ピン
表面

ノード
被覆管

中心
空孔

燃料ペレット 被覆管

CL

SAS4A

SIMMER
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第 3.2.1図 機械的応答過程の解析の流れ 

 

先行過程（遷移過程）の解析
熱エネルギーの発生

（物質、温度、速度、圧力分布）

①機械的エネルギーの解析
（ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳ）

②原子炉容器の構造応答解析
（ＡＵＴＯＤＹＮ）

③ナトリウム噴出量の解析
（ＰＬＵＧ）

（原子炉容器変形量）

格納容器応答過程

（圧力源の圧力－体積変化）

（回転プラグ下面の圧力履歴）

（ナトリウム噴出量）

機械的応答過程
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第 3.2.2図 ＳＩＭＭＥＲ−Ⅳによる機械的エネルギーの解析の解析体系（炉心中心垂直断面図） 

 

アルゴン
カバーガス

上部プレナム

炉心燃料
集合体

計算除外領域

X方向メッシュ番号

原子炉容器
内面

遮へいプラグ下面

炉心燃料下端

Z
方
向
メ
ッ
シ
ュ
番
号

A A

B B

回転プラグ下面 
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第 3.2.3図 ＳＩＭＭＥＲ−Ⅳによる機械的エネルギーの解析の解析体系 

（第 3.2.2図の A-A及び B-B水平断面） 

X方向メッシュ番号

Y方
向
メ
ッ
シ
ュ
番
号

X方向メッシュ番号

Y方
向
メ
ッ
シ
ュ
番
号

(a) A-A断面（Z=67）

(b) B-B断面（Z=11）
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第 3.2.4図 炉心部におけるメッシュ分割の遷移過程解析と機械的エネルギーの解析との関係 
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 (a)鉛直断面における物質分布 (b)上部プレナム底部の蒸気泡の 

 圧力と体積の時間変化 

第 3.4.1図 ＳＩＭＭＥＲ−Ⅳによる機械的エネルギー発生の解析結果 

 

 

第 3.4.2 図 ＡＵＴＯＤＹＮに入力した圧力源の P-V曲線 

0

0.5

1

1.5

2

2.5
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圧
力

(
M
Pa
)

体積 (m3)

機械的エネルギーの

解析より得たもの

原子炉容器応答解析

の入力値
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第 3.5.1図 再配置・冷却過程の解析の流れ（下部プレナムにおけるデブリベッド冷却） 

 

 

 
第 3.5.2図 再配置・冷却過程の解析の流れ（残留炉心物質の冷却） 

遷移過程の終状態

プラント動特性解析
（Ｓｕｐｅｒ－ＣＯＰＤ）

(1)下部プレナムにおけるデブリ
ベッド冷却（DBモジュール）

安定冷却

（事象推移、健全集合体本数の履歴）

再配置・冷却過程

（原子炉容器入口冷却材流量・温度等）

（デブリベッド最高温度）

遷移過程の終状態

プラント動特性解析
（Ｓｕｐｅｒ－ＣＯＰＤ）

(2)残留炉心物質の冷却
（ＦＬＵＥＮＴ）

安定冷却

（事象推移、健全集合体
本数の履歴）

再配置・冷却過程

（原子炉容器入口冷却
材流量・温度等）

（残留炉心物質周辺冷却材温度）

残留炉心物質の冷却
（伝熱計算モデル）

（事象推移、残留炉心物質
の物質及び温度分布）

（残留炉心物質からの
熱移行量）

（閉塞炉心形状、
ギャップ侵入燃

料条件）
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(1) 外観図（鳥瞰図）    （2） 内部構造        （3） 縦断面図 

 

第 3.5.3図 ＦＬＵＥＮＴの解析モデル(IVR)の一例 
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付録-1 

 

付録 

 

略語表 

略語 英語正式名 日本語 

EVR Ex-Vessel Retention 損傷炉心物質の安全容器内での保持・

冷却 

FCI Fuel-Coolant Interaction 燃料－冷却材相互作用 

FP Fission Product 核分裂生成物 

IVR In-Vessel Retention 損傷炉心物質の原子炉容器内での保

持・冷却 

LF Local (Fuel) Faults 局所的燃料破損 

LGT Lower Guide Tube 制御棒駆動機構（後備炉停止制御棒駆

動機構）下部案内管 

LORL Loss of Reactor Level 原子炉容器液位確保機能喪失による

崩壊熱除去機能喪失 

PLOHS Protected Loss of Heat Sink 交流動力電源が存在し、かつ原子炉容

器液位が確保された状態での崩壊熱

除去機能喪失 

RVACS Reactor Vessel Auxiliary Cooling 

System 

コンクリート遮へい体冷却系の窒素

ガスによる原子炉容器外面冷却 

SBO Station Blackout 全交流動力電源喪失による強制循環

冷却機能喪失 

ULOF Unprotected Loss of Flow 炉心流量喪失時原子炉停止機能喪失 

ULOHS Unprotected Loss of Heat Sink 除熱源喪失時原子炉停止機能喪失 

UTOP Unprotected Transient Over-Power 過出力時原子炉停止機能喪失 
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D10試験の試験条件と「常陽」のデブリベッド条件の比較 
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解析条件の設定と考慮すべき物理現象について 
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ガスジェット衝突時の被覆管表面熱伝達について 
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局所燃料要素破損時に FP ガスジェットが隣接ピンに衝突するとき、ガスジェットが被覆管表面を

覆うことで熱伝達が低下する。R.E. Wilsonら(ANL)の FPガス放出模擬実験によって取得された実験

データが報告書［1］にまとめられている。この実験は、ナトリウム試験ループ内に設置された、第 1

図に示す 3本の模擬燃料要素（ヒーターピン）を有するテストセクションにおいて、第 2図に示すよ

うに模擬燃料要素の間に挿入した細管の先端から Ar ガスを噴出させ、そのガスジェットが衝突した

模擬燃料要素表面の温度を測定したものである。試験パラメータとしては、噴出ガス内圧、細管の口

径（破損口径に相当）、熱流束、冷却材流速、Arガス温度等の熱伝達特性に寄与する数多くの条件を

選定している。第 1表に主要な試験パラメータを示す。報告書に記載されている燃料要素内のガスプ

レナム圧力に対する熱伝達係数の値について、ガスジェット衝突位置（z=0）での値を抽出して第 3

図に示す。本評価事故シーケンスの解析では、熱伝達係数の値として、第 3図の下限値となる 10,000 

[W/(m2･K)]を用いることとした。 

 

参考文献 

［1］ R.E. Wilson, et al., Experimental evaluation of fission-gas release in LMFBR 

subassemblies using an electrically heated test section with sodium as coolant, ANL-

8036 (1973). 
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第 1表 主要な試験パラメータ 

 

項目 値等 

噴出ガスの種類 Ar, Xe 

細管内径(破損口径) [mm] 0.33, 0.58, 0.84 

模擬燃料要素（ヒーターピン）熱流束[W/cm2] 25, 126, 250  

冷却材流量 [g/s] ～ 690  

冷却材入口温度 [℃] 315 

ガスプレナム温度(一定) [℃] 510, 720 

テストセクション流路断面積 [cm2] 1.476  

模擬燃料要素外径 [mm] 5.84 

ワイヤスペーサ外径 [mm] 1.57 

ワイヤスペーサピッチ [mm] 305 
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（出典：R.E. Wilson, et al., Experimental evaluation of fission-gas release in LMFBR 

subassemblies using an electrically heated test section with sodium as coolant, 

 ANL-8036(1973). APPENDIX A） 

第 1図 実験装置（テストセクション） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 著作権の関係から公開できません。 
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（出典：R.E. Wilson, et al., Experimental evaluation of fission-gas release in LMFBR 

subassemblies using an electrically heated test section with sodium as coolant, 

 ANL-8036(1973). APPENDIX A） 

第 2図 実験装置（テストセクションの水平断面） 

 

 

 

(a) 0～60 bar    (b) 0～20 bar 

 

（出典：R.E. Wilson, et al., Experimental evaluation of fission-gas release in LMFBR 

subassemblies using an electrically heated test section with sodium as coolant, 

 ANL-8036(1973). APPENDIX D） 

第 3 図 ガスプレナム圧力に対するガスジェット衝突面での熱伝達係数 

（APPENDIX Dの数値表からグラフを作成） 
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多速度場モデルによるスロッシング挙動解析の妥当性について 
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実効遅発中性子割合の不確かさの即発臨界超過に対する影響 
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SIMMERコードの妥当性確認と有効性評価への適用に際しての保守性の確保 
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ULOF/UTOPの事象推移と解析評価の流れ

集合体

機械的ｴﾈﾙｷﾞ-発生

起因過程

ULOF/UTOPの開始

全炉心

機械的エネルギーの解析
（SIMMER-IV）

原子炉容器の構造応答解析
（AUTODYN）

ナトリウム噴出量の解析
（PLUG）

遷移過程

機械的応答過程 格納容器応答過程

再配置・冷却過程

◆定常運転状態か
らラッパ管内で
炉心燃料が溶融
するまでの過程

◆ SAS4Aで解析

◆原子炉容器底部や上
部プレナムへ再配置
された燃料、及び炉
心残留燃料が冷却材
循環によって固化・
冷却される過程

◆ Super-COPD、FLUENT
等 で解析

◆炉心溶融が全炉心規
模に進展する過程

◆溶融燃料が横方向へ
も移動可能

◆ SIMMER-IV及び-III
で解析

エネルギー放出
ありの場合

噴出ナトリウムの
熱的影響解析

（CONTAIN-LMR）

エネルギー放出
ありの場合

0

エネルギー放出
なしの場合

ULOF ： 炉心流量喪失時原子炉停止機能喪失
UTOP ： 過出力時原子炉停止機能喪失

 

SIMMER-IV及びSIMMER-IIIコードの概要

◼ SIMMER: Sn, Implicit, Multi-phase, Multi-component, Eulerian, 
Recriticality

◼ SIMMER-II：米国ロスアラモス国立研→日本には1980年に導入

◼ SIMMER-IV及びSIMMER-III：新たに原子力機構で開発、国際協力で検証・改良

1

高速炉の損傷炉心における多相多
成分の熱流動を解析

炉心物質配位と温度分布の変化に伴う
反応度・出力履歴を解析

炉心を構成する燃料ピン、集合体
ラッパ管の溶融破損を解析

固体粒子 混合蒸気

溶融燃料 溶融スティール

流体力学モジュール

核動特性モジュール

物質の
温度/密度
分布

核加熱
出力分布

核加熱
出力分布

ピン内物質の
密度/温度分布

質量移行 熱移行

高速炉の崩壊炉心

構造材モジュール
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SIMMER-IV及びSIMMER-IIIに必要な機能

モジュール 主要な機能 モデル

共通 ・全ての炉心物質、固液気相の区別

・SAS4Aからの接続

・多成分の固体、液体、蒸気相
の取り扱い
・専用の接続ツール

流体力学 ・多次元、物質間相対運動

・物質間伝熱、相互作用、沸騰、相変化

・多相流の流動状況の表現
・固体～臨界温度までの熱物性、飽和蒸気
圧

・多成分の質量・運動量・エネ
ルギー保存式、構成方程式

・熱及び物質移動（伝熱、溶融
固化、蒸発凝縮）

・流動様式、境界面積モデル
・熱物性、EOSモデル

構造材 ・燃料ピン、ラッパ管の健全状態の取扱い
・燃料ピン、ラッパ管の溶融、破損挙動

・構造材－流体間の熱移行
・構造材破損モデル、溶融固化

核動特性 ・大規模燃料移動に伴う中性子束・反応度
変化

・物質の密度・温度の動的変化を反映

・多群輸送理論による空間依存
動特性

・多群核断面積の更新

2

 

SIMMERコードの解析体系

◼ SIMMERコードは円筒座標系と直交座標系を使用することが出来る。
通常、SIMMER-IIIコードは２次元円筒座標系、SIMMER-IVコードは
３次元直行座標系を用いる。

◼ 物理モデル（基礎式、状態方程式、構成方程式、等）と数値アルゴ
リズムはSIMMER-IIIとSIMMER-IVで共通である。

3

SIMMER-III 解析体系 SIMMER-IV 解析体系
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SIMMERコードの流体力学モジュール

◼ SIMMERコードで取り扱う炉心物質は燃料、スティール、ナトリウム、
制御材及び気体であり、物理的状態（固体、液体、気体）と存在場所
（構造材中、流体中）等を区別する。また、炉心物質の相対運動を取
り扱う。

4

◼ 多相多成分の流動様式、熱及び質量移行（溶融／固化、蒸発／凝縮）、
運動量交換を実験相関式に基づいてモデル化した。

◼ 状態方程式は固体から臨界点までの広い温度範囲にわたって実験デー
タを元にフィッティングした多項式を用いている。非理想気体則に
よって高温領域での精度を確保した。液体の圧縮性も考慮している。

固体粒子 混合蒸気

溶融燃料 溶融スティール

LS RSL
C

R
CPin

P
P

P

L

L

L

Pin:燃料ピン
C: 被覆管
RS: 右側集合体管壁
RC: 右側クラスト
LS: 左側集合体管壁
LC: 左側クラスト
P: 固体粒子
L: 液体

P
in

C

 

SIMMERコードの検証及び妥当性確認

◼ SIMMERコードの検証及び妥当性確認をコード開発と並行して実施して
きた。

➢第1期検証プログラム（1990-1994）：Verification中心

• コードが設計された仕様どおりにプログラミングされ動作すること
を確認することを目的として理論解、基礎的なベンチマーク問題、
小規模模擬実験の解析を行った。

• 個別モデルを分離した形で検証解析を行うことにより，個々のモデ
ルのコーディングのデバッグとチェック，妥当性の評価を実施した。

➢第2期検証プログラム（1995-2000）、EAGLE試験の解析（2000-）：
Validation

• 安全評価上重要な現象を対象として，炉内及び炉外の安全性実験の
解析を通じて，SIMMERコードの適用性と妥当性確認を行った。

6
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第1期検証プログラム課題一覧（1/2）

◼ 第1期検証プログラム

7

No 課題 担当組織 Conv. FR/IA MXF H&M STR

Category 1: 流体対流アルゴリズム

1.1 理想気体の衝撃波管 PNC ×

1.2 二相衝撃波管 FZK × × ×
1.3 U字管内の流体振動 IPSN ×
1.4 1次元流体沈降 PNC ×
1.5 2次元流体沈降 PNC ×
1.6 1次元ナトリウム沸騰 PNC × × × ×
1.7 粒子を含む液体プールのスロッシング FZK × × ×
1.8 水撃（ウォーターハンマー） PNC ×
1.9 液体スラグの衝突 FZK × × ×
1.10 サブクール水による水蒸気の排出 PNC ×

1.11 1次元気泡柱の安定性 PNC × × ×

Category 2: 境界面積と運動量交換モデル

2.1 0次元プール流 PNC × ×
2.2 1次元等温気泡柱 CEA-G × × ×
2.3 2次元等温気泡柱 CEA-G × × ×
2.4 発達した流れの圧力損失 CEA-G × × ×
2.5 管内流における運動量交換 PNC × × ×
2.6 発達した環状流 PNC × × ×

Category 3: 熱伝達

3.1 管壁への熱伝達 PNC ×
3.2 構造材軸方向熱移行 PNC ×
3.3 ナトリウムの膜沸騰 PNC ×

Conv.: 流体対流アルゴリズム
FR/IA: 流動様式と境界面積モデル
MXF: 運動量交換関数モデル
H&M: 熱物質移行モデル
STR: 構造材モデル

「×」：課題に関係する個別モデル

PNC：動力炉・核燃料開発事業団（現：日本原子力研究開発機構）
FZK：独国カールスルーエ研究センター（現：KIT）
IPSN：仏国放射線防護・原子力安全研究所（現：IRSN）
CEA-G：仏国原子力庁グルノーブル研究所

 

第1期検証プログラム課題一覧（2/2） 8

No 課題 担当組織 Conv. FR/IA MXF H&M STR

Category 4: 溶融と固化

4.1 燃料固化：GEYSER実験 CEA-G × × × × ×
4.2 燃料固化：SMPR実験 CEA-G × × × × ×
4.3 高温融体の管内固化：THEFIS実験 FZK × × × × ×

Category 5: 蒸発と凝縮

5.1 水蒸気の液滴への凝縮 PNC ×
5.2 液滴蒸発時のエネルギー保存 PNC ×
5.3 蒸気泡の凝縮 PNC ×
5.4 燃料の急激な蒸発 FZK × × × ×
5.5 管内の沸騰 PNC × × × ×
5.6 構造材への蒸気凝縮 CEA-G × × × × ×
5.7 壁への熱伝達を含む沸騰プール CEA-G × × × × ×
5.8 二相ブローダウン：Bartakパイプ CEA-G × × × × ×
5.9 二相ブローダウン：Edwardsパイプ（1） CEA-G × × × ×
5.10 二相ブローダウン：Edwardsパイプ（2） PNC × × × ×
5.11 ナトリウム中への融体の噴出：THINA実験 CEA-G × × × ×

PNC：動力炉・核燃料開発事業団（現：国立研究開発法人日本原子力研究開発機構）
FZK：独国カールスルーエ研究センター（現：KIT）
IPSN：仏国原子力安全防護研究所（現：IRSN）
CEA-G：仏国原子力庁

「×」：課題に関係する個別モデル

Conv.: 流体対流アルゴリズム
FR/IA: 流動様式と境界面積モデル
MXF: 運動量交換関数モデル
H&M: 熱物質移行モデル
STR: 構造材モデル

◼ 第1期検証プログラム
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第1期検証プログラム検証例 9

◼ 1.1 理想気体の衝撃波管
長さ2mの管を中央で圧力差のある等温の気体を設定して仕切り、時刻0で仕切り
を解放する。

106 Pa, 300 K 105 Pa, 300K

2 m

位置(m)

位置(m)

密
度
（
kg
/m

3 )
温
度
（

K)

位置(m)

位置(m)

圧
力
（

Pa
)

流
速
（
m/
s)

1.5ms後の密度、圧力、
温度、流速を理論解と比較

実線：理論解
点線：解析結果

 

第1期検証プログラム検証例 10

◼ 2.5 管内流における運動量交換
Inoueら（機論Vol.32）による管内流実験の解析。
長さ2m、直径約3cmの流路に下部から水と空気を流入させ、圧力損失を計測した。

気体質量流量比 気体質量流量比

二
相
圧
力
損
失
増
倍
係
数

二
相
圧
力
損
失
増
倍
係
数

プロット：実験結果（黒抜きは気泡流、白抜きはスラグ流・環状流）

実線、点線：解析結果、 L-M：Lockhart-Multinelli式（半経験式）

パラメータは液相流量（liter/s）

[1085]



53条(1)-別紙 5-別添 5-8-6 

 

 

 

 

 

 

第1期検証プログラム検証例 11

◼ 4.3 高温融体の管内固化：THEFIS実験
圧力ベッセル内に上下可動式の坩堝を設置し、坩堝内で生成した溶融アルミナ
（2,300K）を圧力ベッセル内の昇圧(2気圧）と坩堝の上方移動によって長さ1.8m、
内側直径6 mmの試験部（クォーツガラス製の円管）に注入し、円管内の固化閉塞挙
動を測定した。

アルミナを模擬物質として用いた試験解析において浸入挙動を適切に再現するが、
最終的な融体浸入長さを10%ほど過小評価する。

THEFIS 試験の概要 SIMMER-IIIに

よる解析体系
浸入融体先端位置の時間変化

時間 (s)

浸
入
融
体
先
端
位
置

(m
)

 

第1期検証プログラム検証例 12

◼ 5.5 管内の沸騰
EPRIベンチマーク問題1.3を解析した。解析体系は下端から0.01m/sで飽和水が流入
している長さ1.0mの垂直菅。上部3/4、すなわち0.25<Z<1.0mの区間で出力0.5W/kg
の加熱により水を沸騰させる。物性値、相間摩擦は問題によって指定されたものを
用いる。

他の二相流計算コードに匹敵する結果を得た（特にMINCSコードとほぼ一致）。

横軸： 軸方向位置 (m)

圧
力

(N
/m

2 )

蒸
気
速
度

(
m
/
s
)

液
体
速
度

(m
/s

)

ボ
イ
ド
率

(-
)
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第2期検証プログラム以後における検証課題 13

安全評価上の主要な現象と検証課題 試験データベース

沸騰プール挙動
★燃料／スティール溶融沸騰プールの挙動

SCARABEE BF(CEA)
CABRI-RAFT(CEA)
SEBULON(CEA)等

燃料流出・固化挙動
★ピン束内融体浸入／閉塞形成挙動

GEYSER(CEA)
THEFIS(FZK)
Spencer(ANL)等

燃料・冷却材相互作用（FCI）
★融体の冷却材浸入／熱伝達挙動

THINA(FZK)
CAMEL(ANL)
KROTOS(ISPRA), FARO(ISPRA)等

物質膨張挙動
★蒸気泡成長と構造物によるエネルギー低減効果

VECTORS(PNC)
OMEGA(Purdue Univ.)
SGI(FZK)等

構造材破損挙動
★ピン束／集合体管壁の熱的／機械的破損挙動

SCARABEE(CEA)
CABRI-RAFT(CEA)
EAGLE(JAEA)（第2期終了以後）等

崩壊炉心の核的挙動
★物質再配置による反応度変化

FCA(JAERI)
ERANOS bench.(CEA)等

◼ 第2期検証プログラム

➢安全評価上の主要な現象について6分野30数種の試験解析を実施。

 

「常陽」遷移過程の事象推移と物理現象の相関 14

起因過程の終状態

(2) ボイド領域の拡大 (3) 燃料ピン溶融・破損

(4) FPガス放出による燃料凝集

(5) 構造壁（制御棒下部案内管壁、ラッパ管）の溶融破損

(8) 燃料流出（ピン束流路、反射体・遮へい体ギャップ、制御棒下部案内管）

(7) 燃料スロッシング

有意なエネルギー放出を伴
う即発臨界超過の有無

(6) FCI

炉心からの有意な
燃料流出

N

有意なエネルギー放出を伴う即発
臨界超過の有無

N

Y

再配置・冷却過程

機
械
的
応
答
過
程

崩壊熱(1) 損傷炉心の核的挙動

Y

Y

N

(5) 構造壁（ラッパ管）の溶融破損

Y

N

出力上昇による燃料溶融

Y

N

健
全
集
合
体

の
有
無

制御材の炉心への流入
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遷移過程の事象推移における重要現象（1/3）
評価指標

15

◼ 評価項目との関連において解析結果を代表する評価指標を定め、評価
指標に対する影響のランク付けによって遷移過程の事象推移に大きな
影響を持つ重要現象を摘出する。

評価指標 評価指標とする理由

炉心平均燃料
温度

即発臨界超過による出力逸走の結果炉心燃料はほぼ断熱的に加熱され、
放出される熱エネルギーの大きさは結果として炉心全体での燃料温度
の上昇と対応づけられる。
したがって、炉心平均燃料温度は原子炉の大きさや定格出力によらず
出力逸走の厳しさと放出エネルギー代表する指標として適切である。

炉心からの燃
料流出量

遷移過程の事象推移の中で溶融した炉心燃料の一部は、制御棒下部案
内管、炉心側面の反射体・遮へい体ギャップ等を通じて炉心外に流出
する。
炉心残留燃料による即発臨界超過のポテンシャルを左右する重要なパ
ラメータであるとともに、再配置・冷却過程の解析条件を決定する。

 

遷移過程の事象推移における重要現象（2/3）
ランクの定義

16

ランク ランクの定義 本資料での取り扱い

H
事象推移に対する影響が大きいと考
えられる現象

物理現象に対する不確かさを実験との比
較や感度解析等により求め、実機評価に
おける評価指標への影響を評価する。

M
事象推移に対する影響が中程度と考
えられる現象

事象推移を模擬する上で一定の役割を担
うが、評価指標に対する影響が「H」に
比べて顕著でない物理現象であるため、
必ずしも不確かさによる実機評価におけ
る評価指標への影響を評価する必要はな
いが、本資料では、実機評価への影響を
感度解析等により評価するか、「H」と
同様に評価することとする。

L
事象推移に対する影響が小さいと考
えられる現象

評価指標への影響が明らかに小さい物理
現象であるため、検証／妥当性評価は記
載しない。
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遷移過程の事象推移における重要現象（3/3）
評価指標とランクの定義

17

物理現象
評価指標

炉心平均燃料温度 燃料流出量

(1) 損傷炉心の核的挙動 M L

(2) ボイド領域の拡大 L L

(3) 燃料ピン溶融・破損 L L

(4) FPガス放出 L L

(5) 構造壁の溶融破損 H H

(6) FCI H L

(7) 燃料スロッシング H L

(8) 燃料流出 H H

◼ 評価指標のどちらかにＨまたはＭのある現象を重要現象としてSIMMER
コードの検証と「常陽」解析への適用性を検討する対象とする。

◼ 評価の結果（添付を参照）、(1)損傷炉心の核的挙動、(5)構造壁の溶融
破損、(6)FCI、(7)燃料スロッシング、(8)燃料流出、が重要現象として
摘出された。

 

重要現象の検証課題とSIMMERの解析モデルの対応関係 18

重要現象 検証解析 SIMMERの解析モデル

多
成
分
流
動

流
動
様
式
及
び
境
界
面
積

運
動
量
交
換

熱
及
び
質
量
移
行

構
造
材

空
間
依
存
動
特
性

損傷炉心の核的挙動 FCA VIII-2試験解析、等 〇

構造壁の溶融破損 EAGLE炉内試験解析、等 〇 〇

FCI THINA試験解析、等 〇 〇 〇 〇

燃料スロッシング スロッシング挙動試験解析、等 〇 〇 〇

燃料流出 GEYSER試験解析、等 〇 〇 〇 〇 〇
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重要現象の検証解析（1/6）
損傷炉心の核的挙動 ー FCA VIII-2試験解析

19

解析値と実験値の比（C/E値）は0.93～1.01であり、解析と実験値はほぼ一致している
（臨界実験体系に固有の非均質効果による誤差は10%程度）。燃料の凝集による中性子
束分布とスペクトル変化も良く再現できている（238Uの核分裂反応率の分布）。

◼ 試験と解析結果の概要
FCA VIII-2試験は日本原子力研究所の高速臨界集合体施設で1979年に実施された
試験であり、高速炉体系において燃料の崩落等により炉心物質が密に詰まる現象
（燃料スランピング）を模擬し、反応度変化が測定されている

-45.72

-81.28

-66.04

0

66.04

45.72

81.28

Z (cm)

30.48

15.24

-30.48

-15.24

A0
(Reference)

A1 A2 A3 S

Axial blanket
(Na voided)

Core
(Na voided)

Compacted
fuel 

Void (spacer)

midplane

燃料移動
パターン

実験結果
SIMMER

反応度変化 C/E

A1ケース 5.3±0.3 5.4 1.01

A2ケース 12.6±0.4 12.1 0.96

A3ケース 15.2±0.4 14.1 0.93

Sケース -4.1±0.3 -4.0 0.98

(Unit : 10-4⊿k/kk’)

反応度変化の実験結果と解析結果の比較
炉心中心位置での
核分裂反応率分布
左 238U
右 235U

 

重要現象の検証解析（2/6）
構造壁の溶融破損 ー EAGLE炉内試験解析

20

炉心物質を核加熱して実施した実機模擬性の高いEAGLE試験解析により、標準的に用いられ
る熱伝達率であれば、破損時刻を大きな不確かさを伴わず評価可能であることが示された。

中心に燃料流出経路となるナトリウムを内包した内部ダクトを設置し、その周囲を燃料
ピンで囲んだ試験体をパルス試験炉IGRの円柱状の中心空孔に設置し、IGR炉による核加
熱で燃料ピンを発熱・溶融させて溶融炉心プールを形成し、溶融炉心プールからの伝熱
により内部ダクトが破損し、燃料が流出することを確認する試験。

EAGLE炉内試験の概略

SIMMER解析体系

EAGLE試験解析の壁面破損時刻

◼ 試験と解析結果の概要
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重要現象の検証解析（3/6）
燃料－冷却材相互作用（FCI） ー THINA試験解析

21

FCIに駆動されるスロッシング挙動が燃料凝集を引き起こして、
評価指標である炉心平均燃料温度に影響を与える。解析結果は圧
力のピーク値と発生時刻、すなわち現象そのものはよく再現して
いるものの、炉心周辺でのFCIの発生条件や引き起こされる燃料
スロッシング現象は実験的に模擬できず不確かさが大きいと考え
られる。評価指標への影響が重要となるため感度解析による不確
かさ影響の評価が必要と判断した。

テルミット反応で生成した高温融体(Al2O3とFeとの混合溶融物)をナトリウムプール中に
下方から噴出させることでFCIを模擬した炉外試験である

0

2 105

4 105

6 105

8 105

1 106

1 1.1 1.2 1.3 1.4 1.5 1.6 1.7 1.8

Experiment (sodium)
SIMMER_pool

Pr
es

su
re

 (P
a)

Time (s)

1 105

1.5 105

2 105

2.5 105

3 105

1 1.1 1.2 1.3 1.4 1.5 1.6 1.7 1.8

Experiment (cover gas)
SIMMER_cover

Pr
es

su
re

 (P
a)

Time (s)

ナトリウムプールの圧力（左）とカバーガス圧（右）の時間変化

カバーガス圧力が実験値のほうが高くなっているのは、サーマイ
トと共に非凝縮性ガスが流入したことの影響であると推定

TH564 TH564

◼ 試験と解析結果の概要

溶融鉄 アルミナ

TH564 4.2kg 1.3kg

TH562 2.0kg 3.1kg

 

重要現象の検証解析（4/6）
燃料スロッシングースロッシング挙動試験解析

22

評価指標に対して重要である凝集挙動についてはそのタイミングと表面高さをほぼ再現でき
ている（ただし、実験では液面が破砕するために各所での到達高さの測定誤差は大きい）。
水を用いた炉外試験との比較であることから、遷移過程解析においてはスロッシングによる
燃料凝集の効果を包絡的に取り扱うよう、燃料スロッシング挙動における不確かさを考慮す
ることが必要と判断した。

スロッシング挙動試験は半径22.2 cmの円筒容器内の中心から14.5 cm位置に幅7.5 cm、
高さ1 cmの円環状の粒子ベッドを設置し、円筒容器中心位置に設置された直径5.5 cm、
高さ20 cmの円柱状の水柱を崩壊させる

側面到達時
刻(秒）

側面最高高
さ到達時刻
(秒）

側面最高高
さ(cm)

中心位置最
高高さ到達
時刻(秒)

中心位置最
高高さ(cm)

試験 0.28±0.02 0.40±0.02 10±1 0.80±0.04 25±5

解析 0.22 0.38 16 0.775 20.8

側面最高高さ到達時 中心位置最高高さ到達時

◼ 試験と解析結果の概要
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重要現象の検証解析（5/6）
燃料流出 ー GEYSER試験解析

23

炉心物質（溶融UO2）を用いた試験解析において最終的な融体浸入長の誤差は5%未満であ
り、試験結果をほぼ再現しており、クラスト形成と融体バルクの固化など物理的に妥当
な挙動を示すと判断できる。評価指標である燃料流出量への不確かさの影響は小さいと
判断できる。

溶融二酸化ウラン（UO2）の円管内における固化閉塞挙動を模擬す
るために実施された試験である。試験部は内径4 mm、外径8 mmの
スティール円管であり、3000℃の溶融UO2プールと試験部出口との
圧力差により溶融UO2を試験部に上向きに注入し、円管内への浸入
と固化閉塞を実現した。

◼ 試験と解析結果の概要
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重要現象の検証解析（6/6）
燃料流出 ー THEFIS with Particles試験解析

24

◼ 試験と解析結果の概要 圧力ベッセル内に上下可動式の坩堝を設置し、坩堝内
で生成した溶融アルミナ（2,300K）を圧力ベッセル内
の昇圧(2気圧）と坩堝の上方移動によって長さ1.8m、
内側直径6 mmの試験部（クォーツガラス製の円管）に
注入し、円管内の固化閉塞挙動を測定した。
円管下端2〜8cmに模擬閉塞物としてアルミナ粒子を設
置した試験も実施した。

アルミナを模擬物質として用いた試験解析において浸入挙動を適切に再現した。また、
アルミナ粒子のベッド厚さ2～4cmで溶融アルミナ浸入距離が急激に変化する試験の傾向
を再現できている。

THEFIS 試験の概要

浸入融体先端位置の時間変化
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SIMMER-IV及びSIMMER-IIIの有効性評価への適用性

◼ SIMMER-IV及びSIMMER-IIIはコードの開発と並行して進めた検証及び妥当性確認研究を
通じて、物理モデルの妥当性及び解析精度の確認を行った結果、有効性評価への適用
性があるものと考える。

◼ 一方で、有効性評価の評価項目に関わる「機械的エネルギーの発生」に関しては、次
の2つの重要現象について現象としての不確かさが大きく、その影響を感度解析を通じ
て確認する必要があると判断した。

➢多次元流動モデルの検証は広範に行われているが、燃料凝集を引き起こすスロッシ
ング現象については水を用いた小規模な炉外試験の検証解析による妥当性確認にと
どまっており、炉心内で発生する現象としての不確かさが大きい。

➢燃料－冷却材相互作用（FCI）現象そのものの取扱いの妥当性は確認されているが、
発生条件やFCIに駆動される燃料スロッシング現象は実験的に模擬できず不確かさ
が大きい。

◼ 有効性評価は最新の知見と計算コードを用いた最適評価を行うことを基本として、評
価項目に大きな影響を与える重要現象のうち、不確かさが大きいと判断したものに関
しては、保守的かつ包絡的な不確かさ影響の評価を行った。

25

 

高速炉における即発臨界超過に伴うエネルギー放出の評価

◼ 高速炉における再臨界事故想定の歴史的背景：炉心が反応度最大形状にないこと

◼ 高速炉の開発初期は計算機技術も十分に発達していなかったため、非物理的であるが単純で仮想的な想
定のもとに、発生する機械的エネルギーを保守的に評価した。

◼ 1970年代以後は計算機性能の向上とともに解析コードの開発が進み、炉心崩壊事故におけるエネルギー
発生を支配する遷移過程の解析コードとしてSIMMERコードの開発と検証研究が進められた。

◼ 許認可における事象推移の機構論的解析：ULOF起因過程（1970年代後半～）、遷移過程（1980年代～）

26

解析対象 年 即発臨界超過（燃料凝集）のメカニズム（計
算コード）

出力逸走の解析（熱エネル
ギー放出）

機械的エネルギーの解析

Bethe-Taitによる解析 1956 全炉心一斉重力コンパクション 球形1次元の解析モデル －

「常陽」当初申請（仮想
事故）

1969 複数域の非同時重力コンパクション AX-１改良版（球形1次元） 熱力学（閾エネルギーを用いた
簡易解析）

「常陽」MK-II/MK-III変
更申請（同上）

1977
1994

同上 VENUS（2次元円筒座標） 同上

「もんじゅ」当初申請
（5項事象ULOF）

1980 起因過程のボイド化＋燃料集中（SAS3D）
遷移過程は参考解析（再臨界モードを仮定し
た簡易解析、SIMMER-IIによる事象推移解析で
燃料スロッシングによる凝集）

VENUS
参考解析の簡易解析は
VENUS、事象推移解析は
SIMMER-II

熱力学（等エントロピー膨張）
参考解析としてSIMMER-IIによ
る運動エネルギーの解析

「もんじゅ」変更申請（
同上）

2006 起因過程は同上
遷移過程は新たなSIMMER-IIIによる解析（燃
料スロッシング）

SAS3D
SIMMER-III

熱力学（等エントロピー膨張）
遷移過程の結果は起因過程解析
に包絡

「常陽」MK-IV変更申請
（有効性評価ULOF）

2018 起因過程は未臨界（SAS4A）
遷移過程はSIMMER-IVによる解析（感度解析で
はSIMMER-IIIによる保守的解析）

－
SIMMER-IV
（又はSIMMER-III）

－
SIMMER-IVによる運動エネル
ギーの解析
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有効性評価への適用に際しての保守性・包絡性の確保

◼ ULOF遷移過程解析は、有効性評価の基本的考え方に従って、基本ケース＋不確かさ
影響の評価

➢ 基本ケースは最適評価とするが、損傷燃料ペレットが高い密度で堆積する保守的な解析条件

➢ 不確かさが大きいと判断した2つの現象（燃料スロッシング、FCI）については不確かさ影響を包
絡するため、仮想的な取扱いを含めて保守的な解析を実施

◼ 燃料スロッシングに係る不確かさの影響評価

➢ 全炉心プールのスロッシングによる燃料凝集が厳しい結果となる理由：大規模な燃料移動に伴う
燃料凝集が発生する、外側炉心の高Pu富化度燃料が内側に移動する可能性があることなど

➢ 今回の評価では仮想的な条件での解析を実施：燃料流出経路となる制御棒下部案内管を無視、軸
対象2次元円筒座標で評価することにより、本来発生する周方向の流れや中心軸を横切る流れが
強制的に中心軸に向かう径方向のみの移動となることで外側炉心の高Pu富化度燃料の中心に向か
う同時移動（大規模な一斉凝集）を強要

◼ FCIに係る不確かさの影響評価

➢ FCI現象そのものの取扱いは妥当と判断しているが、炉心での発生条件の不確かさが大きい

➢ 制御棒下部案内管の破損により内包されたナトリウムが高温燃料と混合するという仮想的な条件
での解析を実施：予備計算でFCIの発生場所やナトリウムの混合量を変えて厳しい解析条件を設
定

◼ その他の即発臨界超過モードの可能性

➢ 起因過程で炉心上部に分散した燃料の重力落下、遷移過程における冷却材ボイド化の拡大等のメ
カニズムも考えうるが、小型炉の「常陽」では即発臨界超過の可能性はない。
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x

z

内側反射体遮へい集合体

ULOFの格納容器破損防止措置の有効性評価
遷移過程の解析手法及び解析体系

1. 解析コード
SIMMER-IV

2. 基本ケース解析体系の概要
3次元直交座標（流体力学メッシュ：21×19×67）で
全炉心の崩壊挙動を解析する。
鉛直方向は低圧プレナムからカバーガス領域までを、
径方向は内側炉心から遮へい集合体までをモデル化す
る。
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「常陽」炉心構成 SIMMER-IV計算体系：炉心水平断面図
x

y

：計算除外セル
：制御棒下部案内管及び
後備炉停止制御棒下部案内管

SIMMER-IV計算体系：炉心鉛直断面図
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ULOFの格納容器破損防止措置の有効性評価
遷移過程の解析条件及び解析結果

3. 基本ケースの主な解析条件

⚫ 炉心平均燃料温度及び燃料流出量が評価指標となるが、これに影響を与える因子と
しては燃料インベントリ、燃料凝集挙動による反応度挿入率が重要。

⚫ これらについて、工学的に考えうる範囲で以下に示す保守的な設定および仮想的な
想定も取り入れており、基本ケースは最適評価を基本としつつも十分に保守的な解
析である。

⚫ 燃料凝集を促進する想定

➢ 被覆管が溶融した時点もしくは燃料ペレットが固相融点に達した時点で燃料ペ
レットを直ちに崩落させ、可動性のある燃料粒子とする。

➢ 燃料ペレットが崩落、堆積した炉心物質の流動性は極めて低く、大きな反応度
挿入率となる大規模な流動が生じることはないと考えられるが、通常の流体と
同様に流動するものとして扱う。

➢ 損傷燃料ペレットのスウェリング（燃料結晶粒子内と粒子界に固溶しているFP
ガスによる固体状態での膨張）は考慮せず焼結密度で沈降するものとする。

⚫ 燃料インベントリを増加する想定

✓ B型及びC型照射燃料集合体は同一リングに装荷されている燃料集合体の平均出
力に最も近い炉心燃料集合体に置き換える。
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④130秒

ULOFの格納容器破損防止措置の有効性評価
遷移過程の事象推移

30
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① 反応度の振幅
が大きくなり始
めた最初の出力
ピーク。

② 炉心の50%が損
傷。燃料はすべて
未溶融で被覆管に
よる支持を失った
固体燃料チャンク
の状態。

③ 燃料の炉心下
部への沈降によっ
て初めて即発臨界
を超過する。出力
ピークは定格出力
を越える。

④ ③の即発臨界
超過による圧力
発生で燃料が分
散し、反応度が
大きく低下。

⑤ 分散した燃料
が炉心下部に再凝
集し、揺動する過
程で即発臨界を超
過。

水
平
断
面
物
質
分
布

縦
断
面
物
質
分
布

①118秒 ②123秒 ③129秒 ⑤131.6秒

炉心

⑥131.7秒

⑥ エネルギー発
生によって燃料が
溶融して分散。こ
の後、燃料が炉心
外へ流出して事象
終息。

4. 基本ケースの主な解析結果（1/2）
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ULOFの格納容器破損防止措置の有効性評価
遷移過程の解析結果

原子炉出力の推移 炉心平均燃料温度の推移
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4. 基本ケースの主な解析結果（2/2）

⚫ 時刻115秒から反応度と出力の振幅が大きくなり、時折原子炉出力が定格値を超え
る。数回のパルス状の出力変化を経て燃料集合体が全炉心規模で損傷する。

⚫ 損傷した燃料の炉心下部への凝集により時刻129秒に初めて反応度が即発臨界を超
過する。この時に発生した圧力によって一旦分散した燃料が再度凝集することによ
り時刻131秒に即発臨界を超過する。この即発臨界超過による炉心平均燃料温度の
最大値は約3,700℃である。

⚫ その後、径方向反射体領域の集合体間ギャップへ炉心燃料の約30%が流出し、深い
未臨界（-200＄以下）となる。その後は再び反応度が正に回復することはなく、エ
ネルギー放出が生じる可能性はない。
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ULOFの格納容器破損防止措置の有効性評価
遷移過程の不確かさ影響評価の解析手法及び解析体系

5. 不確かさの影響評価

有効性評価の評価項目に関わる「機械的エネルギーの発生」に関して、次の2つの重
要現象について現象としての不確かさが大きく、その影響を感度解析を通じて確認す
る必要があると判断した。

①多次元流動モデルの検証は広範に行われているが、燃料凝集を引き起こすスロッ
シング現象については模擬物資を用いた小規模な炉外試験を通じた妥当性確認に
とどまっており、炉心内で発生する現象としての不確かさが大きい。

→今回の評価では仮想的な条件での解析を実施：燃料流出経路となる制御棒下部案
内管を無視、軸対象2次元円筒座標で評価することにより、本来発生する周方向の
流れや中心軸を横切る流れが強制的に中心軸に向かう径方向のみの移動となるこ
とで外側炉心の高Pu富化度燃料の中心に向かう同時移動（大規模な一斉凝集）を
強要

②燃料－冷却材相互作用（FCI）現象そのものの取扱いの妥当性は確認されているが、
発生条件やFCIに駆動される燃料スロッシング現象は実験的に模擬できず不確かさ
が大きい。

→制御棒下部案内管の破損により内包されたナトリウムが高温燃料と混合するとい
う仮想的な条件での解析を実施：予備計算でFCIの発生場所やナトリウムの混合量
を変えて厳しい解析条件を設定

32
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遷移過程における即発臨界超過メカニズム(1/3) 33

①未沸騰集合体のボイド化

②被覆管の溶融移動

④起因過程で上に分散した燃料の落下

⑤集合体規模の溶融・沸騰
プールの凝集

炉心

③燃料ペレットの崩落

①、②、④、⑤ 「常陽」では、ボイド反応度係数がほとんどの領域で負であるなどの特性により、
炉心損傷は低出力で燃料は低温（固体状の燃料の割合が大きい）のまま極めて緩慢に
推移するため、これらのメカニズムによる有意な反応度挿入はない。

③ 「常陽」の解析では炉心損傷の進展が緩慢であるため、この反応度挿入による大きな
エネルギー放出を伴う出力逸走は生じない。この反応度挿入が繰り返される過程で全
炉心の損傷プールが形成され、水平方向の燃料移動も可能となる。

 

遷移過程における即発臨界超過メカニズム(2/3) 34

⑦全炉心プールのスロッシング
による燃料凝集

⑧FPガス圧に駆動される
燃料凝集

⑥燃料－冷却材相互作用（FCI）
圧力に駆動される燃料凝集

炉心

⑥ FCI現象に関するSIMMERコードの妥当性確認は行われているがFCIの発生条件の不確かさが大きいもの
と判断される。このため、感度解析において不確かさの影響評価を行った。

⑦ 外側炉心の高Pu富化度燃料が炉心中心に向けて移動すると大きな正の反応度効果を持つため、遷移過
程における厳しい即発臨界超過の可能性を有する。多次元流動モデルの妥当性は基本的に確認されて
いるものの実燃料物質を用いた大規模実験はないため不確かさの影響評価を行った。

⑧ 燃料要素のプレナムガスは起因過程から遷移過程の初期の段階ですでに放出されている。また、「常
陽」は燃料ピンの昇温が緩慢であることから集合体上部・下部の閉塞形成までに集合体からFPガスが
流出するため、厳しい即発臨界超過を駆動する圧力源として寄与する可能性は極めて小さい。
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遷移過程における即発臨界超過メカニズム(3/3) 35

⑥ 基本ケースの即発臨界超過の直前（約131秒）で、炉心物質
を炉心中心に吹き寄せる２カ所の位置（右図赤丸）にある
制御棒下部案内管におけるFCIの同時発生を仮定した。過去
に実施されたナトリウムを用いたFCI実験の最大圧力が約
40atmであるところ、約80atmの圧力が発生する量のナトリ
ウムを強制的に炉心物質に混合させた。

炉心

⑦全炉心プールのスロッシング
による燃料凝集

⑥燃料－冷却材相互作用（FCI）
圧力に駆動される燃料凝集

⑦ 燃料流出経路となる制御棒下部案内管を無視、軸対象2次元円筒
座標の解析体系で評価することにより、本来発生する周方向の
流れや中心軸を横切る流れが強制的に中心軸に向かう径方向の
みの移動となることで外側炉心の高Pu富化度燃料の中心に向か
う同時移動（大規模な一斉凝集）を強要。

炉心水平断面図

軸対称２次元
円筒座標
解析体系

 

ULOFの格納容器破損防止措置の有効性評価
遷移過程の不確かさ影響評価の解析手法及び解析体系

6. 解析コード
SIMMER-III

7. 解析体系の概要

燃料移動に影響を与える物理現象の不確かさの影響を包絡的に評価
することを目的として、２次元円筒座標で外側炉心にある高Pu富化
度燃料の炉心中心への軸対称な燃料集中を許容する解析を実施した。

8. 主な解析条件

基本ケースの条件に加え、即発臨界超過による放出エネルギーを保
守的に評価するため、以下の解析条件を適用する。

➢ 制御棒下部案内管からの燃料流出を考慮しない。

➢ 径方向反射体領域の集合体間ギャップへの燃料流出を考慮しない。

➢ B型・C型照射燃料集合体に加えて制御棒、後備炉停止制御棒も炉
心燃料集合体に置き換える。

36

より影響が大きいと評価されたスロッシングの不確かさ影響評価の結果について説明する。

SIMMER-III r-z２次元計算体系図
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ULOFの格納容器破損防止措置の有効性評価
遷移過程の不確かさ影響評価の事象推移

37
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燃料損傷が広が
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よって初めて即
発臨界を超過。
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に放出されるFP
ガスによりスロ
ッシング（炉心
物質の径方向揺
動）が発生。

⑥ ほぼ全ての燃
料が溶融し、内側
炉心から外側炉心
に至るスロッシン
グが発生。

⑦ ⑥で駆動され
た炉心中心軸に
向かう燃料集中
により、厳しい
即発臨界と大き
なエネルギー発
生。

①80秒 ②83秒 ③89秒 ④92秒 ⑤94秒 ⑥95.0秒 ⑦95.5秒

 

ULOFの格納容器破損防止措置の有効性評価
遷移過程の不確かさ影響評価の解析条件及び解析結果

9. 主な解析結果

⚫ 事象開始から約90sまでに炉心部の冷却材が沸騰し、被覆管が溶融する。未破損
であった燃料が崩壊し、固体状の燃料が炉心下部に堆積する。

⚫ 反応度と出力が上昇し、全炉心規模で燃料が溶融した後に、炉心中心に集中す
る燃料移動によって反応度が1$を超過し出力逸走が発生する。炉心平均燃料最
高温度は約5,110℃である。

⚫ 出力逸走後は溶融燃料が炉心上下に分散し、反応度及び出力が急速に低下し、
深い未臨界状態となる。
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重要現象 基本ケースの保守性 不確かさ影響評価ケースの保守性

FCI • 特別の仮定は用いない
• 即発臨界時の反応度挿入を加速

するタイミングと位置でナトリ
ウムを仮想的に燃料に混合

燃料凝集による反
応度挿入（スロッ
シング等）

• 可動性の燃料粒子
• 高密度で燃料沈降
• 照射試験用集合体を炉心燃

料集合体に置換

• 可動性の燃料粒子
• 高密度で燃料沈降
• 制御棒、後備炉停止制御棒も炉

心燃料集合体に置換
• 2次元軸対称円筒体系で外側高

Pu富化度燃料の炉心中心への凝
集を仮想的に許容

燃料流出
• 制御棒下部案内管等の流出

経路を考慮
• 制御棒下部案内管、径反射体間

ギャップへ流出しないと仮想

ULOFの格納容器破損防止措置の有効性評価
遷移過程の基本ケース及び不確かさ影響評価ケースの保守性のまとめ

◼ 従来の仮想事故解析では鉛直方向の燃料凝集による再臨界事故を仮想した。

◼ 今回の不確かさ影響評価においては、「もんじゅ」の遷移過程解析の結果等を踏ま
え、３次元の解析体系による基本ケースに比べてより大きな反応度挿入が起こり得
る半径方向燃料凝集を2次元の簡易体系で保守的に近似した。

 

まとめ 40

◼ SIMMER-IV及びSIMMER-IIIは高速炉の崩壊炉心の多次元核熱流動挙動を総合的
かつ機構論的に解析する手法として開発された。開発と並行して体系的な検証
及び妥当性確認を積み重ねてきた結果、「常陽」における格納容器破損防止措
置の有効性評価に十分適用できるものと判断している。

◼ 妥当性確認の結果、有効性評価の評価項目に係る重要現象を解析するためのモ
デルはおおむね妥当であると結論される一方で、即発臨界超過を引き起こす可
能性のある2つの現象についての不確かさが大きいことも確認された。

◼ これらの不確かさに関しては、有効性評価の感度解析において、その影響を保
守的に評価するための仮想的な条件を含む解析条件の選定や取扱いを行うこと
により、評価項目に関わる重要なパラメータである即発臨界超過に伴うエネル
ギー放出について包絡性のある解析を行った。

◼ 新規制基準では仮想事故（炉心溶融再臨界事故）の解析は行わないが、格納容
器破損防止措置の有効性評価においてこれに匹敵するような保守的解析条件を
用いることにより、エネルギー放出に対する「常陽」の耐性を確認した。

[1100]
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遷移過程の事象推移における重要現象（1/2）
現象のランクの検討

42

現象 評価指標に対する影響のランク

(1) 損傷炉心の
核的挙動

全炉心プールの反応度変化は物質分布の変化に大きく依存するた
め、核動特性自体の評価指標に対する重要度は相対的に下がる
（Middle）。

(2) ボイド領域
の拡大

「常陽」はほぼ全炉心でボイド反応度が負であることことから重要
度は低い(Low) 。

(3) 燃料ピン溶
融・破損

炉心損傷進展の早さに関わる現象ではあるが、燃料の大規模な凝
集を引き起こす現象ではないため重要度は低い(Low)。

(4) FPガス放出

負のボイド反応度を持つ「常陽」においては燃料ピンの昇温が穏
やかで集合体上部・下部の閉塞形成までにFPガスが流出すると考
えられる。評価指標の一つである燃料凝集に与える影響は低い
（Low）。

(5) 構造壁の溶
融破損

制御棒下部案内管の管壁の溶融破損は燃料流出のタイミング及びFCI
発生に関わる挙動であり、燃料凝集と燃料流出に強く影響する
(High)。

(6) FCI
燃料スロッシングを引き起こす可能性のある物理現象であり、そ
の発生圧力による燃料凝集量によって炉心平均燃料温度が左右さ
れる(High)。
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遷移過程の事象推移における重要現象（2/2）
現象のランクの検討

43

現象 評価指標に対する影響のランク

(7) 燃料スロッ
シング

この現象により燃料の凝集規模が決まるため、評価指標（炉心平均
燃料温度）に対する影響度は大きい(High)。

(8) 燃料流出
本物理現象は炉心からの燃料流出量に直接影響し(High)、大規模な燃
料凝集発生前に流出する場合は燃料凝集量にも影響する(High) 。
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炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置の資機材及び手順 
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1. 炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置に係る資機材に対する設計方針 

炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置に係る資機材（以下「資機材」という。）は、基準地

震動による地震力に対して機能を喪失しないように整備するとともに、火災の発生防止並びに早期

に火災の感知及び消火を行うことができるように必要な火災防護対策を講じることにより、地震や

火災による損傷を防止することを基本とする。また、電源を必要とする資機材は、非常用電源設備よ

り給電する。 

なお、「実用発電用原子炉に係る炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対策の有効性評価に関す

る審査ガイド」に基づき、資機材のうち、炉心の著しい損傷に至る可能性があると想定する事故の想

定において、故障を想定した資機材を除き、資機材の機能を期待することの妥当性（原子炉の圧力、

温度及び液位等）が確認できた場合には、その機能に期待できるものとする。【別添 6-1：設計基準

事故対処設備等を BDBAに対する措置として使用する場合の信頼性について】 

 

2. 炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置に係る資機材 

第 2.1 図に炉心損傷防止措置に係る主な資機材及び手順を、第 2.2 図に格納容器破損防止措置に

係る主な資機材及び手順を示す。【別添 6-2：炉心損傷の推移、監視、措置の判断について】 
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2.1 炉心流量喪失時原子炉停止機能喪失（ULOF）に係る資機材 

ULOF は、原子炉の出力運転中に、何らかの原因で１次主冷却系の流量が喪失した後、原子炉の

停止に失敗することから、炉心の昇温によって炉心の著しい損傷に至る可能性がある事象である。 

ULOF に対する炉心損傷防止措置は、代替原子炉トリップ信号、後備炉停止系用論理回路及び後

備炉停止制御棒による原子炉の停止であり、以下の措置により炉心の著しい損傷を防止する。 

 

【別添 6-3：原子炉停止機能の信頼性について】、かつ、上記の炉心損傷防止措置に係る資機材

は、機械的要因等により設計基準事故に対処するための設備と同時に機能を喪失することがない

設計とする。【別添 6-4：後備炉停止系の設計について】 

ａ．１次主循環ポンプ及び駆動電動機に適切な慣性を持たせ、この慣性と１次冷却材の

流体慣性により、主電動機停止の際の１次冷却材流量の減少率を小さくする（ポン

プ回転数の慣性降下時の時定数は約 10 秒）。 

ｂ．「１次主循環ポンプトリップ」を代替原子炉トリップ信号として整備することによ

り、「１次冷却材流量低」による原子炉トリップ信号の発信に失敗した場合でも原

子炉の停止を可能とする。 

ｃ．後備炉停止系用論理回路を整備することにより、原子炉保護系（スクラム）の動作

に失敗した場合でも原子炉の停止を可能とする。 

ｄ．後備炉停止系を整備することにより、制御棒（主炉停止系）の急速挿入に失敗した

場合でも原子炉の停止を可能とする。 

ｅ．以上に加えて、原子炉の停止失敗を検知した場合には、運転員は手動で原子炉をス

クラム又は停止できるものとする。当該操作手順には、手動スクラムボタンにより

原子炉保護系を動作させて原子炉を停止させる方法、手動操作による制御棒駆動機

構の制御棒保持電磁石励磁断又は後備炉停止制御棒駆動機構の後備炉停止制御棒

保持電磁石励磁断により制御棒又は後備炉停止制御棒を挿入する方法、制御棒駆動

機構又は後備炉停止制御棒駆動機構により手動操作にて制御棒又は後備炉停止制

御棒を挿入する方法がある。また、1 次主冷却系の流量を増大すると、炉心損傷を

回避できる可能性があるため、運転員は手動で１次主冷却系の流量を増大できるも

のとする。【別添 6-5：冷却材の沸騰回避対策について】なお、本措置は上記のｂ．

～ｄ．の措置による炉心損傷防止措置の有効性を確認した上で、安全性向上のため

に自主的に講じる措置である。 

 

ULOFに対する格納容器破損防止措置は、主冷却系による原子炉容器内での損傷炉心物質の冷却・

閉じ込め、回転プラグを含む原子炉容器構造による格納容器内へのナトリウムの噴出の防止、格納

容器構造によるナトリウム燃焼の影響緩和であり、以下の措置により格納容器の破損を防止する。 

ａ．原子炉冷却材バウンダリの温度上昇を抑制するため、１次主冷却系における低速運転

（１次主循環ポンプのポニーモータを使用）、２次主冷却系の自然循環及び主冷却機の自

然通風による原子炉容器内冷却を可能とする。 

ｂ．回転プラグ及びその固定ボルトを含む原子炉容器構造及び格納容器構造により、即発臨

界超過により放出されるエネルギーによって原子炉容器の上部から格納容器内に噴出
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したナトリウムの影響を緩和する。 

ｃ．燃料が破損したと推定される場合は、原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カバーガ

ス等のバウンダリ内に放射性物質を閉じ込め、貯留する。【別添 6-6：１次アルゴン

ガス系の隔離弁の閉止の効果及び位置付けについて】 

ｄ．格納容器（床上）へナトリウムが噴出し、格納容器内の圧力、温度及び床上放射能レベ

ルが異常に上昇した場合は、「格納容器内圧力高」、「格納容器内温度高」及び「格納容器

内床上線量率高」により警報が中央制御室に発せられ、工学的安全施設の作動により、

格納容器から放出される放射性物質を低減する。 

ULOF の事象推移と炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置の概要を第 2.1.1 図に、炉心損

傷防止措置の資機材を第 2.1.1表、格納容器破損防止措置の資機材を第 2.1.2 表に示す。 
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第 2.1.1 表 炉心損傷防止措置の資機材 下線：自主対策に係る資機材 

要求機能 
資機材 関連設備 

【】内：電源供給元＊1 
関連手順 

系統又は機器 機器 

原子炉の 

停止機能 

 

代替原子炉トリップ

信号（「１次主循環ポ

ンプトリップ」） 

検出器、計測装置 － 後備炉停止系による原

子 炉 自 動 停 止 手 順

（3.2.1 節参照） 

後備炉停止系用論理

回路 

論理回路 非常用電源設備【②】 

後備炉停止制御棒 後備炉停止制御

棒駆動系 

１）駆動機構 

２）上部案内管 

３）下部案内管 

－ 

核計装、プロセス計装 検出器、計測装置 非常用電源設備【②/③】 

原子炉停止後の

除熱機能 

原子炉停止後の除熱

機能（ＭＳ－１）の系

統 

原子炉冷却材バ

ウンダリの一部

（１次主冷却系

及び原子炉容器） 

－ 

１次主循環ポン

プポニーモータ 

ポニーモータ動力電源【③】 

ポニーモータ制御電源【②/③】 

オイルプレッシャーユニット動

力電源【②】 

オイルプレッシャーユニット制

御電源【②】 

冷却材バウンダ

リ 

－ 

主冷却機 インレットベーン・ダンパ駆動

用圧縮空気供給設備＊2 

インレットベーン・ダンパ制御

電源【②】 

核計装、プロセス計装 検出器、計測装置 非常用電源設備【②/③】 

原子炉の 

停止機能 

 

手動スクラム 手動スクラムボ

タン 

－ 原子炉手動停止手順 

（3.2.2 節参照） 

制御棒、後備炉停止制

御棒 

保持電磁石励磁

スイッチ 

－ 

制御棒、後備炉停止制

御棒（駆動機構による

挿入） 

制御棒駆動機構

操作スイッチ 

非常用電源設備【②】 

制御棒駆動系 

１）駆動機構 

２）上部案内管 

３）下部案内管 

核計装、プロセス計装 検出器、計測装置 非常用電源設備【②/③】 

＊1：「① 非常用ディーゼル電源系」、「② 交流無停電電源系」、「③ 直流無停電電源系」 

＊2：アキュムレータタンクより下流側が対象 
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第 2.1.2表 格納容器破損防止措置の資機材 下線：自主対策に係る資機材 

要求機能 
資機材 関連設備 

【】内：電源供給元＊1 
関連手順 

系統又は機器 機器 

原子炉容器内で

の損傷炉心物質

の冷却機能 

原子炉停止後の除熱

機能（ＭＳ－１）の系

統 

原子炉冷却材バ

ウンダリの一部

（１次主冷却系

及び原子炉容器） 

－ 損傷炉心物質の原子

炉容器内冷却手順 

（3.2.3 節参照） 

１次主循環ポン

プポニーモータ 

ポニーモータ動力電源【③】 

ポニーモータ制御電源【②/③】 

オイルプレッシャーユニット

動力電源【②】 

オイルプレッシャーユニット

制御電源【②】 

冷却材バウンダ

リ 

－ 

主冷却機 インレットベーン・ダンパ駆動

用圧縮空気供給設備＊2 

インレットベーン・ダンパ制御

電源【②】 

核計装、プロセス計装 検出器、計測装置 非常用電源設備【②/③】 

格納容器（床

上）へのナトリ

ウムの噴出防止

機能 

原子炉カバーガス等

のバウンダリ 

回転プラグ － 

格納容器外への

放射性物質の移

行量の低減機能 

原子炉カバーガス等

のバウンダリ 

１次アルゴンガ

ス系隔離弁（排気

側） 

非常用電源設備【①/③】 格納容器自動アイソ

レーション手順 

（3.2.4 節参照） 

格納容器手動アイソ

レーション手順 

（3.2.5 節参照） 

１次アルゴンガス系

の排気側の隔離手順 

（3.2.6 節参照） 

原子炉格納施設 

 

格納容器、格納容

器バウンダリに

属する配管・弁 

非常用電源設備【①/②/③】 

圧縮空気供給設備 

手動アイソレー

ションボタン 

－ 

プロセス計装 検出器、計測装置 非常用電源設備【②/③】 

＊1：「① 非常用ディーゼル電源系」、「② 交流無停電電源系」、「③ 直流無停電電源系」 

＊2：アキュムレータタンクより下流側が対象 
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2.2 過出力時原子炉停止機能喪失（UTOP）に係る資機材 

UTOP は、原子炉の出力運転中に、何らかの原因で過出力となった後、原子炉の停止に失敗する

ことから、炉心の昇温によって炉心の著しい損傷に至る可能性がある事象である。 

UTOP に対する炉心損傷防止措置は、制御棒連続引抜き阻止インターロック（異常事象が制御棒

の誤引抜きである場合）、代替原子炉トリップ信号、後備炉停止系用論理回路及び後備炉停止制御

棒による原子炉の停止であり、以下の措置により炉心の著しい損傷を防止する。 

ａ．制御棒連続引抜き阻止インターロック（異常事象が制御棒の誤引抜きである場合）及

び代替原子炉トリップ信号を整備することにより、原子炉トリップ信号の発信に失敗し

た場合でも原子炉の停止を可能とする。【別添 6-7：制御棒連続引抜き阻止インターロ

ックの設計について】 

ｂ．後備炉停止系用論理回路を整備することにより、原子炉保護系（スクラム）の動作に失

敗した場合でも原子炉の停止を可能とする。 

ｃ．後備炉停止系を整備することにより、制御棒（主炉停止系）の急速挿入に失敗した場合

でも原子炉の停止を可能とする。 

UTOPに対する格納容器破損防止措置は、主冷却系による原子炉容器内での損傷炉心物質の冷却・

閉じ込め、回転プラグを含む原子炉容器構造による格納容器内へのナトリウムの噴出の防止、格納

容器構造によるナトリウム燃焼の影響緩和であり、以下の措置により格納容器の破損を防止する。 

ａ．原子炉冷却材バウンダリの温度上昇を抑制するため、１次主冷却系における強制循環

（長期対策としては１次主循環ポンプのポニーモータを使用）、２次主冷却系の強制循環

（長期対策としては自然循環）及び主冷却機の強制通風（長期対策としては自然通風）

による原子炉容器内冷却を可能とする。 

ｂ．回転プラグ及びその固定ボルトを含む原子炉容器構造及び格納容器構造により、即発臨

界超過により放出されるエネルギーによって原子炉容器の上部から格納容器内に噴出

したナトリウムの影響を緩和する。 

ｃ．格納容器（床上）へナトリウムが噴出し、格納容器内の圧力、温度及び床上放射能レベ

ルが異常に上昇した場合は、「格納容器内圧力高」、「格納容器内温度高」及び「格納容器

内床上線量率高」により警報が中央制御室に発せられ、工学的安全施設の作動により、

格納容器から放出される放射性物質を低減する。 

UTOP の事象推移と炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置の概要を第 2.2.1 図に、炉心損

傷防止措置の資機材を第 2.2.1表、格納容器破損防止措置の資機材を第 2.2.2表に示す。 
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第 2.2.1表 炉心損傷防止措置の資機材 下線：自主対策に係る資機材 

要求機能 
資機材 関連設備 

【】内：電源供給元＊1 
関連手順 

系統又は機器 機器 

原子炉の 

停止機能 

 

代替原子炉トリップ

信号（「原子炉出口冷

却材温度高」） 

検出器、計測装置 非常用電源設備【②】 後備炉停止系による原

子 炉 自 動 停 止 手 順

（3.2.1 節参照） 

制御棒連続引抜き阻

止インターロック 

タイマリレー 非常用電源設備【②】 

後備炉停止系用論理

回路 

論理回路 非常用電源設備【②】 

後備炉停止制御棒 後備炉停止制御

棒駆動系 

１）駆動機構 

２）上部案内管 

３）下部案内管 

－ 

核計装、プロセス計装 検出器、計測装置 非常用電源設備【②/③】 

原子炉停止後の

除熱機能 

原子炉停止後の除熱

機能（ＭＳ－１）の系

統 

原子炉冷却材バ

ウンダリの一部

（１次主冷却系

及び原子炉容器） 

－ 

１次主循環ポン

プポニーモータ 

ポニーモータ動力電源【③】 

ポニーモータ制御電源【②/③】 

オイルプレッシャーユニット動

力電源【②】 

オイルプレッシャーユニット制

御電源【②】 

冷却材バウンダ

リ 

－ 

主冷却機 インレットベーン・ダンパ駆動

用圧縮空気供給設備＊2 

インレットベーン・ダンパ制御

電源【②】 

核計装、プロセス計装 検出器、計測装置 非常用電源設備【②/③】 

原子炉の 

停止機能 

 

手動スクラム 手動スクラムボ

タン 

－ 原子炉手動停止手順 

（3.2.2 節参照） 

制御棒、後備炉停止制

御棒 

保持電磁石励磁

スイッチ 

－ 

制御棒、後備炉停止制

御棒（駆動機構による

挿入） 

制御棒駆動機構

操作スイッチ 

非常用電源設備【②】 

制御棒駆動系 

１）駆動機構 

２）上部案内管 

３）下部案内管 

核計装、プロセス計装 検出器、計測装置 非常用電源設備【②/③】 

＊1：「① 非常用ディーゼル電源系」、「② 交流無停電電源系」、「③ 直流無停電電源系」 

＊2：アキュムレータタンクより下流側が対象 
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第 2.2.2表 格納容器破損防止措置の資機材 下線：自主対策に係る資機材 

要求機能 
資機材 関連設備 

【】内：電源供給元＊1 
関連手順 

系統又は機器 機器 

原子炉容器内で

の損傷炉心物質

の冷却機能 

原子炉停止後の除熱

機能（ＭＳ－１）の系

統 

原子炉冷却材バ

ウンダリの一部

（１次主冷却系

及び原子炉容器） 

－ 損傷炉心物質の原子

炉容器内冷却手順 

（3.2.3 節参照） 

１次主循環ポン

プポニーモータ 

ポニーモータ動力電源【③】 

ポニーモータ制御電源【②/③】 

オイルプレッシャーユニット

動力電源【②】 

オイルプレッシャーユニット

制御電源【②】 

冷却材バウンダ

リ 

－ 

主冷却機 インレットベーン・ダンパ駆動

用圧縮空気供給設備＊2 

インレットベーン・ダンパ制御

電源【②】 

核計装、プロセス計装 検出器、計測装置 非常用電源設備【②/③】 

格納容器（床

上）へのナトリ

ウムの噴出防止

機能 

原子炉カバーガス等

のバウンダリ 

回転プラグ － 

格納容器外への

放射性物質の移

行量の低減機能 

原子炉カバーガス等

のバウンダリ 

１次アルゴンガ

ス系隔離弁（排気

側） 

非常用電源設備【①/③】 格納容器自動アイソ

レーション手順 

（3.2.4 節参照） 

格納容器手動アイソ

レーション手順 

（3.2.5 節参照） 

１次アルゴンガス系

の排気側の隔離手順 

（3.2.6 節参照） 

原子炉格納施設 

 

格納容器、格納容

器バウンダリに

属する配管・弁 

非常用電源設備【①/②/③】 

圧縮空気供給設備 

手動アイソレー

ションボタン 

－ 

プロセス計装 検出器、計測装置 非常用電源設備【②/③】 

＊1：「① 非常用ディーゼル電源系」、「② 交流無停電電源系」、「③ 直流無停電電源系」 

＊2：アキュムレータタンクより下流側が対象 

  

[1120]



 

53条(1)-別紙 6-17 

 

 

  

  

炉
心
損
傷
防
止
措
置
の
有
効
性
評
価
の
範
囲

【
設
計
基
準
事
故
対
処
設
備
及
び
手
順
】

設
計
基
準
事
故
対
処
設
備

・
原
子
炉
ト
リ
ッ
プ
信
号

（
「
中
性
子
束
高
（
出
力
領
域
」
）

・
安
全
保
護
回
路

・
制
御
棒

・
原
子
炉
停
止
後
の
除
熱
機
能
（
Ｍ
Ｓ
－
１
）

関
連
す
る
手
順

・
原
子
炉
自
動
停
止
手
順

【
炉
心
損
傷
防
止
措
置
に
係
る
主
な
資
機
材
及
び
手
順
】

資
機
材

・
代
替
原
子
炉
ト
リ
ッ
プ
信
号

（
「
原
子
炉
出
口
冷
却
材
温
度
高
」
）

・
後
備
炉
停
止
系
用
論
理
回
路

・
後
備
炉
停
止
制
御
棒

・
制
御
棒
連
続
引
抜
き
阻
止
イ
ン
タ
ー
ロ
ッ
ク

・
原
子
炉
停
止
後
の
除
熱
機
能
（
Ｍ
Ｓ
－
１
）

関
連
す
る
手
順

・
後
備
炉
停
止
系
に
よ
る
原
子
炉
自
動
停
止
手
順

原
子
炉
ト
リ
ッ
プ
信
号
発
信

「
中
性
子
束
高
（
出
力
領

域
）
」

制
御
棒
の
異
常
な
引
抜
き

（
Ye
s）

原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
確
認

（
原
子
炉
保
護
系
（
ス
ク

ラ
ム
）
動
作
）

原
子
炉
自
動
停
止

（
Ye
s）

原
子
炉
冷
却
確
認
＊
1

（
No
）

（
No
）

【
炉
心
損
傷
防
止
措
置
】

原
子
炉
停
止
機
能
喪
失

（
原
子
炉
ト
リ
ッ
プ
信
号

発
信
失
敗
）

原
子
炉
停
止
機
能
喪
失

（
原
子
炉
保
護
系
（
ス
ク

ラ
ム
）
動
作
失
敗
）

代
替
原
子
炉
ト
リ
ッ
プ
信

号
発
信
「
原
子
炉
出
口
冷

却
材
温
度
高
」
＊

2

（
Ye
s）

後
備
炉
停
止
系
ス
ク
ラ
ム

確
認
（
後
備
炉
停
止
系
用

論
理
回
路
動
作
＊
3）

原
子
炉
自
動
停
止

（
Ye
s）

原
子
炉
冷
却
確
認
＊
1

（
No
）

（
No
）

原
子
炉
自
動
停
止

失
敗
と
判
断

原
子
炉
手
動
停
止

次
ペ
ー
ジ

（
★
）
へ

原
子
炉
停
止

原
子
炉
冷
却
確
認
＊
4

（
Ye
s）

（
No
）

判
断
基
準
：
原
子
炉
ト
リ
ッ
プ
信
号
又
は
代
替
原
子
炉
ト
リ
ッ
プ
信

号
の
警
報
が
発
報
し
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
制
御
棒
又

は
後
備
炉
停
止
制
御
棒
が
挿
入
さ
れ
て
お
ら
ず
、
原
子
炉

出
力
が
低
下
し
て
い
な
い
場
合
、
原
子
炉
自
動
停
止
失
敗

と
判
断
す
る
。

●

凡
例

：
プ
ラ
ン
ト
状
態

：
動
作
、
確
認

：
判
断

●
：
運
転
員
等
に
よ
る
操
作
が
必
要
な
措
置

黄
色
ハ
ッ
チ
ン
グ
：
有
効
性
評
価
の
対
象
の
措
置

青
色
ハ
ッ
チ
ン
グ
：
自
主
対
策

設
計
基
準
事
故
対
処
設
備

を
用
い
た
事
象
進
展

多
量
の
放
射
性
物
質
等

を
放
出
す
る
お
そ
れ
の

あ
る
事
故
時
の
事
象
進
展

＊
1：

炉
心
（
健
全
）
/１

次
主
冷
却
系
（
強
制
循
環
：
低
流
量
）

/２
次
主
冷
却
系
（
自
然
循
環
）

/主
冷
却
機
（
自
然
通
風
）

＊
2：

代
替
原
子
炉
ト
リ
ッ
プ
信
号
に
よ
り
原
子
炉
保
護
系
（
ス
ク
ラ
ム
）
が
動
作
し
、
原
子
炉
が
自
動
停
止
す
る
場
合
が
あ
る
。

＊
3：

原
子
炉
ト
リ
ッ
プ
信
号
に
よ
り
後
備
炉
停
止
系
用
論
理
回
路
が
動
作
し
、
原
子
炉
が
自
動
停
止
す
る
場
合
が
あ
る
。

＊
4：

炉
心
（
健
全
又
は
損
傷
）

/１
次
主
冷
却
系
（
強
制
循
環
：
定
格
流
量

/低
流
量
）
/２

次
主
冷
却
系
（
強
制
循
環

/自
然
循
環
）
/主

冷
却
機
（
強
制
通
風

/自
然
通
風
）

【
炉
心
損
傷
防
止
に
係
る
自
主
対
策
】

自
主
対
策
に
係
る
資
機
材

・
手
動
ス
ク
ラ
ム
ボ
タ
ン

・
制
御
棒
、
後
備
炉
停
止
制
御
棒
保
持
電
磁
石
励
磁

ス
イ
ッ
チ
等

・
制
御
棒
、
後
備
炉
停
止
制
御
棒
駆
動
機
構
及
び
操

作
ス
イ
ッ
チ

自
主
対
策
に
係
る
手
順

・
原
子
炉
手
動
停
止
手
順

自
主
対
策

制
御
棒
連
続
引
抜
き

阻
止
イ
ン
タ
ー
ロ
ッ
ク

動
作

（
Ye
s）

（
No
）

第
2.
2.
1
図
 
UT
OP

の
事
象
推
移
と
炉
心
損
傷
防
止
措
置
及
び
格
納
容
器
破
損
防
止
措
置
の
概
要
（
1
/
2）

 

[1121]



 

53条(1)-別紙 6-18 

 

 

 

  

格
納
容
器
破
損
防
止
措
置
の
有
効
性
評
価
の
範
囲

★

原
子
炉
自
動
停
止

失
敗
と
判
断

判
断
基
準
：
原
子
炉
の
自
動
停
止
失
敗
に
加
え
、

原
子
炉
の
手
動
停
止
（
自
主
対
策
）
に

よ
る
原
子
炉
出
力
の
低
下
に
も
失
敗
し

た
場
合
、
炉
心
の
著
し
い
損
傷
に
至
る

と
判
断
す
る
。

【
格
納
容
器
破
損
防
止
措
置
】

【
格
納
容
器
破
損
防
止
措
置
に
係
る
主
な
資
機
材
及

び
手
順
】

資
機
材

・
原
子
炉
停
止
後
の
除
熱
機
能
（
Ｍ
Ｓ
－
１
）

関
連
す
る
手
順

・
損
傷
炉
心
物
質
の
原
子
炉
容
器
内
冷
却
手
順

【
格
納
容
器
破
損
防
止
措
置
に
係
る
主
な
資
機
材
及

び
手
順
】

資
機
材

・
回
転
プ
ラ
グ
を
含
む
原
子
炉
容
器
構
造

・
格
納
容
器
構
造
（
隔
離
弁
の
一
部
を
含
む
。
）

関
連
す
る
手
順

・
格
納
容
器
自
動
ア
イ
ソ
レ
ー
シ
ョ
ン
手
順

【
格
納
容
器
破
損
防
止
に
係
る
自
主
対
策
】

自
主
対
策
に
係
る
手
順

・
１
次
ア
ル
ゴ
ン
ガ
ス
系
の
排
気
側
の
隔
離
手
順

・
格
納
容
器
手
動
ア
イ
ソ
レ
ー
シ
ョ
ン
手
順

原
子
炉
容
器
内

冷
却
確
認
＊

1

格
納
容
器
破
損
防
止

（
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン

ダ
リ
温
度
上
昇
抑
制
）

格
納
容
器
（
床
上
）
へ
の
ナ
ト
リ
ウ
ム

噴
出
等
に
よ
る
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン

ダ
リ
外
へ
の
放
射
性
物
質
の
漏
え
い

格
納
容
器
ア
イ
ソ
レ
ー

シ
ョ
ン
（
自
動
）

確
認
＊
2

格
納
容
器
破
損
防
止

（
格
納
容
器
バ
ウ
ン
ダ

リ
温
度
・
圧
力
等
上
昇

抑
制
）

（
Ye
s）

格
納
容
器
ア
イ
ソ
レ
ー

シ
ョ
ン
（
手
動
）

●

（
No
）

放
射
性
物
質
放
出
経
路

の
手
動
閉
止

●

凡
例

：
プ
ラ
ン
ト
状
態

：
動
作
、
確
認

：
判
断

●
：
運
転
員
等
に
よ
る
操
作
が
必
要
な
措
置

黄
色
ハ
ッ
チ
ン
グ
：
有
効
性
評
価
の
対
象
の
措
置

青
色
ハ
ッ
チ
ン
グ
：
自
主
対
策

＊
1：

炉
心
（
著
し
い
損
傷
）

/１
次
主
冷
却
系
（
強
制
循
環
：
定
格
流
量
/低

流
量
）

/２
次
主
冷
却
系
（
強
制
循
環

/自
然
循
環
）
/主

冷
却
機
（
強
制
通
風

/自
然
通
風
）

＊
2：

炉
心
の
著
し
い
損
傷
、
格
納
容
器
（
床
上
）
へ
の
ナ
ト
リ
ウ
ム
噴
出
等
に
よ
り
、
格
納
容
器
内
の
圧
力
、
温
度
又
は
床
上
線
量
率
が
異
常
に
上
昇
し
た
場
合

格
納
容
器
破
損
防
止
措
置
の
有
効
性
評
価
の
範
囲

自
主
対
策

第
2.
2.
1
図
 
UT
OP

の
事
象
推
移
と
炉
心
損
傷
防
止
措
置
及
び
格
納
容
器
破
損
防
止
措
置
の
概
要
（
2/
2）

 

[1122]



 

53条(1)-別紙 6-19 

 

2.3 除熱源喪失時原子炉停止機能喪失（ULOHS）に係る資機材 

ULOHSは、原子炉の出力運転中に、何らかの原因で除熱源が喪失した後、原子炉の停止に失敗す

ることから、炉心の昇温によって炉心の著しい損傷に至る可能性がある事象である。 

ULOHSに対する炉心損傷防止措置は、代替原子炉トリップ信号、後備炉停止系用論理回路及び後

備炉停止制御棒による原子炉の停止であり、以下の措置により炉心の著しい損傷を防止する。 

ａ．代替原子炉トリップ信号を整備することにより、原子炉トリップ信号の発信に失敗した

場合でも原子炉の停止を可能とする。 

ｂ．後備炉停止系用論理回路を整備することにより、原子炉保護系（スクラム）の動作に失

敗した場合でも原子炉の停止を可能とする。 

ｃ．後備炉停止系を整備することにより、制御棒（主炉停止系）の急速挿入に失敗した場合

でも原子炉の停止を可能とする。 

ULOHSに対する格納容器破損防止措置は、負の反応度係数などの固有の物理メカニズムによる原

子炉の出力低減、主冷却系による原子炉容器内冷却であり、以下の措置により格納容器の破損を防

止する。 

ａ．原子炉冷却材バウンダリの温度上昇を抑制するため、１次主冷却系における強制循

環（１次主循環ポンプの主電動機を使用）、２次主冷却系の自然循環及び主冷却機の

自然通風による原子炉容器内冷却を可能とする。 

ｂ．負の反応度係数などの固有の物理メカニズムによる原子炉の出力の低減を可能と

する。 

ｃ．以上に加えて、制御棒駆動機構の軸の直接回転により制御棒を炉心に挿入し、出力

を低下させる措置を整備する。なお、本措置は、上記のａ．～ｂ．の措置による格

納容器破損防止措置の有効性を確認した上で、安全性向上のために自主的に講じる

措置である。また、炉心損傷防止措置における原子炉手動停止操作によっても、制

御棒が挿入できなかった場合において、原子炉が高温で安定静定している場合に実

施する。【別添 6-8：制御棒駆動機構の軸の回転操作の資機材及び手順並びに実現性

について】 

ULOHSの事象推移と炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置の概要を第 2.3.1図に、炉心損

傷防止措置の資機材を第 2.3.1表、格納容器破損防止措置の資機材を第 2.3.2 表に示す。 
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第 2.3.1表 炉心損傷防止措置の資機材 下線：自主対策に係る資機材 

要求機能 
資機材 関連設備 

【】内：電源供給元＊1 
関連手順 

系統又は機器 機器 

原子炉の 

停止機能 

 

代替原子炉トリップ

信号（「原子炉出口冷

却材温度高」） 

検出器、計測装置 非常用電源設備【②】 後備炉停止系による

原子炉自動停止手順

（3.2.1 節参照） 

後備炉停止系用論理

回路 

論理回路 非常用電源設備【②】 

後備炉停止制御棒 後備炉停止制御

棒駆動系 

１）駆動機構 

２）上部案内管 

３）下部案内管 

－ 

核計装、プロセス計装 検出器、計測装置 非常用電源設備【②/③】 

原子炉停止後の

除熱機能 

原子炉停止後の除熱

機能（ＭＳ－１）の系

統 

原子炉冷却材バ

ウンダリの一部

（１次主冷却系

及び原子炉容器） 

－ 

１次主循環ポン

プポニーモータ 

ポニーモータ動力電源【③】 

ポニーモータ制御電源【②/③】 

オイルプレッシャーユニット

動力電源【②】 

オイルプレッシャーユニット

制御電源【②】 

冷却材バウンダ

リ 

－ 

主冷却機 インレットベーン・ダンパ駆動

用圧縮空気供給設備＊2 

インレットベーン・ダンパ制御

電源【②】 

核計装、プロセス計装 検出器、計測装置 非常用電源設備【②/③】 

原子炉の 

停止機能 

手動スクラム 手動スクラムボ

タン 

－ 原子炉手動停止手順 

（3.2.2 節参照） 

制御棒、後備炉停止制

御棒 

保持電磁石励磁

スイッチ 

－ 

制御棒、後備炉停止制

御棒（駆動機構による

挿入） 

制御棒駆動機構

操作スイッチ 

非常用電源設備【②】 

制御棒駆動系 

１）駆動機構 

２）上部案内管 

３）下部案内管 

核計装、プロセス計装 検出器、計測装置 非常用電源設備【②/③】 

＊1：「① 非常用ディーゼル電源系」、「② 交流無停電電源系」、「③ 直流無停電電源系」 

＊2：アキュムレータタンクより下流側が対象 
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第 2.3.2表 格納容器破損防止措置の資機材 下線：自主対策に係る資機材 

要求機能 
資機材 関連設備 

【】内：電源供給元＊1 
関連手順 

系統又は機器 機器 

原子炉の 

高温静定状態 

への移行 

原子炉停止後の除熱

機能（ＭＳ－１）の系

統 

原子炉冷却材バ

ウンダリの一部

（１次主冷却系

及び原子炉容器） 

－ 原子炉停止失敗時手

順（除熱源喪失時） 

（3.4.1 節参照） 

１次主循環ポン

プポニーモータ 

ポニーモータ動力電源【③】 

ポニーモータ制御電源【②/③】 

オイルプレッシャーユニット

動力電源【②】 

オイルプレッシャーユニット

制御電源【②】 

冷却材バウンダ

リ 

－ 

主冷却機 インレットベーン・ダンパ駆動

用圧縮空気供給設備＊2 

インレットベーン・ダンパ制御

電源【②】 

１次主循環ポンプ １次主循環ポン

プ主電動機 

主電動機動力電源【常用電源】 

主電動機制御電源【②/③】 

オイルプレッシャーユニット

動力電源【②】 

オイルプレッシャーユニット

制御電源【②】 

核計装、プロセス計装 検出器、計測装置 非常用電源設備【②/③】 

原子炉の 

停止機能 

制御棒駆動機構の軸

の直接回転に必要な

治具 

チェーンブロッ

ク等 

－ 制御棒駆動機構の軸

の直接回転による制

御棒挿入手順 

（3.4.2 節参照） 核計装、プロセス計装 検出器、計測装置 非常用電源設備【②/③】 

＊1：「① 非常用ディーゼル電源系」、「② 交流無停電電源系」、「③ 直流無停電電源系」 

＊2：アキュムレータタンクより下流側が対象 
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2.4 局所的燃料破損（LF）に係る資機材 

LFは、原子炉の出力運転中に、何らかの原因で燃料集合体内の冷却材流路が閉塞する等により、

炉心の局所的な昇温が生じることによって、燃料破損が発生し、その破損が全炉心規模に拡大して

炉心の著しい損傷に至る可能性がある。 

LF に対する炉心損傷防止措置は、燃料破損検出系による検出、運転員による原子炉の手動停止

であり、以下の措置により炉心の著しい損傷を防止する。 

ａ．燃料集合体のエントランスノズルには、炉心支持板の構造と相まって冷却材流量を調節

するためのオリフィス孔を複数個設け、１次冷却材の流路が同時に閉塞されないものと

する。 

ｂ．燃料要素は、隣接する燃料要素間の間隙を保持するためのスパイラルワイヤを巻いた状

態で、燃料集合体内に支持するものとし、１次冷却材の流路が同時に閉塞されないもの

とする。 

ｃ．流路閉塞が生じ、燃料要素が破損した場合に、異常を早期に検出するため、中央制御室

に警報を発する燃料破損検出系（遅発中性子法燃料破損検出設備）を整備する。 

ｄ．燃料破損検出系の警報により、運転員は手動で原子炉をスクラム又は停止できるものと

する。 

e. 流路閉塞が生じ、燃料要素が破損した場合に、異常を早期に検出するため、中央制

御室に警報を発する燃料破損検出系（カバーガス法燃料破損検出設備）を整備する。

なお、本措置は上記 c．の措置による炉心損傷防止措置の有効性を確認した上で、

安全性向上のために自主的に講じる措置である。 

f. 原子炉の停止失敗を検知した場合には、運転員は手動で原子炉を停止できるものと

する。当該操作手順には、手動操作による制御棒駆動機構の制御棒保持電磁石励磁

断又は後備炉停止制御棒駆動機構の後備炉停止制御棒保持電磁石励磁断により制

御棒又は後備炉停止制御棒を挿入する方法、制御棒駆動機構又は後備炉停止制御棒

駆動機構により手動操作にて制御棒又は後備炉停止制御棒を挿入する方法がある。

なお、本措置は上記ｄ．の措置による炉心損傷防止措置の有効性を確認した上で、

安全性向上のために自主的に講じる措置である。 

LF に対する格納容器破損防止措置は、主冷却系による原子炉容器内での損傷炉心物質の冷却・

閉じ込め、回転プラグを含む原子炉容器構造による格納容器内へのナトリウムの噴出の防止、格納

容器構造によるナトリウム燃焼の緩和であり、以下の措置により格納容器の破損を防止する。 

ａ．原子炉冷却材バウンダリの温度上昇を抑制するため、１次主冷却系における低速運転

（１次主循環ポンプのポニーモータを使用）、２次主冷却系の自然循環及び主冷却機の自

然通風による原子炉容器内冷却を可能とする。 

ｂ．回転プラグ及びその固定ボルトを含む原子炉容器構造及び格納容器構造により、即発臨

界超過により放出されるエネルギーによって原子炉容器の上部から格納容器内に噴出し

たナトリウムの影響を緩和する。 

ｃ．格納容器（床上）へナトリウムが噴出し、格納容器内の圧力、温度及び床上放射能レベ

ルが異常に上昇した場合は、「格納容器内圧力高」、「格納容器内温度高」及び「格納容器

内床上線量率高」により警報が中央制御室に発せられ、工学的安全施設の作動により、
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格納容器から放出される放射性物質を低減する。 

LF の炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置の概要を第 2.4.1 図に、炉心損傷防止措置の

資機材を第 2.4.1表、格納容器破損防止措置の資機材を第 2.4.2表に示す。 
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2.5 原子炉容器液位確保機能喪失による崩壊熱除去機能喪失（LORL）に係る資機材 

LORL に対する炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置は、異常事象の発生箇所（原子炉冷

却材バウンダリの破損箇所）により異なるため、以下の事象進展ごとに示す。 

・安全容器内の１次主冷却系の配管（内管及び外管）の破損が重畳した場合 

・安全容器外の１次主冷却系の配管（内管及び外管）の破損が重畳した場合 

・１次補助冷却系の配管（内管及び外管）の破損が重畳した場合 

 

2.5.1 安全容器内の１次主冷却系の配管（内管及び外管）の破損が重畳した場合 

１次冷却材漏えい（安全容器内配管（内管）破損）及び安全容器内配管（外管）破損の重畳事

故（LORL（ⅰ））は、原子炉の出力運転中に、何らかの原因で原子炉冷却材バウンダリ機能を有

する１次主冷却系の配管（内側）が破損し、原子炉が「炉内ナトリウム液面低」により自動停止

した後、リークジャケット又は配管（外側）が破損し、１次冷却材が二重壁外に漏えいし液位が

喪失した後、炉心の昇温によって炉心の著しい損傷に至る可能性がある。 

LORL（ⅰ）に対する炉心損傷防止措置は、安全容器による漏えいした冷却材の保持、炉心冷却

に必要な原子炉容器液位の確保及び補助冷却設備による原子炉停止後の崩壊熱の除去であり、

以下の措置により炉心の著しい損傷を防止する。 

ａ．安全容器内の空間容積を制限することにより、二重壁外へ１次冷却材が漏えいした場

合でも、原子炉容器等の冷却材液位を１次補助冷却系の循環に支障を来すことなく炉心

の冷却を行うことができるレベル以上に保持する。 

ｂ．原子炉容器等の冷却材液位が１次主冷却系の循環に支障を来すレベルまで低下した場

合でも、原子炉停止後の崩壊熱除去を可能とするため、補助冷却設備を整備する。【別添

6-9：１次補助冷却系出口配管からの吸い込みに必要な液位と LORL 時の液位の関係につ

いて】補助冷却設備は、多量の放射性物質等を放出するおそれのある事故への移行に備

え、原子炉容器のナトリウム液位が通常ナトリウム液位-320mmまで低下した時点で自動

起動する設計であるため、配管（外側）からの１次冷却材漏えいの判断に先行して、設

計基準事故対処設備（主冷却系）による崩壊熱除去中に起動する。なお、補助冷却設備

の運転が、設計基準事故対処設備（主冷却系）による崩壊熱除去を阻害することはない

（炉心損傷防止措置の有効性評価参照）。 

LORL（ⅰ）に対する格納容器破損防止措置は、安全容器による流出した冷却材や損傷炉心物質

の保持、コンクリート遮へい体冷却系による損傷炉心物質等の冷却、炉心が溶融する過程で、炉

心が露出するまでに冷却材の蒸発が生じ、原子炉冷却材バウンダリが高圧になることを想定し、

１次アルゴンガス系に安全板を設置し、主中間熱交換器の原子炉冷却材バウンダリ（1 次・2次

境界）の過圧の防止、断熱材及びヒートシンク材により、安全板から流出するナトリウムによる

熱的影響の緩和であり、以下の措置により、格納容器の破損を防止する。 

ａ．原子炉容器外に流出した冷却材や損傷炉心物質を保持するため、安全容器を整備する。 

ｂ．安全容器と生体遮へい体のギャップに窒素ガスを通気し、安全容器内にて保持した損

傷炉心物質等を冷却するため、コンクリート遮へい体冷却系を整備する。【別添 6-10：

BDBAの措置におけるコンクリート遮へい体冷却系の位置付けについて】 

ｃ．原子炉冷却材ナトリウムの蒸発により、主中間熱交換器の原子炉冷却材バウンダリ（1
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次・2 次境界）が過圧されることを防止するため、１次アルゴンガス系に安全板を整備

する。【別添 6-11：安全板の動作の信頼性、ヒートシンク材の材料及び設置場所につい

て】 

ｄ．安全板から流出するナトリウムによる熱的影響を緩和するため、格納容器（床下）の床

面に断熱材及びヒートシンク材を整備する。また、流出したナトリウムがコンクリート

と直接接触することを防止するため、格納容器（床下）の室には鋼製のライナを整備す

る。【別添 6-12：漏えいナトリウムの影響の拡大を抑制するための区画化等の対策につ

いて】 

ｅ．ナトリウムが流出し、格納容器内の圧力、温度及び床上放射能レベルが異常に上昇した

場合は、「格納容器内圧力高」、「格納容器内温度高」及び「格納容器内床上線量率高」に

より警報が中央制御室に発せられ、工学的安全施設の作動により、格納容器から放出さ

れる放射性物質を低減する。 

LORL（ⅰ）の事象推移と炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置の概要を第 2.5.1.1 図に、

炉心損傷防止措置の資機材を第 2.5.1.1 表、格納容器破損防止措置の資機材を第 2.5.1.2 表に示

す。 
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2.5.2 安全容器外の１次主冷却系の配管（内管及び外管）の破損が重畳した場合 

１次冷却材漏えい（１次主冷却系配管（内管）破損）及び１次主冷却系配管（外管）破損の重

畳事故（LORL（ⅱ））は、原子炉の出力運転中に、何らかの原因で原子炉冷却材バウンダリ機能

を有する１次主冷却系の配管（内側）が破損し、原子炉が「炉内ナトリウム液面低」により自動

停止した後、配管（外側）が破損し、１次冷却材が二重壁外に漏えいし液位が喪失した後、炉心

の昇温によって炉心の著しい損傷に至る可能性がある。 

LORL（ⅱ）に対する炉心損傷防止措置は、主冷却系サイフォンブレークによる冷却材の漏えい

量の抑制及び炉心冷却に必要な原子炉容器液位の確保並びに補助冷却設備による原子炉停止後

の崩壊熱の除去であり、以下の措置により炉心の著しい損傷を防止する。 

ａ．主冷却系サイフォンブレーク配管からアルゴンガスを導入し、サイフォン現象による原

子炉容器等の冷却材液位の低下を抑制することにより、二重壁外へ１次冷却材が漏えい

した場合でも、原子炉容器等の冷却材液位を１次補助冷却系の循環に支障を来すことな

く炉心の冷却を行うことができるレベル以上に保持する。【別添 6-13：1次主冷却系サイ

フォンブレーク及び１次補助冷却系サイフォンブレークの成立性について】 

ｂ．原子炉容器等の冷却材液位が１次主冷却系の循環に支障を来すレベルまで低下した場

合でも、原子炉停止後の崩壊熱除去を可能とするため、補助冷却設備を整備する。補助

冷却設備は、多量の放射性物質等を放出するおそれのある事故への移行に備え、原子炉

容器のナトリウム液位が通常ナトリウム液位-320mm まで低下した時点で自動起動する

設計であるため、配管（外側）からの１次冷却材漏えいの判断に先行して、設計基準事

故対処設備（主冷却系）による崩壊熱除去中に起動する。なお、補助冷却設備の運転が、

設計基準事故対処設備（主冷却系）による崩壊熱除去を阻害することはない（炉心損傷

防止措置の有効性評価参照）。 

LORL（ⅱ）に対する格納容器破損防止措置は、コンクリート遮へい体冷却系による原子炉容器

の外面冷却による原子炉停止後の崩壊熱除去、格納容器構造による格納容器（床下）に漏えいし

た冷却材の熱的影響の緩和であり、以下の措置により、格納容器の破損を防止する。 

ａ．原子炉容器とリークジャケットのギャップに窒素ガスを通気し、原子炉停止後の崩壊熱

を除去するため、コンクリート遮へい体冷却系を整備する。【別添 6-14：原子炉容器外

面冷却とナトリウム漏えい箇所との関係について】、【別添 6-15：原子炉容器外面冷却に

係る窒素ガス流路の切り替え及び冷却水の増大等の手順等について】 

ｂ．原子炉冷却材バウンダリから漏えいしたナトリウムがコンクリートと直接接触するこ

とを防止するため、格納容器（床下）の室には鋼製のライナを整備する。なお、１次主

冷却系の配管・機器の破損による格納容器内の圧力、温度の異常な上昇を検出した場合

には、手動操作によって、１次主冷却系配管に残存するナトリウムをダンプタンクにド

レンすることを可能とする。 

ｃ．原子炉運転中は格納容器（床下）を窒素雰囲気に保ち、ナトリウムが流出した場合の燃

焼反応を防止する。 

ｄ．ナトリウムが漏えいし、格納容器内の圧力、温度及び床上放射能レベルが異常に上昇し

た場合は、「格納容器内圧力高」、「格納容器内温度高」及び「格納容器内床上線量率高」

により警報が中央制御室に発せられ、工学的安全施設の作動により、格納容器から放出
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される放射性物質を低減する。なお、工学的安全施設は、手動操作によっても作動でき

るものとする。 

LORL（ⅱ）の事象推移と炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置の概要を第 2.5.2.1 図

に、炉心損傷防止措置の資機材を第 2.5.2.1表、格納容器破損防止措置の資機材を第 2.5.2.2表

に示す。 
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2.5.3 １次補助冷却系の配管（内管及び外管）の破損が重畳した場合 

１次冷却材漏えい（１次補助冷却系配管（内管）破損）及び１次補助冷却系配管（外管）破損

の重畳事故（LORL（ⅲ））は、原子炉の出力運転中に、何らかの原因で原子炉冷却材バウンダリ

機能を有する１次補助冷却系の配管（内側）が破損し、原子炉が「炉内ナトリウム液面低」によ

り自動停止した後、１次補助冷却系の配管（外側）が破損し、１次冷却材が二重壁外に漏えいし

液位が喪失した後、炉心の昇温によって炉心の著しい損傷に至る可能性がある。 

LORL（ⅲ）に対する炉心損傷防止措置は、１次補助冷却系サイフォンブレークによる冷却材の

漏えい量の抑制、炉心冷却に必要な原子炉容器液位の確保及び主冷却系（2ループ）による原子

炉停止後の崩壊熱除去であり、以下の措置により炉心の著しい損傷を防止する。 

ａ．１次補助冷却系サイフォンブレーク配管からアルゴンガスを導入し、サイフォン現象に

よる原子炉容器等の冷却材液位の低下を抑制することにより、二重壁外へ１次冷却材が

漏えいした場合でも、原子炉容器等の冷却材液位を１次主冷却系の循環に支障を来すこ

となく炉心の冷却を行うことができるレベル以上に保持する。【別添 6-16：１次補助冷

却系サイフォンブレーク止弁の誤開の防止対策及び誤開の影響について】以上に加えて、

原子炉の１次補助冷却系サイフォンブレーク失敗を検知した場合には、運転員は手

動で１次補助冷却系の原子炉容器出入口止弁を閉止し、１次冷却材の漏えいを防止

できるものとする。なお、本措置は上記の１次補助冷却系サイフォンブレークの措

置による炉心損傷防止措置の有効性を確認した上で、安全性向上のために自主的に

講じる措置である。 

ｂ．１次主冷却系の主中間熱交換器は、炉心と高低差を付けて設置し、ナトリウムの物理的

特性による受動的な自然循環を可能とする。 

ｃ．２次主冷却系の主冷却機は、主中間熱交換器と高低差を付けて設置し、ナトリウムの物

理的特性による受動的な自然循環を可能とするとともに、主冷却機の自然通風による崩

壊熱除去を可能とする。また、主冷却機の自然通風量は手動でも制御可能とする。 

LORL（ⅲ）に対する格納容器破損防止措置は、主冷却系（1ループ）による原子炉停止後の崩

壊熱除去、格納容器構造による格納容器（床下）に漏えいした冷却材の熱的影響の緩和であり、

1ループの１次主冷却系及び２次主冷却系の自然循環並びに主冷却機の自然通風により、炉心の

著しい損傷を防止するとともに、格納容器構造により熱的影響を緩和する。 

LORL（ⅲ）の事象推移と炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置の概要を第 2.5.3.1 図

に、炉心損傷防止措置の資機材を第 2.5.3.1表、格納容器破損防止措置の資機材を第 2.5.3.2表

に示す。 
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2.6 交流動力電源が存在し、かつ原子炉容器液位が確保された状態での崩壊熱除去機能喪失

（PLOHS）に係る資機材 

PLOHSに対する炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置は、異常事象により異なるため、以

下の事象進展ごとに示す。 

・外部電源喪失及び強制循環冷却失敗が重畳した場合 

・２次冷却材漏えい及び強制循環冷却失敗が重畳した場合 

 

2.6.1 外部電源喪失及び強制循環冷却失敗が重畳した場合 

外部電源喪失及び強制循環冷却失敗の重畳事故（PLOHS（ⅰ））は、原子炉の出力運転中に、何

らかの原因で外部電源が喪失し、原子炉が「電源喪失」により自動停止した後、原子炉停止後の

１次主冷却系における低速運転（１次主循環ポンプのポニーモータを使用）による強制循環冷却

に失敗するとともに補助冷却設備の運転による強制循環冷却に失敗し、炉心の昇温によって炉

心の著しい損傷に至る可能性がある。 

PLOHS（ⅰ）に対する炉心損傷防止措置は、主冷却系（2ループ）による原子炉停止後の崩壊熱

の除去であり、以下の措置により炉心の著しい損傷を防止する。【別添 6-17：「常陽」における自

然循環試験の実績について】 

ａ．１次主冷却系の主中間熱交換器は、炉心と高低差を付けて設置し、ナトリウムの物理的

特性による受動的な自然循環を可能とする。 

ｂ．２次主冷却系の主冷却機は、主中間熱交換器と高低差を付けて設置し、ナトリウムの物

理的特性による受動的な自然循環を可能とするとともに、主冷却機の自然通風による崩

壊熱除去を可能とする。また、主冷却機の自然通風量は手動でも制御可能とする。 

PLOHS（ⅰ）に対する格納容器破損防止措置は、主冷却系（1ループ）による原子炉停止後の崩

壊熱除去であり、1 ループの炉心損傷防止措置が機能しないことを仮定し、1 ループの１次主冷

却系及び２次主冷却系の自然循環並びに主冷却機の自然通風により、炉心の著しい損傷を防止

する。 

PLOHS（ⅰ）の事象推移と炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置の概要を第 2.6.1.1 図

に、炉心損傷防止措置の資機材を第 2.6.1.1表、格納容器破損防止措置の資機材を第 2.6.1.2表

に示す。 
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2.6.2 ２次冷却材漏えい及び強制循環冷却失敗が重畳した場合 

２次冷却材漏えい及び強制循環冷却失敗の重畳事故（PLOHS（ⅱ））は、原子炉の出力運転中に、

２次冷却材の漏えいが生じ、原子炉が「原子炉入口冷却材温度高」により自動停止した後、１次

主冷却系の低速運転（１次主循環ポンプのポニーモータを使用）による強制循環冷却に失敗する

とともに補助冷却設備の運転による強制循環冷却に失敗し、炉心の昇温によって炉心の著しい

損傷に至る可能性がある。 

PLOHS（ⅱ）に対する炉心損傷防止措置は、主冷却系（1ループ）による原子炉停止後の崩壊熱

の除去であり、以下の措置により炉心の著しい損傷を防止する。 

ａ．１次主冷却系の主中間熱交換器は、炉心と高低差を付けて設置し、ナトリウムの物理的

特性による受動的な自然循環を可能とする。 

ｂ．２次主冷却系の主冷却機は、主中間熱交換器と高低差を付けて設置し、ナトリウムの物

理的特性による受動的な自然循環を可能とするとともに、1 ループの主冷却機の自然通

風による崩壊熱除去を可能とする。また、主冷却機の自然通風量は手動でも制御可能と

する。 

PLOHS（ⅱ）に対する格納容器破損防止措置は、安全容器による流出した冷却材や損傷炉心物

質の保持、コンクリート遮へい体冷却系による損傷炉心物質等の冷却、炉心が溶融する過程で、

炉心が露出するまでに冷却材の蒸発が生じ、原子炉冷却材バウンダリが高圧になることを想定

し、１次アルゴンガス系に安全板を設置し、主中間熱交換器の原子炉冷却材バウンダリ（1次・

2次境界）の過圧の防止、断熱材及びヒートシンク材による安全板から流出するナトリウムによ

る熱的影響の緩和であり、以下の措置により、格納容器の破損を防止する。 

ａ．原子炉容器外に流出した冷却材や損傷炉心物質を保持するため、安全容器を整備する。 

ｂ．安全容器と生体遮へい体のギャップに窒素ガスを通気し、安全容器内にて保持した損傷

炉心物質等を冷却するため、コンクリート遮へい体冷却系を整備する。 

ｃ．原子炉冷却材ナトリウムの蒸発により、主中間熱交換器の原子炉冷却材バウンダリ（1

次・2 次境界）が過圧されることを防止するため、１次アルゴンガス系に安全板を整備

する。 

ｄ．安全板から流出するナトリウムによる熱的影響を緩和するため、格納容器（床下）の床

面に断熱材及びヒートシンク材を整備する。また、流出したナトリウムがコンクリート

と直接接触することを防止するため、格納容器（床下）の室には鋼製のライナを整備す

る。 

ｅ．ナトリウムが流出し、格納容器内の圧力、温度及び床上放射能レベルが異常に上昇した

場合は、「格納容器内圧力高」、「格納容器内温度高」及び「格納容器内床上線量率高」に

より警報が中央制御室に発せられ、工学的安全施設の作動により、格納容器から放出さ

れる放射性物質を低減する。 

PLOHS（ⅱ）の事象推移と炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置の概要を第 2.6.2.1 図

に、炉心損傷防止措置の資機材を第 2.6.2.1表、格納容器破損防止措置の資機材を第 2.6.2.2表

に示す。 
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2.7 全交流動力電源喪失による強制循環冷却機能喪失（SBO）に係る資機材 

SBOは、原子炉の出力運転中に何らかの原因で外部電源が喪失し、原子炉が「電源喪失」により

自動停止した後、非常用ディーゼル電源系のディーゼル発電機（2基）の自動起動に失敗、強制循

環冷却に失敗し、炉心の昇温によって炉心の著しい損傷に至る可能性がある。 

SBO に対する炉心損傷防止措置は、主冷却系（2 ループ）による原子炉停止後の崩壊熱の除去で

あり、以下の措置により炉心の著しい損傷を防止する。 

ａ．１次主冷却系の主中間熱交換器は、炉心と高低差を付けて設置し、ナトリウムの物理的

特性による受動的な自然循環を可能とする。 

ｂ．２次主冷却系の主冷却機は、主中間熱交換器と高低差を付けて設置し、ナトリウムの物

理的特性による受動的な自然循環を可能とするとともに、主冷却機の自然通風による崩

壊熱除去を可能とする。また、主冷却機の自然通風量は手動でも制御可能とする。 

ｃ．全交流動力電源喪失の長期化による直流及び交流無停電電源系の喪失を想定し、事故対

策上必要な操作は手動で対応できるものとするとともに、仮設計器により、監視を実施

できるものとする。【別添 6-18：SBO時の崩壊熱除去に係る過冷却の防止及び訓練実績に

ついて】 

SBO に対する格納容器破損防止措置は、主冷却系（1 ループ）による原子炉停止後の崩壊熱除

去であり、1 ループの炉心損傷防止措置が機能しないことを仮定し、1 ループの１次主冷却系及

び２次主冷却系の自然循環並びに主冷却機の自然通風により、炉心の著しい損傷を防止する。 

SBOの事象推移と炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置の概要を第 2.7.1図に、炉心損

傷防止措置及び格納容器破損防止措置の資機材を第 2.7.1表に示す。 
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3. 炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置に係る手順 

炉心の著しい損傷に至る可能性があると想定する事故の発生時において、事象の種類及び事象の

進展に応じて、事故に的確かつ柔軟に対処し、炉心の著しい損傷を防止若しくは炉心の著しい損傷に

至る可能性が生じる場合に、その拡大を防止し、あるいは施設からの多量の放射性物質等の放出を防

止できるように手順書を整備する。手順書は、使用主体に応じ、運転員が使用する手順書、現場対応

班が使用する手順書を整備する。 

炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置に係る手順については、原子炉施設保安規定等の後

段規制において、詳細が審査されるものであるが、ここでは、その概要を示す。 

 

3.1 各事象に共通の手順 

第 3.1.1 図に「常陽」現場対応班の体制図を示す。「常陽」において事故が発生した場合、運転

班以外の事故対応要員（現場対応班員約 170 名、このうち、緊急作業従事者は約 40名）は、休日

夜間を含めて召集され、約 1時間後には、現場対応班長（高速実験炉部長）のもとで事故の影響緩

和策をとることができる。また、「常陽」事故対策要領及び現場対応班活動要領には、現場対応班

長（高速実験炉部長）は、現場対応班の組織によらない対応もできるものとしており、現場の状況

に応じて必要な要員を影響緩和策に割り当てることができる。 

事故時の共通的な対策として、あらかじめ定めておく事項を以下に示す。 

 

（1）見学者等の避難手順 

①「常陽」原子炉施設 

原子炉施設に立ち入る見学者等には、職員等が立ち会う。また、非常の事態に発展するおそれ

のある場合などの異常発生時には、中央制御室又は現場指揮所から一斉放送を行い、職員等の誘

導のもと避難させる。 

 

②大洗研究所 

第 3.1.2図に大洗研究所の現地対策本部の体制図を示す。事故・災害等が発生した場合は、本

部長（大洗研究所の所長）を責任者とする現地対策本部が設置される。避難については、事故対

策規則に基づき設置される現地対策本部において、発災施設の状況や環境モニタリング等の情

報を基に、本部長が判断し、同規則に定めた活動班により行われる。具体的には、避難指示は、

発災現場の状況、放射性物質の放出状況、環境モニタリングの結果等の情報を現地対策本部で収

集、判断し、構内放送等により指示を行う。 

避難までの流れは、まずは、屋内退避を指示し、施設ごとに人員掌握を行う。その後、事象進

展・状況に応じて、構内の適切な避難場所（北、南など）及び避難方法を決定する。現地対策本

部の構成班により、構内避難場所へ誘導し、スクリーニングの実施、避難する者の連絡先を確認

し、その後、事業所外への避難となる。 

なお、通信連絡は、設置許可基準規則の第 30 条（通信連絡設備等）に係る設計基準事故が発

生した場合の対応と同じである。 
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（2）緊急作業従事者の被ばく管理 

緊急作業従事者の被ばく管理は、原子炉施設保安規定、大洗研究所（南地区）放射線安全取扱

要領等に基づき行う。作業は、現場のサーベイ結果を基に、放射線作業用に施設で保有している

呼吸保護具、防護服等の保護具、線量計を着用して実施する。 

炉心の著しい損傷に至る可能性があると想定する事故の発生時においても放射性物質等の放

出量は低く抑制されることから、中央制御室の居住性に影響を及ぼすことはない（格納容器破損

防止措置の有効性評価参照）。しかしながら、運転員等の被ばく低減に努めるため、万一の中央

制御室空調再循環運転機能の喪失を想定し、放出された放射性物質等による運転員等を被ばく

から防護するためにチャコールフィルタ付の半面マスク及び全面マスク等の保護具を整備する。 

 

 

第 3.1.1図 「常陽」現場対応班の体制 

  

現場指揮所（高速実験炉部）

〇 現場対応班長（高速実験炉部長）
〇 現場対応副班長
〇 現場対応班付

◇ 原子炉運転班
◇ 連絡・警戒班
◇ 消火班
◇ 搬出班
◇ 放管班
◇ 応急処置班

〇 「常陽」原子炉主任技術者
〇 核燃料取扱主務者
〇 放射線取扱主任者

◇ 原子炉運転班
・ 中央制御室の状態及び建物損

壊状況の確認
◇ 連絡・警戒班
・ 通信連絡設備の状態の確認
・ 状況確認、連絡、周辺の警戒
◇ 消火班
・ ナトリウム火災対応
◇ 搬出班
・ 資機材（電源及び水源を含

む。）の状態の確認
・ アクセスルートの状態の確認
◇ 放管班
・ 緊急作業従事者の被ばく管理
・ 放射線防護の管理
◇ 応急処置班
・ 応急処置の実施

現場（中央制御室）

〇 当直長
〇 副当直長

◇ 運転員

・ 原子炉停止の確認
・ 安全機能の状態の確認
・ プラントパラメータの監視及び

監視機能の確認

現地対策本部（第3.1.2図参照）
（安全情報交流棟）

（「常陽」現場対応班）
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【原子力事業者防災業務計画抜粋：令和 4年 4月】 

 

第 3.1.2図 大洗研究所現地対策本部の体制 

  

「常陽」等 
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3.2 炉心流量喪失時原子炉停止機能喪失（ULOF）に対する手順 

ULOF に対する炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置に係る手順を以下に示す。第 3.2.1

表に ULOFに対する手順のタイムチャートを示す。 

＜炉心損傷防止措置＞ 下線：自主対策 

・ 後備炉停止系による原子炉自動停止手順 

・ 原子炉手動停止手順 

・ １次主冷却系流量の増大手順 

 

＜格納容器破損防止措置＞ 下線：自主対策 

・ 損傷炉心物質の原子炉容器内冷却手順 

・ 格納容器自動アイソレーション手順 

・ 格納容器手動アイソレーション手順 

・ １次アルゴンガス系の排気側の隔離手順 
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第 3.2.1表 ULOFに対する手順のタイムチャート 

(a) 外部電源喪失及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故 

 

  

手順の項目 手順の内容

当直長 ・運転操作指揮

状況判断 運転員A 1
・原子炉トリップ信号発信確認
・原子炉スクラム確認
・事故発生の判断

・「電源喪失」による原子炉ト
リップ信号発信失敗を確認する。
・上記の確認は、中央制御室で1名
により5分以内に実施する。

炉心損傷
防止措置

運転員A 1
・代替原子炉トリップ信号発信及び原子炉
　スクラム確認
・後備炉停止系スクラム確認

・「１次主循環ポンプトリップ」
による原子炉スクラム（自動停
止）を確認する。
・「１次主循環ポンプトリップ」
による後備炉停止系用論理回路動
作に伴う後備炉停止系による原子
炉スクラム（自動停止）を確認す
る。
・上記の確認は、中央制御室で1名
により5分以内に実施する。

状況判断 運転員A 1 ・原子炉自動停止失敗と判断

・原子炉スクラム、後備炉停止系
スクラムに失敗した場合は原子炉
自動停止失敗と判断する。
・上記の判断は、中央制御室で1名
により5分以内に実施する。

運転員A 1 ・原子炉手動停止

・手動スクラム、制御棒保持電磁
石励磁手動断、後備炉停止制御棒
保持電磁石励磁手動断、制御棒駆
動機構による制御棒手動挿入又は
後備炉停止制御棒駆動機構による
後備炉停止制御棒手動挿入によ
り、原子炉を停止する。
・上記の対策は、中央制御室で1名
により5分以内に実施する。

運転員B、C 2 ・１次主冷却系流量増大

・１次主冷却系流量増大に係る操
作を実施する。
・上記の操作は、中央制御室又は
現場のポニーモータ抵抗器盤で2名
により10分以内に実施する。

格納容器破損
防止措置

運転員B、C 2 ・原子炉容器内冷却確認

・１次主冷却系（ポニーモータ低
速運転）の運転状況を確認すると
ともに、２次主冷却系（自然循
環）及び主冷却機（自然通風）に
異常等がないことを確認する。
・上記の確認は、中央制御室で2名
により10分以内に実施し、その
後、監視を継続する。

自主対策 運転員D 1
・原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉
  カバーガス等のバウンダリ内に放射性物
  質を閉じ込め、貯留

・燃料破損検出系により燃料破損
の有無を確認する。
・燃料が破損したと推定される場
合、放射性物質を閉じ込めるた
め、原子炉カバーガス等のバウン
ダリを隔離する。
・上記の操作は、必要な際に、中
央制御室で1名により10分以内に実
施する。

格納容器破損
防止措置

運転員A、E 2
・格納容器アイソレーション確認
・格納容器手動アイソレーション

・「格納容器内圧力高」、「格納
容器内温度高」、「格納容器内床
上線量率高」により、原子炉保護
系（アイソレーション）が動作
し、工学的安全施設が自動的に作
動し、隔離されることを確認す
る。
・多量のナトリウムが格納容器床
上に噴出した場合は、噴出直後に
格納容器床上温度が60℃を超過し
て原子炉保護系（アイソレーショ
ン）が動作する。
・自動アイソレーションに失敗し
ている場合は手動アイソレーショ
ンにより隔離する。
・上記の確認及び操作は、必要な
際に、中央制御室で2名により5分
以内に実施し、その後、監視を継
続する。

自主対策

必要な要員と作業項目
経過時間（分）

備考

要員（名）
（作業に必要な要員数）

10 15 20 25 30 60

▽異常事象発生（外部電源喪失）

120 180 240

▽事故発生の判断（「電源喪失」による原子炉トリップ信号発信失敗）

▽原子炉自動停止失敗と判断

5

・炉心損傷防止措置は、運転員の操作を介在しなく

ても、自動的に機能し、原子炉は自動停止するよう

設計している。このため、運転員の操作はなく、運

転員の役割は、原子炉停止の確認及び停止後の

除熱の監視となる。

・格納容器アイソレーションは、運転員の操作を介在し

なくても、自動的に機能するよう設計している。このた

め、運転員の操作はなく、運転員の役割は、隔離状態

の確認及び監視となる。

・格納容器隔離に失敗したと判断した場合、手動アイ

ソレーション操作を開始する。操作実施後は、放射性

物質の閉じ込め、貯留状態の監視を継続する。

定期的な監視を継続

燃料破損を確認した場合は、

原子炉カバーガス等のバウンダリを隔離

その後は定期的な監視を継続

アイソレーションを確認し、その後は定期的な監視を継続

必要な場合は、手動アイソレーション操作を実施

▽炉心の著しい損傷の有無を判断
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第 3.2.1表 ULOFに対する手順のタイムチャート 

(b) 外部電源喪失及び原子炉保護系（スクラム）動作失敗の重畳事故 

 

  

手順の項目 手順の内容

当直長 ・運転操作指揮

状況判断 運転員A 1
・原子炉トリップ信号発信確認
・原子炉スクラム確認
・事故発生の判断

・「電源喪失」による原子炉保護
系（スクラム）動作失敗を確認す
る。
・上記の確認は、中央制御室で1名
により5分以内に実施する。

炉心損傷
防止措置

運転員A 1
・代替原子炉トリップ信号発信及び原子炉
　スクラム確認
・後備炉停止系スクラム確認

・「１次主循環ポンプトリップ」
による原子炉スクラム（自動停
止）を確認する。
・「１次主循環ポンプトリップ」
による後備炉停止系用論理回路動
作に伴う後備炉停止系による原子
炉スクラム（自動停止）を確認す
る。
・上記の確認は、中央制御室で1名
により5分以内に実施する。

状況判断 運転員A 1 ・原子炉自動停止失敗と判断

・原子炉スクラム、後備炉停止系
スクラムに失敗した場合は原子炉
自動停止失敗と判断する。
・上記の判断は、中央制御室で1名
により5分以内に実施する。

運転員A 1 ・原子炉手動停止

・手動スクラム、制御棒保持電磁
石励磁手動断、後備炉停止制御棒
保持電磁石励磁手動断、制御棒駆
動機構による制御棒手動挿入又は
後備炉停止制御棒駆動機構による
後備炉停止制御棒手動挿入によ
り、原子炉を停止する。
・上記の対策は、中央制御室で1名
により5分以内に実施する。

運転員B、C 2 ・１次主冷却系流量増大

・１次主冷却系流量増大に係る操
作を実施する。
・上記の操作は、中央制御室又は
現場のポニーモータ抵抗器盤で2名
により10分以内に実施する。

格納容器破損
防止措置

運転員B、C 2 ・原子炉容器内冷却確認

・１次主冷却系（ポニーモータ低
速運転）の運転状況を確認すると
ともに、２次主冷却系（自然循
環）及び主冷却機（自然通風）に
異常等がないことを確認する。
・上記の確認は、中央制御室で2名
により10分以内に実施し、その
後、監視を継続する。

自主対策 運転員D 1
・原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉
  カバーガス等のバウンダリ内に放射性物
  質を閉じ込め、貯留

・燃料破損検出系により燃料破損
の有無を確認する。
・燃料が破損したと推定される場
合、放射性物質を閉じ込めるた
め、原子炉カバーガス等のバウン
ダリを隔離する。
・上記の操作は、必要な際に、中
央制御室で1名により10分以内に実
施する。

格納容器破損
防止措置

運転員A、E 2
・格納容器アイソレーション確認
・格納容器手動アイソレーション

・「格納容器内圧力高」、「格納
容器内温度高」、「格納容器内床
上線量率高」により、原子炉保護
系（アイソレーション）が動作
し、工学的安全施設が自動的に作
動し、隔離されることを確認す
る。
・多量のナトリウムが格納容器床
上に噴出した場合は、噴出直後に
格納容器床上温度が60℃を超過し
て原子炉保護系（アイソレーショ
ン）が動作する。
・自動アイソレーションに失敗し
ている場合は手動アイソレーショ
ンにより隔離する。
・上記の確認及び操作は、必要な
際に、中央制御室で2名により5分
以内に実施し、その後、監視を継
続する。

自主対策

必要な要員と作業項目
経過時間（分）

備考

要員（名）
（作業に必要な要員数）

10 15 20 25 30 60

▽異常事象発生（外部電源喪失）

120 180 240

▽事故発生の判断（原子炉保護系（スクラム）動作失敗）

▽原子炉自動停止失敗と判断

▽炉心の著しい損傷の有無を判断

5

・炉心損傷防止措置は、運転員の操作を介在しなく

ても、自動的に機能し、原子炉は自動停止するよう

設計している。このため、運転員の操作はなく、運

転員の役割は、原子炉停止の確認及び停止後の

除熱の監視となる。

・格納容器アイソレーションは、運転員の操作を介在し

なくても、自動的に機能するよう設計している。このた

め、運転員の操作はなく、運転員の役割は、隔離状態

の確認及び監視となる。

・格納容器隔離に失敗したと判断した場合、手動アイ

ソレーション操作を開始する。操作実施後は、放射性

物質の閉じ込め、貯留状態の監視を継続する。

定期的な監視を継続

燃料破損を確認した場合は、

原子炉カバーガス等のバウンダリを隔離

その後は定期的な監視を継続

アイソレーションを確認し、その後は定期的な監視を継続

必要な場合は、手動アイソレーション操作を実施
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第 3.2.1表 ULOFに対する手順のタイムチャート 

(c) １次主循環ポンプ軸固着及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故 

 

  

手順の項目 手順の内容

当直長 ・運転操作指揮

状況判断 運転員A 1
・原子炉トリップ信号発信確認
・原子炉スクラム確認
・事故発生の判断

・「１次冷却材流量低」による原
子炉トリップ信号発信失敗を確認
する。
・上記の確認は、中央制御室で1名
により5分以内に実施する。

炉心損傷
防止措置

運転員A 1
・代替原子炉トリップ信号発信及び原子炉
　スクラム確認
・後備炉停止系スクラム確認

・「１次主循環ポンプトリップ」
による原子炉スクラム（自動停
止）を確認する。
・「１次主循環ポンプトリップ」
による後備炉停止系用論理回路動
作に伴う後備炉停止系による原子
炉スクラム（自動停止）を確認す
る。
・上記の確認は、中央制御室で1名
により5分以内に実施する。

状況判断 運転員A 1 ・原子炉自動停止失敗と判断

・原子炉スクラム、後備炉停止系
スクラムに失敗した場合は原子炉
自動停止失敗と判断する。
・上記の判断は、中央制御室で1名
により5分以内に実施する。

自主対策 運転員A 1 ・原子炉手動停止

・手動スクラム、制御棒保持電磁
石励磁手動断、後備炉停止制御棒
保持電磁石励磁手動断、制御棒駆
動機構による制御棒手動挿入又は
後備炉停止制御棒駆動機構による
後備炉停止制御棒手動挿入によ
り、原子炉を停止する。
・上記の対策は、中央制御室で1名
により5分以内に実施する。

自主対策 運転員B、C 2 ・１次主冷却系流量増大

・１次主冷却系流量増大に係る操
作を実施する。
・上記の操作は、中央制御室又は
現場のポニーモータ抵抗器盤で2名
により10分以内に実施する。

格納容器破損
防止措置

運転員B、C 2 ・原子炉容器内冷却確認

・１次主冷却系（ポニーモータ低
速運転）の運転状況を確認すると
ともに、２次主冷却系（自然循
環）及び主冷却機（自然通風）に
異常等がないことを確認する。
・上記の確認は、中央制御室で2名
により10分以内に実施し、その
後、監視を継続する。

自主対策 運転員D 1
・原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉
  カバーガス等のバウンダリ内に放射性物
  質を閉じ込め、貯留

・燃料破損検出系により燃料破損
の有無を確認する。
・燃料が破損したと推定される場
合、放射性物質を閉じ込めるた
め、原子炉カバーガス等のバウン
ダリを隔離する。
・上記の操作は、必要な際に、中
央制御室で1名により10分以内に実
施する。

格納容器破損
防止措置

運転員A、E 2
・格納容器アイソレーション確認
・格納容器手動アイソレーション

・「格納容器内圧力高」、「格納
容器内温度高」、「格納容器内床
上線量率高」により、原子炉保護
系（アイソレーション）が動作
し、工学的安全施設が自動的に作
動し、隔離されることを確認す
る。
・多量のナトリウムが格納容器床
上に噴出した場合は、噴出直後に
格納容器床上温度が60℃を超過し
て原子炉保護系（アイソレーショ
ン）が動作する。
・自動アイソレーションに失敗し
ている場合は手動アイソレーショ
ンにより隔離する。
・上記の確認及び操作は、必要な
際に、中央制御室で2名により5分
以内に実施し、その後、監視を継
続する。

備考必要な要員と作業項目
経過時間（分）

要員（名）
（作業に必要な要員数）

10 15 20 25 30 60 120 180 2405

▽異常事象発生（１次主循環ポンプ軸固着）

▽事故発生の判断（「１次冷却材流量低」による原子炉トリップ信号発信失敗）

▽原子炉自動停止失敗と判断

・炉心損傷防止措置は、運転員の操作を介在しなく

ても、自動的に機能し、原子炉は自動停止するよう

設計している。このため、運転員の操作はなく、運

転員の役割は、原子炉停止の確認及び停止後の

除熱の監視となる。

・格納容器アイソレーションは、運転員の操作を介在し

なくても、自動的に機能するよう設計している。このた

め、運転員の操作はなく、運転員の役割は、隔離状態

の確認及び監視となる。

・格納容器隔離に失敗したと判断した場合、手動アイ

ソレーション操作を開始する。操作実施後は、放射性

物質の閉じ込め、貯留状態の監視を継続する。

▽炉心の著しい損傷の有無を判断

定期的な監視を継続

燃料破損を確認した場合は、

原子炉カバーガス等のバウンダリを隔離

その後は定期的な監視を継続

アイソレーションを確認し、その後は定期的な監視を継続

必要な場合は、手動アイソレーション操作を実施
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3.2.1 後備炉停止系による原子炉自動停止手順 

（1）概要 

本手順は、原子炉の緊急停止が必要な異常事象が生じた場合に原子炉トリップ信号や原子炉

保護系（スクラム）の動作による原子炉自動停止に失敗した際の後備炉停止系による原子炉自動

停止に係る手順である。 

 

（2）成功基準 

後備炉停止系による原子炉自動停止は、運転員の操作を介在しなくても、自動的に機能するよ

うに設計している。このため、運転員の役割は、原子炉自動停止の確認及び原子炉自動停止後の

除熱の監視となる。 

 

（3）操作手順 

① 原子炉の緊急停止が必要な異常事象が発生した場合、当直長は、運転員に原子炉自動停止

の確認及び原子炉自動停止後の除熱の監視を指示する。 

② 運転員（中央制御室）Aは、代替原子炉トリップ信号の発信及び後備炉停止系による原子

炉自動停止を確認するとともに、原子炉出力の低下を確認する。 

※ 代替原子炉トリップ信号は、ULOFの場合「１次主循環ポンプトリップ」、UTOP及び ULOHS

の場合「原子炉容器出口冷却材温度高」である。 

※ 原子炉出力の低下の確認には、核計装（線形出力系）を用いる。また、未臨界の維持

の確認には、核計装（起動系）を用いる。 

※ 原子炉が自動停止していない場合、原子炉手動停止操作を実施する（3.2.2 節参照）。 

③ 運転員（中央制御室）B 及び Cは、以下により原子炉自動停止後の除熱を監視する。 

・ １次主冷却系（ポニーモータ等による強制循環運転）の運転状況を監視する。 

※ 上記の監視には、１次主冷却系の流量検出器を用いる。 

・ ２次主冷却系及び主冷却機に異常等がないことを監視する。 

※ 上記の監視には、２次主冷却系の流量検出器及び主冷却器出口冷却材の温度検出器を

用いる。 

・ 主冷却器出口冷却材温度及び原子炉容器出口冷却材温度が安定することを監視する。 

※ 上記の監視には、主冷却器出口冷却材の温度検出器、原子炉容器出口冷却材の温度検

出器を用いる。 

 

（4）操作の成立性 

上記の操作は、現場作業を伴わない中央制御室での操作である。 

上記②は、運転員 1名で 5分以内に確認することが可能である。 
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3.2.2 原子炉手動停止手順【自主対策】 

（1）概要 

本手順は、原子炉の自動停止に失敗した際の原子炉手動停止に係る手順である。本手順は、中

央制御室で運転員が短時間で実施できるため、炉心損傷を防止できる可能性があるが、操作に時

間を要する可能性を考慮すると ULOFや UTOP では、炉心損傷の防止に間に合わない場合がある。 

なお、炉心損傷の防止に間に合わない場合でも、原子炉の出力を低下させ、影響を緩和する手

段となり得ることから、本手順は、炉心の状態によらず実施する。 

 

（2）成功基準 

原子炉手動停止は、安全性向上のために自主的に講じるものである。 

 

（3）操作手順 

① 運転員（中央制御室）Aは、原子炉の自動停止に失敗した場合、以下の順に原子炉手動停

止操作を実施する（第 3.2.2.1図参照）。 

※ 原子炉保護系（スクラム）や後備炉停止系用論理回路の動作等の作動条件を満たして

いるにもかかわらず、制御棒又は後備炉停止制御棒が挿入されず、原子炉出力が低下

していない場合、原子炉の自動停止に失敗したと判断する。 

※ ULOFの場合、原子炉保護系（スクラム）の作動条件の確認には、１次主冷却系の流量

検出器、１次主循環ポンプトリップ検出器を用いる。 

※ UTOPの場合、原子炉保護系（スクラム）の作動条件の確認には、核計装（線形出力系）、

原子炉出口冷却材の温度検出器を用いる。 

※ ULOHSの場合、原子炉保護系（スクラム）の作動条件の確認には、原子炉出入口冷却材

の温度検出器、２次主冷却系の流量検出器を用いる。 

※ 原子炉出力の低下の確認には、核計装（線形出力系）を用いる。また、未臨界の維持

の確認には、核計装（起動系）を用いる。 

a. 手動スクラムボタンを押し、原子炉保護系（スクラム）を動作させる。 

b. a.の操作を実施しても制御棒又は後備炉停止制御棒を挿入できない場合は、以下の順

に操作を実施し、制御棒又は後備炉停止制御棒保持電磁石の励磁を切る。 

ⅰ. 励磁制御棒全数スイッチを「切」とする。 

ⅱ. 各制御棒又は各後備炉停止制御棒の励磁スイッチを「切」とする。 

ⅲ. 各制御棒又は各後備炉停止制御棒の励磁電源スイッチを「切」とする。 

c. b.の操作を実施しても制御棒又は後備炉停止制御棒を挿入できない場合は、各制御棒

又は各後備炉停止制御棒の駆動機構のスイッチを「挿入」として個別に挿入する。 

 なお、ULOHS において、上記 a.～c.の操作によっても制御棒又は後備炉停止制御棒を

挿入できない場合、現場（格納容器内）にて、制御棒駆動機構の軸を直接回転させ、

制御棒を挿入する操作を実施する（3.4.2節参照）。 

② 運転員（中央制御室）B 及び Cは、以下により①の操作後の除熱を監視する。 

a. ①の a.の操作に成功した場合、3.2.1 節に同じ。 

b. ①の b.又は c.の操作に成功した場合、冷却系は、操作前の状態が維持される場合があ
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り、必要に応じて、１次主冷却系（ポニーモータ等による低速運転）、２次主冷却系（自

然循環）、主冷却機（自然通風）の状態へ移行させる。 

c. ①の操作を実施しても制御棒又は後備炉停止制御棒を挿入できない場合は、１次主冷却

系（ポニーモータ等による低速運転）の流量を増大させる。 

 

（4）操作の成立性 

上記の操作は、現場作業を伴わない中央制御室での操作である。 

上記①の操作は、運転員 1 名で 10分以内に実施することが可能であり、当該操作は、炉心損

傷の防止に間に合わない場合であっても、原子炉の出力を低下させ、影響を緩和する手段となり

得ることから、炉心の状態によらず実施する。また、上記②の操作は、運転員 2 名で 10分以内

に実施することが可能であり、当該操作は、炉心損傷の防止に間に合わない場合であっても、原

子炉の冷却能力を向上させ、影響を緩和する手段となり得ることから、炉心の状態によらず実施

する。 
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第 3.2.2.1図 原子炉手動停止の補足  

＜原子炉附属建物2階＞

＜中央制御室（A-712）＞

＜原子炉制御盤＞
手動スクラムボタン（操作手順：「① a.」）

励磁制御棒全数スイッチ
（操作手順：「① b. ⅰ.」）

駆動機構スイッチ
（操作手順：「① c.」）
（1，3，4，6：制御棒）

（2，5：後備炉停止制御棒）

励磁スイッチ
（操作手順：「① b. ⅱ.」）
（ 1，3，4，6 ：制御棒）
（2，5：後備炉停止制御棒）

励磁電源スイッチ（操作手順：「① b. ⅲ.」）
（ 1，3，4，6 ：制御棒）
（2，5：後備炉停止制御棒）

核物質防護情報（管理情報）が含まれているため
公開できません。

核物質防護情報（管理情報）が含
まれているため公開できません。

核物質防護情報（管理情報）が含
まれているため公開できません。

核物質防護情報（管理情報）が含
まれているため公開できません。

核物質防護情報（管理情報）が含
まれているため公開できません。
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3.2.3 損傷炉心物質の原子炉容器内冷却手順 

（1）概要 

本手順は、炉心流量の喪失又は過出力時に原子炉の停止に失敗し、炉心の著しい損傷に至ると

判断した際の損傷炉心物質の原子炉容器内冷却に係る手順である。本手順では、炉心が健全な状

態又は部分的な損傷状態のまま事故が静定する可能性も考慮し、可能な限り速やかに系統降温

を実施し、原子炉冷却材バウンダリの健全性の維持を最優先として対応する。 

 

（2）成功基準 

損傷炉心物質の冷却は、運転員の操作を介在しなくても、自動的に機能するように設計してい

る。このため、運転員の役割は、原子炉の状態の監視となる。 

 

（3）操作手順 

① 当直長は、原子炉の停止に失敗した場合、炉心の著しい損傷に至ると判断し、運転員に原

子炉の状態の監視強化及び系統降温の実施を指示する。 

※ 原子炉の自動停止に加え、原子炉の手動停止により原子炉出力の低下にも失敗した場

合に炉心の著しい損傷に至ると判断する。 

※ 原子炉出力の低下の確認には、核計装（線形出力系）を用いる。また、未臨界の維持

の確認には、核計装（起動系）を用いる。 

② 運転員（中央制御室）A、B、C及び Eは、以下により原子炉の状態を監視する。 

・ １次主冷却系（ポニーモータ等による低速運転）の運転状況を監視する。 

※ 上記の監視には、１次主冷却系の流量検出器を用いる。 

・ ２次主冷却系及び主冷却機に異常等がないことを監視する。 

※ 上記の監視には、２次主冷却系の流量検出器及び主冷却器出口冷却材の温度検出器を

用いる。 

・ 主冷却器出口冷却材温度及び原子炉容器出口冷却材温度を監視する。 

※ 上記の監視には、主冷却器出入口冷却材の温度検出器、原子炉容器出口冷却材の温度

検出器を用いる。 

・ 格納容器の温度、圧力及び線量率を監視する。 

※ 上記の監視には、格納容器（床上及び床下）の温度検出器、格納容器（床上及び床下）

の圧力検出器及び格納容器内高線量エリアモニタを用いる。 

※ 格納容器の温度、圧力又は線量率が原子炉保護系（アイソレーション）の作動設定値

に達した場合、格納容器アイソレーションの作動を確認する（3.2.4節参照）。 

③ 運転員（中央制御室）B及び Cは、原子炉の状態を監視しつつ、可能な限り速やかに系統

降温を実施する。 

・ 可能な場合には、２次主循環ポンプを用いる。 

 

（4）操作の成立性 

上記の操作は、現場作業を伴わない中央制御室での操作である。 
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3.2.4 格納容器自動アイソレーション手順 

（1）概要 

本手順は、炉心の著しい損傷等により格納容器の温度、圧力又は線量率が原子炉保護系（アイ

ソレーション）の作動設定値に達した際の格納容器自動アイソレーションに係る手順である。 

 

（2）成功基準 

格納容器自動アイソレーションは、運転員の操作を介在しなくても、自動的に機能するように

設計している。このため、運転員の役割は、隔離の確認となる。 

 

（3）操作手順 

① 運転員（中央制御室）A及び Eは、格納容器の温度、圧力又は線量率が原子炉保護系（ア

イソレーション）の作動設定値に達した場合に格納容器が自動で隔離されることを確認す

る（第 3.2.4.1図参照）。 

※ 上記の確認は、隔離弁の状態表示灯により行う。 

※ 隔離弁が自動で動作していない場合、手動による隔離操作を実施する（3.2.5節参照）。 

 

（4）操作の成立性 

上記の操作は、現場作業を伴わない中央制御室での操作である。 
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第 3.2.4.1図 格納容器自動アイソレーションの補足（2/3：検出器の配置）  

格納容器

格納容器（床下）

格納容器（床上）

R-501

R-201

R-202

R-203

R-204

R-205

R-206

※： 格納容器（床上）と格納容器（床下）の内部は、開口等により連通しており、検出器
の設置場所において、当該区画のパラメータを計測可能

※： 格納容器（床下）の検出器は、主に漏えいした１次冷却材が堆積する地下中2階で、か
つ、空調系の吸込み口を設置するR-203室に設置

格納容器（床上）のアイソレーション信号
に係る検出器の配置図（原子炉建物1階）

格納容器（床下）のアイソレーション信号
に係る検出器の配置図（原子炉建物地下中2階）

T

M

P

：温度検出器

：圧力検出器

：放射線モニタ

M

M

M

T

T

T

P

P

P

P

P

T

T

T

R-501

R-203
P

※： 格納容器（床上）の検出器は、
R-501に設置

※： 格納容器（床下）の検出器は、
R-203に設置
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第 3.2.4.1図 格納容器自動アイソレーションの補足（3/3：操作場所）  

＜原子炉附属建物2階＞

＜中央制御室（A-712）＞

＜原子炉制御盤＞

隔離弁状態表示
（全閉時に点灯）

アイソレーション警報項目

核物質防護情報（管理情報）が含まれているため
公開できません。

核物質防護情報（管理情報）が含
まれているため公開できません。

核物質防護情報（管理情報）が含
まれているため公開できません。

核物質防護情報（管理情報）が含
まれているため公開できません。
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3.2.5 格納容器手動アイソレーション手順【自主対策】 

（1）概要 

本手順は、格納容器の温度、圧力又は線量率が原子炉保護系（アイソレーション）の作動設定

値に達した場合に格納容器が自動で隔離されなかった際の手動による隔離に係る手順である。 

 

（2）成功基準 

格納容器手動アイソレーションは、安全性向上のために自主的に講じるものである。 

 

（3）操作手順 

① 運転員（中央制御室）A及び Eは、以下の順に格納容器の隔離を実施する（第 3.2.5.1図

参照）。 

a. 手動アイソレーションボタンを押し、原子炉保護系（アイソレーション）を動作させる。 

b. a.によっても格納容器の隔離ができない場合、隔離弁を個別に「閉」とする。 

 

（4）操作の成立性 

上記の①の a.の操作は、現場作業を伴わない中央制御室での操作である。 

上記の①の b.の操作は、大部分が中央制御室での操作であるが、一部は現場での操作である。 

①の a.の操作は、運転員 1 名で格納容器が自動でアイソレーションされなかったことを確認

してから 5分以内で実施することが可能である。 

①の b.の操作は、運転員 2名で a.による隔離弁手動操作の判断から 30 分以内（現場への移動

時間を含む。）に実施することが可能である。 
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第 3.2.5.1図 格納容器手動アイソレーションの補足 

（1/3：手動アイソレーションボタンの操作（操作手順：「① a.」））  

＜原子炉附属建物2階＞

＜中央制御室（A-712）＞

＜原子炉制御盤＞

手動アイソレーションボタン

核物質防護情報（管理情報）が含まれているため
公開できません。

核物質防護情報（管理情報）が含
まれているため公開できません。

核物質防護情報（管理情報）が含
まれているため公開できません。

核物質防護情報（管理情報）が含
まれているため公開できません。
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第 3.2.5.1図 格納容器手動アイソレーションの補足 

（2/3：中央制御室における隔離弁の個別操作（操作手順：「① b.」））  

＜原子炉附属建物2階＞

＜中央制御室（A-712）＞

＜１次制御盤＞ ＜Ar,N2ガス供給系盤＞

※：燃料取扱設備格内廃ガス隔離弁（V24-215/V24-216）を除く隔離弁を操作

核物質防護情報（管理情報）が含まれているため
公開できません。

核物質防護情報（管理情報）が含
まれているため公開できません。

核物質防護情報（管理情報）が含
まれているため公開できません。
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第 3.2.5.1図 格納容器手動アイソレーションの補足 

（3/3：燃料取扱設備格内廃ガス隔離弁の操作場所（操作手順：「① b.」）） 

  

＜原子炉附属建物1階＞

＜原子炉附属建物2階＞

＜管理区域出入管理棟1階＞

＜原子炉附属建物中2階＞

燃取系共通操作盤

※：運転員1名は、中央制御室を出て管理区域に入域し、燃料
取扱設備操作室（アクセスルート：→）の燃取系共通操作
盤にて操作（隔離弁手動操作の判断から操作まで30分以内
で実施可能）

【アクセスルート】
・中央制御室から原子炉附属建物1階へ（①）
・原子炉附属建物1階から管理区域出入管理棟1階へ（②）
・管理区域出入管理棟1階から管理区域入口へ（③）
・管理区域入口から燃取系共通操作盤へ（④）

核物質防護情報（管理情報）が含
まれているため公開できません。

核物質防護情報（管理情報）が含
まれているため公開できません。

核物質防護情報（管理情報）が含
まれているため公開できません。

核物質防護情報（管理情
報）が含まれているため

公開できません。
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3.2.6 １次アルゴンガス系の排気側の隔離手順【自主対策】 

（1）概要 

本手順は、燃料の破損が推定される際に原子炉カバーガス中の放射性物質を閉じ込めるため

の１次アルゴンガス系の排気側の隔離に係る手順である。 

 

（2）成功基準 

１次アルゴンガス系の排気側の隔離は、安全性を向上させるために自主的に講じるものであ

る。 

 

（3）操作手順 

① 炉心の著しい損傷に至ると判断した場合、運転員（中央制御室）D は、燃料破損検出系に

より燃料破損の有無を監視する。 

※ 上記の監視には、燃料破損検出系等を用いる。 

② 運転員（中央制御室）Dは、燃料が破損したと推定される場合、１次アルゴンガス系の排

気側の隔離弁を「閉」とする（第 3.2.6.1 図参照）。 

 

（4）操作の成立性 

上記の操作は、現場作業を伴わない中央制御室での操作である。 

②の操作は、運転員 1名で燃料が破損したと推定してから 5分以内に実施可能である。 
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第 3.2.6.1図 １次アルゴンガス系の排気側の隔離の補足 

  

＜原子炉附属建物2階＞

＜１次制御盤＞

＜１次アルゴンガス系各スイッチ類＞

１次アルゴンガス系排気隔離弁スイッチ

※：原子炉カバーガス中の放射性物質を閉じ込めるため、１次アルゴンガス系排気ラインの隔離弁
を「全閉」にする(隔離弁手動操作の判断から隔離弁操作まで5分以内)。

＜中央制御室（A-712）＞核物質防護情報（管理情報）が含まれているため
公開できません。

核物質防護情報（管理情報）が含
まれているため公開できません。

核物質防護情報（管理情報）が含
まれているため公開できません。 核物質防護情報（管理情報）が含

まれているため公開できません。
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3.3 過出力時原子炉停止機能喪失（UTOP）に対する手順 

UTOP に対する炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置に係る手順を以下に示す。第 3.3.1

表に UTOPに対する手順のタイムチャートを示す。 

＜炉心損傷防止措置＞ 下線：自主対策 

・ 後備炉停止系による原子炉自動停止手順 

※ ：上記の手順は、3.2.1節に同じである。 

・ 原子炉手動停止手順 

※ ：上記の手順は、3.2.2節に同じである。 

 

＜格納容器破損防止措置＞ 下線：自主対策 

・ 損傷炉心物質の原子炉容器内冷却手順 

※ ：上記の手順は、3.2.3節に同じである。 

・ 格納容器自動アイソレーション手順 

※ ：上記の手順は、3.2.4節に同じである。 

・ 格納容器手動アイソレーション手順 

※ ：上記の手順は、3.2.5節に同じである。 

・ １次アルゴンガス系の排気側の隔離手順 

※ ：上記の手順は、3.2.6節に同じである。 
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第 3.3.1表 UTOPに対する手順のタイムチャート 

(a) 出力運転中の制御棒の異常な引抜き及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故 

 

  

手順の項目 手順の内容

当直長 ・運転操作指揮

状況判断 運転員A 1
・原子炉トリップ信号発信確認
・原子炉スクラム確認
・事故発生の判断

・「中性子束高（出力領域）」に
よる原子炉トリップ信号発信失敗
を確認する。
・上記の確認は、中央制御室で1名
により5分以内に実施する。

炉心損傷
防止措置

運転員A 1

・制御棒連続引抜き阻止インターロック動
  作確認
・代替原子炉トリップ信号発信及び原子炉
　スクラム確認
・後備炉停止系スクラム確認

・「原子炉出口冷却材温度高」に
よる原子炉スクラム（自動停止）
を確認する。
・「原子炉出口冷却材温度高」に
よる後備炉停止系用論理回路動作
に伴う後備炉停止系による原子炉
スクラム（自動停止）を確認す
る。
・上記の確認は、中央制御室で1名
により5分以内に実施する。

状況判断 運転員A 1 ・原子炉自動停止失敗と判断

・原子炉スクラム、後備炉停止系
スクラムに失敗した場合は原子炉
自動停止失敗と判断する。
・上記の判断は、中央制御室で1名
により5分以内に実施する。

自主対策 運転員A 1 ・原子炉手動停止

・手動スクラム、制御棒保持電磁
石励磁手動断、後備炉停止制御棒
保持電磁石励磁手動断、制御棒駆
動機構による制御棒手動挿入又は
後備炉停止制御棒駆動機構による
後備炉停止制御棒手動挿入によ
り、原子炉を停止する。
・上記の対策は、中央制御室で1名
により5分以内に実施する。

格納容器破損
防止措置

運転員B、C 2 ・原子炉容器内冷却確認

・１次主冷却系（強制循環）の運
転状況を確認するとともに、２次
主冷却系（強制循環又は自然循
環）及び主冷却機（強制通風又は
自然通風）に異常等がないことを
確認する。
・上記の確認は、中央制御室で2名
により10分以内に実施し、その
後、監視を継続する。

自主対策 運転員D 1
・原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カ
  バーガス等のバウンダリ内に放射性物質
  を閉じ込め、貯留

・燃料破損検出系により燃料破損
の有無を確認する。
・燃料が破損したと推定される場
合、放射性物質を閉じ込めるた
め、原子炉カバーガス等のバウン
ダリを隔離する。
・上記の操作は、必要な際に、中
央制御室で1名により10分以内に実
施する。

格納容器破損
防止措置

運転員A、E 2
・格納容器アイソレーション確認
・格納容器手動アイソレーション

・「格納容器内圧力高」、「格納
容器内温度高」、「格納容器内床
上線量率高」により、原子炉保護
系（アイソレーション）が動作
し、工学的安全施設が自動的に作
動し、隔離されることを確認す
る。
・多量のナトリウムが格納容器床
上に噴出した場合は、噴出直後に
格納容器床上温度が60℃を超過し
て原子炉保護系（アイソレーショ
ン）が動作する。
・自動アイソレーションに失敗し
ている場合は手動アイソレーショ
ンにより隔離する。
・上記の確認及び操作は、必要な
際に、中央制御室で2名により5分
以内に実施し、その後、監視を継
続する。

必要な要員と作業項目
経過時間（分）

備考

要員（名）
（作業に必要な要員数）

10 15 20 25 30 60 120 180 2405

・炉心損傷防止措置は、運転員の操作を介在しなく

ても、自動的に機能し、原子炉は自動停止するよう

設計している。このため、運転員の操作はなく、運

転員の役割は、原子炉停止の確認及び停止後の

除熱の監視となる。

・格納容器アイソレーションは、運転員の操作を介在し

なくても、自動的に機能するよう設計している。このた

め、運転員の操作はなく、運転員の役割は、隔離状態

の確認及び監視となる。

・格納容器隔離に失敗したと判断した場合、手動アイ

ソレーション操作を開始する。操作実施後は、放射性

物質の閉じ込め、貯留状態の監視を継続する。

定期的な監視を継続

アイソレーションを確認し、その後は定期的な監視を継続

必要な場合は、手動アイソレーション操作を実施

▽異常事象発生（制御棒の異常な引抜き）

▽原子炉自動停止失敗と判断

▽事故発生の判断（「中性子束高（出力領域）」による

原子炉トリップ信号発信失敗）

▽炉心の著しい損傷の有無を判断

燃料破損を確認した場合は、

原子炉カバーガス等のバウンダリを隔離

その後は定期的な監視を継続
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第 3.3.1表 UTOPに対する手順のタイムチャート 

(b) 出力運転中の制御棒の異常な引抜き及び原子炉保護系（スクラム）動作失敗の重畳事故 

 

  

手順の項目 手順の内容

当直長 ・運転操作指揮

状況判断 運転員A 1
・原子炉トリップ信号発信確認
・原子炉スクラム確認
・事故発生の判断

・「中性子束高（出力領域）」に
よる原子炉保護系（スクラム）動
作失敗を確認する。
・上記の確認は、中央制御室で1名
により5分以内に実施する。

炉心損傷
防止措置

運転員A 1

・制御棒連続引抜き阻止インターロック動
　作確認
・代替原子炉トリップ信号発信及び原子炉
　スクラム確認
・後備炉停止系スクラム確認

・「原子炉出口冷却材温度高」に
よる原子炉スクラム（自動停止）
を確認する。
・「原子炉出口冷却材温度高」に
よる後備炉停止系用論理回路動作
に伴う後備炉停止系による原子炉
スクラム（自動停止）を確認す
る。
・上記の確認は、中央制御室で1名
により5分以内に実施する。

状況判断 運転員A 1 ・原子炉自動停止失敗と判断

・原子炉スクラム、後備炉停止系
スクラムに失敗した場合は原子炉
自動停止失敗と判断する。
・上記の判断は、中央制御室で1名
により5分以内に実施する。

自主対策 運転員A 1 ・原子炉手動停止

・手動スクラム、制御棒保持電磁
石励磁手動断、後備炉停止制御棒
保持電磁石励磁手動断、制御棒駆
動機構による制御棒手動挿入又は
後備炉停止制御棒駆動機構による
後備炉停止制御棒手動挿入によ
り、原子炉を停止する。
・上記の対策は、中央制御室で1名
により5分以内に実施する。

格納容器破損
防止措置

運転員B、C 2 ・原子炉容器内冷却確認

・１次主冷却系（強制循環）の運
転状況を確認するとともに、２次
主冷却系（強制循環又は自然循
環）及び主冷却機（強制通風又は
自然通風）に異常等がないことを
確認する。
・上記の確認は、中央制御室で2名
により10分以内に実施し、その
後、監視を継続する。

自主対策 運転員D 1
・原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カ
  バーガス等のバウンダリ内に放射性物質
  を閉じ込め、貯留

・燃料破損検出系により燃料破損
の有無を確認する。
・燃料が破損したと推定される場
合、放射性物質を閉じ込めるた
め、原子炉カバーガス等のバウン
ダリを隔離する。
・上記の操作は、必要な際に、中
央制御室で1名により10分以内に実
施する。

格納容器破損
防止措置

運転員A、E 2
・格納容器アイソレーション確認
・格納容器手動アイソレーション

・「格納容器内圧力高」、「格納
容器内温度高」、「格納容器内床
上線量率高」により、原子炉保護
系（アイソレーション）が動作
し、工学的安全施設が自動的に作
動し、隔離されることを確認す
る。
・多量のナトリウムが格納容器床
上に噴出した場合は、噴出直後に
格納容器床上温度が60℃を超過し
て原子炉保護系（アイソレーショ
ン）が動作する。
・自動アイソレーションに失敗し
ている場合は手動アイソレーショ
ンにより隔離する。
・上記の確認及び操作は、必要な
際に、中央制御室で2名により5分
以内に実施し、その後、監視を継
続する。

必要な要員と作業項目
経過時間（分）

備考

要員（名）
（作業に必要な要員数）

10 15 20 25 30 60

▽事象発生（制御棒の異常な引抜き）

120 180 240

▽事故発生の判断（原子炉保護系（スクラム）動作失敗）

▽原子炉自動停止失敗と判断

▽炉心の著しい損傷の有無を判断

5

・炉心損傷防止措置は、運転員の操作を介在しなく

ても、自動的に機能し、原子炉は自動停止するよう

設計している。このため、運転員の操作はなく、運

転員の役割は、原子炉停止の確認及び停止後の

除熱の監視となる。

・格納容器アイソレーションは、運転員の操作を介在し

なくても、自動的に機能するよう設計している。このた

め、運転員の操作はなく、運転員の役割は、隔離状態

の確認及び監視となる。

・格納容器隔離に失敗したと判断した場合、手動アイ

ソレーション操作を開始する。操作実施後は、放射性

物質の閉じ込め、貯留状態の監視を継続する。

定期的な監視を継続

アイソレーションを確認し、その後は定期的な監視を継続

必要な場合は、手動アイソレーション操作を実施

燃料破損を確認した場合は、

原子炉カバーガス等のバウンダリを隔離

その後は定期的な監視を継続
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3.4 除熱源喪失時原子炉停止機能喪失（ULOHS）に対する手順 

ULOHS に対する炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置に係る手順を以下に示す。第 3.4.1

表に ULOHSに対する手順のタイムチャートを示す。 

＜炉心損傷防止措置＞ 下線：自主対策 

・ 後備炉停止系による原子炉自動停止手順 

※ ：上記の手順は、3.2.1節に同じである。 

・ 原子炉手動停止手順 

※ ：上記の手順は、3.2.2節に同じである。 

 

＜格納容器破損防止措置＞ 下線：自主対策 

・ 原子炉停止失敗時手順（除熱源喪失時） 

・ 制御棒駆動機構の軸の直接回転による制御棒挿入手順 
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第 3.4.1表 ULOHSに対する手順のタイムチャート 

(a) ２次冷却材流量減少及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故 

 

（注 1）現場対応班は、運転員とは別に、100 名以上から構成される。「常陽」において事故が発生した場合に、現

場対応班員は、休日夜間を含めて招集され、約 1 時間後には現場対応班長（高速実験炉部長）のもとで事故の影響

緩和策をとることができる。  

手順の項目 手順の内容

当直長 ・運転操作指揮

状況判断 運転員A 1
・原子炉トリップ信号発信確認
・原子炉スクラム確認
・事故発生の判断

・「２次冷却材流量低」による原
子炉トリップ信号発信失敗を確認
する。
・上記の確認は、中央制御室で1名
により5分以内に実施する。

炉心損傷
防止措置

運転員A 1
・代替原子炉トリップ信号発信及び
　原子炉スクラム確認
・後備炉停止系スクラム確認

・「原子炉出口冷却材温度高」に
よる原子炉スクラム（自動停止）
を確認する。
・「原子炉出口冷却材温度高」に
よる後備炉停止系用論理回路動作
に伴う後備炉停止系による原子炉
スクラム（自動停止）を確認す
る。
・上記の確認は、中央制御室で1名
により5分以内に実施する。

状況判断 運転員A 1 ・原子炉自動停止失敗と判断

・原子炉スクラム、後備炉停止系
スクラムに失敗した場合は原子炉
自動停止失敗と判断する。
・上記の判断は、中央制御室で1名
により5分以内に実施する。

自主対策 運転員A 1 ・原子炉手動停止

・手動スクラム、制御棒保持電磁
石励磁手動断、後備炉停止制御棒
保持電磁石励磁手動断、制御棒駆
動機構による制御棒手動挿入又は
後備炉停止制御棒駆動機構による
後備炉停止制御棒手動挿入によ
り、原子炉を停止する。
・上記の対策は、中央制御室で1名
により5分以内に実施する。

格納容器破損
防止措置

運転員B 1 ・高温での安定静定確認

・１次主冷却系の運転状況を確認
するとともに、２次主冷却系（自
然循環）及び主冷却機（自然通
風）に異常等がないことを確認す
る。
・上記の確認は、中央制御室で1名
により10分以内に実施し、その
後、監視を継続する。

自主対策 現場対応班員（注1） 5
・制御棒駆動機構の軸を直接回転させ
　ることにより制御棒を炉心に挿入

・原子炉手動停止ができない場
合、自主対策設備を用いて、制御
棒駆動機構の軸を直接回転させる
ことにより制御棒を炉心に挿入
し、低温停止に必要な反応度を挿
入する。
・上記の対策は、格納容器（床
上）で現場対応班員5名により5時
間以内に実施する。なお、対策は
中央制御室の運転員と連携して実
施する。

必要な要員と作業項目
経過時間（分）

備考

要員（名）
（作業に必要な要員数）

10 15 20 25 30 60

▽異常事象発生（２次冷却材流量減少）

120 180 240

▽事故発生の判断（「２次冷却材流量低」による

原子炉トリップ信号発信失敗）

▽原子炉自動停止失敗と判断

5

・炉心損傷防止措置は、運転員の操作を介在しなく

ても、自動的に機能し、原子炉は自動停止するよう

設計している。このため、運転員の操作はなく、運

転員の役割は、原子炉停止の確認及び停止後の

除熱の監視となる。
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第 3.4.1表 ULOHSに対する手順のタイムチャート 

(b) ２次冷却材流量減少及び原子炉保護系（スクラム）動作失敗の重畳事故 

 

（注 1）現場対応班は、運転員とは別に、100 名以上から構成される。「常陽」において事故が発生した場合に、現

場対応班員は、休日夜間を含めて招集され、約 1 時間後には現場対応班長（高速実験炉部長）のもとで事故の影響

緩和策をとることができる。  

手順の項目 手順の内容

当直長 ・運転操作指揮

状況判断 運転員A 1
・原子炉トリップ信号発信確認
・原子炉スクラム確認
・事故発生の判断

・「２次冷却材流量低」による原
子炉保護系（スクラム）動作失敗
を確認する。
・上記の確認は、中央制御室で1名
により5分以内に実施する。

炉心損傷
防止措置

運転員A 1
・代替原子炉トリップ信号発信及び原子
　炉スクラム確認
・後備炉停止系スクラム確認

・「原子炉出口冷却材温度高」に
よる原子炉スクラム（自動停止）
を確認する。
・「原子炉出口冷却材温度高」に
よる後備炉停止系用論理回路動作
に伴う後備炉停止系による原子炉
スクラム（自動停止）を確認す
る。
・上記の確認は、中央制御室で1名
により5分以内に実施する。

状況判断 運転員A 1 ・原子炉自動停止失敗と判断

・原子炉スクラム、後備炉停止系
スクラムに失敗した場合は原子炉
自動停止失敗と判断する。
・上記の判断は、中央制御室で1名
により5分以内に実施する。

自主対策 運転員A 1 ・原子炉手動停止

・手動スクラム、制御棒保持電磁
石励磁手動断、後備炉停止制御棒
保持電磁石励磁手動断、制御棒駆
動機構による制御棒手動挿入又は
後備炉停止制御棒駆動機構による
後備炉停止制御棒手動挿入によ
り、原子炉を停止する。
・上記の対策は、中央制御室で1名
により5分以内に実施する。

格納容器破損
防止措置

運転員B 1 ・高温での安定静定確認

・１次主冷却系の運転状況を確認
するとともに、２次主冷却系（自
然循環）及び主冷却機（自然通
風）に異常等がないことを確認す
る。
・上記の確認は、中央制御室で1名
により10分以内に実施し、その
後、監視を継続する。

自主対策 現場対応班員（注1） 5
・制御棒駆動機構の軸を直接回転させるこ
とにより制御棒を炉心に挿入

・原子炉手動停止ができない場
合、自主対策設備を用いて、制御
棒駆動機構の軸を直接回転させる
ことにより制御棒を炉心に挿入
し、低温停止に必要な反応度を挿
入する。
・上記の対策は、格納容器（床
上）で現場対応班員5名により5時
間以内に実施する。なお、対策は
中央制御室の運転員と連携して実
施する。

備考必要な要員と作業項目
経過時間（分）

要員（名）
（作業に必要な要員数）

10 15 20 25 30 60

▽異常事象発生（２次冷却材流量減少）

120 180 240

▽事故発生の判断（原子炉保護系（スクラム）動作失敗）

▽原子炉自動停止失敗と判断

5

・炉心損傷防止措置は、運転員の操作を介在しなく

ても、自動的に機能し、原子炉は自動停止するよう

設計している。このため、運転員の操作はなく、運

転員の役割は、原子炉停止の確認及び停止後の

除熱の監視となる。
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第 3.4.1表 ULOHSに対する手順のタイムチャート 

(c) ２次冷却材漏えい及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故 

 

（注 1）現場対応班は、運転員とは別に、100 名以上から構成される。「常陽」において事故が発生した場合に、現

場対応班員は、休日夜間を含めて招集され、約 1 時間後には現場対応班長（高速実験炉部長）のもとで事故の影響

緩和策をとることができる。  

手順の項目 手順の内容

当直長 ・運転操作指揮

状況判断 運転員A 1
・原子炉トリップ信号発信確認
・原子炉スクラム確認
・事故発生の判断

・「原子炉入口冷却材温度高」に
よる原子炉トリップ信号発信失敗
を確認する。
・上記の確認は、中央制御室で1名
により5分以内に実施する。

炉心損傷
防止措置

運転員A 1
・代替原子炉トリップ信号発信及び原子炉
　スクラム確認
・後備炉停止系スクラム確認

・「原子炉出口冷却材温度高」に
よる原子炉スクラム（自動停止）
を確認する。
・「原子炉出口冷却材温度高」に
よる後備炉停止系用論理回路動作
に伴う後備炉停止系による原子炉
スクラム（自動停止）を確認す
る。
・上記の確認は、中央制御室で1名
により5分以内に実施する。

状況判断 運転員A 1 ・原子炉自動停止失敗と判断

・原子炉スクラム、後備炉停止系
スクラムに失敗した場合は原子炉
自動停止失敗と判断する。
・上記の判断は、中央制御室で1名
により5分以内に実施する。

自主対策 運転員A 1 ・原子炉手動停止

・手動スクラム、制御棒保持電磁
石励磁手動断、後備炉停止制御棒
保持電磁石励磁手動断、制御棒駆
動機構による制御棒手動挿入又は
後備炉停止制御棒駆動機構による
後備炉停止制御棒手動挿入によ
り、原子炉を停止する。
・上記の対策は、中央制御室で1名
により5分以内に実施する。

２次冷却材漏え
い対応

運転員B、C、D 3 ・２次冷却材ドレン、消火等

・２次冷却材漏えいを検知した場
合には、２次冷却材を２次冷却材
ダンプタンクにドレンするととも
に、ナトリウム燃焼の消火・監視
等を行う。
・上記の対策は、現場ドレン弁設
置場所及び火災区画で3名により実
施する。なお、ナトリウム燃焼の
消火・監視等は、現場対応班員と
連携して実施する。

格納容器破損
防止措置

運転員E 1 ・高温での安定静定確認

・１次主冷却系の運転状況を確認
するとともに、健全側の２次主冷
却系（自然循環）及び主冷却機
（自然通風）に異常等がないこと
を確認する。
・上記の確認は、中央制御室で1名
により10分以内に実施し、その
後、監視を継続する。

自主対策 現場対応班員（注1） 5
・制御棒駆動機構の軸を直接回転させるこ
とにより制御棒を炉心に挿入

・原子炉手動停止ができない場
合、自主対策設備を用いて、制御
棒駆動機構の軸を直接回転させる
ことにより制御棒を炉心に挿入
し、低温停止に必要な反応度を挿
入する。
・上記の対策は、格納容器（床
上）で現場対応班員5名により5時
間以内に実施する。なお、対策は
中央制御室の運転員と連携して実
施する。

備考必要な要員と作業項目
経過時間（分）

要員（名）
（作業に必要な要員数）

10 15 20 25 30 60

▽異常事象発生（２次冷却材漏えい）

120 180 240

▽事故発生の判断（「原子炉入口冷却材温度高」による

原子炉トリップ信号発信失敗）

▽原子炉自動停止失敗と判断

5

・炉心損傷防止措置は、運転員の操作を介在しなく

ても、自動的に機能し、原子炉は自動停止するよう

設計している。このため、運転員の操作はなく、運

転員の役割は、原子炉停止の確認及び停止後の

除熱の監視となる。

定期的な監視を継続（1名）

・２次冷却材漏えい、ナトリウム燃焼を認知した場合、２次

冷却材のドレン操作を数十分以内に実施し、その後消火

活動を実施する。事象発生から約1時間後には、現場対

応班が編成されるため、原則として、その後の消火活動

は、現場対応班に引き継ぎ、運転員1名は、中央制御室

において、所定の頻度で定期的に約10分間の監視を継

続する。
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3.4.1 原子炉停止失敗時手順（除熱源喪失時） 

（1）概要 

本手順は、除熱源喪失時に原子炉の停止に失敗した際の炉心及び冷却系の物理特性による炉

心損傷防止に係る手順である。 

 

（2）成功基準 

炉心及び冷却系の物理特性による炉心損傷の防止は、運転員の操作を介在しなくても、自動的

に機能するように設計している。このため、運転員の役割は、原子炉の状態の監視となる。 

 

（3）操作手順 

① 当直長は、原子炉の停止に失敗した場合、運転員に原子炉の状態の監視強化を指示する。 

② 運転員（中央制御室）B 及び Cは、以下により原子炉の状態を監視する。 

・ １次主冷却系（主電動機による定格運転）の運転状況を監視する。 

※ 上記の監視には、１次主冷却系の流量検出器を用いる。 

・ ２次主冷却系及び主冷却機に異常等がないことを監視する。 

※ 上記の監視には、２次主冷却系の流量検出器及び主冷却器出口冷却材の温度検出器を

用いる。 

・ 主冷却器出口冷却材温度及び原子炉容器出口冷却材温度を監視する。 

※ 上記の監視には、主冷却器出口冷却材の温度検出器、原子炉容器出口冷却材の温度検

出器を用いる。 

 

（4）操作の成立性 

上記の操作は、現場作業を伴わない中央制御室での操作である。 
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3.4.2 制御棒駆動機構の軸の直接回転による制御棒挿入手順【自主対策】 

（1）概要 

本手順は、原子炉の手動停止手順によっても制御棒又は後備炉停止制御棒を挿入できない場

合に、現場（格納容器内）にて、制御棒駆動機構の軸を直接回転させることによる制御棒の挿入

に係る手順である。 

 

（2）成功基準 

制御棒駆動機構の軸の直接回転による制御棒挿入手順は、安全性向上のために自主的に講じ

るものである。 

 

（3）操作手順 

① 現場対応班長は、原子炉の手動停止操作（3.2.2節参照）によっても、制御棒が挿入でき

ない場合には、原子炉上部に設置されている制御棒駆動機構の駆動軸を機械的に回転させ

て制御棒を炉心に挿入することを指示する。 

② 現場対応班員（格納容器内）5名は、被ばくを防止するための防護措置を講じるとともに、

原子炉容器上部の線量率を測定し、異常がないことを確認した上で、以下の a.～f.の操作

（第 3.4.2.1図参照）により、制御棒駆動機構の中間部上ハウジングを切り離し、炉心第 3

列に配置している制御棒 1本を手動で下端まで挿入する。なお、当該制御棒を下端まで挿入

できない場合は、他の炉心第 3列に配置している制御棒を操作し、低温停止に必要な反応度

を挿入する。また、以下の作業中は、中央制御室において運転員による反応度及び出力等の

監視を強化する。 

a. 駆動部の電源を遮断し、電源ケーブルを切り離す。 

b. 駆動部ハウジング内の加圧ガスを停止する。 

c. 駆動部の中間部上ハウジングを切り離す。 

d. 駆動部の駆動軸に手動ハンドルを取り付ける。 

e. 手動ハンドルを反時計まわりに回転させ、延長管を下降（制御棒を挿入）させる。 

f. 駆動部が完全に挿入されたことを下端表示ランプ点灯により確認する。 

※ 「常陽」の制御棒は、制御棒（主炉停止系）4本、後備炉停止制御棒（後備炉停止系）

2 本の全 6 本で構成される。制御棒 1 本をサイクル運転初期の引き抜き位置から下端

まで挿入すると約 0.01Δk/k の反応度が挿入され、低温停止に必要な反応度

（0.0092Δk/k）を挿入することができる。 

 

（4）操作の成立性 

上記②の操作は、資機材の準備も含めて、現場対応班員 5名により 5時間以内に実施すること

が可能である。 
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3.5 局所的燃料破損（LF）に対する手順 

LF に対する炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置に係る手順を以下に示す。第 3.5.1 表

に LFに対する手順のタイムチャートを示す。 

＜炉心損傷防止措置＞ 下線：自主対策 

・ 燃料破損検知時原子炉手動スクラム手順 

・ 原子炉手動停止手順 

※ ：上記の手順は、3.2.2節に同じである。 

 

＜格納容器破損防止措置＞ 下線：自主対策 

・ 損傷炉心物質の原子炉容器内冷却手順 

※ ：上記の手順は、3.2.3節に同じである。 

・ 格納容器自動アイソレーション手順 

※ ：上記の手順は、3.2.4節に同じである。 

・ 格納容器手動アイソレーション手順 

※ ：上記の手順は、3.2.5節に同じである。 

・ １次アルゴンガス系の排気側の隔離手順 

※ ：上記の手順は、3.2.6節に同じである。 
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第 3.5.1表 LFに対する手順のタイムチャート 

(a) 冷却材流路閉塞（千鳥格子状）事故 

 

  

手順の項目 手順の内容

当直長 ・運転操作指揮

状況判断 運転員A、D 2 ・事故発生の判断

・遅発中性子法燃料破損検出設備
により、燃料要素の被覆管が破損
したことを判断する。
・遅発中性子法燃料破損検出設備
による燃料要素の被覆管破損の検
出に失敗している場合は、カバー
ガス法燃料破損検出設備により、
燃料要素の被覆管が破損したこと
を判断する。
・上記の判断は、中央制御室で2名
により10分以内に実施する。

炉心損傷
防止措置

運転員A 1 ・原子炉手動停止

・手動スクラムにより、原子炉を
停止する。
・上記の操作は、中央制御室で1名
により10分以内に実施する。

自主対策 運転員A 1 ・原子炉手動停止

・制御棒保持電磁石励磁手動断、
後備炉停止制御棒保持電磁石励磁
手動断、制御棒駆動機構による制
御棒手動挿入又は後備炉停止制御
棒駆動機構による後備炉停止制御
棒手動挿入により、原子炉を停止
する。
・上記の操作は、中央制御室で1名
により10分以内に実施する。

状況判断 運転員A 1 ・原子炉手動停止失敗と判断

・原子炉手動停止に失敗した場合
は原子炉手動停止失敗と判断す
る。
・上記の判断は、中央制御室で1名
により10分以内に実施する。

格納容器破損
防止措置

運転員B、C 2 ・原子炉容器内冷却確認

・１次主冷却系（強制循環）の運
転状況を確認するとともに、２次
主冷却系（強制循環又は自然循
環）及び主冷却機（強制通風又は
自然通風）に異常等がないことを
確認する。
・上記の確認は、中央制御室で2名
により10分以内に実施し、その
後、監視を継続する。

自主対策 運転員D 1
・原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カ
　バーガス等のバウンダリ内に放射性物質
　を閉じ込め、貯留

・燃料破損検出系により燃料破損
の有無を確認する。
・燃料が破損したと推定される場
合、放射性物質を閉じ込めるた
め、原子炉カバーガス等のバウン
ダリを隔離する。
・上記の操作は、必要な際に、中
央制御室で1名により10分以内に実
施する。

格納容器破損
防止措置

運転員A、E 2
・格納容器アイソレーション確認
・格納容器手動アイソレーション

・「格納容器内圧力高」、「格納
容器内温度高」、「格納容器内床
上線量率高」により、原子炉保護
系（アイソレーション）が動作
し、工学的安全施設が自動的に作
動し、隔離されることを確認す
る。
・多量のナトリウムが格納容器床
上に噴出した場合は、噴出直後に
格納容器床上温度が60℃を超過し
て原子炉保護系（アイソレーショ
ン）が動作する。
・自動アイソレーションに失敗し
ている場合は手動アイソレーショ
ンにより隔離する。
・上記の確認及び操作は、必要な
際に、中央制御室で2名により5分
以内に実施し、その後、監視を継
続する。

備考必要な要員と作業項目
経過時間（分）

要員（名）
（作業に必要な要員数）

20 30 40 50 60 90

▽原子炉停止失敗と判断

120 180 240

▽事故発生の判断

（燃料破損検出系による破損の検出）

▽炉心の著しい損傷の有無を判断

10

▽冷却材流路閉塞による燃料要素の被覆管破損

・格納容器アイソレーションは、運転員の操作を介在し

なくても、自動的に機能するよう設計している。このた

め、運転員の操作はなく、運転員の役割は、隔離状態

の確認及び監視となる。

・格納容器隔離に失敗したと判断した場合、手動アイ

ソレーション操作を開始する。操作実施後は、放射性

物質の閉じ込め、貯留状態の監視を継続する。

定期的な監視を継続

燃料破損を確認した場合は、

原子炉カバーガス等のバウンダリを隔離

その後は定期的な監視を継続

アイソレーションを確認し、その後は定期的な監視を継続

必要な場合は、手動アイソレーション操作を実施
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3.5.1 燃料破損検知時原子炉手動スクラム手順 

（1）概要 

本手順は、燃料破損検出系の警報が発報し、その指示値が原子炉施設保安規定に定める運転上

の制限（遅発中性子法燃料破損検出設備：バックグラウンドの値の 5倍）を超過したことを確認

した場合の原子炉手動スクラムに係る手順である。なお、自主対策として整備するカバーガス法

燃料破損検出設備の指示値が原子炉施設保安規定に定める運転上の制限を超過した場合も同様

に、原子炉手動スクラム手順を実施する。 

 

（2）成功基準 

燃料破損検知時原子炉手動スクラムに必要な操作は、燃料破損検出系の指示値が運転上の制

限を超過したことを確認後、炉心の著しい損傷を防止できるように実施する。 

 

（3）操作手順 

① 当直長は、燃料破損検出系の警報が発報し、その指示値が原子炉施設保安規定に定める運

転上の制限（遅発中性子法燃料破損検出設備：バックグラウンドの値の 5倍）を超過したこ

とを確認した場合、運転員に原子炉手動スクラムの実施及び原子炉停止後の除熱の監視を

指示する。 

② 運転員（中央制御室）A及び Dは、燃料破損検出系（遅発中性子法燃料破損検出設備）の

警報が発報したことを確認する。 

③ 運転員（中央制御室）A は、手動スクラムボタンを押し、原子炉保護系（スクラム）を動

作させる。 

※ ③の操作を実施しても制御棒又は後備炉停止制御棒を挿入できない場合は、3.2.2 節

の b.～c.の操作を実施する。 

④ 運転員（中央制御室）B 及び Cは、③の操作後の除熱を監視する（3.2.2節の②参照）。 

 

（4）操作の成立性 

上記の操作は、現場作業を伴わない中央制御室での操作である。 

運転員による燃料破損の判断及び原子炉の手動スクラムは、約 10 分以内（燃料破損検出系の

検出時間及び運転員操作時間の合計）に実施することが可能である。 
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3.6 原子炉容器液位確保機能喪失による崩壊熱除去機能喪失（LORL）に対する手順 

LORL に対する炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置は、異常事象の発生箇所（原子炉冷

却材バウンダリの破損箇所）により異なるため、以下の事象進展ごとに示す。 

・ 安全容器内の１次主冷却系の配管（内管及び外管）の破損が重畳した場合 

・ 安全容器外の１次主冷却系の配管（内管及び外管）の破損が重畳した場合 

・ １次補助冷却系の配管（内管及び外管）の破損が重畳した場合 

 

3.6.1 安全容器内の１次主冷却系の配管（内管及び外管）の破損が重畳した場合 

LORL のうち、安全容器内の１次主冷却系の配管（内管及び外管）の破損が重畳した場合に対す

る炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置に係る手順を以下に示す。第 3.6.1.1 表に LORLの

うち、安全容器内の１次主冷却系の配管（内管及び外管）の破損が重畳した場合に対する手順のタ

イムチャートを示す。 

＜炉心損傷防止措置＞ 下線：自主対策 

・ 安全容器内の１次主冷却系の配管（内管及び外管）の破損が重畳した場合の補助冷却設備

による崩壊熱除去手順 

・ 補助冷却設備の手動起動手順 

 

＜格納容器破損防止措置＞ 下線：自主対策 

・ 安全容器内の１次主冷却系の配管（内管及び外管）の破損が重畳した場合の炉心損傷防止

措置の機能喪失時手順 

※ コンクリート遮へい体冷却系による安全容器外面冷却 

・ 格納容器自動アイソレーション手順 

※ 上記の手順は、3.2.4節に同じである。 

・ 格納容器手動アイソレーション手順 

※ 上記の手順は、3.2.5節に同じである。 

 

[1199]



 

53条(1)-別紙 6-96 

 

第 3.6.1.1表 安全容器内の１次主冷却系の配管（内管及び外管）の破損が重畳した場合 

に対する手順のタイムチャート 

 

手順の項目 手順の内容

当直長 ・運転操作指揮

運転員A 1 ・原子炉スクラム確認

・「炉内ナトリウム液面低」によ
る原子炉保護系（スクラム）動作
を確認する。
・上記の確認は、原子炉保護系
（スクラム）動作時に、中央制御
室で1名により5分以内に実施す
る。

運転員A、B、D 3 ・事故発生の判断

・安全容器内１次主冷却系配管
（外側）破損に伴う炉内冷却材液
位低下を確認する。
・二重壁内の容積に相当する液位
を超えて液位が低下した時点で事
故発生と判断する。
・液位の確認は、中央制御室で3名
により10分以内に実施し、その
後、監視を継続する。また、事故
発生の判断は、基準に達してから
10分以内に実施する。

運転員B 1

・安全容器による冷却材漏えい量の抑制
　の確認
・補助冷却設備運転に必要な原子炉容器
　内冷却材液位確保

・補助冷却設備の運転が可能な状
態にあることを確認する。
・上記は、中央制御室で1名によ
り、液位の監視を継続することに
より確認する。

運転員B、C 2 ・補助冷却設備運転

・補助冷却設備により、崩壊熱を
除去する。
・自動起動に失敗したと判断した
場合には手動で起動する。
・崩壊熱除去の確認は、中央制御
室で2名により起動時から実施し、
その後、監視を継続する。また、
手動起動操作は、１次補助冷却系
循環ポンプ等の各操作スイッチを
手動操作することにより、中央制
御室で2名により、5分以内に実施
する。

状況判断 運転員A、B 2
・原子炉冷却材バウンダリが高圧に至る
　ことの判断

・冷却材の著しい昇温及び蒸発が
推定される場合に、原子炉冷却材
バウンダリが高圧に至ると判断す
る。
・上記の判断は、必要な際に、中
央制御室で2名により10分以内に実
施する。

運転員C、D 2
・１次アルゴンガス系安全板より、ナトリ
　ウム蒸気を格納容器（床下）に放出

・１次アルゴンガス系安全板よ
り、ナトリウム蒸気が格納容器
（床下）に放出されることを確認
する。
・上記の確認は、ナトリウム蒸気
が放出された際に、中央制御室で2
名により10分以内に実施する。

運転員A、E 2
・格納容器アイソレーション確認
・格納容器手動アイソレーション

・「格納容器内圧力高」、「格納
容器内温度高」、「格納容器内床
上線量率高」により、原子炉保護
系（アイソレーション）が動作
し、工学的安全施設が自動的に作
動し、隔離されることを確認す
る。
・多量のナトリウムが格納容器床
下に漏えいした場合は、格納容器
床下温度が60℃を超過して原子炉
保護系（アイソレーション）が動
作する。
・自動アイソレーションに失敗し
ている場合は手動アイソレーショ
ンにより隔離する。
・上記の確認及び操作は、必要な
際に、中央制御室で2名により5分
以内に実施し、その後、監視を継
続する。

要員（名）
（作業に必要な要員数）

状況判断

炉心損傷
防止措置

格納容器破損防
止措置

必要な要員と作業項目
経過時間（分）

備考

▽異常事象発生（安全容器内１次主冷却系配管（内側）破損）

▽原子炉容器内の液位低下による原子炉自動停止

10 20 30 180 10日 20日 30日 40日3005 60

▽原子炉容器内の液位低下による補助冷却設備自動起動

▽事故発生の判断

（安全容器内１次主冷却系配管（外側）破損に伴う炉内冷却材液位低下）

・炉心損傷防止措置（安全容器による液位確保）は、運転員

の操作を介在しなくても、受動的に機能するよう設計している。

このため、運転員の操作はなく、運転員の役割は、液位確保

の確認及び監視となる。

・炉心損傷防止措置（補助冷却設備による崩壊熱除去）は、

運転員の操作を介在しなくても、自動的に機能するよう設計し

ている。このため、運転員の操作はなく、運転員の役割は、補

助冷却設備の運転の確認及び監視となる。

・運転員は、原子炉冷却材バウンダリが高圧に至ると判断し

た場合、ベーパトラップを含む１次アルゴンガス系安全板まで

の流路のヒータを入りとする。安全板による過圧防止は、運転

員の操作を介在しなくても、受動的に機能するよう設計してい

る。このため、ヒータ操作後の運転員の役割は、原子炉冷却

材バウンダリ等の圧力の確認及び監視となる。

・格納容器アイソレーションは、運転員の操作を介在しなくても、

自動的に機能するよう設計している。このため、運転員の操作

はなく、運転員の役割は、隔離状態の確認及び監視となる。

・格納容器隔離に失敗したと判断した場合、又は隔離が必要

と判断した場合、手動アイソレーション操作を開始する。操作

実施後は、放射性物質の閉じ込め状態の監視を継続する。

▽冷却材の昇温及び蒸発により、

原子炉冷却材バウンダリが高圧に至ると判断

▽原子炉容器外に損傷炉心物質が流出と判断

▽補助冷却設備による崩壊熱除去に失敗

定期的な監視を継続

補助冷却設備の自動起動に失敗した場合は手動起動

その後は定期的な監視を継続

補助冷却設備機能喪失時に状況を判断

状況判断によりヒータの操作を実施し、

その後は定期的な監視を継続（1名）

状況判断によりアイソレーションを確認し、

その後は定期的な監視を継続（1名）

必要な場合は、手動アイソレーション操作を実施
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状況判断 運転員A、B 2
・原子炉容器外に冷却材や損傷炉心物質が
　流出したことの判断

・安全容器内圧力が著しく上昇し
た場合に、原子炉容器外に損傷炉
心物質が流出したと判断する。
・上記の判断は、原子炉容器外に
損傷炉心物質が流出した際に、中
央制御室で2名により10分以内に実
施する。

格納容器破損
防止措置

運転員B、D、E 3
・安全容器による冷却材や損傷炉心物質の
　保持
・コンクリート遮へい体冷却系による冷却

・安全容器により冷却材や損傷炉
心物質が保持されることを確認す
る。また、コンクリート遮へい体
冷却系の運転により、安全容器内
にて保持した損傷炉心物質を冷却
する。
・コンクリート遮へい体冷却系の
運転継続は、中央制御室で3名によ
り、30分以内に確認する。また、
通気風量及び通水流量を増加させ
る手順は、中央制御室で3名によ
り、冷却開始までに30分以内で実
施する。

・運転員1名が、

監視を継続する。

・コンクリート遮へい体冷却系は、通常運転時からの継続

運転であり、運転員の操作を介在しなくても、運転は継続

される。主冷却系及び補助冷却設備による崩壊熱除去に

失敗した時点で、炉外事象過程における安全容器外面冷

却の開始前から、通気風量及び通水流量を増加させる手

順を実施する。崩壊熱除去機能を喪失する時間は、事故

の進展に依存するため特定できないが、崩壊熱除去機能

を喪失した時点で、通気風量及び通水流量の増加の操

作は30分以内に実施する。その後の運転員による監視

は、運転員1名が所定の頻度で約10分間の監視を継続す

る。なお、有効性評価の解析では、本手順を踏まえて、解

析の初期から増大後の値を適用する。

運転継続の確認

通気風量及び通水流量の増大操作を実施し、

その後は定期的な監視を継続（1名）
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3.6.1.1 安全容器内の１次主冷却系の配管（内管及び外管）の破損が重畳した場合の補助冷却設

備による崩壊熱除去手順 

（1）概要 

本手順は、安全容器内の１次主冷却系の配管（内管）が破損し、原子炉が自動停止した後の崩

壊熱除去中に同一区画の１次主冷却系の配管（外管）が破損した際の補助冷却設備による崩壊熱

除去（第 3.6.1.1.1図参照）に係る手順である。 

 

（2）成功基準 

原子炉容器のナトリウム液位が低下した場合、補助冷却設備は、運転員の操作を介在しなくて

も、自動的に機能するように設計している。このため、運転員の役割は、補助冷却設備の自動起

動の確認及び補助冷却設備の自動起動後の崩壊熱除去の監視となる。 

 

（3）操作手順 

① １次主冷却系の配管（内管）が破損し、１次冷却材漏えいが生じた場合、当直長は、運転

員に原子炉自動停止の確認を指示する。 

※ 2 箇所以上のナトリウム漏えい検出器が作動する等、ナトリウム漏えいが発生してい

ると判断され、原子炉の自動停止に至っていない場合、運転員に手動スクラムを実施

させる（3.2.2節の①の a.参照）。 

② 運転員（中央制御室）A は、原子炉が自動停止したことを確認する。 

③ 運転員（中央制御室）B及び Cは、原子炉容器のナトリウム液位がＮｓＬ（原子炉容器通

常ナトリウム液位）-320mm まで低下した場合、以下により補助冷却設備の自動起動を確認

する。 

※ 補助冷却設備が自動起動していない場合、手動により起動する。 

・ １次補助冷却系の電磁ポンプが自動起動し、定格流量（約 56t/h）まで自動で到達する

ことを確認する。 

※ 上記の確認には、１次補助冷却系の温度検出器を用いる。 

・ ２次補助冷却系の補助冷却機用送風機が自動起動することを確認する。 

④ 運転員（中央制御室）B及び Cは、補助冷却設備により崩壊熱が正常に除去されているこ

とを監視するとともに、運転員（中央制御室）Bは、原子炉容器のナトリウム液位を監視す

る。 

※ 上記の監視には、１次補助冷却系の温度検出器、補助冷却器出口冷却材の温度検出器、

原子炉容器の液面検出器を用いる。 

⑤ 運転員（中央制御室）Bは、原子炉容器のナトリウム液位が１次主冷却系の循環に必要な

液位を下回った場合、１次主冷却系の配管（外管）が破損したと判断するとともに、安全容

器によりナトリウムの漏えいが所定の容積で制限されることを確認する。 

※：上記の対応には、原子炉容器の液面検出器等を用いる。 

 

（4）操作の成立性 

上記の操作は、現場作業を伴わない中央制御室のみでの操作である。 
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第 3.6.1.1.1図 補助冷却設備による崩壊熱除去の補足 

（補助冷却系による崩壊熱除去の概念図） 
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3.6.1.2 補助冷却設備の手動起動手順【自主対策】 

（1）概要 

本手順は、補助冷却設備の自動起動に失敗した際の補助冷却設備の手動起動に係る手順であ

る。 

 

（2）成功基準 

補助冷却設備の手動起動は、安全性向上のために自主的に講じるものである。 

 

（3）操作手順 

① 運転員（中央制御室）B及び Cは、１次補助冷却系循環ポンプ、２次補助冷却系の補助冷

却機用送風機が自動起動していなかった場合、各操作スイッチにより手動起動する。 

 

（4）操作の成立性 

上記の操作は、現場作業を伴わない中央制御室での操作である。 

①の操作は、補助冷却設備の自動起動の失敗を確認してから 5 分以内に実施することが可能

である。 
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3.6.1.3 安全容器内の１次主冷却系の配管（内管及び外管）の破損が重畳した場合の炉心損傷防

止措置の機能喪失時手順 

（1）概要 

本手順は、安全容器内の１次主冷却系の配管（内管）が破損し、原子炉が自動停止した後の崩

壊熱除去中に同一区画の１次主冷却系の配管（外管）が破損し、さらに、補助冷却設備による崩

壊熱除去機能を喪失した際に、損傷炉心物質等を安全容器内で保持・冷却するためのコンクリー

ト遮へい体冷却系による安全容器外面冷却に係る手順である。 

 

（2）成功基準 

コンクリート遮へい体冷却系による安全容器外面冷却に必要な操作は、安全容器内に移行し

た損傷炉心物質を安全容器内で冷却・保持することが達成できるように実施する。 

 

（3）操作手順 

① 事象発生（１次主冷却系の配管（内管）破損）から原子炉自動停止の確認までは、3.6.1.1

節に同じである。 

② 運転員 A及び Bは、原子炉冷却材温度が高温、高圧に至ると判断する。 

※ 補助冷却設備による崩壊熱除去に失敗し、かつ、原子炉容器のナトリウム液位が１次

主冷却系の循環に必要な液位を下回った場合に原子炉冷却材が高温、原子炉冷却材バ

ウンダリ等が高圧に至ると判断する。 

③ 運転員（中央制御室）A、B、D及び Eは、以下により原子炉の状態を監視する。 

・ １次アルゴンガス系の圧力を監視する。 

※ 上記の監視には、原子炉カバーガスの圧力検出器を用いる。 

※ １次アルゴンガス系の圧力が所定の圧力に達した場合、１次アルゴンガス系安全板が

開放されることを確認する。 

※ １次アルゴンガス系の安全板の開放は、警報により確認する。 

・ 格納容器の温度、圧力及び線量率を監視する。 

※ 上記の監視には、格納容器の温度検出器、格納容器の圧力検出器及び格納容器内高線

量エリアモニタを用いる。 

※ 格納容器の温度、圧力又は線量率が原子炉保護系（アイソレーション）の作動設定値

に達した場合、格納容器のアイソレーションを確認する。 

・ 安全容器内の圧力を監視する。 

※ 上記の監視には、安全容器呼吸系の圧力検出器を用いる。 

・ コンクリート遮へい体冷却系の運転状況を監視する。 

※ 上記の監視には、コンクリート遮へい体冷却系の温度検出器、冷却水の流量検出器を

用いる。 

④ 運転員（中央制御室）B及び Eは、コンクリート遮へい体冷却系の窒素ガスの安全容器部

への通気風量及びコンクリート遮へい体冷却系の窒素ガス冷却器の通水流量を増加させる

（第 3.6.1.3.1図参照）。 

⑤ 運転員（中央制御室）A及び Bは、原子炉容器外に冷却材や損傷炉心物質が流出したと判
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断し、冷却状態を監視する。 

※ 安全容器内の圧力が著しく上昇した場合に、原子炉容器外に冷却材や損傷炉心物質が

流出したと判断する。 

 

（4）操作の成立性 

上記の操作は、現場作業を伴わない中央制御室での操作である。 

上記の④の操作は、30分以内に実施することが可能である。 
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第 3.6.1.3.1 図 コンクリート遮へい体冷却系による安全容器外面冷却の補足 

（4/5：操作場所）  

＜原子炉附属建物2階＞

＜安全容器計装盤＞
＜格納容器雰囲気調整系盤＞

ピット部通気風量調整ダンパ
（DP84-44）

窒素ガス冷却器冷却水調整スイッチ
（V84-130）

・原子炉容器壁面温度
・黒鉛遮へい体温度
・安全容器壁面温度

＜中央制御室（A-712）＞核物質防護情報（管理情報）が含まれているため
公開できません。

核物質防護情報（管理情報）が含
まれているため公開できません。

核物質防護情報（管理情報）が含
まれているため公開できません。
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3.6.2 安全容器外の１次主冷却系の配管（内管及び外管）の破損が重畳した場合 

LORL のうち、安全容器外の１次主冷却系の配管（内管及び外管）の破損が重畳した場合に対す

る炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置に係る手順を以下に示す。第 3.6.2.1 表に LORLの

うち、安全容器外の１次主冷却系の配管（内管及び外管）の破損が重畳した場合に対する手順のタ

イムチャートを示す。 

＜炉心損傷防止措置＞ 下線：自主対策 

・ 安全容器外の１次主冷却系の配管（内管及び外管）の破損が重畳した場合の補助冷却設備

による崩壊熱除去手順 

・ 補助冷却設備の手動起動手順 

※ 上記の手順は、3.6.1.2節に同じである。 

＜格納容器破損防止措置＞ 下線：自主対策 

・ 安全容器外の１次主冷却系の配管（内管及び外管）の破損が重畳した場合の炉心損傷防止

措置の機能喪失時手順 

※ コンクリート遮へい体冷却系による原子炉容器外面冷却手順 

・ 格納容器自動アイソレーション手順 

※ 上記の手順は、3.2.4節に同じである。 

・ 格納容器手動アイソレーション手順 

※ 上記の手順は、3.2.5節に同じである。 
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第 3.6.2.1表 安全容器外の１次主冷却系の配管（内管及び外管）の破損が重畳した場合 

に対する手順のタイムチャート 

 

  

手順の項目 手順の内容

当直長 ・運転操作指揮

運転員A 1 ・原子炉スクラム確認

・「炉内ナトリウム液面低」によ
る原子炉保護系（スクラム）動作
を確認する。
・上記の確認は、原子炉保護系
（スクラム）動作時に、中央制御
室で1名により5分以内に実施す
る。

運転員A、B、D 3 ・事故発生の判断

・安全容器外１次主冷却系配管
（外側）破損に伴う炉内冷却材液
位低下を確認する。
・二重壁内の容積に相当する液位
を超えて液位が低下した時点で事
故発生と判断する。
・液位の確認は、中央制御室で3名
により10分以内に実施し、その
後、監視を継続する。また、事故
発生の判断は、基準に達してから
10分以内に実施する。

運転員B 1

・主冷却系サイフォンブレークによる冷却
材漏えい量の抑制の確認
・補助冷却設備運転に必要な原子炉容器内
冷却材液位確保

・補助冷却設備の運転が可能な状
態にあることを確認する。
・上記は、中央制御室で1名によ
り、液位の監視を継続することに
より確認する。

運転員B、C 2 ・補助冷却設備運転

・補助冷却設備により、崩壊熱を
除去する。
・自動起動に失敗したと判断した
場合には手動で起動する。
・崩壊熱除去の確認は、中央制御
室で2名により起動時から実施し、
その後、監視を継続する。また、
手動起動操作は、１次補助冷却系
循環ポンプ等の各操作スイッチを
手動操作することにより、中央制
御室で2名により、5分以内に実施
する。

状況判断 運転員A、B 2
・原子炉冷却材温度が高温に至ることの判
　断

・冷却材の著しい昇温及び蒸発が
推定される場合に、原子炉冷却材
温度が高温に至ると判断する。
・上記の判断は、必要な際に、中
央制御室で2名により10分以内に実
施する。

格納容器破損
防止措置

運転員A、B、D 3
・コンクリート遮へい体冷却系による原子
　炉容器外面冷却

・コンクリート遮へい体冷却系の
運転により原子炉容器外面を冷却
し、炉心の崩壊熱を除去する。
・上記の操作は、中央制御室及び
原子炉附属建物1階の現場操作盤で
3名により、必要な際に速やかに実
施する。

状況判断 運転員C、E 2
・格納容器内温度及び圧力等が上昇するこ
　との判断

・冷却材の格納容器（床下）への
漏えいにより、格納容器内の温度
及び圧力等が上昇することを確認
する。
・上記の確認は、中央制御室で2名
により必要な期間実施する。

炉心損傷
防止措置

備考必要な要員と作業項目
経過時間（分）

要員（名）
（作業に必要な要員数）

状況判断

▽異常事象発生（安全容器外１次主冷却系配管（内側）破損）

▽原子炉容器内冷却材液位の低下により、

原子炉冷却材温度が高温に至ると判断

10 20 30 120 10日 20日 30日 40日1805 60

・炉心損傷防止措置（主冷却系サイフォンブレークによる液位

確保）は、運転員の操作を介在しなくても、受動的に機能する

よう設計している。このため、運転員の操作はなく、運転員の

役割は、液位確保の確認及び監視となる。

・炉心損傷防止措置（補助冷却設備による崩壊熱除去）は、

運転員の操作を介在しなくても、自動的に機能するよう設計し

ている。このため、運転員の操作はなく、運転員の役割は、補

助冷却設備の運転の確認及び監視となる。

▽原子炉容器内の液位低下による原子炉自動停止

▽原子炉容器内の液位低下による補助冷却設備自動起動

▽事故発生の判断

（安全容器外１次主冷却系配管（外側）破損に伴う
原子炉容器内冷却材液位低下）

定期的な監視を継続

補助冷却設備の自動起動に失敗した場合は手動起動

その後は定期的な監視を継続

補助冷却設備機能喪失時に状況を判断

通気風量及び通水流量の増大操作を実施し、

その後は定期的な監視を継続（1名）

・コンクリート遮へい体冷却系は、通常運転時からの継続運

転であり、運転員の操作を介在しなくても、運転は継続され

る。冷却材の漏えいが発生し、補助冷却設備による崩壊熱

除去に失敗した時点で、原子炉容器外面冷却の開始前から、

通水流量を増加させる手順等を実施し、原子炉容器外面冷

却に備える。補助冷却設備による崩壊熱除去に失敗する時

間は、事故の進展に依存するため特定できないが、補助冷

却設備による崩壊熱除去に失敗した時点で、通気風量及び

通水流量の増加の操作は30分以内に実施する。その後の

運転員による監視は、運転員1名が所定の頻度で約10分間

の監視を継続する。なお、有効性評価の解析では、本手順

を踏まえて、解析の初期から増大後の値を適用する。

運転継続の確認

格納容器内温度、圧力等の上昇時に状況を判断
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格納容器破損
防止措置

運転員C、E 2
・格納容器アイソレーション確認
・格納容器手動アイソレーション

・「格納容器内圧力高」、「格納
容器内温度高」、「格納容器内床
上線量率高」により、原子炉保護
系（アイソレーション）が動作
し、工学的安全施設が自動的に作
動し、隔離されることを確認す
る。
・格納容器床下へのナトリウムの
漏えいにより、漏えい発生の数分
後には、格納容器床下の温度が
60℃を超過して原子炉保護系（ア
イソレーション）が動作する。
・自動アイソレーションに失敗し
ている場合は手動アイソレーショ
ンにより隔離する。
・上記の確認及び操作は、中央制
御室で2名により速やかに実施す
る。なお、手動での隔離操作が必
要な場合は現場操作盤で操作を実
施する。

・格納容器アイソレーションは、運転員の操作を介在しなくても、

自動的に機能するよう設計している。このため、運転員の操作

はなく、運転員の役割は、隔離状態の確認及び監視となる。

・格納容器隔離に失敗したと判断した場合、手動アイソレー

ション操作を開始する。操作実施後は、放射性物質の閉じ込

め状態の監視を継続する。

状況判断によりアイソレーションを確認し、

その後は定期的な監視を継続（1名）

必要な場合は、手動アイソレーション操作を実施
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3.6.2.1 安全容器外の１次主冷却系の配管（内管及び外管）の破損が重畳した場合の補助冷却設

備による崩壊熱除去手順 

（1）概要 

本手順は、安全容器外の１次主冷却系の配管（内管）が破損し、原子炉が自動停止した後の崩

壊熱除去中に同一区画の１次主冷却系の配管（外管）が破損した際の補助冷却設備による崩壊熱

除去（第 3.6.1.1.1図参照）に係る手順である。 

 

（2）成功基準 

１次主冷却系のサイフォンブレークによる液位の確保（第 3.6.2.1.1図参照）は、受動的に達

成されるとともに、原子炉容器のナトリウム液位が低下した場合、補助冷却設備は、運転員の操

作を介在しなくても、自動的に機能するように設計している。このため、運転員の役割は、補助

冷却設備の自動起動の確認及び補助冷却設備の自動起動後の崩壊熱除去の監視となる。 

 

（3）操作手順 

① １次主冷却系の配管（内管）が破損し、１次冷却材漏えいが生じた場合、当直長は、運転

員に原子炉自動停止の確認を指示する。 

※ 2 箇所以上のナトリウム漏えい検出器が作動する等、ナトリウム漏えいが発生してい

ると判断され、原子炉の自動停止に至っていない場合、運転員に手動スクラムを実施

させる（3.2.2節の①の a.参照）。 

② 運転員（中央制御室）A は、原子炉が自動停止したことを確認する。 

③ 運転員（中央制御室）B及び Cは、原子炉容器のナトリウム液位がＮｓＬ（原子炉容器通

常ナトリウム液位）-320mm まで低下した場合、以下により補助冷却設備の自動起動を確認

する。 

※ 補助冷却設備が自動起動していない場合、手動により起動する。 

・ １次補助冷却系の電磁ポンプが自動起動し、定格流量（約 56t/h）まで自動で到達する

ことを確認する。 

※ 上記の確認には、１次補助冷却系の温度検出器を用いる。 

・ ２次補助冷却系の補助冷却機用送風機が自動起動することを確認する。 

④ 運転員（中央制御室）B及び Cは、補助冷却設備により崩壊熱が正常に除去されているこ

とを監視するとともに、運転員（中央制御室）Bは、原子炉容器のナトリウム液位を監視す

る。 

※ 上記の監視には、１次補助冷却系の温度検出器、補助冷却器出口冷却材の温度検出器、

原子炉容器の液面検出器を用いる。 

⑤ 運転員（中央制御室）Bは、原子炉容器のナトリウム液位が１次主冷却系の循環に必要な

液位を下回った場合、１次主冷却系の配管（外管）が破損したと判断するとともに、１次主

冷却系のサイフォンブレークによりナトリウムの漏えいが抑制されることを確認する。 

※：上記の対応には、原子炉容器の液面検出器等を用いる。 

 

（4）操作の成立性 
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上記の操作は、現場作業を伴わない中央制御室のみでの操作である。 
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3.6.2.2 安全容器外の１次主冷却系の配管（内管及び外管）の破損が重畳した場合の炉心損傷防

止措置の機能喪失時手順 

（1）概要 

本手順は、安全容器外の１次主冷却系の配管（内管）が破損し、原子炉が自動停止した後の崩

壊熱除去中に同一区画の１次主冷却系の配管（外管）が破損し、さらに、補助冷却設備による崩

壊熱除去機能を喪失した際に、コンクリート遮へい体冷却系による原子炉容器外面冷却（第

3.6.2.2.1図参照）により、炉心の崩壊熱を除去するための手順である。 

 

（2）成功基準 

コンクリート遮へい体冷却系は、通常運転時から継続して運転するものであり、給水流量の増

大、窒素ガス流路の切り替えのための操作を除いて、基本的な手順は監視となる。 

 

（3）操作手順 

① 事象発生（１次主冷却系の配管（内管）破損）から原子炉自動停止の確認までは、3.6.2.1

節に同じである。 

② 運転員（中央制御室）A 及び Bは、原子炉冷却材温度が上昇すると判断する。 

※ 補助冷却設備による崩壊熱除去に失敗した場合、原子炉冷却材温度が上昇すると判断

する。 

③ 運転員（中央制御室）B及び Cは、コンクリート遮へい体冷却系の窒素ガスを原子炉容器

のリークジャケットに通気するように窒素ガスの流路を切り替えるとともに、コンクリー

ト遮へい体冷却系の窒素ガス冷却器の通水流量を増加させる。 

④ 運転員（中央制御室）A、B、C及び Dは、コンクリート遮へい体冷却系により崩壊熱が正

常に除去されていることを監視する。 

※ 上記の監視には、コンクリート遮へい体冷却系の温度検出器、冷却水の流量検出器を

用いる。 

 

（4）操作の成立性 

上記の操作は、現場作業を伴わない中央制御室のみでの操作である。 
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⚫
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3.6.3 １次補助冷却系の配管（内管及び外管）の破損が重畳した場合 

LORL のうち、１次補助冷却系の配管（内管及び外管）の破損が重畳した場合に対する炉心損傷

防止措置及び格納容器破損防止措置に係る手順を以下に示す。第 3.6.3.1表に LORLのうち、１次

補助冷却系の配管（内管及び外管）の破損が重畳した場合に対する手順のタイムチャートを示す。 

＜炉心損傷防止措置＞ 下線：自主対策 

・ １次補助冷却系の配管（内管及び外管）の破損が重畳した場合の自然循環による崩壊熱除

去手順 

※ 自然循環（2ループ）による崩壊熱除去 

・ １次主冷却系の強制循環機能の復旧手順 

・ １次補助冷却系の手動サイフォンブレーク及び原子炉容器出入口止弁閉止手順 

 

＜格納容器破損防止措置＞ 下線：自主対策 

・ １次補助冷却系の配管（内管及び外管）の破損が重畳した場合の炉心損傷防止措置の機能

喪失時手順 

※ 自然循環（1ループ）による崩壊熱除去 

・ 格納容器自動アイソレーション手順 

※ 上記の手順は、3.2.4節に同じである。 

・ 格納容器手動アイソレーション手順 

※ 上記の手順は、3.2.5節に同じである。 

・ コンクリート遮へい体冷却系による安全容器外面冷却手順 

※ 上記の手順は、3.1.6.3節に同じである。 
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第 3.6.3.1表 １次補助冷却系の配管（内管及び外管）の破損が重畳した場合 

に対する手順のタイムチャート 

 
  

手順の項目 手順の内容

当直長 ・運転操作指揮

運転員A 1 ・原子炉スクラム確認

・「炉内ナトリウム液面低」によ
る原子炉保護系（スクラム）動作
を確認する。
・上記の確認は、原子炉保護系
（スクラム）動作時に、中央制御
室で1名により5分以内に実施す
る。

運転員A、D 2 ・事故発生の判断

・１次補助冷却系配管（外側）破
損に伴う炉内冷却材液位低下を確
認する。
・二重壁内の容積に相当する液位
を超えて液位が低下した時点で事
故発生と判断する。
・液位の確認は、中央制御室で2名
により10分以内に実施し、その
後、監視を継続する。また、事故
発生の判断は、基準に達してから
10分以内に実施する。

運転員B、C 2

・１次補助冷却系サイフォンブレークによ
　る冷却材漏えい量抑制の確認
・自動での１次補助冷却系サイフォンブ
　レーク止弁開に失敗した場合、手動で開
　操作
・１次補助冷却系サイフォンブレークに失
　敗した場合、手動で原子炉容器出入口止
　弁の閉操作
・主冷却系の循環に必要な原子炉容器内冷
　却材液位確保

・主冷却系による崩壊熱除去が可
能な状態にあることを確認する。
・自動での１次補助冷却系サイ
フォンブレーク止弁開に失敗した
場合、手動で１次補助冷却系サイ
フォンブレーク止弁の操作スイッ
チを開操作する。
・１次補助冷却系サイフォンブ
レークに失敗した場合、手動で原
子炉容器出入口止弁の操作スイッ
チを閉操作する。
・上記の確認は、中央制御室で2名
により、液位の監視を継続するこ
とにより実施する。また、上記の
手動操作が必要な際には、中央制
御室で2名により、5分以内に操作
を実施する。なお、中央制御室で
の操作にも失敗した場合、現場で2
名により、20分以内に１次補助冷
却系サイフォンブレーク止弁のハ
ンドルを開操作する。

運転員B、E 2 ・主冷却系の循環による冷却（自然循環）

・１次主冷却系（自然循環）、２
次主冷却系（自然循環）及び主冷
却機（自然通風）の運転状況を確
認する。
・上記の確認は、中央制御室で2名
により10分以内に実施し、その
後、監視を継続する。

状況判断 運転員A、D 2
・格納容器内温度及び圧力等が上昇するこ
との判断

・冷却材の格納容器（床下）への
漏えいにより、格納容器内の温度
及び圧力等が上昇することを確認
する。
・上記の確認は、中央制御室で2名
により必要な期間実施する。

運転員B、E 2
・主冷却系（1ループ）の循環による冷却
　（自然循環）

・１次主冷却系（自然循環）、２
次主冷却系（自然循環）及び主冷
却機（自然通風）の運転状況を確
認する。
・上記の確認は、中央制御室で2名
により必要な期間実施する。

運転員A、D 2
・格納容器アイソレーション確認
・格納容器手動アイソレーション

・「格納容器内圧力高」、「格納
容器内温度高」、「格納容器内床
上線量率高」により、原子炉保護
系（アイソレーション）が動作
し、工学的安全施設が自動的に作
動し、隔離されることを確認す
る。
・格納容器床下へのナトリウムの
漏えいにより、漏えい発生の数分
後には、格納容器床下の温度が
60℃を超過して原子炉保護系（ア
イソレーション）が動作する。
・自動アイソレーションに失敗し
ている場合は手動アイソレーショ
ンにより隔離する。
・上記の確認及び操作は、中央制
御室で2名により速やかに実施す
る。なお、手動での隔離操作が必
要な場合は現場操作盤で操作を実
施する。

格納容器破損
防止措置

炉心損傷
防止措置

備考必要な要員と作業項目
経過時間（分）

要員（名）
（作業に必要な要員数）

状況判断

▽異常事象発生（１次補助冷却系配管（内側）破損）

▽事故発生の判断（１次補助冷却系配管

（外側）破損に伴う炉内冷却材液位低下）

10 20 30 120 10日 20日 30日 40日1805 60

・炉心損傷防止措置（１次補助冷却系サイフォンブレークによ

る液位確保）は、運転員の操作を介在しなくても、自動的に

機能するよう設計している。このため、運転員の操作はなく、

運転員の役割は、液位確保の確認及び監視となる。

・１次補助冷却系自動サイフォンブレークに失敗した場合、１

次補助冷却系サイフォンブレークが必要な液位までの液位

低下には約4時間、主冷却系の液位喪失までの液位低下に

は約13時間を要するため、その期間に運転員が中央制御室

で手動サイフォンブレーク及び手動原子炉容器出入口止弁

閉操作を実施する。

・格納容器アイソレーションは、運転員の操作を介在しなくても、

自動的に機能するよう設計している。このため、運転員の操作

はなく、運転員の役割は、隔離状態の確認及び監視となる。

・格納容器隔離に失敗したと判断した場合、手動アイソレー

ション操作を開始する。操作実施後は、放射性物質の閉じ込

め状態の監視を継続する。

▽原子炉容器内の液位低下による原子炉自動停止

▽原子炉容器内の液位低下による１次補助冷却系サイフォンブレーク

１次補助冷却系サイフォンブレーク止弁開に

失敗した場合は手動開操作

必要な場合は、原子炉容器出入口止弁を閉操作

その後は定期的な監視を継続

状況判断によりアイソレーションを確認し、

その後は定期的な監視を継続（1名）

必要な場合は、手動アイソレーション操作を実施

定期的な監視を継続

定期的な監視を継続

格納容器内温度、圧力等の上昇時に状況を判断
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3.6.3.1 １次補助冷却系の配管（内管及び外管）の破損が重畳した場合の自然循環による崩壊熱

除去手順 

（1）概要 

本手順は、１次補助冷却系の配管（内管及び外管）の破損が重畳した場合の主冷却設備（2ル

ープ）の自然循環による崩壊熱除去に係る手順である。 

 

（2）成功基準 

１次補助冷却系のサイフォンブレークによる液位の確保（第 3.6.3.1.1図参照）は、自動的に

達成されるとともに、主冷却設備は、運転員の操作を介在しなくても、自動的に自然循環に移行

するように設計している。このため、運転員の役割は、サイフォンブレークによる液位の確保、

主冷却設備の運転状態及び原子炉の冷却状態の確認並びに崩壊熱除去の監視となる。 

 

（3）操作手順 

① １次補助冷却系の配管（内管及び外管）の破損が発生した場合、当直長は、運転員に原子

炉の自動停止の確認を指示する。 

② 運転員（中央制御室）A は、原子炉が自動停止したことを確認する。 

③ 運転員（中央制御室）B及び Cは、原子炉が自動停止した後、１次補助冷却系のサイフォ

ンブレークによる液位確保及び１次主冷却系の自然循環冷却を確認する。 

④ 運転員（中央制御室）B 及び C は、2 ループの１次主冷却系（自然循環）、２次主冷却系

（自然循環）及び主冷却機（自然通風）の運転状況を確認するとともに、主冷却設備により

崩壊熱が正常に除去されていることを以下により監視する。 

・ １次主冷却系の自然循環の状況を監視する。 

※ 上記の監視には、１次主冷却系の流量検出器を用いる。 

・ ２次主冷却系及び主冷却機に異常等がないことを監視する。 

※ 上記の監視には、２次主冷却系の流量検出器及び主冷却器出口冷却材の温度検出器を

用いる。 

・ 主冷却器出口冷却材温度及び原子炉容器出口冷却材温度が安定することを監視する。 

※ 上記の監視には、主冷却器出口冷却材の温度検出器、原子炉容器出口冷却材の温度検

出器を用いる。 

 

（4）操作の成立性 

上記の作業は、現場作業を伴わない中央制御室のみでの操作である。 
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3.6.3.2 １次補助冷却系の配管（内管及び外管）の破損が重畳した場合の炉心損傷防止措置の機

能喪失時手順 

（1）概要 

本手順は、１次補助冷却系の配管（内管及び外管）の破損が重畳し、かつ、炉心損傷防止措置

（主冷却設備（2ループ）の自然循環による崩壊熱除去）の機能を喪失した場合の主冷却設備（1

ループ）の自然循環による崩壊熱除去に係る手順である。 

 

（2）成功基準 

主冷却設備は、運転員の操作を介在しなくても、自動的に自然循環に移行するように設計して

いる。このため、運転員の役割は、主冷却設備の運転状態及び原子炉の冷却状態の確認並びに崩

壊熱除去の監視となる。 

 

（3）操作手順 

① 事象発生（１次補助冷却系の配管（内管及び外管）の破損）、原子炉自動停止、１次補助

冷却系のサイフォンブレークによる液位確保の確認及び１次主冷却系の自然循環冷却の確

認までは、3.6.3.1節に同じである。 

② 運転員（中央制御室）B 及び C は、1 ループの１次主冷却系（自然循環）、２次主冷却系

（自然循環）及び主冷却機（自然通風）の運転状況を確認するとともに、主冷却設備により

崩壊熱が正常に除去されていることを以下により監視する。 

・ １次主冷却系の自然循環の状況を監視する。 

※ 上記の監視には、１次主冷却系の流量検出器を用いる。 

・ ２次主冷却系及び主冷却機に異常等がないことを監視する。 

※ 上記の監視には、２次主冷却系の流量検出器及び主冷却器出口冷却材の温度検出器を

用いる。 

・ 主冷却器出口冷却材温度及び原子炉容器出口冷却材温度が安定することを監視する。 

※ 上記の監視には、主冷却器出口冷却材の温度検出器、原子炉容器出口冷却材の温度検

出器を用いる。 

 

（4）操作の成立性 

上記の作業は、現場作業を伴わない中央制御室のみでの操作である。 
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し
て
、
運
転
員
が
液
位
等
に
よ
り
サ
イ
フ
ォ
ン
ブ
レ
ー
ク
失
敗
を
検
知
し
た
場
合
は
、
中
央
制
御
室
に
お
い
て
、
１
次
補
助
冷
却
系
の
出
入
口
止
弁

（
電
源
：
直
流
無
停
電
電
源
系
）
を
「
閉
」
と
す
る
手
順
（

10
分
以
内
に
完
了
）
に
よ
り
、
猶
予
時
間
内
に
、
１
次
主
冷
却
系
の
循
環
に
必
要
な
液
位
は
確
実
に
確
保
で

き
る
。

⚫
以
上
の
と
お
り
、
運
転
員
操
作
も
含
め
て
、
液
位
確
保
に
つ
い
て
、
十
分
な
信
頼
性
が
確
保
で
き
る
。

１
次
補
助
冷
却
系
サ
イ
フ
ォ
ン
ブ
レ
ー
ク
の
概
念
図

通
常
運
転
時
の
流
れ
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3.7 交流動力電源が存在し、かつ原子炉容器液位が確保された状態での崩壊熱除去機能喪失

（PLOHS）に対する手順 

PLOHSに対する炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置は、異常事象により異なるため、以

下の事象進展ごとに示す。 

・外部電源喪失及び強制循環冷却失敗が重畳した場合 

・２次冷却材漏えい及び強制循環冷却失敗が重畳した場合 

 

3.7.1 外部電源喪失及び強制循環冷却失敗が重畳した場合 

PLOHSのうち、外部電源喪失及び強制循環冷却失敗が重畳した場合に対する炉心損傷防止措置及

び格納容器破損防止措置に係る手順を以下に示す。第 3.7.1.1表に PLOHSのうち、外部電源喪失及

び強制循環冷却失敗が重畳した場合に対する手順のタイムチャートを示す。 

＜炉心損傷防止措置＞ 下線：自主対策 

・ 外部電源喪失及び強制循環冷却失敗が重畳した場合の自然循環（2ループ）による崩壊熱

除去手順 

・ 強制循環機能の復旧手順 

・ コンクリート遮へい体冷却系による原子炉容器の外面冷却手順 

 

＜格納容器破損防止措置＞ 下線：自主対策 

・ 外部電源喪失及び強制循環冷却失敗が重畳した場合の炉心損傷防止措置の機能喪失時手

順 

※ 自然循環（1ループ）による崩壊熱除去 
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第 3.7.1.1表 外部電源喪失及び強制循環冷却失敗が重畳した場合に対する手順のタイムチャート 

 

  

手順の項目 手順の内容

当直長 ・運転操作指揮

運転員A 1 ・原子炉スクラム確認

・「電源喪失」による原子炉保護
系（スクラム）動作を確認する。
・上記の確認は、中央制御室で1名
により5分以内に実施する。

運転員A、B 2 ・事故発生の判断

・１次主冷却系の強制循環冷却失
敗を確認する。
・補助冷却設備の強制循環冷却失
敗を確認する。
・上記の確認は、中央制御室で2名
により10分以内に実施する。

炉心損傷
防止措置、

格納容器破損
防止措置

運転員B、C 2 ・自然循環移行（2ループ又は1ループ）

・１次主冷却系（自然循環）、２
次主冷却系（自然循環）及び主冷
却機（自然通風）の運転状況を確
認する。
・上記の確認は、中央制御室で2名
により10分以内に実施し、その
後、監視を継続する。

自主対策 運転員D、E 2 ・強制循環冷却機能喪失の原因調査・復旧

・強制循環冷却機能喪失の原因を
調査し、その復旧に努める。
・上記の対策は、中央制御室及び
現場で運転員2名により実施する。
なお、対策は現場対応班員と連携
して実施する。

備考必要な要員と作業項目
経過時間（分）

要員（名）
（作業に必要な要員数）

状況判断

▽異常事象発生（外部電源喪失）

▽事故発生の判断

（1次主冷却系の強制循環冷却及び
補助冷却設備の強制循環冷却失敗）

10 20 30 60 120 10日 20日 30日 40日1805
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3.7.1.1 外部電源喪失及び強制循環冷却失敗が重畳した場合の自然循環（2 ループ）による崩壊

熱除去手順 

（1）概要 

本手順は、外部電源喪失及び強制循環冷却失敗が重畳した場合の主冷却設備（2ループ）の自

然循環による崩壊熱除去に係る手順である。 

 

（2）成功基準 

主冷却設備は、運転員の操作を介在しなくても、自動的に自然循環に移行するように設計して

いる。このため、運転員の役割は、主冷却設備の運転状態及び原子炉の冷却状態の確認並びに崩

壊熱除去の監視となる。 

 

（3）操作手順 

① 外部電源喪失が発生した場合、当直長は、運転員に原子炉の自動停止の確認を指示する。 

② 運転員（中央制御室）A は、原子炉が自動停止したことを確認する。 

③ 運転員（中央制御室）B及び Cは、原子炉が自動停止した後、１次主冷却系の強制循環冷

却（ポニーモータによる低速運転）及び補助冷却設備による強制循環冷却の失敗を確認する。 

※ 強制循環冷却機能喪失の原因によっては、機能を復旧できる可能性があるため、手動

での強制循環冷却機能の復旧を行う。 

④ 運転員（中央制御室）B 及び C は、2 ループの１次主冷却系（自然循環）、２次主冷却系

（自然循環）及び主冷却機（自然通風）の運転状況を確認するとともに、主冷却設備により

崩壊熱が正常に除去されていることを以下により監視する。 

・ １次主冷却系の自然循環の状況を監視する。 

※ 上記の監視には、１次主冷却系の流量検出器を用いる。 

・ ２次主冷却系及び主冷却機に異常等がないことを監視する。 

※ 上記の監視には、２次主冷却系の流量検出器及び主冷却器出口冷却材の温度検出器を

用いる。 

・ 主冷却器出口冷却材温度及び原子炉容器出口冷却材温度が安定することを監視する。 

※ 上記の監視には、主冷却器出口冷却材の温度検出器、原子炉容器出口冷却材の温度検

出器を用いる。 

 

（4）操作の成立性 

上記の作業は、現場作業を伴わない中央制御室のみでの操作である。 
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3.7.1.2 強制循環機能の復旧手順 

（1）概要 

本手順は、１次主冷却系の強制循環冷却（ポニーモータによる低速運転）及び補助冷却設備に

よる強制循環冷却に失敗した際の当該機能の復旧に係る手順である。 

 

（2）成功基準 

強制循環機能の復旧手順は、安全性向上のために自主的に講じるものである。 

 

（3）操作手順 

① １次主冷却系主循環ポンプの機能喪失の原因（電気故障、潤滑油ポンプの故障等）を調査

し、可能な場合には復旧する。 

② 補助冷却設備の機能喪失の原因（１次補助電磁ポンプ、２次補助電磁ポンプ、補助冷却機

等）を調査し、可能な場合には復旧する。 

 

（4）操作の成立性 

上記の操作は、安全性向上のために自主的に講じるものである。また、通常運転時の作業環境

と同様の環境で実施できる操作である。 

  

[1228]



 

53条(1)-別紙 6-125 

 

3.7.1.3 外部電源喪失及び強制循環冷却失敗が重畳した場合の炉心損傷防止措置の機能喪失時手

順 

（1）概要 

本手順は、外部電源喪失及び強制循環冷却失敗が重畳し、かつ、炉心損傷防止措置（主冷却設

備（2 ループ）の自然循環による崩壊熱除去）の機能を喪失した場合の主冷却設備（1 ループ）

の自然循環による崩壊熱除去に係る手順である。 

 

（2）成功基準 

主冷却設備は、運転員の操作を介在しなくても、自動的に自然循環に移行するように設計して

いる。このため、運転員の役割は、主冷却設備の運転状態及び原子炉の冷却状態の確認並びに崩

壊熱除去の監視となる。 

 

（3）操作手順 

① 事象発生（外部電源喪失）から原子炉自動停止の確認までは、3.7.1.1 節に同じである。 

② 運転員（中央制御室）B 及び C は、1 ループの１次主冷却系（自然循環）、２次主冷却系

（自然循環）及び主冷却機（自然通風）の運転状況を確認するとともに、主冷却設備により

崩壊熱が正常に除去されていることを以下により監視する。 

・ １次主冷却系の自然循環の状況を監視する。 

※ 上記の監視には、１次主冷却系の流量検出器を用いる。 

・ ２次主冷却系及び主冷却機に異常等がないことを監視する。 

※ 上記の監視には、２次主冷却系の流量検出器及び主冷却器出口冷却材の温度検出器を

用いる。 

・ 主冷却器出口冷却材温度及び原子炉容器出口冷却材温度が安定することを監視する。 

※ 上記の監視には、主冷却器出口冷却材の温度検出器、原子炉容器出口冷却材の温度検

出器を用いる。 

 

（4）操作の成立性 

上記の作業は、現場作業を伴わない中央制御室のみでの操作である。 

 

  

[1229]



 

53条(1)-別紙 6-126 

 

3.7.2 ２次冷却材漏えい及び強制循環冷却失敗が重畳した場合 

PLOHS のうち２次冷却材漏えい及び強制循環冷却失敗が重畳した場合に対する炉心損傷防止措

置及び格納容器破損防止措置に係る手順を以下に示す。第 3.7.2.1表に PLOHS のうち、２次冷却材

漏えい及び強制循環冷却失敗が重畳した場合に対する手順のタイムチャートを示す。 

＜炉心損傷防止措置＞ 下線：自主対策 

・ ２次冷却材漏えい及び強制循環冷却失敗が重畳した場合の自然循環（1ループ）による崩

壊熱除去手順 

・ 強制循環機能の復旧手順 

※ 上記の手順は、3.7.1.2節に同じである。 

 

＜格納容器破損防止措置＞ 下線：自主対策 

・ ２次冷却材漏えい及び強制循環冷却失敗が重畳した場合の炉心損傷防止措置の機能喪失

時手順 

※ 上記の手順は、3.6.1.3節に同じである。 

・ 格納容器自動アイソレーション手順 

※ 上記の手順は、3.2.4節に同じである。 

・ 格納容器手動アイソレーション手順 

※ 上記の手順は、3.2.5節に同じである。 
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第 3.7.2.1表 ２次冷却材漏えい及び強制循環冷却失敗が重畳した場合 

に対する手順のタイムチャート 

 

  

手順の項目 手順の内容

当直長 ・運転操作指揮

運転員A 1 ・原子炉スクラム確認

・「原子炉入口冷却材温度高」に
よる原子炉保護系（スクラム）動
作を確認する。
・上記の確認は、中央制御室で1名
により5分以内に実施する。

運転員A、B 2 ・事故発生の判断

・１次主冷却系の強制循環冷却失
敗を確認する。
・補助冷却設備の強制循環冷却失
敗を確認する。
・上記の確認は、中央制御室で2名
により10分以内に実施する。

炉心損傷
防止措置

運転員A、B 2 ・自然循環移行（1ループ）

・１次主冷却系（自然循環）、２
次主冷却系（自然循環）及び主冷
却機（自然通風）の運転状況を確
認する。
・上記の確認は、中央制御室で2名
により10分以内に実施し、その
後、監視を継続する。

２次冷却材漏え
い対応

運転員C、D、E 3 ・２次冷却材ドレン、消火等

・２次冷却材漏えいを検知した場
合には、２次冷却材を２次冷却材
ダンプタンクにドレンするととも
に、ナトリウム燃焼の消火・監視
等を行う。
・上記の対策は、現場ドレン弁設
置場所及び火災区画で3名により実
施する。なお、ナトリウム燃焼の
消火・監視等は、現場対応班員と
連携して実施する。

状況判断 運転員A、B 2
・原子炉冷却材バウンダリが高圧に至るこ
との判断

・冷却材の著しい昇温及び蒸発が
推定される場合に、原子炉冷却材
バウンダリが高圧に至ると判断す
る。
・上記の判断は、必要な際に、中
央制御室で2名により10分以内に実
施する。

必要な要員と作業項目
経過時間（分）

備考

要員（名）
（作業に必要な要員数）

状況判断

▽異常事象発生（２次冷却材漏えい）

▽事故発生の判断

（1次主冷却系の強制循環冷却及び補助冷却設備の強制循環冷却失敗）

10 20 30 60 3時間 10日 20日 30日 40日5

▽冷却材の昇温及び蒸発により、

原子炉冷却材バウンダリが高圧に至ると判断

▽原子炉容器外に冷却材（ナトリウム）や

放射性物質等が流出と判断

・原子炉停止から数時間後までは、自動制御による崩壊

熱除去を実施するため、運転員は、常時監視を継続する。

崩壊熱の減衰に伴う自動制御による崩壊熱除去終了後

（主冷却機のベーン・ダンパ全閉後）は、運転員1名が、所

定の頻度で定期的に約10分間の監視を継続する。

・２次冷却材漏えい、ナトリウム燃焼を認知した場合、２次

冷却材のドレン操作を数十分以内に実施し、その後消火

活動を実施する。事象発生から約1時間後には、現場対

応班が編成されるため、原則として、その後の消火活動

は、現場対応班に引き継ぎ、運転員1名は、中央制御室

において、所定の頻度で定期的に約10分間の監視を継

続する。

・崩壊熱除去機能が喪失する時間は、事故の進展に依存

するため特定できないが、崩壊熱除去機能が喪失した時

点で、原子炉冷却材バウンダリが高圧に至ることの判断

は10分以内に実施する。

定期的な監視を継続（1名）

定期的な監視を継続（1名）

崩壊熱除去機能喪失時に状況を判断
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運転員C、D 2
・１次アルゴンガス系安全板より、ナトリ
ウム蒸気を格納容器（床下）に放出

・１次アルゴンガス系安全板よ
り、ナトリウム蒸気が格納容器
（床下）に放出されることを確認
する。
・上記の確認は、ナトリウム蒸気
が放出された際に、中央制御室で2
名により10分以内に実施する。

運転員A、E 2
・格納容器アイソレーション確認
・格納容器手動アイソレーション

・「格納容器内圧力高」、「格納
容器内温度高」、「格納容器内床
上線量率高」により、原子炉保護
系（アイソレーション）が動作
し、工学的安全施設が自動的に作
動し、隔離されることを確認す
る。
・多量のナトリウムが格納容器床
下に漏えいした場合は、格納容器
床下温度が60℃を超過して原子炉
保護系（アイソレーション）が動
作する。
・自動アイソレーションに失敗し
ている場合は手動アイソレーショ
ンにより隔離する。
・上記の確認及び操作は、必要な
際に、中央制御室で2名により5分
以内に実施し、その後、監視を継
続する。

状況判断 運転員A、B 2
・原子炉容器外に冷却材や損傷炉心物質等
　が流出したことの判断

・安全容器内圧力が著しく上昇し
た場合に、原子炉容器外に損傷炉
心物質が流出したと判断する。
・上記の判断は、原子炉容器外に
損傷炉心物質が流出した際に、中
央制御室で2名により10分以内に実
施する。

格納容器破損
防止措置

運転員B、D、E 3
・安全容器による冷却材や損傷炉心物質の
保持
・コンクリート遮へい体冷却系による冷却

・安全容器により冷却材や損傷炉
心物質が保持されることを確認す
る。また、コンクリート遮へい体
冷却系の運転により、安全容器内
にて保持した損傷炉心物質を冷却
する。
・コンクリート遮へい体冷却系の
運転継続は、中央制御室で3名によ
り、30分以内に確認する。また、
通気風量及び通水流量を増加させ
る手順は、中央制御室で3名によ
り、冷却開始までに30分以内で実
施する。

格納容器破損
防止措置

・運転員は、原子炉冷却材バウンダリが高圧に至ると判

断した場合、10分以内にベーパトラップを含む１次アルゴ

ンガス系安全板までの流路のヒータを入りとする。その後

の運転員による監視は、運転員1名が、所定の頻度で定

期的に約10分間の監視を継続する。

・格納容器アイソレーションは、運転員の操作を介在しなく

ても、自動的に機能するよう設計している。このため、運

転員の操作はなく、運転員の役割は、隔離状態の確認及

び監視となる。格納容器アイソレーションに至る時間は、

事故の進展に依存するため特定できないが、格納容器ア

イソレーションに至った時点で、当該動作の確認は10分

以内に実施する。その後の運転員による監視は、運転員

1名が、所定の頻度で定期的に約10分間の監視を継続す

る。

・格納容器隔離に失敗したと判断した場合、又は隔離が

必要と判断した場合、手動アイソレーション操作を開始す

る。当該動作の失敗の判断及び必要な場合の手動アイソ

レーション操作は、10分以内に実施する。その後の運転

員による監視は、運転員1名が、所定の頻度で約10分間

の監視を継続する。

・コンクリート遮へい体冷却系は、通常運転時からの継続

運転であり、運転員の操作を介在しなくても、運転は継続

される。主冷却系及び補助冷却設備による崩壊熱除去に

失敗した時点で、炉外事象過程における安全容器外面冷

却の開始前から、通気風量及び通水流量を増加させる手

順を実施する。崩壊熱除去機能を喪失する時間は、事故

の進展に依存するため特定できないが、崩壊熱除去機能

を喪失した時点で、通気風量及び通水流量の増加の操

作は30分以内に実施する。その後の運転員による監視

は、運転員1名が所定の頻度で約10分間の監視を継続す

る。なお、有効性評価の解析では、本手順を踏まえて、解

析の初期から増大後の値を適用する。

運転継続の確認

・運転員1名が、

監視を継続する。

状況判断によりヒータの操作を実施し、

その後は定期的な監視を継続（1名）

状況判断によりアイソレーションを確認し、

その後は定期的な監視を継続（1名）

必要な場合は、手動アイソレーション操作を実施

通気風量及び通水流量の増大操作を実施し、

その後は定期的な監視を継続（1名）
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3.7.2.1 ２次冷却材漏えい及び強制循環冷却失敗が重畳した場合の自然循環（1 ループ）による

崩壊熱除去手順 

（1）概要 

本手順は、２次冷却材漏えい及び強制循環冷却失敗が重畳した場合の主冷却設備（1 ループ）

の自然循環による崩壊熱除去に係る手順である。 

 

（2）成功基準 

主冷却設備は、運転員の操作を介在しなくても、自動的に自然循環に移行するように設計して

いる。このため、運転員の役割は、主冷却設備の運転状態及び原子炉の冷却状態の確認並びに崩

壊熱除去の監視となる。 

 

（3）操作手順 

① ２次冷却材漏えいが発生した場合、当直長は、運転員に原子炉の自動停止の確認を指示す

る。 

② 運転員（中央制御室）A は、原子炉が自動停止したことを確認する。 

③ 運転員（中央制御室）B及び Cは、原子炉が自動停止した後、１次主冷却系の強制循環冷

却（ポニーモータによる低速運転）及び補助冷却設備による強制循環冷却の失敗を確認する。 

※ 強制循環冷却機能喪失の要因によっては、機能を復旧できる可能性があるため、手動

での強制循環冷却機能の復旧を行う。 

④ 運転員（中央制御室）B 及び C は、1 ループの１次主冷却系（自然循環）、２次主冷却系

（自然循環）及び主冷却機（自然通風）の運転状況を確認するとともに、主冷却設備により

崩壊熱が正常に除去されていることを以下により監視する。 

・ １次主冷却系の自然循環の状況を監視する。 

※ 上記の監視には、１次主冷却系の流量検出器を用いる。 

・ ２次主冷却系及び主冷却機に異常等がないことを監視する。 

※ 上記の監視には、２次主冷却系の流量検出器及び主冷却器出口冷却材の温度検出器を

用いる。 

・ 主冷却器出口冷却材温度及び原子炉容器出口冷却材温度が安定することを監視する。 

※ 上記の監視には、主冷却器出口冷却材の温度検出器、原子炉容器出口冷却材の温度検

出器を用いる。 

 

（4）操作の成立性 

上記の作業は、現場作業を伴わない中央制御室のみでの操作である。 
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3.8 全交流動力電源喪失による強制循環冷却機能喪失（SBO）に対する手順 

SBOに対する炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置に係る手順を以下に示す。第 3.8.1表

に SBOに対する手順のタイムチャートを示す。 

＜炉心損傷防止措置＞ 下線：自主対策 

・ 全交流動力電源喪失時の自然循環（2ループ）による崩壊熱除去手順 

※ ：上記の手順は、仮設発電機及び手動操作を除いて、3.7.1.1 節に同じである。 

・ 自然循環（2 ループ）での仮設発電機及び手動操作による崩壊熱除去手順 

・ ディーゼル発電機の機能復旧手順 

 

＜格納容器破損防止措置＞ 下線：自主対策 

・ 全交流動力電源喪失時の自然循環（1ループ）による崩壊熱除去手順 

※ ：上記の手順は、3.7.1.3節に同じである。 
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第 3.8.1表 SBOに対する手順のタイムチャート 

(a) 全交流動力電源喪失（外部電源喪失及びディーゼル発電機起動失敗）事故 

 

  

手順の項目 手順の内容

当直長 ・運転操作指揮

運転員A 1 ・原子炉スクラム確認

・「電源喪失」による原子炉保護
系（スクラム）動作を確認する。
・上記の確認は、中央制御室で1名
により5分以内に実施する。

運転員A、D 2 ・事故発生の判断

・ディーゼル発電機（2基）の自動
起動失敗を確認する。
・上記の確認は、中央制御室で2名
により10分以内に実施する。

炉心損傷
防止措置、

格納容器破損
防止措置

運転員A、B、C、D 4 ・自然循環移行（2ループ又は1ループ）

・１次主冷却系（自然循環）、２
次主冷却系（自然循環）及び主冷
却機（自然通風）の運転状況を確
認する。
・仮設電源設備、仮設計器等によ
り温度監視等を行う。
・上記の確認は、中央制御室で2名
により10分以内に実施し、その
後、監視を継続する。また、仮設
電源設備、仮設計器等による温度
監視等は、中央制御室及び現場で4
名により、蓄電池が枯渇する前
に、120分以内で実施する。なお、
仮設電源設備の運搬等は、現場対
応班員と連携して実施することが
ある。

格納容器破損
防止措置

運転員B 1
・仮設計器を用いた格納容器内の状態の確
認（異常がないことの確認）

・仮設計器等により格納容器（床
上）、格納容器（床下）の温度の
監視を継続し、異常がないことを
確認する。
・上記の監視は、中央制御室で1名
により、蓄電池の枯渇後に実施す
る。

自主対策 運転員E 1
・ディーゼル発電機の起動失敗の原因調
  査・復旧

・ディーゼル発電機の起動失敗の
原因を調査し、その復旧に努め
る。
・上記の対策は、中央制御室及び
現場で運転員1名により実施する。
なお、対策は現場対応班員と連携
して実施する。

要員（名）
（作業に必要な要員数）

状況判断

必要な要員と作業項目
経過時間（分）

備考10 20 30 60 120 10日

▽異常事象発生（外部電源喪失）

20日 30日 40日

▽事故発生の判断（ディーゼル発電機（2基）の自動起動失敗）

1805
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3.8.1 自然循環（2ループ）での仮設発電機及び手動操作による崩壊熱除去手順 

（1）概要 

本手順は、全交流動力電源喪失が長期化し、駆動源や監視系の電源が枯渇した際の主冷却機の

インレットベーン等の手動操作、仮設発電機等を用いた監視等に係る手順である。 

仮設電源設備は 2 組用意し、原子炉建物以外の独立した場所にそれぞれ保管し、交流無停電電

源が枯渇するまでに、設置場所へ移動して電源を供給できるようにする。なお、交流無停電電源

喪失までの時間は、全交流電源喪失発生から 2 時間以上経過後である。 

 

（2）成功基準 

自然循環（2ループ）での仮設発電機及び手動操作による崩壊熱除去手順は、全交流動力電源

喪失時の交流無停電電源枯渇以降に、仮設発電機等を用いた監視及び主冷却機のインレットベ

ーン等の手動操作により、炉心の著しい損傷を防止できるように実施する。 

 

（3）操作手順 

① 敷地内の倉庫に保管している可搬型発電機 1 台を中央制御室の非常階段下 1 階の屋外に

設置する。また、上記が使用できない場合は、第二使用済燃料貯蔵建物西側倉庫（物置）

に保管している可搬型発電機 1台を中央制御室前渡り廊下に設置する。 

② 仮設電源ケーブルを敷設し、電源を供給する。 

③ 仮設発電機からの給電により、手動操作による崩壊熱除去に必要なパラメータを監視す

るとともに、運転員を主冷却機のインレットベーン等の手動操作場所に配置し、手動操作

による崩壊熱除去を実施する。 

 

（4）操作の成立性 

操作は、外部電源喪失等の異常事象発生から、仮設電源設備の設置電源の給電まで、運転員及

び現場対応班員 4名により 2時間以内で行うことが可能である。 
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3.8.2 ディーゼル発電機の機能復旧手順 

（1）概要 

本手順は、非常用ディーゼル発電機の機能を喪失した際の当該機能の復旧に係る手順である。 

 

（2）成功基準 

非常用ディーゼル発電機の機能復旧手順は、安全性向上のために自主的に講じるものである。 

 

（3）操作手順 

① 非常用ディーゼル発電機起動失敗の原因（始動空気圧の低下、燃料切れ、弁状態等）を調

査し、可能な場合は復旧し、手動起動する。 

② 非常用ディーゼル発電機の機関トリップの原因（冷却水異常、潤滑油圧力低低等）を調査

し、可能な場合は復旧し、手動起動する。 

 

（4）操作の成立性 

上記の操作は、安全性向上のために自主的に講じるものである。また、通常運転時の作業環境

と同様の環境で実施できる操作である。 
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設計基準事故対処設備等を BDBAに対する措置として使用する場合の信頼性について 
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原子炉施設は、炉心の著しい損傷に至る可能性があると想定する事故が発生した場合において、当該事故の拡大を
防止するために、炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置を講じたものとする。原子炉施設には、プラント状態
に応じて、以下の資機材をあらかじめ整備し、当該措置に使用できるものとする。

・ 制御棒及び制御棒駆動系
・ 後備炉停止制御棒及び後備炉停止制御棒駆動系
・ 制御棒連続引抜き阻止インターロック
・ 原子炉保護系（スクラム）
・ 原子炉保護系（アイソレーション）
・ 後備炉停止系用論理回路
・ 原子炉冷却材バウンダリ
・ 原子炉カバーガス等のバウンダリ
・ 格納容器バウンダリ
・ 非常用冷却設備及び補助冷却設備
・ 安全容器（コンクリート遮へい体冷却系を含む。）
・ 断熱材及びヒートシンク材
・ 関連する核計装
・ 関連するプロセス計装
・ 仮設電源設備（燃料油運搬設備を含む。）
・ 仮設計器

発電炉の有効性評価に関する審査ガイドに基づき、これらの資機材のうち、炉心の著しい損傷に至る可能性がある
と想定する事故の想定において、故障を想定した資機材を除き、資機材の機能を期待することの妥当性（原子炉の圧
力、温度及び液位等）が確認できた場合には、その機能に期待している。例えば、原子炉停止機能喪失型の事故
（ULOF、UTOP、ULOHS）における原子炉停止後の除熱機能等、崩壊熱除去機能喪失型の事故（LORL、PLOHS、SBO）にお
ける原子炉停止機能等が該当する。

資機材 原子炉停止機能喪失型 崩壊熱除去機能喪失型 局所閉塞

制御棒及び制御棒駆動系 機能喪失を想定 設計基準拡張 設計基準拡張

原子炉保護系（スクラム） 機能喪失を想定 設計基準拡張 設計基準拡張

原子炉冷却材バウンダリ
設計基準拡張

機能喪失を想定＊1
/設計基準拡張

設計基準拡張

＊1：LORLの場合

設計基準拡張：
事象想定において、故障を想定した設備
以外で、当該事象の事象推移に基づい
て、機能が維持されることが妥当と判断
されるもの。

機能、資機材【耐震クラス】

原子炉停止機能喪失 崩壊熱除去機能喪失 局所的
燃料破損

ULOF UTOP ULOHS LORL PLOHS SBO LF

停止機能

制御棒及び制御棒駆動系（主炉停止系【Sクラス】） × × × ○※2 ○※2 ○※2 ○※2

後備炉停止制御棒及び後備炉停止制御棒駆動系【Sクラス】※1 ○ ○ ○ － － － －

原子炉保護系（スクラム（原子炉トリップ信号を含む。））
【Sクラス】

× × × ○※2 ○※2 ○※2 ○※2

後備炉停止系用論理回路（代替原子炉トリップ信号を含む。）
【Ss機能維持】※1

○ ○ ○ － － － －

制御棒連続引抜き阻止インターロック【Ss機能維持】※1 － ○ － － － － －

冷却機能

原子炉冷却材バウンダリ【Sクラス】 ○ ○ ○ ×※5 ○ ○ ○

非常用冷却設備（強制循環）【Sクラス】 ○ ○ ○ ×※5 × × ○

非常用冷却設備（自然循環）【Sクラス】※1 － － － ×※5 ○ ○ －

補助冷却設備【Ss機能維持】※1 － － － ○ － － －

１次主循環ポンプ主電動機 × ○※2 ○※2 － － － ○※2

閉じ込め
機能

安全容器【Ss機能維持】※1 － － － ○ ○ － －

コンクリート遮へい体冷却系【Ss機能維持】※1 － － － ○ ○ － －

格納容器バウンダリ【Sクラス】※1 ○ ○ － ○ ○ － ○

原子炉カバーガス等のバウンダリ【Ss機能維持】※1 － － － ○ ○ － －

原子炉保護系（アイソレーション）【Sクラス】※1 ○ ○ － ○ ○ － ○

断熱材及びヒートシンク材【Ss機能維持】※1 － － － ○ ○ － －

電源機能
常用電源※3 ×※4 ○※2 ○※2 ○※2 ×※4 × ○※2

非常用交流動力電源系【Sクラス】 ○ ○ ○ ○ ○ ×※6 ○

仮設電源設備、仮設計器※1 － － － － － ○ －

計装 関連する核計装、プロセス計装 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

凡例 〇：機能すると想定しているもの、×：機能喪失を想定しているもの、－：機能の有無が有効性評価に与える影響が小さく、機能が不要なもの

※1 炉心損傷防止措置又は格納容器破損防止措置
※2 設計基準拡張
※3 措置に使用する資機材には、非常用電源設備から給電しており、常用電源を喪失してもそれらの安全機能に影響はない。
※4 起因事象が外部電源喪失のため
※5 起因事象が原子炉冷却材漏えいのため
※6 事象想定において、非常用発電機2台の起動失敗を想定しているため
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ULOFでは、遷移過程において即発臨界超過の結果、大きな熱エネルギー放出がある場合、高温となっ

た炉心物質は、炉心内の圧力に駆動されて上部プレナムへ移動し、ナトリウムとの熱的相互作用を生じ

る。その結果発生するナトリウム蒸気圧によって上部プレナム内のナトリウムが上方に加速され、大回

転プラグ、小回転プラグ及び炉心上部機構等の下面のカバーガス領域を圧縮し、原子炉冷却材バウンダ

リ等に対して機械的な負荷を与える。 

機械的応答過程では、上部プレナム内のナトリウムの加速による機械的エネルギーの発生並びに機械

的エネルギー発生時の原子炉容器内の圧力上昇に伴う原子炉容器構造応答の解析を行っている。ここで

は、上記の解析で求めた原子炉容器内の発生圧力が伝搬することによるポニーモータの運転への影響に

ついて示す。 

AUTODYNによる原子炉容器応答解析の結果では、原子炉容器出口配管のノズル部近傍の圧力パル

スのピーク値は約 0.7MPa であり、長時間継続することはない。仮にこの圧力パルスが 1次主冷却

系を伝播したとしても、第 1図に示すとおり、原子炉容器出口配管と１次主循環ポンプの間には主

中間熱交換器があり、１次主循環ポンプに到達するまでに、さらに圧力は低下することから、１次

主循環ポンプの運転継続に影響を及ぼすレベルではない。 

なお、機械的エネルギー発生時には、上部プレナムでのナトリウムとの熱的相互作用により損傷

炉心物質は広範に堆積するため、自然循環による除熱も可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1図 原子炉冷却系統図 

  

ULOF時の原子炉容器内の発生圧力の伝搬によるポニーモータの運転への影響について 

循環ポンプ

オーバフロータンク

循環ポンプ

原子炉容器
主中間熱交換器 主中間熱交換器 オーバフロー

カラム

１次主循環ポンプ ２次主循環ポンプ

主送風機

主冷却器

２次主循環ポンプ

主送風機

１次主循環ポンプ

オーバフロー
カラム

補助中間
熱交換器

循環ポンプ

補助冷却器

主冷却器

AirAir

Air
送風機
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ULOF では、遷移過程において即発臨界超過の結果、第 1 図に示すとおり、極めて短時間ではあるも

のの、約 10,000P0の大きな出力パルスが生じる。 

  ここでは、上記の出力パルスによる核計装（線形出力系）への影響について示す。  

核計装（線形出力系）の検出器は電離箱モードで動作しており、短時間に多量の中性子の

照射を受けても原理的に機能を喪失することはない。 

また、ケーブルを流れる電流についても通常運転時の電流はマイクロアンペアのオーダー

であることから、約 10,000 倍に上昇したとしても、電流は 1アンペア以下に抑制されてお

り、熱的な影響も生じない。 

   以上のことから、ULOF 時の即発臨界超過により、核計装（線形出力系）の機能は喪失しな

いと考えられる。 

   なお、通常運転時においては、核計装（中間出力系）、核計装（起動系）は炉心から離れた

位置に引き抜いて保管しているため、これらの核計装を活用した監視の継続も可能である。 

 

 

 

第 1 図 遷移過程における原子炉出力履歴 
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ULOF時の即発臨界超過による核計装（線形出力系）への影響について 
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炉心損傷の推移、監視、措置の判断について 
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炉心損傷防止

集合体

燃料集合体の損傷

全炉心

炉心の著しい損傷

◆ 燃料破損が燃料集
合体規模まで拡大
し、燃料集合体が
損傷した状態

◆ 炉心溶融が全炉心規
模に拡大した状態

◆ 溶融燃料が横方向へ
も移動

炉心の著しい損傷に至る可能性のある事故（ULOF）の事象推移と炉心損傷/格納容器破損防止措置の概念

◆ 炉心損傷防止
措置の有効性
評価の判断基
準（燃料の破
損を防止）を
満足した状態

固体燃料

溶融燃料

被覆管・構造材 ナトリウム

ボイド領域

燃
料
の
状
態

燃料要素の破損

燃
料
の
状
態

◆ 燃料の溶融、
被覆管の破
損は生じる
が、燃料集
合体及び炉
心の冷却機
能は維持さ
れた状態

燃料中心部
の溶融・被
覆管破損

高温部の被覆
管の破損

炉心損傷防止措置の有効性評価の判
断基準とした状態

約4秒

外部電源喪失発生

炉心損傷
防止措置

格納容器破損
防止措置

（原子炉容器内
冷却）

炉心状態
の概要

プラント状態
の概要

冷却系ポンプ停止、
冷却材流量低下、
設計基準事故対処
設備の機能喪失

炉心防止措置機能

後備炉停止系による原
子炉停止【自動動作】

フローコーストダウン後のポニーモータ運転により、損傷炉心物質の冷却に必要な冷却材流量を確保【自動動作】

約50秒

炉心損傷防止措置が機能した場合は、
炉心温度低下・収束

炉心損傷防止措置の機能が喪失した場合は、
炉心温度が上昇し、燃料要素の破損に至る
【燃料破損検出系、燃料集合体出口温度監視等に
よる状態監視と手動による炉心損傷防止】

フローコーストダウンによる冷却材流量低下継続
1次系ポニーモータ流量、2次系自然循環による冷却【自動動作】

炉心損傷防止措置の機能を喪失と判断した場合、自主的に講じる措置として、手動での制御棒
挿入操作を実施【手動操作：数分（中央制御室）】
１次主循環ポンプの流量増大操作を実施【手動操作：数分～10分（中央制御室、原子炉附属建
物）】

炉心温度の上昇が継続し、
燃料集合体の損傷に至る

約20秒

溶融燃料が横方向へも移動し、
損傷領域が拡大し、炉心の著
しい損傷に至る

炉心の損傷状態によらず、炉心損傷防止措置の機能を喪失した場
合に、格納容器破損防止措置が機能するよう措置を講じている。
また、炉心損傷防止措置と格納容器破損防止措置は、並行して措
置が機能するものとしている。

炉心防止措置機能
喪失

炉心
温度
上昇

1次主循環ポンプポニーモータに引継ぎ

炉心損傷防止措置が機能した状態 炉心損傷防止措置の機能が喪失した場合の事象推移

第1図 第2図 第3図 第4図

炉心損傷防止措置による
炉心損傷防止【第1図】 自主対策【第2図、第3図】

格納容器破損防止措置による格納容器破損防止（第2図～第4図）

過出力時の
破損挙動

流量低下時の
破損挙動
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炉心損傷防止 炉心の著しい損傷

著しい炉心損傷に至る可能性のある事故の事象推移と炉心損傷防止、格納容器破損防止措置の概念

LORL

◆ 炉心損傷防止
措置の有効性
評価の判断基
準（燃料の破
損を防止）を
満足した状態

固体燃料 被覆管・構造材 ナトリウム

燃
料
の
状
態

燃料要素の破損

燃
料
の
状
態

◆ 被覆管の破
損は生じる
が、燃料は
ナトリウム
中に保持さ
れており、
炉心物質の
溶融は生じ
ていない状
態（冷却材
最高温度約
800℃）

被覆管の破損

炉心損傷防止措置の判断基準

１次冷却材漏えい発生

炉心損傷防止措置

格納容器破損
防止措置

炉心状態の概要

プラント状態の概要

炉心の著しい損傷

冷却系ポンプ停止、
冷却材流量低下

炉心防止措置機能

原子炉自動停止
【自動動作】

コンクリート遮へい体冷却系による安全容器外面冷却は通常運転時から継続

約4.5時間

炉心損傷防止措置機能の場合は、炉心温度低下・収束

炉心損傷防止措置の機能が喪失した場合は、
原子炉冷却材温度、炉心温度が上昇,
燃料被覆管の破損に至る
【燃料破損検出系、燃料集合体出口温度監視等に
よる状態監視】

1次系ポニーモータ流量、
2次系自然循環による冷却
【自動動作】

約5.5日

炉心の損傷状態、炉心損傷防止措置の機能の状態によらず、格納
容器破損防止措置を実施する設計・手順としている。また、炉心
損傷防止措置と格納容器破損防止措置は、並行して措置が機能す
る設計・手順としている。

炉心防止措置機能
喪失

炉心安定冷却

1次主循環ポンプ
ポニーモータ引継ぎ

約0.5時間

補助冷却設備単独運転による崩壊熱除去

補助冷却設備起動【自動起動】

１次主冷却系循環液位途絶

コンクリート遮へい体冷却系を用い
た安全容器外面冷却による損傷炉心
物質の保持・冷却

炉心が露出し、
炉心の著しい損傷に至る

炉心の
著しい
損傷

損傷炉心物質

安全容器

炉心

炉心損傷防止措置が機能した状態 炉心損傷防止措置の機能が喪失した場合の事象推移

◆ 蒸発により
緩やかに液
位が低下し、
炉心が上端
から露出す
ることによ
り、炉心が
緩慢に損傷
する。
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原子炉停止機能の信頼性について 
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・独立した4式の制御棒及び制御棒駆動系を設置

制御棒4本を炉心第3列に配置

・独立した2式の後備炉停止制御棒及び後備炉停止制御棒駆動系を設置

後備炉停止制御棒2本を炉心第5列に配置

・原子炉スクラム時には、保持電磁石励磁断により、制御棒がデラッチ

制御棒は、自重で落下するとともにスプリングにより加速されて炉心に
落下・挿入され、原子炉は停止（バネ加速重力落下方式）

・後備炉停止系は、主炉停止系による原子炉停止が不能の場合でも、原子
炉を停止するように設計

・原子炉スクラムに必要な機能（バネ加速重力落下方式）は、炉心の反応
度（原子炉の出力）を制御するために使用する機能（ボールナットスク
リュ方式）の故障が発生した場合においても動作可能

・スクラム時挿入時間は、保持電磁石励磁断から反応度価値90％挿入まで
が0.8秒以下となるように設計（本原子炉施設では、異常事象発生時の事
象進展が速いため、制御棒による速やかな反応度投入が必要）

・制御棒及び後備炉停止制御棒は、基準地震動SSの設計用地震波に基づく
最大想定変位時においても十分な余裕をもって挿入できるように設計

【制御棒及び制御棒駆動系並びに後備炉停止制御棒及び後備炉停止制御棒駆動系の概要】

・後備炉停止系用論理回路
原子炉保護系の論理回路とは別の論理回路を新設し、論理回路の動作に係る多様性及び独立性を確保

・制御棒連続引抜き阻止インターロック
出力運転中に、制御棒の連続引抜き時間が3秒（有効性評価では連続引抜き時間として4秒を設定）となると、引抜
きを自動的に阻止するタイマーリレーを新設し、「原子炉出口冷却材温度高」によるトリップ信号の発信までに出
力が過度に上昇することを防止

・これらの設備は、基準地震動による地震力に対して機能を喪失しないように整備、また、非常用電源設備より給電

【関連設備】

駆動モータ

位置検出器

駆 動 部

ラッチ検出機構

保持電磁石

デラッチスプリング

ロードセル

アルゴンガス供給口

炉心上部機構

生体遮へい

上部案内管

外側延長管

ストロークベローズ

ラッチベローズ

内側延長管

ナトリウム液面

高圧プレナム

低圧プレナム

エントランスノズル

ダッシュポット

炉心支持板

下部案内管

制 御 棒

ラッチ機構

加 速 管

上部案内管

ダンピングスプリング

スクラム時間検出装置

加速スプリング

制御棒駆動系の構造

制御棒と下部案内管の相対位置関係

制御棒（後備炉停止制御棒含む。）
が全引き抜き位置にあっても、
60％以上が下部案内管内部に位置

↓

・ 制御棒の下方に、制御棒の下降を阻害するものは
存在しない。

・ 下部案内管は、他の集合体とは独立して設置され、
制御棒の落下・挿入をガイドする役割を果たす。

【原子炉停止系統の構造概要】

駆動ストローク：約65cm
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【地震時の制御棒挿入性（1/5）-概要-】

●地震時の制御棒及び後備炉停止制御棒の挿入機能に対する設計方針
制御棒又は後備炉停止制御棒（制御棒又は後備炉停止制御棒を収納する下部案内管を

含む。）及び制御棒又は後備炉停止制御棒をラッチする上部案内管（上部案内管に連結
される駆動機構を含む。）の地震時に生じる水平方向の相対変位を考慮しても、制御棒
又は後備炉停止制御棒のスクラム時挿入時間（保持電磁石励磁断から反応度価値 90 ％
挿入まで）が規定時間（0.8秒）以内になるよう設計する。

(地震時最大変位)
=a+b+c

(下部案内管変位)
=c

(上部案内管変位)
=b

(据付誤差)
=a（3.1mm）

a
b

c

上部案内管

下部案内管

制御棒

地震による
変位方向

地震による
変位方向

上部案内管
中心線

下部案内管
中心線

●基準地震動に対する制御棒挿入性評価
以下の2つの評価を実施する。

(1)静的条件での制御棒挿入性評価
基準地震動Ssに対して上部案内管と

下部案内管の地震時最大変位量（右
図）を評価し、その相対変位量が35mm
以下であることを確認する。

(2)動的条件での制御棒挿入性評価
機構解析により、衝突による摩擦抵

抗を考慮してもスクラム時挿入時間が
規定時間以内となることを確認する。

【地震時の制御棒挿入性（2/5）-静的条件での制御棒挿入性評価 (1)解析条件-】

●変位量評価の解析条件

上部案内管 下部案内管

解析対象 炉心上部機構 全炉心（群振動解析）

解析コード FINAS（ver.21.3） Revian-3D（v8.2）

固有値解析 1次8.4Hz、2次39.9Hz 1次6.7Hz、2次46.7Hz、3次129.2Hz

減衰定数 1.0%（Rayleigh型比例減衰） 3%（1次）、15%（2次、3次）

加振波 建物地下中1階床応答（加速度）
※NS方向、EW方向それぞれ解析

炉心支持板応答（加速度）
※NS+EW+UDの3次元解析

Revian-3D解析の下部案内管モデル
FINAS解析の炉心上部機構モデル
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【地震時の制御棒挿入性（3/5）-静的条件での制御棒挿入性評価(2)評価結果-】

●最大相対変位量評価結果

●基準地震動Ssの地震に対する挿入性
・水中における実規模大モックアップ試験では、スクラム時間は35mmまでの
相対変位量においてほぼ一定の値となっており、スクラム時挿入時間への
影響がないことを確認している。

・位相を考慮せずにそれぞれの最大変位量を保守的に足し合わせた場合でも、
基準地震動による最大相対変位量は最大でも30.5mm（Ss-1）で、スクラム
試験の結果から0.8秒以内の挿入性が確認されている35mmを超えない。

水中スクラム試験結果

上部案内管
最大変位(mm)
（NS+EW）

下部案内管
最大変位(mm)
（NS+EW）

据付誤差
(mm)

最大相対
変位量
(mm)

Ss-D 6.4 14.4 3.1 23.9

Ss-1 14.5 12.9 3.1 30.5

Ss-2 11.5 14.2 3.1 28.8

Ss-3 7.0 13.3 3.1 23.4

Ss-4 8.4 11.2 3.1 22.7

Ss-5 9.2 10.4 3.1 22.7

（実機ナトリウム環境を模擬する水温及び流量を設定）

【地震時の制御棒挿入性（4/5）-動的条件での制御棒挿入性評価(1)解析条件-】

●機構解析※
・解析コード：ADAMS（ver.2019） ※衝突や摩擦等を模擬した解析
・モデル 制御棒、下部案内管：形状模擬した剛体

上部案内管：単純円筒、加速管：円筒構造
・接触条件：接触箇所（右図）における衝突剛性、衝突減衰

を、落下試験結果から設定した衝突剛性（k1,2）、
衝突減衰（c1,2）から
以下のように合成し設定

・加振条件：上部案内管を水平2方向及び鉛直方向に並進加振、
下部案内管上端を水平2方向に加振、炉心支持板
（ピン支持）を水平2方向及び鉛直方向に加振

・解析タイミング：最大相対変位が生じるタイミング
 

部位 衝突剛性k3
（N/mm）

衝突減衰c3
（Ns/mm）

① 1.6×104 9.0×10-1

② 5.7×103 1.7×10-1

③ 3.8×103 1.0×10-1

④ 3.8×103 1.0×10-1

⑤ 7.1×103 2.0×10-1

⑥ 2.2×104 2.1×100

衝突時

案
内
管

制
御
棒

衝突ばね

直列ばね結合
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【地震時の制御棒挿入性（5/5）-動的条件での制御棒挿入性評価(2)評価結果-】

●基準地震動Ssの地震に対する挿入性
・機構解析ではスクラム試験結果をよく再現している。
・加振時でもスクラム時間は0.5秒以内。
・保持電磁石励磁断からデラッチリミットスイッチ作動までの時間を0.2秒と
して（スクラム時間が0.6秒以内）、基準地震動時でも制御棒は規定時間内
に挿入される。

-700
-650
-600
-550
-500
-450
-400
-350
-300
-250
-200
-150
-100
-50
0
50

-1 0 1 2 3 4 5

高
さ
[m

m
]

時間 [s]

解析結果

試験結果

スクラム時間
（スクラム検出コイル位置に

到達するまでの時間）

加振なし 0.40

加振あり 0.44

0.40 0.6

（加振なし） （加振あり、Ss-2※）
※位相を考慮した相対変位量が最大

スクラム検出コイル位置

スクラム検出コイル位置：-530mm
（制御棒反応度価値で 90 ％挿入とな
る位置は約-512mm）

●スクラム時間評価結果

※
上部案内管-下部
案内管の最大相
対変位量(mm)

据付誤差
(mm)

最大相対変位
量(mm)

Ss-D 12.8 3.1 15.9

Ss-1 17.2 3.1 20.3

Ss-2 17.3 3.1 20.4

Ss-3 11.8 3.1 14.9

Ss-4 13.6 3.1 16.7

Ss-5 14.3 3.1 17.4

-700
-650
-600
-550
-500
-450
-400
-350
-300
-250
-200
-150
-100
-50
0
50

-1 0 1 2 3 4 5

高
さ
[m

m
]

時間 [s]

解析結果

スクラム検出コイル位置

0.44 0.6
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後備炉停止系の設計について 
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① 原子炉トリップ信号
【設計基準】１種類の原子炉トリップ信
号に対して、それぞれ独立した検出器
を複数設けることで、原子炉トリップ
信号発信に係る独立性及び多重性を確
保

【BDBA】設計基準事故対処設備とは別の
検出器により、原子炉トリップ信号発
信に係る多様性及び独立性を確保

② 安全保護回路
【設計基準】原子炉保護系（スクラム）
の論理回路は、それぞれ独立した２台
を設けることで、ロジック回路の作動
に係る独立性及び多重性を確保

【BDBA】設計基準事故対処設備とは別の
後備炉停止系用論理回路を設け、後備
炉停止系用論理回路からのトリップ遮
断器を設けることで、論理回路の作動
に係る多様性及び独立性を確保

③ 制御棒の急速挿入
制御棒等の保持電磁石用電源は、論
理回路に対応してトリップ遮断器を設
けることで、制御棒等の切離しに係る
独立性及び多重性を確保
また、制御棒等の急速挿入に係る共
通原因故障の防止対策を講じ、必要な
信頼性を確保

・原子炉停止に係る施設は独立性及び多重性を確保しており、単一故障を想定しても、停止機能を喪失することはなく、必要な信頼性を確保

・運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故では、主炉停止系の反応度価値の最も大きな制御棒一本が全引き抜き位置に固着した場合を想定し、主炉停止系
のみで原子炉を安全に停止できることを確認

・BDBAでは、後備炉停止系の急速挿入のみで炉心損傷を防止できることを確認

【原子炉停止系統の急速挿入失敗の原因として想定される共通原因故障（1/5）-全体概要-】

検
出
器

Ⅰ

検
出
器

Ⅱ

検
出
器

Ⅲ

2/3ロジック

論理
回路Ａ

論理
回路Ｂ

後備炉停止

制御棒保持

電磁石用電源

後備炉停止

制御棒保持

電磁石

制御棒

保持電磁石用

電源

制御棒保持

電磁石

後備炉停止系２式独立に設置主炉停止系４式独立に設置

トリップ遮断器

（2台直列：論理回路

Ａ／Ｂ独立に作動）

1～3chの信号

（作動設定値を超える信号

を検出するとトリップ信号

を発信）

2/3ロジック

後備炉停止系用
論理回路※2

検
出
器

①

検
出
器

②

検
出
器

③

論理回路

Ａ及びＢへ

1～3chの信号

（設計基準事故で考慮する

トリップ信号と別のトリッ

プ信号を発信）

後備炉停止系用トリップ遮断器

（直列：後備炉停止系用

論理回路単独でも作動）

2/3ロジック

原子炉トリップ信号 代替原子炉トリップ信号※1

※1：設計基準事故で考慮する原子炉トリップ信号とは別の代替原子炉トリップ信号により、原子炉トリップ信号発信に係る多様性及び独立性を確保

※2：設計基準事故で考慮する論理回路とは別の多様化した後備炉停止系用論理回路を設け、後備炉停止系用論理回路から多様化したトリップ遮断器を設ける
ことで、論理回路の作動及び後備炉停止制御棒の挿入に係る多様性及び独立性を確保

【原子炉停止系統の急速挿入失敗の原因として想定される共通原因故障（2/5）-原子炉トリップ信号の多様化の確保-】

既設の原子炉保護系の作動項目 過渡・事故事象※1 設計基準事故対処設備
（原子炉トリップ信号※2）

BDBAの事象Gr※3

BDBA対処設備
（代替原子炉トリップ

信号※4）
第3信号

中性子束高（出力領域）

未臨界状態からの制御棒の
異常な引抜き
出力運転中の制御棒の異常な
引抜き
主冷却器空気流量の増大

中性子束高（出力領域）
過出力時
原子炉停止機能喪失

原子炉出口冷却材温度
高

手動スクラム

中性子束高（中間領域／起動領域） ― ― ― ― ―

炉周期短（中間領域／起動領域） ― ― ― ― ―

原子炉出口冷却材温度高 ― ― ― ― ―

原子炉入口冷却材温度高
主冷却器空気流量の減少
２次冷却材漏えい事故
主送風機風量瞬時低下事故

原子炉入口冷却材温度高
除熱源喪失時
原子炉停止機能喪失

原子炉出口冷却材温度
高

２次主循環ポンプト
リップ、手動スクラム

１次冷却材流量低
１次冷却材流量減少
１次主循環ポンプ軸固着事故

１次冷却材流量低
炉心流量喪失時
原子炉停止機能喪失

１次主循環ポンプ
トリップ

原子炉出口冷却材温度
高、手動スクラム

２次冷却材流量低
２次冷却材流量減少
２次主循環ポンプ軸固着事故

２次冷却材流量低
除熱源喪失時
原子炉停止機能喪失

原子炉出口冷却材温度
高

２次主循環ポンプト
リップ、手動スクラム

炉内ナトリウム液面低 １次冷却材漏えい事故 炉内ナトリウム液面低
炉心流量喪失時
原子炉停止機能喪失

１次主循環ポンプ
トリップ

原子炉出口冷却材温度
高、手動スクラム

炉内ナトリウム液面高 ― ― ― ― ―

１次主循環ポンプトリップ ― ― ― ― ―

２次主循環ポンプトリップ ― ― ― ― ―

電源喪失 外部電源喪失 電源喪失
炉心流量喪失時
原子炉停止機能喪失

１次主循環ポンプ
トリップ

２次主循環ポンプト
リップ、手動スクラム

手動スクラム ― ― ― ― ―

※1：原子炉保護系の作動設定値に至らないものを除く
※2：既設の原子炉トリップ信号のうち、設計基準事故対処設備として考慮（「過渡変化の解析」及び「事故経過の解析」において考慮）する信号
※3：原子炉停止機能の喪失を想定する事象Grに対して整理
※4：既設の原子炉トリップ信号のうち炉心損傷防止措置として考慮する信号

⚫ 設計基準事故対処設備として考慮した原子炉トリップ信号※2の発信失敗を想定したとしても、残された既設の原子炉トリップ信号を活
用することにより、選定した異常事象の全てに対して独立で多様な代替原子炉トリップ信号※4を確保
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・制御棒には各々制御棒駆動
系を設けることで独立性を
確保

→制御棒の挿入に係る多重
性を確保

・バネ加速重力落下方式では、
延長管から制御棒をデラッ
チすることで、制御棒を落
下・挿入

→制御棒の挿入は、自重落
下及びスプリング加速に
より、信頼性を向上（自
重落下のみでも炉心損傷
に至ることなく原子炉を
停止可能）

制御棒ラッチ状態模式図 バネ加速重力落下方式

駆動電動機

ボールナットスクリュ

外側延長管

内側延長管

加速管

加速スプリング

保持電磁石

保持電磁石励磁断
↓

内側延長管下方に移動
↓

ラッチ機構デラッチ
↓

制御棒挿入
自重落下及び

スプリングによる加速

制御棒

下部案内管

ラッチ機構

トルクリミッタ

ストロークベローズ

ラッチベローズ

マグネットケース

ラッチ機構の
固着

加速スプリング
の固着、
加速管の干渉

マグネットケース
の固着、
保持電磁石
励磁断失敗

内側延長管/
ラッチベローズ
の固着

ナトリウム液面

B B

A A

C C

D D

A-A断面
（ストロークベローズ
下部狭隘部） B-B断面（ナトリウム液面部）

C-C断面
（加速スプリング上部狭隘部）

D-D断面（制御棒部）

・ナトリウム液面上部でのナトリウム
（化合物を含む。）の付着による固着

→ナトリウム液面(B断面)近傍に狭隘部
を設けず、液面近傍に付着しない構造

→ベローズでバウンダリを構成し、ベ
ローズ内にナトリウムが侵入しない構
造。また、ベローズ外の狭隘部(A断
面)は高温環境により、付着を防止

・ナトリウム中の異物の侵入による固着

→下部案内管と制御棒間(D断面)への異
物の侵入は生じ難く、かつ、下部案内
管によるガイドにより、異物による固
着は生じ難い。

→上部案内管内の狭隘部(C断面)に異物
が閉塞すると駆動機構の動作に異常が
生じる可能性があるが、出力調整時に
検知可能であり、また、制御棒切り離
しによる急速挿入機能に影響はない。

2.75
（ギャップ部）

64.7
74.7

5

38 約20

124

83

72

制御棒

下部案内管

制御
要素

約17

上部
案内管

外側
延長管

内側
延長管

2.75
（ギャップ部）

【原子炉停止系統の急速挿入失敗の原因として想定される共通原因故障（3/5）-制御棒駆動系-】

[1] S. A. Eide, et. al, “Reliability Study: Westinghouse Reactor Protection System, 1984-1995,” NUREG/CR-5500 Vol.2, April 1999.
[2] OECD/NEA, “ICDE Project Report: Collection and Analysis of Common-cause Failures of Control Rod Drive Assemblies,” 

NEA/CSNI/R(2013)4, June 2013.

炉心へ重力によって制御棒を挿入するタイプの制御棒を対象に制御棒急速挿入の共通原因故障事例につい
て調査した。

１．米国軽水炉の研究
米国Westinghouse社製加圧水型軽水炉の原子炉停止系の信頼性を研究したレポート[1]には、 1984年～

1995年における制御棒急速挿入の共通原因故障事例の調査・分析が示されている。
➢ 明確な共通原因故障と判定された事例は無い。
➢ 不確実だが共通原因故障の可能性が疑われる事例が2件存在し、いずれも48体中2体のみ故障し、残りの

46体は健全という事例である。このうち、運転中に生じたとされる1件が制御棒1体当たりの故障確率評
価において考慮されている。なお、この事例は情報不足により故障の影響がFail-safeか否か不明とさ
れている。

２．国際機関OECD/NEAによる研究
OECD/NEAが制御棒駆動集合体の共通原因故障の調査分析について取りまとめた国際共通原因故障データ

交換（ICDE）プロジェクトレポート[2]には、制御棒を重力によって挿入するタイプの制御棒駆動集合体に
ついての制御棒急速挿入の共通原因故障事例の調査・分析が示されている。
➢ 重力によって挿入するタイプの制御棒の共通原因故障事例は84件あり、このうち80件は完全な機能喪失

ではなく機能低下又は兆候程度の事例であり、3件は制御棒1体だけ完全な機能喪失に至った事例であり、
残りの1件は制御棒2体だけ完全な機能喪失に至った事例である。共通原因故障により3体以上の制御棒
の完全な機能喪失に至った事例は無い。

３．まとめ
炉心へ重力によって挿入する制御棒について、共通原因故障による急速挿入失敗を想定したとしても、

それによって3体以上の失敗に至る可能性は低いと考えられる。制御棒急速挿入について、3重以上の多重
性を備えることは、共通原因故障に対しても一定の信頼性を有することが期待される。

類似機器の共通原因故障事例調査

「常陽」及び「もんじゅ」の運転経験において共通原因故障による制御棒急速挿入失敗事例なし。

【原子炉停止系統の急速挿入失敗の原因として想定される共通原因故障（4/5） -制御棒急速挿入の共通原因故障事例-】
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分類 具体的な故障例 防止対策

内的事象

機械的要因

・マグネットケース固着
・内側延長管／ラッチベローズ固着
・ラッチ機構固着
・加速スプリング固着／加速管干渉（自重による落下）

・実績に基づく構造信頼性の確保
・使用前の検査等による性能確認

熱的・
化学的要因

・変形による可動部固着
・ナトリウム凝固による可動部固着
・腐食／侵食による可動部固着
・スエリングによる可動部固着

・製作時の材料管理／寸法管理
・間隙部へのナトリウム凝固防止設計
・高温配置によるナトリウム凝固防止設計
・ナトリウム純度管理
・照射量管理

電気的・
磁気的要因

・保持電磁石励磁断失敗
・電磁石の保持力低減失敗

・保持電磁石励磁断の多重化
・保持電磁石の適切な設計
・使用前の検査等による性能確認
・フェイルセーフ設計

設計・製作
時のエラー

・材料不適合、機械／電気品不良
・寸法公差逸脱、溶接欠陥、組立不良

・実績に基づく設計・製作の信頼性の確保
・使用前の検査等による性能確認

保守・補修
時のエラー

・整備不良、交換品不良、組立不良
・実績に基づく保守・補修の信頼性の確保
・使用前の検査等による性能確認

外的事象

地震 ・地震による制御棒挿入阻害 ・地震時の挿入性を確保

その他
・自然現象（地震以外）による制御棒挿入阻害
・自然現象による外部電源喪失
・自然現象による外部火災他

・外殻施設（建物）による防護
・フェイルセーフ設計

内的事象起因の機械的な共通原因故障に対しては上記の防止対策を講じる設計とし、外的事象のうち機械的な影響
が大きいと考えられる地震による共通原因故障に対しては、基準地震動を一定程度超えた範囲まで制御棒の挿入性が
確保されるよう設計する。本設計により、想定すべき故障は偶発故障となり、後備炉停止系による制御棒の多重化に
より必要な信頼性が確保できる。

【原子炉停止系統の急速挿入失敗の原因として想定される共通原因故障（5/5）-要因・故障例・防止対策のまとめ-】

確率
2×10-6～4×10-4/d

（信号の種類によって異なる。）

【フォールトツリーによる後備炉停止系の失敗確率の評価】

いずれかが生じる確率 6×10-5/d

「常陽」及び「もんじゅ」並びに制御棒駆動機構試験における延べ約17,000回の制御棒急速挿入の
作動実績（失敗事例なし）に基づき評価

確率
9×10-6/d

確率
5×10-6/d

確率
2×10-7/d

確率
2×10-4/d

構成機器は高速炉特有の機器でなく、発電炉と同様の信頼性を有すると評価

➢ 後備炉停止系の偶発故障による失敗確率は、7×10-4/d＊1と十分に低く、高い信頼性を確保

➢ 後備炉停止系によって、ULOFの炉心損傷頻度は、約6×10-6/炉年から約4×10-9/炉年＊2となり、十分に低く抑制

＊1：起因事象等により後備炉停止系の失敗確率は異なるが、保守的に下線を付した数値を合計して
算出した値

＊2：起因事象等により後備炉停止系の失敗確率は異なるが、設計基準事故対処設備のみを考慮して
評価したULOFの炉心損傷頻度の合計値（6×10-6/炉年）に上記で算出した後備炉停止系の失敗確
率を乗じて算出した値

例：2×10-6/dは代替原子炉トリップ信号（「１次主循環ポンプトリッ
プ」）発信失敗の値
4×10-4/dは起因事象が１次冷却材漏えいの場合の同信号発信失敗
の値であり、１次主循環ポンプをトリップさせるためのインター
ロック信号の動作失敗確率を含む。
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【実用発電用原子炉における類似の評価との比較】

原子炉停止機能喪失に係る
事象グループ

発生頻度
(/炉年)

ULOF 1.1×10-10

UTOP 2.5×10-11

ULOHS 2.6×10-10

合計 4.0×10-10

国内の実用発電用原子炉のうち、制御棒を重力によって炉心へ挿入する点が「常陽」と類似する加圧水型軽
水炉（PWR）を対象に、シビアアクシデント対策を考慮したPRAによって評価された炉心損傷頻度のうち、原子
炉停止機能喪失によるものを調査した。

平成29年7月から令和2年5月までの期間に届出のあったPWRの安全性向上評価届出書を参照した結果、シビア
アクシデント対策を考慮した内部事象出力運転時の事故シーケンスグループ別炉心損傷頻度において、事故
シーケンスグループ「原子炉停止機能喪失」の炉心損傷頻度は、10-9/炉年程度であった。

「常陽」における原子炉停止機能喪失に係る事象グループULOF、UTOP及びULOHSの発生頻度の合計値は、
後備炉停止系等の炉心損傷防止措置を考慮した場合、約4×10-10/炉年であり、シビアアクシデント対策を考慮
したPWRの事故シーケンスグループ「原子炉停止機能喪失」の炉心損傷頻度と同様に低い水準に抑制されている。

設計基準事故対処設備に加えて後備炉停止系等の炉心損傷防止措置を考慮した内部事象出力運転時レベル1PRA
により原子炉停止機能喪失に係る事象グループULOF、UTOP及びULOHSの発生頻度を後備炉停止系の失敗確率が起
因事象及び主炉停止系の失敗要因に依存することも適切に考慮して評価

【後備炉停止系等を考慮したPRAによる事象グループULOF、UTOP及びULOHSの発生頻度の評価】

発生頻度
（/炉年）

寄与割合
発生頻度
（/炉年）

寄与割合
炉心損傷防止措置の

失敗要因

外部電源喪失＋
原子炉トリップ信号（電源喪失）発信失敗 1.2×10-6 19.2% 1.9×10-12 1.7%

１次冷却材流量減少（１次主循環ポンプトリップ）＋
原子炉トリップ信号（「１次冷却材流量低」）発信失敗 3.3×10-6 54.1% 5.2×10-12 4.7%

１次主循環ポンプ軸固着＋
原子炉トリップ信号（「１次冷却材流量低」）発信失敗

2.5×10-7

（2.9×10
-8
）

＊1 4.1% 3.7×10-13 0.3%

１次冷却材漏えい（１次主冷却系配管（内管）破損）＋
原子炉トリップ信号（「炉内ナトリウム液面低」）発信失敗

1.2×10-7 2.0% 5.2×10-11 46.4%

１次冷却材漏えい（安全容器内配管（内管）破損）＋
原子炉トリップ信号（「炉内ナトリウム液面低」）発信失敗

1.0×10-8 0.2% 4.3×10-12 3.9%

１次冷却材漏えい（１次補助冷却系配管（破損））＋
原子炉トリップ信号（「炉内ナトリウム液面低」）発信失敗

7.3×10
-8 1.2% 3.1×10

-11 27.5%

外部電源喪失＋
原子炉保護系（スクラム）動作失敗 9.6×10

-7 15.7% 9.0×10
-12 8.1% 後備炉停止系用論理回路動作失敗

＊3

１次冷却材流量減少（１次主循環ポンプトリップ）＋
原子炉保護系（スクラム）動作失敗 8.4×10-8 1.4% 7.4×10-13 0.7%

１次主循環ポンプ軸固着＋
原子炉保護系（スクラム）動作失敗 6.4×10

-9 0.1% 5.1×10
-14 0.0%

１次冷却材漏えい（１次主冷却系配管（内管）破損）＋
原子炉保護系（スクラム）動作失敗 3.1×10-9 0.1% 2.4×10-14 0.0%

１次冷却材漏えい（安全容器内配管（内管）破損）＋
原子炉保護系（スクラム）動作失敗 2.6×10-10 0.0% 2.0×10-15 0.0%

１次冷却材漏えい（１次補助冷却系配管（破損））＋
原子炉保護系（スクラム）動作失敗

1.9×10
-9 0.0% 1.5×10

-14 0.0%

１次冷却材流量減少（１次主循環ポンプトリップ）＋
制御棒（主炉停止系）の急速挿入失敗

9.5×10-9 0.2% 6.4×10-13 0.6% 後備炉停止制御棒の急速挿入失敗＊4

外部電源喪失＋
制御棒（主炉停止系）の急速挿入失敗

6.8×10
-8 1.1% 4.3×10

-12 3.8%

出力運転中の制御棒の異常な引抜き＋
制御棒（主炉停止系）の急速挿入失敗

4.6×10-10 0.0% 2.4×10-14 0.0%

２次冷却材流量増大＋
制御棒（主炉停止系）の急速挿入失敗

3.0×10
-8 0.5% 1.8×10

-12 1.6%

主冷却器空気流量増大＋
制御棒（主炉停止系）の急速挿入失敗

3.0×10
-9 0.0% 1.6×10

-13 0.1%

２次冷却材流量減少（２次主循環ポンプトリップ）＋
制御棒（主炉停止系）の急速挿入失敗

6.2×10
-9 0.1% 3.7×10

-13 0.3%

主冷却器空気流量減少＋
制御棒（主炉停止系）の急速挿入失敗

5.0×10-9 0.1% 2.8×10-13 0.3%

１次主循環ポンプ軸固着＋
制御棒（主炉停止系）の急速挿入失敗

4.5×10-10 0.0% 2.3×10-14 0.0%

１次冷却材漏えい（１次主冷却系配管（内管）破損）＋
制御棒（主炉停止系）の急速挿入失敗

2.2×10
-10 0.0% 1.1×10

-14 0.0%

１次冷却材漏えい（安全容器内配管（内管）破損）＋
制御棒（主炉停止系）の急速挿入失敗 1.8×10-11 0.0% 9.5×10-16 0.0%

１次冷却材漏えい（１次補助冷却系配管（破損））＋
制御棒（主炉停止系）の急速挿入失敗 1.3×10-10 0.0% 7.2×10-15 0.0%

２次冷却材漏えい＋
制御棒（主炉停止系）の急速挿入失敗

6.7×10-10 0.0% 3.4×10-14 0.0%

合計 6.1×10-6 100% 1.1×10-10 100%

設計基準事故対処設備のみを
考慮した場合

事故シーケンス

設計基準事故対処設備及び
炉心損傷防止措置を考慮した場合

代替原子炉トリップ信号
（「１次主循環ポンプトリップ」）発信失敗

代替原子炉トリップ信号

（「１次主循環ポンプトリップ」）発信失敗
＊2

＊3：炉心損傷防止措置の失敗要因に、後備炉停止系用論理回路リレーの作動電源喪失要因として、起因事象が外部電源喪失の場合における無停電源2系統の蓄電池の故障を含む。

＊4：炉心損傷防止措置の失敗要因に、後備炉停止系用論理回路リレーの作動電源喪失要因として、起因事象が無停電電源1系統喪失の場合における無停電電源残りの1系統の喪失を含む。

後備炉停止系用論理回路動作失敗

後備炉停止制御棒の急速挿入失敗

＊1：括弧内の数値は高速炉の起因事象に関する既往研究に国内実用発電炉の電動ポンプの故障率及び信頼性情報を基に事前分布を設定し、発生頻度を評価した値

＊2：炉心損傷防止措置の失敗要因に、１次冷却材漏えい時のインターロック信号の動作失敗を含む。

【炉心損傷防止措置を考慮したULOFの発生頻度の内訳】
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発生頻度
（/炉年）

寄与割合
発生頻度
（/炉年）

寄与割合
炉心損傷防止措置の

失敗要因

２次冷却材流量減少（２次主循環ポンプトリップ）＋
原子炉トリップ信号（「２次冷却材流量低」）発信失敗

3.4×10-6 49.4% 1.4×10-10 50.5%

主冷却器空気流量減少＋
原子炉トリップ信号（「原子炉入口冷却材温度高」）発信失敗

2.8×10-6 40.2% 1.1×10-10 41.0%

２次主循環ポンプ軸固着＋
原子炉トリップ信号（「２次冷却材流量低」）発信失敗

2.5×10-7

（2.9×10-8）＊1 3.6% 1.0×10
-11 3.7%

２次冷却材漏えい＋
原子炉トリップ信号（「原子炉入口冷却材温度高」）発信失敗

3.0×10-7 4.3% 1.2×10-11 4.3%

２次冷却材流量減少（２次主循環ポンプトリップ）＋
原子炉保護系（スクラム）動作失敗 8.7×10

-8 1.3% 7.8×10
-13 0.3%

主冷却器空気流量減少＋
原子炉保護系（スクラム）動作失敗 7.1×10

-8 1.0% 6.1×10
-13 0.2%

２次主循環ポンプ軸固着＋
原子炉保護系（スクラム）動作失敗 6.4×10-9 0.1% 5.7×10-14 0.0%

２次冷却材漏えい＋
原子炉保護系（スクラム）動作失敗

7.6×10-9 0.1% 6.0×10-14 0.0%

合計 6.7×10-6 ＊2 100% 2.6×10-10 ＊2 100%

＊1：括弧内の数値は高速炉の起因事象に関する既往研究に国内実用発電炉の電動ポンプの故障率及び信頼性情報を基に事前分布を設定し、発生頻度を評価した値

＊2：「２次冷却材流量減少（２次主循環ポンプトリップ）」を起因事象とした事故シーケンスの発生頻度には、「２次主循環ポンプ軸固着」を起因事象とした事故シーケンスの寄与が既に含まれており、
　　合計欄の発生頻度の集計に当たっては、重複集計を避けるため、「２次主循環ポンプ軸固着」を含む事故シーケンスの発生頻度を含めていない。

事故シーケンス

設計基準事故対処設備のみを
考慮した場合

設計基準事故対処設備及び
炉心損傷防止措置を考慮した場合

代替原子炉トリップ信号
（「原子炉出口冷却材温度高」）発信失敗

後備炉停止系用論理回路動作失敗

発生頻度
（/炉年）

寄与割合
発生頻度
（/炉年）

寄与割合
炉心損傷防止措置の

失敗要因

出力運転中の制御棒の異常な引抜き＋
原子炉トリップ信号（「中性子束高（出力領域）」）発信失敗

2.5×10-7 77.4% 2.3×10-11 90.2%

制御棒連続引抜き阻止インターロック動作失敗
又は

代替原子炉トリップ信号
（「原子炉出口冷却材温度高」）発信失敗

主冷却器空気流量増大＋
原子炉トリップ信号（「中性子束高（出力領域）」）発信失敗

6.6×10
-8 20.1% 2.4×10

-12 9.6%
代替原子炉トリップ信号

（「原子炉出口冷却材温度高」）発信失敗

出力運転中の制御棒の異常な引抜き＋
原子炉保護系（スクラム）動作失敗

6.4×10
-9 2.0% 5.2×10

-14 0.2%

主冷却器空気流量増大＋
原子炉保護系（スクラム）動作失敗 1.7×10

-9 0.5% 5.0×10
-15 0.0%

合計 3.3×10
-7 100% 2.5×10

-11 100%

事故シーケンス

設計基準事故対処設備のみを
考慮した場合

設計基準事故対処設備及び
炉心損傷防止措置を考慮した場合

後備炉停止系用論理回路動作失敗

【炉心損傷防止措置を考慮したUTOPの発生頻度の内訳】

【炉心損傷防止措置を考慮したULOHSの発生頻度の内訳】
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冷却材の沸騰回避対策について 
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BDBAを考慮したポニーモータ運転条件の設定

⚫ 第403回核燃料施設等の新規制基準適合性に係る審査会合において、ULOFに関して、
本原子炉施設の高い固有の安全特性から、ポニーモータ運転等の流量の増大により炉
心損傷を回避できる可能性があることから、自主対策※1として、そのための手順を
定めることを検討するとしている。

⚫ ULOFに対しては、炉心損傷防止措置として、代替トリップ信号、後備炉停止系用論
理回路、後備炉停止制御棒を措置することにより高い信頼度で炉心損傷を防止できて
いる。

⚫ ポニーモータ運転等の流量の設定値を増大させると、１次補助冷却系サイフォンブ
レークが必要な際に流量を低下させる操作が必要となり、自動的に１次補助冷却系サ
イフォンブレークが機能しなくなる可能性がある。

⚫ 以上のことから、通常運転時におけるポニーモータ運転等の流量の設定値は増大させ
ず、ULOF発生時に、運転員がポニーモータ流量を手動で増大させる手順を整備する
こととする※2。

※1：全てのプラント状況に対応することは困難であるが、プラント状況によっては、事故対応に有効な対策

※2：異常事象の影響が小さく、ULOFの評価事故シーケンスに包絡される事故シーケンス（１次主冷却系流量制
御系故障等）では炉心が著しく損傷するまでに猶予時間があり、猶予時間内に手動で流量を増大させること
により、炉心の著しい損傷を回避又は緩和できる効果が期待できる。
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ポニーモータ自動停止に係るインターロック

⚫ 「1次冷却材漏えい事故（DBA）」を含む過渡事故の発生時において、1次主循環ポ
ンプはポニーモータ2台運転となる。なお、「１次冷却材漏えい事故（DBA）」では、
単一故障として、ポニーモータ1台の引継ぎ失敗を仮定しているが、当該仮定がなけ
れば、2台運転となる。

⚫ LORL（ⅲ）の「１次冷却材漏えい（１次補助冷却系配管（内管）破損）及び１次補
助冷却系配管（外管）破損の重畳事故」においては、1次補助冷却系サイフォンブ
レークが炉心損傷防止措置となる。

⚫ LORL（ⅲ）では、炉心損傷防止措置として、1次主冷却系の循環に必要な液位の確保
が最優先であり、1次補助冷却系をサイフォンブレークするため、ポニーモータ自動
停止インターロックにより1台を停止する（NsL-320mmで自動停止）。

⚫ 「1次冷却材漏えい事故（DBA）」では、下記のインターロックの補助冷却系ナトリ
ウム漏えい及び原子炉容器冷却材液位低低に至ることはなく、LORL（ⅲ）以外の事
象において、不必要にポニーモータを自動停止することはない。

潤滑油異常
（圧力、漏洩）

過電流

補助冷却系
ナトリウム漏えい

原子炉容器
冷却材液位低低

ポニーモータ
自動停止

ポニーモータBのみ

ポニーモータ自動停止インターロックの概要
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１次アルゴンガス系の隔離弁の閉止の効果及び位置付けについて 
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１次アルゴンガス系の排気側の隔離手順

本手順は、燃料の破損が推定される際に原子炉カバーガス中の放射性物質を閉じ込めるための１次アルゴンガス系の排気側の
隔離に係る手順であり、安全性向上のために自主的に講じるものである。

気体廃棄物
処理系

オーバフローカ
ラム（Ｂ）

主中間熱交換
器（Ｂ）

原子炉容器

主中間熱交換器（Ａ）

１次主循環ポン
プ（Ａ）

オ
ー
バ
フ
ロ
ー
カ
ラ
ム

（Ａ）

隔離弁

１次冷却材
ダンプタンク

（Ｂ）

１次冷却材
ダンプタンク

（Ａ）

オーバフロータ
ンク

１次アルゴンガス系
呼吸ガス圧力調整ヘッダ

格
納
容
器

原
子
炉
附
属
建
物

原子炉冷却材バウンダリ又は原子炉カバーガス等バウンダリから放射性物質等が放出された場合は、格納容器（自動）アイソレー
ションにより、１次アルゴンガス系の隔離弁も閉止される。
他方、原子炉冷却材バウンダリ又は原子炉カバーガス等バウンダリが健全な場合は、原子炉カバーガス中に放出された希ガス等の

放射性物質は、１次アルゴンガス系の配管を通じて、１次冷却材ダンプタンク、呼吸がス圧力調整ヘッダを経由して、気体廃棄物処
理系に流出し、廃ガス貯留タンクに圧入貯蔵され、多量の放射性物質の放出は防止される。なお、大容量（約100m3）の１次冷却材ダ
ンプタンクを経由させることにより、放出までに数時間以上の時間遅れが期待できる。
以上のとおり、本手順は、格納容器（自動）アイソレーションに先立って、主な放射性物質の放出経路となりうる１次アルゴンガ

ス系を閉止し、格納容器内で放射性物質を閉じ込めることにより安全性を向上させるための手順である。
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制御棒連続引抜き阻止インターロックの設計について 
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－ 制御棒連続引抜き阻止インターロック －

・出力運転中に、制御棒の連続引抜き時間が3秒となると、引抜きを自動的に阻止するタイマーリレー（約3
秒）を設けることにより、UTOP有効性評価で設定する連続引抜き時間4秒を超えない設計とする。

・制御棒駆動機構駆動回路と同じ非常用電源設備より給電するものとする。

原子炉容器

炉心

制御棒

後備炉停止
制御棒

主中間熱交換器

２次主冷却系
（2ループ）

１次主冷却系
（2ループ）

１次主循環ポンプ

核計装
（出力系）

①

原子炉トリップ信号発信
「中性子束高（出力領域）」

原子炉保護系
（スクラム）動作

②-1

②-2
③

制御棒連続引抜き
阻止インターロック動作

原子炉出口
冷却材温度

代替原子炉トリップ信号
「原子炉出口冷却材温高」

後備炉停止系用
論理回路動作

【新設】

【新設】

UTOPの事象進展及び炉心損傷防止措置の概要図

制御棒連続引抜き時間3秒

運転モードスイッチ
「高出力モード」

制御棒連続引き抜き阻止インターロックの
基本構成等（待機条件を含む）

【基本設計】
基本構成：引抜回路にタイマーリレーを増設
設定 ：タイマー設定3秒（評価値4秒に対して1秒の裕度）
作動条件：運転モードスイッチ「高出力モード」
待機条件：限時動作ｂ接点

高出力モード接点

88

引抜回路

タイマーリレー（3秒）
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制御棒駆動機構の軸の回転操作の資機材及び手順並びに実現性について 
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物理的特性による高温静定状態における自主対策（制御棒駆動機構の軸の直接回転による制御棒挿入）

⚫ ULOHSにおいては、炉心損傷防止措置が機能しないと仮定した場合にあっても、固有の物理メカニズム（負の反
応度係数等）による出力低減及び冷却系による冷却によって、炉心の著しい損傷が防止され、格納容器の破損
及び施設からの多量の放射性物質等の放出も防止される。

⚫ 上記の状態は、比較的高温での安定静定状態であるため、中央制御室での以下の操作により低温の安定静定状
態に移行させる。

• 手動スクラム

• 制御棒又は後備炉停止制御棒保持電磁石励磁断

• 制御棒駆動機構又は後備炉停止制御棒駆動機構の手動挿入

⚫ さらに、自主対策として、直接、制御棒駆動機構の軸を回転させ制御棒を炉心に挿入する設備、手順を整備す
る。対策実施時は、作業場所（原子炉容器上部）の線量率を測定し、異常がないことを確認するとともに、局
所排風機の設置、半面マスク等の防護具、線量計の着用により作業者の被ばくを管理・低減する措置を講じる。

制御棒駆動機構の軸の直接回転操作の概念図

【現場へのアクセス性】

作業場所（原子炉容器上部）は、特別な装備を
必要とせず、地上階フロアから入域が可能。

【作業性】

作業は、仮設足場等を必要とせず、原子炉容器
上部において、必要な手順の実施が可能。

原子炉容器上部
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１次補助冷却系出口配管からの吸い込みに必要な液位と LORL時の液位の関係について 
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GL（mm）

-4,000

-6,000

-8,000

-10,000

-12,000

-14,000

-16,000

-5,000

-7,000

-9,000

-11,000

-13,000

-15,000

１次補助冷却系出口配管
（下端）【ＮｓＬ-4,000mm 】

燃料集合体頂部【ＮｓＬ-3,400mm 】

炉心頂部【ＮｓＬ-4,500mm 】＊2

原子炉容器通常ナトリウム液位【ＮｓＬ】（GL-6,100mm）

原子炉容器底部【ＮｓＬ-7,900mm 】

主中間熱交換器入口窓＊1 （上端）（ＮｓＬ-810mm ）

原子炉トリップ信号「炉内ナトリウム液面低」
発信液位【ＮｓＬ-100mm】

「炉内ナトリウム液面低低」信号発信液位（ＮｓＬ-320mm ）

１次主冷却系入口配管
（下端：安全容器内）【ＮｓＬ-8,200mm】

安全容器

炉心

１次補助冷却系入口配管

１次補助冷却系出口配管

１次主冷却系出口配管

主冷却系サイフォンブレーク＊4配管

１次補助冷却系
サイフォンブレーク＊7配管

１次主冷却系入口配管

原子炉容器

【ＮｓＬ-3,000mm】＊3

【ＮｓＬ-1，300mm】＊5

【ＮｓＬ-1,400mm 】＊6

１次主循環ポンプより１次主循環ポンプより

主中間熱交換器へ主中間熱交換器へ
補
助
中
間
熱
交
換
器

電
磁
ポ
ン
プ

＊1：主中間熱交換器内に流入した１次冷却材の伝熱管部への入口（有効性評価では、１次冷却材の液位が入口窓（上端）を下回った時点で、１次冷却材の流路を喪失すると仮定）
＊2：LORL及びPLOHSにおける炉外事象過程の評価において、炉心の著しい損傷及び原子炉容器の破損を仮定する液位
＊3：安全容器内の配管（内管及び外管）が破損し、安全容器内に１次冷却材が流出した場合に、原子炉容器冷却材液位と安全容器内に流出した冷却材の液位がバランスし、１次冷却材の漏えいが停止する液位
＊4：１次主循環ポンプの出口から原子炉容器の入口（安全容器内を除く。）の低所に位置する配管（内管及び外管）が破損した場合に、サイフォン現象による原子炉容器冷却材液位の低下を防止するため、

１次アルゴンガスが流入することによりサイフォン現象をブレーク（オーバフローカラムの液位がＮＳＬ-950mmを下回ることにより受動的に１次アルゴンガスが流入し作動）
＊5：主冷却系サイフォンブレークが作動した場合に１次冷却材の漏えいが静定する液位
＊6：原子炉容器の出口から１次主循環ポンプの入口の配管（内管及び外管）が破損した場合に１次冷却材の漏えいが停止する液位
＊7：１次補助冷却系の低所に位置する配管（内管及び外管）が破損し、サイフォン現象による原子炉容器冷却材液位の低下を防止するため、サイフォンブレーク止弁が開となり１次アルゴンガスが流入すること

によりサイフォン現象をブレーク（「炉内ナトリウム液面低低」信号により自動でサイフォンブレーク止弁が作動）
＊8：１次補助冷却系サイフォンブレークが作動した場合に１次冷却材の漏えいが停止する液位

【ＮｓＬ-400mm】＊8 原子炉カバーガス

安全容器底部【ＮｓＬ-8,900】

１次補助冷却系配管のカバーガスの巻込みについて（1/2）

①：LORLが生じた際の原子炉容器内の冷却材の最低液位（LORL（ⅰ））
②：原子炉容器内の１次補助冷却系出口配管下端位置

①

②
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１次補助冷却系配管のカバーガスの巻込みについて（2/2）

LORLにおける原子炉容器内の冷却材の最低液位はNsL-約3,000mmであるのに対して、１次補助冷却系の
出口配管は、それよりも約1,000mm下方のNsL-4,000mmに位置する。
ガス巻込みに関する既往の知見［1］より、カバーガスの巻込み渦対策として推奨される液深は800mm以

上となり、LORL時の原子炉容器内の冷却材液位が低下した状態にあっても、１次補助冷却系配管にカ
バーガスが巻き込まれ、冷却材の循環機能に異常が生じることはない。

項目 条件

形状 配管内径 約81mm

運転条件 配管内流速 約3.5m/s
（定格運転時の流量56.5t/hより）

評価に用いた条件

渦
出口配管下端

（NsL-4,000mm）

冷却材液位
（NsL-約3,000mm）

なお、以下に示す通り、原子炉容器内の冷却材液位をNsL-3,400mmまで低下させた状態で、１次補助冷
却系を運転した際にあっても、１次補助冷却系の冷却材の循環に異常は生じていない。

0

20

40

60

80

0:00 2:00 4:00 6:00 8:00 10:00 12:00
時刻

流
量
（

m3
/
h）

原子炉容器内の冷却材液位NsL-3,400mmにおける１次補助冷却系流量の時刻歴（2018年9月4日）

［1］ ANSI and Hydraulic Institute. American National Standard for Pump Intake Design. 1998.
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BDBAの措置におけるコンクリート遮へい体冷却系の位置付けについて 
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評価事故シーケンスに応じたコンクリート遮へい体冷却系の位置付け

格納容器破損防止措置は、一つの炉心損傷防止措置が機能しないことを仮定して、炉心の著しい損傷に至ることを仮定し、その
場合において、炉心の著しい損傷の防止又は格納容器破損防止措置を講じ、その有効性を評価することを基本的な方針としている。
この方針に基づく、崩壊熱除去機能喪失型の評価事故シーケンスに対する炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置並び
に自主対策を以下に示す。

事象グ
ループ

評価事故
シーケンス

評価事故シーケンスの
概要

炉心損傷防止措置
（括弧内は自主対策）

格納容器破損防止措置

LORL

LORL（ⅰ）
１次系漏えい（安全容
器内の内外管）

補助冷却設備強制循環冷却
コンクリート遮へい体冷却系による安全容器外面冷却

＜炉心損傷防止措置の機能喪失の想定：補助冷却設備強制循環冷却＞

LORL（ⅱ）
１次系漏えい（１次主系
配管の内外管）

補助冷却設備強制循環冷却
（コンクリート遮へい体冷却系による
原子炉容器外面冷却）

コンクリート遮へい体冷却系による原子炉容器外面冷却

＜炉心損傷防止措置の機能喪失の想定：補助冷却設備強制循環冷却＞

LORL（ⅲ）
１次系漏えい（１次補助
系配管の内外管）

主冷却系2ループ自然循環冷却
（コンクリート遮へい体冷却系による
原子炉容器外面冷却）

主冷却系1ループ自然循環冷却

＜炉心損傷防止措置の機能喪失の想定：主冷却系1ループ自然循環冷却＞

PLOHS

PLOHS（ⅰ）
外部電源喪失＋強制
循環失敗

主冷却系2ループ自然循環冷却
（コンクリート遮へい体冷却系による
原子炉容器外面冷却）

主冷却系1ループ自然循環冷却

＜炉心損傷防止措置の機能喪失の想定：主冷却系1ループ自然循環冷却＞

PLOHS（ⅱ）
2次系漏えい＋強制循
環失敗

主冷却系1ループ自然循環冷却
（コンクリート遮へい体冷却系による
原子炉容器外面冷却）

コンクリート遮へい体冷却系による安全容器外面冷却

＜炉心損傷防止措置の機能喪失の想定：主冷却系1ループ自然循環冷却＞

炉心の著しい損傷時の格納容器破損防止措置の有効性を評価するため、敢
えて、コンクリート遮へい体冷却系による原子炉容器外面冷却は措置として考
慮せず。

SBO SBO 全交流動力電源喪失 主冷却系2ループ自然循環冷却
主冷却系1ループ自然循環冷却

＜炉心損傷防止措置の機能喪失の想定：主冷却系1ループ自然循環冷却＞

[1269]



 

別添 6-11 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

安全板の動作の信頼性、ヒートシンク材の材料及び設置場所について 

[1270]



53条(1)-別紙 6-別添 6-11-1 

 

 

 

－ 安全板、ヒートシンク材及び断熱材の設置 －

⚫ 格納容器破損防止措置として、安全板によって主中間熱交換器の原子炉冷却材バウンダリ（1次・2次境界）の過圧破損を防止する措
置を講じるとともに、安全板を通じて格納容器（床下）に流出した冷却材の熱的影響をヒートシンク材及び断熱材で緩和

⚫ 安全板※1は、１次アルゴンガス系に新たに配置（原子炉建物地下2階）

⚫ 安全板までの配管部はヒータ等を設置し、ナトリウムの凝縮による閉塞を防止

⚫ 安全板の破裂圧力は、約9.8kPa[gage]に設定（通常運転時の原子炉カバーガス圧力：約0.98kPa[gage]）

⚫ ヒートシンク材には、比熱が大きく、耐ナトリウム性が良好なアルミナを使用。ヒートシンク材等は、安全板を設置する部屋に設置

※1：安全板の製作に当たっては、
設置前に同一ロットでの破
裂試験を複数回実施して信
頼性を検証するとともに、
供用中においても、定期的
に、同一ロットでの破裂試
験を実施し、供用期間中の
信頼性を確保する。

※2：安全板が破裂した際には、
中央制御室に警報を発報

原子炉冷却材バウンダリの過圧防止、格納容器内の熱的影響の緩和に係る資機材

止め弁＊1【新設】

アルゴンガス
供給系

気体廃棄物
処理系

オーバフローカラム
（Ｂ）

主中間熱交換器
（Ｂ）

原子炉容器

主中間熱交換器（Ａ）

１次主循環ポンプ
（Ａ）

オ
ー
バ
フ
ロ
ー
カ
ラ
ム

（Ａ）

隔離弁

隔離弁

安全板【新設】

止め弁＊1,2【新設】

格納容器（床下）
地下2階

１次冷却材
ダンプタンク（Ｂ）

１次冷却材
ダンプタンク（Ａ）

オーバフロータンク

１次アルゴンガス系
呼吸ガス圧力調整ヘッダ

格
納
容
器

原
子
炉
附
属
建
物

＊1：原子炉冷却材ナトリウムの充填時等の安全板
の誤開を防止するため、上流側に止弁を設置 原子炉建物地下2階平面図

安全板設置室
（ヒートシンク材、断熱材を設置）

＊2：止弁の誤閉を防止するために、起動前点検で
開を確認する。
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漏えいナトリウムの影響の拡大を抑制するための区画化等の対策について 
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1.ナトリウム燃焼による機械的負荷に係る格納容器破損防止措置 

原子炉冷却材ナトリウムが格納容器床下に漏えいする事象に対して、ナトリウム燃焼による機械

的な格納容器の破損を防止するため、以下の措置を講じている。 

① 安全板から流出するナトリウムによる熱的影響を緩和するため、断熱材及びヒートシン

ク材を整備する。また、流出したナトリウムがコンクリートと直接接触することを防止す

るため、格納容器（床下）の室には鋼製のライナを整備する。  

② 原子炉運転中は格納容器（床下）を窒素雰囲気に保ち、ナトリウムが流出した場合の燃焼

反応を防止する。 

③ ナトリウムが流出し、格納容器内の圧力、温度及び床上放射能レベルが異常に上昇した場

合は、「格納容器内圧力高」、「格納容器内温度高」及び「格納容器内床上線量率高」によ

り警報が中央制御室に発せられ、工学的安全施設の作動により、格納容器から放出される

放射性物質を低減する。なお、工学的安全施設は、手動操作によっても作動できるものと

する。 

 本事象については、現状の設計に基づいて、第 1図のとおり格納容器床下を一つの区画としてモ

デル化し、有効性評価を実施している。格納容器床下は一つの区画であり、流出したナトリウムが

区画全域に拡散し、事象収束後の復旧が困難になることから、拡散抑制対策を講じる。 

 

第 1.1図 格納容器破損防止措置の有効性評価における解析体系 

セル1：格納容器（床上）

約13,000m3

セル2：
炉容器ピット

約130m
3

セル3：外気

Na蒸気放出

セル間の通気：　開口を通じた通気 （　　）

　　　　　　　　　 圧力差によるリーク（　　）

格納容器（床上）⇔外気の通気

事故時の漏えい率に従って設定

開口部（天井吹抜け構造）

による通気を設定

運転時窒素雰囲気

運転時窒素雰囲気

運転時窒素雰囲気

常時空気雰囲気

常時空気雰囲気

セル4：
格納容器（床下）③

約60m3

セル5：格納容器（床下）②

約2500m3

セル6：格納容器（床下）①

約2300m
3

格納容器（床上）⇔格納容器（床下）の通気

漏えい率試験に基づき設定

開口による

通気を設定

開口による

通気を設定

ヒートシンク材・断熱材

格納容器（床下）雰囲気に

接する床、壁及び天井には

ライナを敷設

格納容器鋼壁

　頂部（板厚12ｍｍ）

　胴部（板厚25ｍｍ）

Naの堆積する床面の

全面積：約69m2

ナトリウム蒸気流出
セル（セル6）

格納容器（床上）⇔格納容器（床下）の通気
漏えい率試験に基づき設定
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2.格納容器床下の区画化の検討 

 

 

 

第 2.1図 格納容器床下におけるナトリウムの移行・拡散挙動 

 

  

オーバフロー
タンク②

格納容器

地下2階

地下中2階

断熱材・
ヒートシンク材

ナトリウ
ム蒸気の
放出①

安全板 ナトリウム
蒸気の放出
個所①

大規模ナ
トリウム
漏えい個
所②

ナトリウ
ム漏えい
個所③

ナトリウ
ム漏えい
個所③

ナトリウム漏
えい個所④

移行・拡散挙動漏えい形態漏えい場所事故シーケンス

エアロゾル拡散ナトリウム蒸気①地下2階ダンプタンク室LORL（ⅰ）、PLOHS（ⅱ）

溢液液体大規模漏えい②地下2階オーバフロータンク室大規模ナトリウム火災

溢液液体小規模漏えい③地下中2階1次主冷却系配管部LORL（ⅱ）

溢液液体小規模漏えい④地下中2階コールドトラップ室LORL（ⅲ）

主冷却系
配管③

格納容器（床下）におけるナトリウムの移行

LORL（ⅱ）のナトリウム堆積面積：
R201,204,205,206の合計の170m2

（地下1階の低所の全面積にプールが拡大
する想定であり、漏えい速度によらない想
定である。）

PLOHS（ⅱ）の主なナトリウム堆積場所：
R101～109,R201～206
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第 2.2図 格納容器床下におけるナトリウム移行の影響拡大の抑制対策 

格納容器（床下）におけるナトリウム移行の影響拡大の抑制対策

オーバフロー
タンク②

格納容器

地下2階

地下中2階

断熱材・
ヒートシンク材

ナトリウ
ム蒸気の
放出①

安全
板 ナトリウム

蒸気の放出
個所①

大規模ナ
トリウム
漏えい個
所②

ナトリウ
ム漏えい
個所③

ナトリウ
ム漏えい
個所③

ナトリウム
漏えい個所④

主冷却系
配管③

閉鎖によるエアロゾル拡散抑制個所

堰による溢液防止個所

図中紫色部に堰を設置し、当該区画からの
溢液を防止

図中赤色部を運転開始前に閉鎖（仮設）し、
ナトリウムエアロゾルの拡散、影響範囲を
抑制

対策の効果移行・拡散挙動漏えい形態漏えい場所事故シーケンス

溢液の防止、拡散の抑制エアロゾル拡散ナトリウム蒸気①地下2階ダンプタンク室LORL（ⅰ）、PLOHS（ⅱ）

溢液の防止溢液液体大規模漏えい②地下2階オーバフロータンク室大規模ナトリウム火災

溢液の防止溢液液体小規模漏えい③地下中2階1次主冷却系配管部LORL（ⅱ）

溢液の防止溢液液体小規模漏えい④地下中2階コールドトラップ室LORL（ⅲ）
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第 2.3図 ダンプタンク室におけるナトリウム移行の影響拡大の抑制対策  

ダンプタンク

架台の側面に鋼板を設置安全板

断熱材及びヒートシ
ンク材

ダンプタンク室におけるナトリウム移行の影響拡大の抑制対策

[1276]



53条(1)-別紙 6-別添 6-12-5 

 

 

3.格納容器床下の区画化の効果及び影響 

 3.1 格納容器床下の区画化の効果 

格納容器床下は全区画が窒素ガス雰囲気であり、格納容器床下内で区画化しても、格納容器破

損防止措置の有効性評価の評価項目への効果はほとんどない。 

溢液を防止するための堰を設置した場合は、2.で示した区画からの溢液を防止することが可

能であり、ナトリウムの堆積面積、範囲を当該区画内で限定することが可能である。 

エアロゾルの拡散を防止するための仮設閉鎖設備を設置した場合は、気密化を実施しないた

め、全量の拡散を防止することはできないが、エアロゾルの拡散を一定程度抑制することができ

る。 

 

3.2 格納容器床下の区画化の影響 

（1）格納容器床下の原子炉保護系（アイソレーション）の検出器への影響 

格納容器床下の原子炉保護系（アイソレーション）の検出器は第 3.1図に示す R-203室に設置

しており、各区画で温度の上昇、圧力の上昇が発生した場合に、R-203室で異常を検出できるよ

う、各区画間の対流通気の維持が必要である。このため、対流通気を阻害しない範囲での拡散抑

制のための設備を設置する。 

 

  （2）他の安全施設への影響 

エアロゾルの拡散を防止するための仮設閉鎖設備を設置した場合は、ナトリウムが漏えいし

た区画の温度が高めになるが、格納容器床下の安全施設の機能に悪影響は与えない。また、原子

炉停止後一定期間経過後に格納容器床下を空気置換した場合の火災防護対策として、火災の感

知及び消火が必要となるが、空気置換した場合には、仮設閉鎖設備を撤去するため、火災防護対

策を阻害することはない。 

 

[1277]



53条(1)-別紙 6-別添 6-12-6 

 

 

 

第 3.1図 格納容器自動アイソレーションの検出器の配置 

格納容器

格納容器（床下）

格納容器（床上）

R-501

R-201

R-202

R-203

R-204

R-205

R-206

※： 格納容器（床上）と格納容器（床下）の内部は、開口等により連通しており、検出器
の設置場所において、当該区画のパラメータを計測可能

※： 格納容器（床下）の検出器は、主に漏えいした１次冷却材が堆積する地下中2階で、か
つ、空調系の吸込み口を設置するR-203室に設置

格納容器（床上）のアイソレーション信号
に係る検出器の配置図（原子炉建物1階）

格納容器（床下）のアイソレーション信号
に係る検出器の配置図（原子炉建物地下中2階）

T

M

P

：温度検出器

：圧力検出器

：放射線モニタ

M

M

M

T

T

T

P

P

P

P

P

T

T

T

R-501

R-203
P

※： 格納容器（床上）の検出器は、
R-501に設置

※： 格納容器（床下）の検出器は、
R-203に設置
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1次主冷却系サイフォンブレーク及び１次補助冷却系サイフォンブレークの成立性について 
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GL（mm）

-4,000

-6,000

-8,000

-10,000

-12,000

-14,000

-16,000

-5,000

-7,000

-9,000

-11,000

-13,000

-15,000

１次補助冷却系出口配管
（下端）【ＮｓＬ-4,000mm 】

燃料集合体頂部【ＮｓＬ-3,400mm 】

炉心頂部【ＮｓＬ-4,500mm 】＊2

原子炉容器通常ナトリウム液位【ＮｓＬ】（GL-6,100mm）

原子炉容器底部【ＮｓＬ-7,900mm 】

主中間熱交換器入口窓＊1 （上端）（ＮｓＬ-810mm ）

原子炉トリップ信号「炉内ナトリウム液面低」
発信液位【ＮｓＬ-100mm】

「炉内ナトリウム液面低低」信号発信液位（ＮｓＬ-320mm ）

１次主冷却系入口配管
（下端：安全容器内）【ＮｓＬ-8,200mm】

安全容器

炉心

１次補助冷却系入口配管

１次補助冷却系出口配管

１次主冷却系出口配管

主冷却系サイフォンブレーク＊4配管

１次補助冷却系
サイフォンブレーク＊7配管

１次主冷却系入口配管

原子炉容器

【ＮｓＬ-3,000mm】＊3

【ＮｓＬ-1，300mm】＊5

【ＮｓＬ-1,400mm 】＊6

１次主循環ポンプより１次主循環ポンプより

主中間熱交換器へ主中間熱交換器へ
補
助
中
間
熱
交
換
器

電
磁
ポ
ン
プ

＊1：主中間熱交換器内に流入した１次冷却材の伝熱管部への入口（有効性評価では、１次冷却材の液位が入口窓（上端）を下回った時点で、１次冷却材の流路を喪失すると仮定）
＊2：LORL及びPLOHSにおける炉外事象過程の評価において、炉心の著しい損傷及び原子炉容器の破損を仮定する液位
＊3：安全容器内の配管（内管及び外管）が破損し、安全容器内に１次冷却材が流出した場合に、原子炉容器冷却材液位と安全容器内に流出した冷却材の液位がバランスし、１次冷却材の漏えいが停止する液位
＊4：１次主循環ポンプの出口から原子炉容器の入口（安全容器内を除く。）の低所に位置する配管（内管及び外管）が破損した場合に、サイフォン現象による原子炉容器冷却材液位の低下を防止するため、

１次アルゴンガスが流入することによりサイフォン現象をブレーク（オーバフローカラムの液位がＮＳＬ-950mmを下回ることにより受動的に１次アルゴンガスが流入し作動）
＊5：主冷却系サイフォンブレークが作動した場合に１次冷却材の漏えいが静定する液位
＊6：原子炉容器の出口から１次主循環ポンプの入口の配管（内管及び外管）が破損した場合に１次冷却材の漏えいが停止する液位
＊7：１次補助冷却系の低所に位置する配管（内管及び外管）が破損し、サイフォン現象による原子炉容器冷却材液位の低下を防止するため、サイフォンブレーク止弁が開となり１次アルゴンガスが流入すること

によりサイフォン現象をブレーク（「炉内ナトリウム液面低低」信号により自動でサイフォンブレーク止弁が作動）
＊8：１次補助冷却系サイフォンブレークが作動した場合に１次冷却材の漏えいが停止する液位

【ＮｓＬ-400mm】＊8 原子炉カバーガス

安全容器底部【ＮｓＬ-8,900】

冷却材漏えい時の原子炉容器内の冷却材液位について
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冷却材液位の確保機能に係る資機材 -主冷却系サイフォンブレーク-

⚫ 安全容器より外側の１次主冷却系入口の低所配管（内管及び外管）が破損した際に、主冷却系サイフォンブレーク配管からアルゴンガス
が導入されることにより、サイフォン現象による原子炉容器の冷却材液位の低下を抑止し、補助冷却設備の強制循環冷却に必要な液位を
確保する。

⚫ アルゴンガスは、配管等の適切な配置により、オーバフローカラムの液位低下に伴い、受動的に導入され（電源及び運転員操作不要）、
運転員は炉内ナトリウム液面計の指示値により、主冷却系サイフォンブレークの成否を確認する。

⚫ 主冷却系サイフォンブレーク配管は、通常運転時に凝固・閉塞が生じることを防止するため、原子炉冷却材バウンダリ内への異物の混入
を防止するとともに、差圧により常時ナトリウムを流動させる設計とする。なお、防止対策を講じた上で、念のために、配管内のナトリ
ウムの流動を確認できるよう電磁流量計を設置し、運転員が常時監視しており、サイフォンブレーク配管内の流量が異常に低下した場合
には、中央制御室に警報を発し、異常を検知できる設計としている。

⚫ 運転員が異常を検知した場合、運転員は、異常の原因を調査（予熱温度、流量計の点検）するとともに、温度が低い場合は予熱ヒータの
点検等を実施し、復旧に努める。正常な状態に復旧できない場合は、運転員は原子炉を停止する。

主冷却系サイフォンブレークの概念図

原子炉容器通常ナトリウム液位

１次補助冷却系
出口配管（下端）

炉心頂部

炉心

１次補助冷却系出口

１次補助冷却系入口

主中間熱交換器

主冷却系サイフォンブレーク配管

オ
ー
バ
フ
ロ
ー
カ
ラ
ム

１次主循環ポンプ

原子炉容器

安全容器

遮へい
グラファイト

１
次
主
冷
却
系
出
口

安全容器外の１次主冷却系入口の配管
（内管及び外管）が破損

系統外に冷却材が漏えい、液位低下

サイフォン現象の発生

液位の低下によりアルゴンガスが導入

補助冷却設備による
強制循環冷却に必要な
液位確保 １

次
主
冷
却
系
入
口

流量計

主冷却系サイフォンブレークにより
サイフォン現象による液位低下を抑止

※1：サイフォンブレーク
に必要なアルゴンガスは、
ダンプタンク等から供給さ
れる。
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冷却材液位の確保機能に係る資機材 -１次補助冷却系サイフォンブレーク-

原子炉容器通常ナトリウム液位

１次補助冷却系
出口配管（下端）

炉心頂部

炉心

電磁ポンプ

補助中間
熱交換器

１次補助冷却系出口

１次補助冷却系入口

１次補助冷却系
サイフォンブレーク止弁

１次補助冷却系
サイフォンブレーク配管

１次補助冷却系出口弁

１次補助冷却系入口弁

原子炉容器

安全容器

遮へい
グラファイト

１
次
ア
ル
ゴ
ン
ガ
ス
系

１
次
主
冷
却
系
入
口

１次主冷却系出口

１次補助冷却系サイフォンブレーク止弁
動作信号発生液位

主中間熱交換器入口窓
（上端）

１次補助冷却系の配管
（内管及び外管）が破損

系統外に冷却材が漏えい、液位低下

サイフォン現象の発生

液位の低下により
１次補助冷却系サイフォン
ブレーク止弁が「開」、
アルゴンガスが導入

１次主冷却系による
強制循環冷却に必要な
液位確保

１次補助冷却系サイフォンブレークにより
サイフォン現象による液位低下を抑止

⚫ １次補助冷却系の低所配管（内管及び外管）が破損した際に、１次補助冷却系サイフォンブレーク配管からアルゴンガスを導入することにより、
サイフォン現象による原子炉容器の冷却材液位の低下を抑止し、１次主冷却系の循環に必要な液位を確保する。

⚫ １次補助冷却系のナトリウム漏えいの検知（2 out of 28）、原子炉容器の冷却材液位低低（NsL-320mm）、ポニーモータ1台停止の条件が成立
した時点で、自動で１次補助冷却系サイフォンブレーク止弁が「開」となりアルゴンガスが導入される。また、１次補助冷却系からの漏えいに
よる液位の低下速度は緩慢であり、サイフォンブレーク止弁開の液位に達するまでに3時間以上の猶予がある。自主対策として、運転員が１次
補助冷却系サイフォンブレーク止弁の自動開失敗を認知した場合は、中央制御室及び現場において、止弁の開操作を実施する手順により、猶予
時間内で確実に操作を実施する。

⚫ １次補助冷却系サイフォンブレーク失敗を仮想した場合にあっても、１次主冷却系の循環に必要な液位を喪失するまでには10時間以上の猶予が
ある。自主対策として、運転員が液位等によりサイフォンブレーク失敗を検知した場合は、中央制御室において、１次補助冷却系の出入口止弁
（電源：直流無停電電源系）を「閉」とする手順（10分以内に完了）により、猶予時間内に、１次主冷却系の循環に必要な液位は確実に確保で
きる。

⚫ 以上のとおり、運転員操作も含めて、液位確保について、十分な信頼性が確保できる。

１次補助冷却系サイフォンブレークの概念図

通常運転時の流れ

※1：サイフォン
ブレークに必要
なアルゴンガス
は、オーバフ
ロータンク等か
ら供給される。
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１次補助冷却系サイフォンブレークの試験及び監視

⚫ MK-Ⅲ総合機能試験において、MK-Ⅲ炉心への改造後も１次補助冷却系サイフォンブレークが正常に行われることを確認するため、
2003年2月にサイフォンブレーク機能確認試験を実施した。

⚫ 上記の試験において、想定液位でサイフォンブレークしない事象が発生し、配管内のナトリウム温度の低下が原因と推定された。こ
のため、１次補助冷却系サイフォンブレーク止弁及び１次補助冷却系サイフォンブレーク配管の予熱ヒータ制御温度の設定値を
200℃から230℃へ変更し、再試験において、正常にサイフォンブレークすることを確認した。また、当該試験とは別に行った当該
配管部の外観点検の際に、保温材の手直しも実施し、信頼性の向上を図っている。

⚫ 上記の試験において、確実にサイフォンブレークが可能なポニーモータの回転数を把握し、異常時運転マニュアルに反映し運用して
いる。

⚫ 以上のとおり、実機における試験により、１次補助冷却系サイフォンブレークは、確実に機能することを確認している。

⚫ 第53条への適合に係るLORLに対する炉心損傷防止措置の重要性を踏まえ、新規制基準適合後の運転再開前には、１次補助冷
却系サイフォンブレーク特性の把握のための試験を実施し、確実にサイフォンブレークが可能なポニーモータの運転条件を把握する。
また、新規制基準適合後の運転再開時には、確実にサイフォンブレークが可能な運転条件で運用する。

１次補助冷却系サイフォンブレークの概要

⚫ １次補助冷却系サイフォンブレーク止弁は、サイクル運転開
始前の起動前点検において、正常に開閉動作することを確
認する。

⚫ １次補助冷却系サイフォンブレーク配管の凝固防止は予熱
ヒータの状態監視及び温度計により監視しており、温度が
異常に低下した場合には、中央制御室に警報を発し、異常
を検知できる設計としている。

⚫ 運転員が異常を検知した場合、運転員は、異常の原因
を調査（ヒータの状態、予熱温度の点検）するととも
に、温度が低い場合は予熱ヒータの点検等を実施し、
復旧に努める。正常な状態に復旧できない場合は、運
転員は原子炉を停止する。

【MK-Ⅳ炉心運転前のサイフォンブレーク機能確認試験】

【各運転サイクル前の機能確認試験及び供用中の監視】
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冷却系サイフォンブレークに係る１次アルゴンガス系の概要

１次アルゴンガス系
供給タンク

１次アルゴンガス系
低圧タンク

排気弁

供給弁

１次冷却材
ダンプタンク（Ｂ）

１次冷却材
ダンプタンク（Ａ）

原子炉容器
１次主循環ポンプ（Ａ）
オーバフローカラム

１
次
主
循
環
ポ
ン
プ

１次アルゴンガス系
呼吸ガス圧力調整ヘッダ

アルゴンガス
供給系

気体廃棄物
処理系

１次主循環
ポンプ（Ｂ）軸封

（Ａ）

主
中
間
熱
交
換
器

（Ａ）

１次主循環ポンプ（Ｂ）
オーバフローカラム

主中間熱交換器（Ｂ）

オーバフロータンク

→ 原子炉附属建家原子炉格納容器 ←

供給弁（大） 約0.20 kPa以下で「開」（通常「閉」）

供給弁（小） 約0.29 kPa以下で「開」（通常「閉」）

排気弁（小） 約0.69 kPa以上で「開」（通常「閉」）

排気弁（大） 約0.98 kPa以上で「開」（通常「閉」）

・１次アルゴンガス系は、１次主冷却系等に必要なアルゴンガスを供給するための設備であり、供給タンク、呼吸
ガス圧力調整ヘッダ、低圧タンク等から構成する。

・１次主冷却系等のカバーガスは、呼吸ガス圧力調整ヘッダと連通しており、呼吸ガス圧力調整ヘッダは、供給タ
ンク及び低圧タンクに接続される。

・１次主冷却系等のカバーガスの圧力が低下した際には供給タンクより呼吸ガス圧力調整ヘッダにアルゴンガスを
供給することで、通常運転時及び１次冷却材漏えい事故時ともに、圧力は一定の範囲で制御される。
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原子炉容器外面冷却とナトリウム漏えい箇所との関係について 
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原子炉冷却材バウンダリの二重構造の区画化と原子炉容器外面冷却の関係（1/2）
【二重構造の区画化】
● 原子炉冷却材バウンダリに属する容器・配管等は、二重構造とし、万一、原子炉冷却材バウンダリの破損が生じた場合におい
ても、冷却材ナトリウムの漏えい拡大を防止し、１次冷却材の液位を崩壊熱の除去に必要な高さに保持できるものとしている。
● 当該二重構造部は、原子炉容器廻り、１次主冷却系Ａループ、１次主冷却系Ｂループ及び１次補助冷却系に区画化している。

【原子炉容器外面冷却】
● 原子炉冷却材の漏えいにより窒素ガス流路を喪失する事故を除いて、コンクリート遮へい体冷却系を予熱窒素ガス
系と接続し、原子炉容器等の二重構造の間隙部に窒素ガスを通気して原子炉容器を冷却する措置により、炉心損傷の回
避が可能

コンクリート遮へい体冷却系による原子炉容器外面冷却の概念図
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原子炉冷却材バウンダリの二重構造の区画化と原子炉容器外面冷却の関係（2/2）

【原子炉容器外面冷却の窒素ガス流路】
下図の赤色の原子炉容器廻りの二重構造の範囲に窒素ガスを流通させるため、当該区画でナトリウムが漏えいしている場合を除
いて、原子炉容器外面冷却措置が可能である。
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原子炉容器外面冷却に係る窒素ガス流路の切り替え及び冷却水の増大等の手順等について 
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